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１  東京都政策連携団体経営目標評価制度について 

（１）概要

ア 目的

東京都政策連携団体経営目標評価制度は、東京都政策連携団体（以下「団体」と

いう。）自らに、経営に関する目標（以下「経営目標」という。）を設定させ、その

達成状況等を都で評価・公表することを通じて、団体の経営改革の促進を図ること

を目的としている。 

イ 経営目標の評価

○ 各団体の「経営改革プラン」を経営目標評価制度の対象として、同プラン

に掲げた「戦略」、「３年後（2020年度）の到達目標」及び「個別取組事項」

を通じて目標設定を行い、都は毎年度、その達成状況等について評価を行う。 

○ 目標設定・評価等にあたっては、東京都政策連携団体経営目標評価制度に

係る評価委員会（以下「評価委員会」という。）から意見を聴取した上で行

い、都が各団体の評価を決定する。 

○ 目標設定は１月から３月まで、評価は６月から８月までを目途にそれぞれ

行う。ただし、今回の 2019 年度評価においては、新型コロナウイルス感染

症拡大による影響を踏まえ、2020年７月から１０月までに評価を行った。 

（「経営改革プラン改訂版（２０１９年度）」の記載事項）

事項 内容

経営情報

基礎情報 沿革、役職員数、使命、決算情報等

過年度分析 経常収益額、都財政受入額、職員数の推移及び増減分析

主要事業

分野分析

事業概要、事業収益、事業費用、再委託費及び職員構成分

析等 

現状分析・評価 SWOT分析による団体経営に関する現状分析・評価 

改訂のポイント
各団体が進める経営改革について、これまでの主な実績、

今後の改革のポイント、プランの主な改訂を都が整理 

経営課題
自己分析を踏まえ、団体が認識する組織運営や事業運営に

関する課題 

戦 略 経営課題解決のための戦略 

2020 年まで

の３年間の

取組事項

３年後の

到達目標

個別取組事項を通じ、団体が2020年度になりたい姿、もた

らされる効果等 

個別取組事項 2020年度の到達目標達成に向けた年次計画 
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○ 局長等は、団体が設定した経営目標の進捗に対して、一次評価を実施する。

具体的には、団体が実施する個別取組事項ごとの実績に対する要因分析及び

対応方針、３年後（2020年度）の到達目標への進捗状況に関する団体自己評

価を踏まえ、戦略ごとに評価を実施する。

○ 総務局長は、提出された団体の経営目標に対する進捗状況について、評価

委員会から意見を聴取する。 

※ 評価委員会は、大学教授、経営コンサルタント、公認会計士等の外部有

識者により構成され、総務局長の求めに応じて、団体の経営目標、評価、

経営状況全般等について意見を述べる。 

○ 都は、評価委員会の意見を踏まえ、最終評価（団体及び理事長等：５段階）

を行う。団体評価と理事長等評価は原則完全連動し、下位評価の場合は理事

長等の役員報酬を減額する（△2.5％～△5.0％）。 

（２）2019年度経営目標の達成状況

2019年度の経営目標の達成状況については、Ｓ評価の団体は２団体、Ａ評価の団

体は４団体、Ｂ評価の団体は 24 団体、Ｃ評価の団体は２団体、Ｄ評価の団体は１

団体となった。

各団体の取組実績については、「２ 2019 年度 経営目標の達成状況について」

のとおりである。 

（2019年度経営目標の達成状況内訳） 

評価 団体名

Ｓ (公財)東京都農林水産振興財団、(株)東京スタジアム 

Ａ
(公財)東京都環境公社、(公財)東京しごと財団、(公財)東京都公園協会、東京
都下水道サービス(株) 

Ｂ

(公財)東京都人権啓発センター、(公財)東京都島しょ振興公社、(公財)東京税
務協会、(公財)東京都歴史文化財団、(公財)東京都交響楽団、(公財)東京都ス
ポーツ文化事業団、(一財)東京マラソン財団、(公財)東京都都市づくり公社、
東京都住宅供給公社、(公財)東京都福祉保健財団、(公財)東京都医学総合研
究所、(公財)城北労働・福祉センター、(公財)東京都保健医療公社、(公財)東
京観光財団、(公財)東京動物園協会、(公財)東京都道路整備保全公社、(公財)
東京防災救急協会、多摩都市モノレール(株)、東京臨海高速鉄道(株)、(株)多
摩ニュータウン開発センター、(株)東京国際フォーラム、(株)東京臨海ホー
ルディングス、東京交通サービス(株)、(株)ＰＵＣ

Ｃ (公財)東京都中小企業振興公社、東京水道サービス(株) 

Ｄ (社福)東京都社会福祉事業団 
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（３）理事長等の役員報酬

各団体の常勤役員のうち、最も職位の高い者（以下「理事長等」という。）の業績

評価は、当該団体の経営目標の評価と同一とする。

経営目標の達成状況が一定基準に達しなかった団体（Ｃ評価若しくはＤ評価）に

ついては、理事長等の役員報酬を 2.5％又は 5.0％減額することとしており、2019

年度は下表のとおりとなる。

（理事長等の役員報酬減額団体） 

役員報酬の減額 団体名 

２．５％減 (公財)東京都中小企業振興公社、東京水道サービス(株) 

５．０％減 該当なし 
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２  2019年度 経営目標の達成状況について 

凡 例 

（団体概要） 

１ 常勤役員数及び常勤職員数は各年度８月１日現在、それ以外の情報は原則として

令和２年８月１日現在のものである。 

２ 「基本財産/資本金」は、基本財産又は資本金に対し、都が出えんし、又は出資し

た額（百万円単位未満を四捨五入。なお、団体の統合前に行った額を含む。）である。 

３ 「都出資等比率」は、基本財産又は資本金に対し、都が出えんし、又は出資した比

率（小数点第二位以下を四捨五入。なお、団体の統合前に行った額を含む。）である。 

４ 常勤役員数及び常勤職員数の「対前年度比（％）」について、平成30年度又は令和 

元年度の人数が０人の場合は、「－」で表記している。 

（財務情報） 

１ 各年度の決算値の額（千円単位未満四捨五入）を記載しているため、内訳の計と合

計とが一致しない場合がある。 

なお、「０」は四捨五入後の額が千円単位に満たない場合、「－」は四捨五入前の

額が０円の場合を表している。 

２ 「法人税等」について、各団体の財務諸表上の「法人税、事業税、住民税」及び「法

人税等調整額」の科目に計上されている額を記載している。 

３ 「対前年度比（％）」について、平成30年度又は令和元年度の値が「０円以下」又

は「－」の場合は、「－」で表記している。 
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人東京都人権啓発センター　（所管局：総務局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

長期的な視点に立った人材育成 人材育成方針に基づく研修実施計画を
策定し、本格実施

・引き続き、研修実施計画(年次) を策定
・職務に役立つ知識・経験を取得するため、職員を各
種セミナーや人権関係団体の開催する集会・イベント
等行事に積極的に参加させた。

進行管理の充実 ・会議の継続実施
・進行管理手法の課題抽出及び対応
策の検討、実施

・進行管理会議「業務報告会議」を継続して実施
・特に重要な事業は、個別の進行管理会議を実施し、
迅速・確実な進行管理を行った
・従前、おおまかな実施日程のみであった次年度事業
計画を、より詳細・具体的に策定することとした
・令和２年度東京都政策連携団体等職員配置計画に
おいて広報及び進行管理体制の強化を目指した計画
を策定

職員提案による、生産性の向上や働
き方改革につながる業務改善の実
施

職員提案のうち、生産性の向上や働き
方改革につながるものから優先して実
施

職員提案のうち、生産性の向上や働き方改革につな
がるものから優先して実施（10件）

研修事業収入の拡大 ・クライアントへの事前周知
・自治体からの受託等事業の実施
・区市町村へのＰＲ活動等の実施、事
業の適宜見直し

・研修講師派遣の出講料の改定に関し、クライアント
への周知を図った。
・2018年度から受託している港区の区民向け人権連
続講座を実施
・上記港区人権連続講座を都区市町村連絡会議等で
広報
・専門員を活用した人権研修講師派遣の仕組みを検
討

賛助会費収入額の確保 ・1,160千円以上の収入額の確保
・収入増に向けた取組の実施

・３月末時点の実績で団体会員と個人会員の合計で
1,122千円の収入を確保
・新たな寄附金の仕組みに取り組み所要の規程整備
等を行ったが、当該取組にかかる相手団体の都合に
より進捗は停滞している。

体験学習会の充実 ・実施回数24回
・アンケート意見を踏まえた事業の見直
し

・実施回数29回（申込数57件）
・アンケート意見を踏まえた事業の見直し

出張展示先の新規開拓、充実 ・実施回数増
（14回。うち新しい場所での出張展示１
回）
・主催者へのアンケートの本格実施、ア
ンケート意見を踏まえた事業の見直し

・35回実施（うち新しい場所での出張展示13回）
・主催者へのアンケートの本格実施、アンケート意見を
踏まえた事業の見直し

新たな特別展示の検討、制作 展示構成等の検討 民間団体の協力を得ての、新たな特別展示の検討に
着手すると共に、所要予算の見積りを実施

・都民講座における募集定員に対す
る参加者数の割合の維持・向上
・都民講座における参加者アンケー
トにおいて、「この講座が、人権につ
いて考えるきっかけになった」と回答
する者の割合の維持・向上

・募集定員に対する参加者数の割合の
維持・向上
・都民講座における参加者アンケート
において、「この講座が、人権について
考えるきっかけになった」と回答する者
の割合の維持・向上（目標値　80％）

・都民講座を５回実施し、募集定員に対する参加者数
の割合は、93.6％
・アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」
と回答した者の割合は75.3％

自治体が実施する人権研修の受託
に向けたＰＲ活動等の実施

・区市町村連絡会議での広報など、区
市町村へのＰＲ活動等の実施
・事業の適宜見直し

・2018年度から、港区から受託して実施している人権
啓発事業について、区市町村連絡会議でＰＲを実施
・上記港区からの受託事業については、全５回を実施
・同事業の次年度の実施に向けた検討を行っている。

展示室の入場者数の増加 教員・自治体職員や修学旅行生等の
積極的な受入など、展示室入場者増の
取組

展示室の入場者数 8,543人
（前年度比3.6％増）

新たな交通広告の実施 既存の広告を継続、新たな広告の検
討・掲出

最寄の都営地下鉄駅での電飾看板掲出の継続

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、啓発事業の拡充及び質の向上については、アンケートを活用した事業の見直しなどを実施し、体験学習会や出張展示の実施回数が目標値を大きく上回ったほか、都民講座のテーマを創意工夫し、新たな層の開拓に努めるなど、都民の人権意識の高揚に向けた取組が大きく進捗している。ま
た、財団固有人材の育成及び業務改善の推進については、優れた人材の確保・育成に向けて組織が必要とする能力等を明確にするほか、事業の進行管理について一層の充実を図るなど、取組が進捗している。その他、研修事業収入・賛助会費収入の確保、自治体へのＰＲや交通広告を活用したＰＲの強化についても、取組が
進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き、各種事業を着実に推進していくとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症に関連した不当な差別への対応や、人権課題の情報発信についてICT活用をはじめとしたDXの取組を進めていくことが期待される。

団体自己評価

◇ 財団が専門員に求める人材像を明確にすることにより、優れた人材の採用につながった。あわ
せて、現職の職員に対しても組織が求める能力等を明示することにより、職員の能力開発に対する
意識の向上が図られた。加えて、「人材育成方針」及び「職員研修基本計画」を踏まえ、毎年度研
修実施計画を策定・周知することで、体系的な研修を実施するとともに、組織・職員が人材育成に
取り組む際に目指すべき目標に対して、全職員で共通認識が図れた。

当法人のように極めて小規模な団体に相応しい、高い専門性と職業意識を有する人材の育成・
確保のため、今後とも長期的視点に立った業務内容と、それに見合った処遇改善の実現を図って
いく。
◇ 進行管理と計画的業務執行に対する職員の意識改革が図られたことにより、「業務報告会議」
はもちろんのこと、企画立案時における進行管理表の作成、特に重要な事業に対する個別の進行
管理会議の実施など、事業の確実な進捗を確保すべく、様々な取組を進めている。

また、2020年度に企画広報課を新たに設置することで、事業全体の企画・計画、調整、進行管
理、広報等を戦略的に進めていく体制を構築した。

2020年度以降、さらに進行管理の充実・徹底を図るべく、個々の事業の企画から実施、検証まで
を確実に行う方策を講じていく。
◇ 職員により提案された事項は、法人全体の進行管理に及ぶものから個々の事務の小さな改
善・効率化といったものまで様々であるが、実現可能なものから速やかに実施していくことで、法人
全体の業務改善において着実に成果をあげた。今後とも、職員が常に新たな視点で自己の業務の
検証を図り、課題解決に向け積極的に取り組むことを訴求していく。

◇ 上記説明のとおり、３年後の到達目標の達成に向けて、所要の計画を着実に実施することがで
きた。

◇ 2020年度からの研修講師出講事業の料金改定に関して、円滑な実施に向け、出講実績のある
クライアントへの早期周知を図った。

港区から受託している区民対象の人権連続講座について、発注元である港区のニーズに沿っ
て、内容を一新したほか、都区市町村連絡会議の場で広報を行うなど、受注拡大に向けた取組を
行っている。

2020年度からの実施に向け、専門員を活用する新たな講師派遣人権研修の仕組みを構築するこ
とで、収入拡大の途をつけた。
◇ 団体会員に対する継続加入の依頼や、当団体が主催する啓発行事での積極的なＰＲの実施
等による新規個人会員の確保により、ほぼ目標を達成できた。

今後とも、行事、講座や学習会などに係る広報やＨＰの見直しなどにより積極的なＰＲに努め、
「人権啓発」を旨とする公益財団法人という制度的な枠組みの中で、できうる限り自主財源の確保
に努めていく。

◇ 上記説明のとおり、３年後の到達目標達成に向けて、所要の計画を実施することができた。

◇ 体験学習会、出張展示ともに目標回数を大きく上回る実績をあげた。
これは、小規模な当法人の予算と人員規模を大きく凌駕する最大限の効果である。今後は、これ

まで以上に有効な人権啓発を実現するために、その他の事業や体制なども含め、組織総力をあげ
て人権啓発事業の在り方を検討し、メリハリを利かせた事業展開を検討していく。
◇ 展示制作については、民間団体の知見を取り入れながら検討を進めるとともに、予算要求等、
2020年度の特別展示の更新に向けた所要の準備を進めた。2020年度は、2019年度の検討を踏ま
え、展示内容の具体化を進め、新たな特別展示を展開する。
◇ 2018年度に引き続き、新たな視点を取り入れた講座を実施することで、新たに多数の申込みを
得た。また、都民講座に関連するフォローアップ企画を実施するなど、人権問題の正しい理解と認
識を深めるためのきっかけを作った。
◇ テーマを創意工夫することにより、従来対象としてきた層以外にも、新たな層を開拓する余地が
あることが明らかになったことから、引き続き、新たな視点を取り入れながら、より広い層に対して有
効かつ着実にアプローチすることで、これまで以上に質の高い人権啓発を実現していく。

◇ 上記説明のとおり、３年度の到達目標の達成に向けて、所要の計画を着実に実施することがで
きた。

◇ 港区から受託している区民対象の人権連続講座について、発注元である港区のニーズを踏ま
え、内容を一新したほか、都区市町村連絡会議の場で広報を行うなど、受注拡大に向けた取組を
行っている。
◇ 教員や地方自治体職員、都内小中学校の生徒、修学旅行生等の施設見学希望者に対して、
スケジュールや内容を可能な限り相手方の要望に合わせ、きめ細かい対応を行うことで、継続的に
来館数を確保している。

一方で、受入団体数が限界に達している状況下であることから、社会科見学受入れ強化のため、
専門員の増員を行うとともに、企画・広報機能強化に向けて企画広報課を設置する組織改正を行う
など、有効な人権啓発を行っていくための体制の強化を図った。
◇ 地下鉄駅への電飾看板の事業を継続し、プラザのＰＲを行った。

◇ 上記説明のとおり、３年後の到達目標の達成に向けて、所要の計画を実施することができた。

啓発事業の
拡充及び質
の向上

体験学習会を24回、出張展示を15回実
施するとともに、新たに実施するアン
ケートの意見を踏まえた事業の見直し
により質を向上させ、東京都人権プラ
ザの外部での啓発機会を拡充する。さ
らに、新たな特別展示の制作、都民講
座の実施（募集定員数に対する参加者
数の割合を３か年平均90％以上）によ
り、東京2020大会の開催等を契機とし
て人権課題に対する都民の関心を高
めていく。

・体験学習会、出張展示ともに今年度の目標回
数を大幅に上回る実績をあげた。
・体験学習会については、時宜を踏まえたものと
なるよう努めた結果、「生徒にとって人権を考え
るきっかけとなった」という高い評価を得ることが
出来た。
・現在、パラスポーツ関連の展示を行っている特
別展示について、東京2020大会の開催も踏ま
え、大会レガシーにつながり啓発効果の高い展
示に切り替えられるよう、検討を行っている。
・都民講座について、既実施５講座のうち、４講
座について、定員を上回る参加を得た（１講座
は、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、
中止）。

④ 東京都人権
プラザのＰ
Ｒ強化

自治体への
ＰＲや交通
広告を活用
したＰＲの
強化

東京2020大会の開催を人権に対する
都民の関心を高める好機と捉え、これ
までのホームページなどの広報活動等
に加え、新たに実施する自治体からの
人権研修の受託に向けたＰＲ活動等に
より、東京都人権プラザや財団への潜
在的なニーズを掘り起こし、来館者の
増加を目指す。2020年度にはプラザの
主要施設の一つである展示室入場者
数6,000人を達成する。
また、駅から施設までの案内情報も含
めた交通広告を新たに実施すること
で、プラザの存在を周知するとともに、
来館希望者の利便性を向上する。

・港区から受託している区民対象の人権連続講
座について、前年実績を踏まえた検討を行い内
容を一新して実施するとともに、都区市町村連絡
会などの場において広報を行い、新たな受注獲
得に努めた。
・人権学習会など来館者に対するきめ細やかな
プログラミング・対応や、魅力ある企画展示の企
画・実施に努めることにより、移転前を上回る来
場を得ることができた。
・前年度から実施している近隣の都営地下鉄の
駅における電飾看板の掲示を経常実施してい
る。
・電飾看板については、企画展示や新たな特別
展示を盛り込むことで、施設の魅力をより訴求で
きる内容とするよう検討を行うこととした。

戦略①については、進行管理の手法を工夫するとともに、組織改正に向けて調整を行うなどさらなる体制強化に向けて着実に前進している。
戦略②については、新たな研修講師派遣事業の仕組みを構築するなど、研修事業収入の拡大に向けて積極的な取組が見られる。一方で、賛助会費収入減の確保に向けた取組については、一部目標未達成・進捗に停滞が見られるため、工夫して取組を進めていってほしい。
戦略③については、体験学習会や出張展示の実施回数が目標を大きく上回った。また、新たな特別展示の検討にあたっては、民間団体の知見を取り入れながら、着実に準備を進めている。
戦略④については、新型コロナウイルス感染症の拡大により一定期間施設を休館したものの、展示室の入場者数は目標を達成している。また、都内学校の社会科見学受け入れ強化に向け、体制を強化するなど道筋をつけた。

年度末にかけては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、施設の休館や講座を中止する等の対応を余儀なくされたが、各経営課題に対する年度目標はほぼ達成できている。
2019年度は、組織体制の強化に向けて企画広報課の設置をはじめとする組織改正に取り組み、環境を整えたので、2020年度は新たな体制となる。依然コロナ禍が続く中、柔軟な対応が求められるが、感染拡大対策を講じつつも、人権啓発事業に着実に取り組んでいくことを期待する。

一次評価（所管局評価）

① 組織体制の
強化

財団固有人
材の育成及
び業務改善
の推進

長期的な視点での人材育成や業務執
行体制の効率化を推進することで、新
たな人権課題等にも的確に対応できる
よう組織体制を強化する。このことによ
り、東京都が「2020 年における実行プ
ラン」で掲げている、東京都人権プラザ
で実施する都民講座や子供人権教室
などの事業回数80 回程度（2017 年度
から４年間）を達成する。

・小規模団体であるが故に、自前の研修等を実
施することは困難であるが、人材育成方針に基
づき毎年度研修計画を策定し、関係者・関係団
体の主催催事なども活用し、可能な限りの職員
の能力開発に努めた。
・工夫を凝らして進行管理会議を運営するととも
に、事業全体の企画・計画、調整、進行管理、広
報等を担う戦略的組織を新たに設置することとし
た。
・職員提案を実施し、実現可能なものから速やか
に実施した。

② 自主財源の
確保

研修事業収
入・賛助会
費収入の確
保

研修講師出講事業の出講料の改定や
研修受託等の拡大、賛助会員の確保
等に取り組むことで、可能な限り自主財
源を確保（研修事業の収入12,461 千円
以上、賛助会員受取会費1,160 千円以
上）し、都民のニーズや財団に寄せら
れる期待に応えるための独自事業を実
施する。

・2020年度からの研修講師出講事業の料金改
定に向けて出講実績のある団体等に対して周知
を図った。
・港区から受託している区民対象の人権連続講
座について、前年実績を踏まえた検討を行い内
容を一新して実施するとともに、都区市町村連絡
会などの場において広報を行い、新たな受注獲
得に努めた。
・事業体系を見直し、委嘱して派遣している人権
研修講師に加え専門員を派遣する新たな人権
研修事業を2020年度から実施することとした。

③ 啓発機会の
拡大と実施
事業の質の
強化

6



7



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都島しょ振興公社　（所管局：総務局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

後年度収支予測 　2020年度の事業計画・予算策定に
先立ち、実績を考慮した収支予測を
再実施

　2019年12月時点で収支の予測を再実施した。
 収支予測再実施の結果、今後10年間の財産運用益の見込
みが減少傾向であることが明らかとなったため、財産運用益
を確保するための財産運用規程の見直しを実施した。

中期計画（2019-2021）の策定 中期計画の推進 　中期計画に新たに定めた自律改革に取り組み、事業の成
果・進捗を管理しつつ、着実に計画内容を推進した。
　また、中期計画策定時（2019年3月）には、2019年度経営改
革プラン改訂の作業が終了しておらず（2019年5月公表）、同
プランで掲げる内容について、中期計画に反映出来なかった
部分があったため、2019年度版経営改革プランの改訂内容
を、中期計画に盛り込む変更を行った。

公益目的事業の実施内容の見
直し

【地域振興補助事業】　効果検証を踏
まえ、補助対象事業を見直すととも
に、東京宝島事業を踏まえた事業実
施

【特産品販売事業】
　通信販売の外部委託検討
　取扱商品や配送料の価格検証

【広報宣伝事業】
　都や町村事業における類似事業を
把握の上、役割を整理

【地域振興補助事業】
　補助金の対象事業の募集テーマに「地域振興に係るブラン
ド化や高付加価値化に資する事業」を加えた。

【特産品販売事業】
　通信販売の外部委託及び商品の配送料の検討を実施し
た。

【広報宣伝事業】
　町村や他自治体の類似事業の調査・情報収集を実施、役
割を整理した。

イベント出展 　概ね前年度のイベント出展件数を確
保し、そのうち少なくとも２件を新規イ
ベントとする。

　23件出展。うち11件が新規出展

東京諸島特産品販売協力制度 　特産品取扱店舗を2店舗新規開拓
し、取扱店舗数24店を目指す。

　6店舗を新規開拓し、取扱店舗数を25店舗とした。

愛らんど運営部会において、今
後のあり方検討等

　部会での検討結果取りまとめ（9月）
調査・検討結果を踏まえた、事業実施

　部会での検討結果及び基礎調査の
結果に基づき、必要に応じた改修工
事実施設計

　部会での検討・報告を実施した上で、今後のあり方について
の検討を継続することとした。

アンテナショップ周辺地域の再
開発など、今後のあり方検討に
向けた関連情報の収集

　2020年度に向けた運営事業者の募
集・選定・決定

　上記の状況を踏まえ、新たな運営事業者の募集・選定を延
期し、引き続き現行事業者に運営を担わせることとした。

ＨＰやSNSでの情報発信 　情報発信の目的をインバウンドや特
産品PR、移住定住等に分類の上、そ
れぞれのターゲットをしぼったより効
果的な情報発信のあり方を検討す
る。その上で、目的別に情報発信件
数の目標を設定

　情報発信の目的やターゲットに応じた分類を設定した。それ
ぞれに情報発信件数の目標を掲げ、年間380件とした。
　実績は479件となった。

就業体験事業のあり方検討 　町村独自の就業体験事業の把握、
町村の意見聴取

　町村や他府県が実施する事業の現状を把握するとともに、
公社における当該事業の必要性を検証した。また、当該事業
に対する町村のニーズが高いことを確認した。

プレスへの情報発信 イベントへプレスを誘致する等プレス
への情報発信を強化する。

プレスを誘致したイベント回数3件

　東京愛らんどにおいて5件のプレス向けイベントを行い、計
39社が出席し、225媒体に掲載され、新聞の全国紙、テレビ、
ラジオ、雑誌においてイベント内容が広く紹介された。

アンケート調査 　12月実施（予定）必要に応じたアン
ケート項目の変更

　2019年6月に導入した新キャンセル料金導入に関する項目
を追加し、2019年12月にアンケートを実施した。

利便性等の向上に向けた取り
組み

　2018年度アンケート結果を踏まえた
取組の実施

　新キャンセル料金の導入（6月頃）

　2019年6月1日搭乗分から、新キャンセル料金体系を導入し
た。
　また、導入効果について分析し、令和2年1月に中間報告書
としてとりまとめた。
　2019.1.1～12.31の搭乗率は60.3％(前年同時期の搭乗率は
56.8％)に増加しており、利用機会が向上した。

三宅島離発着場所の移設（ヘリ
ポートから三宅島空港）支援

　移設後の課題調査 　移設後の運航事業者への聞き取り調査を実施し、課題を抽
出した。

B

一次評価（所管局評価）

① 公社収入額
を踏まえた
バランスの
とれた公益
目的事業の
実施内容等
見直し

公社収入額
を踏まえた
バランスの
とれた公益
目的事業の
実施内容等
見直し

　限られた財源の下、東京オリンピック・パラリン
ピックや地方創生に向けた気運の高まりを契機
として、特産品の販路拡大や島しょ地域のＰＲ
において公社の存在意義を発揮していくため、
2018年度に中期計画を策定し、必要な事業見
直し等を行い、後年度収支予測（2017年２月実
施）からの改善を図る。

　経営改革プラン改訂版の内容を反映させた(公
財)東京都島しょ振興公社第５次中期計画（以下
「中期計画」）改訂版を、５月の理事会に諮り、承
認を受け、理事長決裁により策定した。
プランに基づき見直し・検証を行うこととした事業
について、全職員が自律改革に取り組んだ。確
実な成果が上げられるよう、今年度取り組んだ内
容を取組シートに記載することで可視化した。上
半期分については、公社運営検討委員会、理事
会及び評議員会に報告することで、説明責任を
果たした。

② 特産品展示
販売事業の
強化

特産品展示
販売事業の
強化

　島しょ地域特産品の認知度向上を図るため、
毎年度、新たな出展イベントや特産品取扱店舗
を開拓するとともに、アンテナショップのリニュー
アルを実施することで、特産品売上高１億５，２
００万円を達成している。

・毎年度２件の新規イベントへの参加を実現
・販売協力店　26店舗

・各町村に、店舗改善に向けた意見を求めると
ともに、都内アンテナショップの運営形態、売上
状況、収益体制、費用負担などの現状の調査を
行い、店舗運営形態等について検討を進めた。
また、特産品売上高は、1億2,661万円となった。
外的要因として、10月の台風による船便欠航・店
舗臨時休業（及び時短営業）、12月頃から本格化
したターミナル改修工事、3月以降の新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大に伴う外出（来島・上
京）自粛による影響が考えられる。

・出展するイベントを精査した上で、新規イベン
ト11件を含む23件のイベントに出展した。

・特産品取扱店舗を6店舗新規開拓し、合計店
舗数25店舗を達成した。

③ 広報宣伝事
業の強化

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、広報宣伝事業の強化については、ターゲットを定めた情報発信を積極的に行い、すべての個別取組事項で目標を達成するなど、取組が大きく進捗している。また、特産品展示販売事業の強化については、新型コロナウイルス感染症の影響により、昨年度からイベント出展件数が減少
したものの、集客率の高いイベントの精査をするなど、島しょ地域特産品の認知度向上に向け、取組が進捗している。その他、公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等の見直し、ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種事業を着実に推進していくとともに、今後は、ICT活用や他事業者との連携によるプロモーションなど、さらなる島しょ振興に向けた取組の推進が期待される。

団体自己評価

　新型コロナウイルス感染症が世界中で猛威を振るう中、低金利の傾向はしば
らく続くことが見込まれる。安全性を確保するという前提に立ちつつ、財産運用
益を維持するためにできることとして、財産運用規程を改正する検討を行った。
　中期計画に掲げた目標の達成に向けては、職員全員に担当を割振り、取組
シートを作成し進捗を可視化することで、責任を持たせ、自律改革の意識を組織
全体に浸透させた。

地域振興補助事業の募集テーマに「地域振興に係るブランド化や高付加価値
化に資する事業」を加えたことにより、東京宝島事業を公社として後押しすること
ができた。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、年度末からイベントの開
催が中止されている。このため、イベント出展件数については、目標に届かな
かった。
　一方、出展に当たっては、経費率などを踏まえ、費用対効果を意識し、一つひ
とつのイベントを精査した。
　販売協力店については、イベント出展時の働きかけや通信販売大口利用者に
対する個別の売り込み、アンテナショップにおけるイベントにBtoBの考えを取り
入れたこと等が功を奏し、目標を達成できた。

アンテナショップのあり方検討については、町村や専門家に意見を求めるとと
もに、他のアンテナショップの運営状況を調査し、公社だけの考えにとらわれる
ことなく、広い視野で検討した。あわせて、都における検討状況を踏まえ、運営
事業者の契約期間延長について柔軟に対応した。

　漫然と情報を提供するのではなく、誰にどのような情報を届けるか、狙いを定
めた発信を積極的に行った。
　就業体験については、島しょ町村が行っている事業内容を確認し、公社事業
の必要性を検証した。その結果、有用性が確認できた。また、告知先を増やし、
広く参加者を募集した。
　情報を伝えることが仕事であるプレスを招き、直に特産品に触れてもらうこと
で、リアルな魅力の発信を促すことができた。
　以上の取組により、本戦略の広報宣伝事業の強化については、全ての事項で
目標を達成することができた。

　新キャンセル料金体系を導入し、中間という位置づけで効果検証を行った結
果、以下の導入効果が確認できた。
【搭乗機会の創出】
・全ての便でキャンセル率を減少させることができた。
・キャンセル料金発生時期を前倒ししたことにより、早い段階でのキャンセルを
促すことができた。
・出発日当日のキャンセル料金を大幅に引き上げたことにより、出発日当日の
キャンセルを抑制できた。
・早い段階でのキャンセルを促したことにより、前もって空席が生まれることとな
り、搭乗機会が創出できた。
【収入の確保】
・搭乗機会が創出できたこと、及びキャンセル料金単価を引き上げたことによ
り、収入を増加させることができた。

広報宣伝事
業の強化

　島しょ町村の意向を踏まえた細やかな情報発
信による島しょ地域のＰＲが図られている。ＨＰ
等での情報発信、アンテナショップにおけるイベ
ントの実施や就業体験事業通じて、島しょ地域
及び特産品が広くPRされている。

・情報発信の目的及びターゲットを明確化し、
より効果的な情報発信を図る。

・町村事業を踏まえた就業体験事業の実施
移住希望者に対する情報提供体制を整備

し、町村情報を統合した窓口機能の強化に向け
検討を行う。

・情報発信の目的やターゲットを明確化し、効果
的な広報宣伝を実施するために、情報発信項目
を５つに分類した上で、情報発信件数の目標を設
定した。

・飲食業・製造業者にターゲットを絞ったイベン
トや長期休暇を利用しての来島を促す若者向け
のイベントを開催し、積極的にプレスを誘致する
ことで、効果的な情報発信に努めた。

・就業体験事業については、町村独自の事業
や他県が実施する類似事業について、調査及び
情報収集を行い検討を進めた。また、移住情報
専門サイトなどを活用して、応募者数の大幅増を
達成した。

④ ヘリコミュー
ター利用者
に対する利
便性の向上
等

ヘリコミュー
ター利用者
に対する利
便性の向上
等

ヘリコミューターの利用者アンケートを実施し
利用者の意見を把握し、利便性・満足度向上に
向けた取組を実施する。また、新キャンセル料
金の導入により不要な予約や直前キャンセルを
抑止し、搭乗機会を創出すること等により、搭乗
率60％以上を達成している。

　2018年12月に実施したアンケート調査におい
て、不満な点として、機体が古いという意見が
あった。現在運航している機体２機のうち１機は
2001年４月から就航しており、更新時期を迎え
る。このため、公社、運航事業者、都を検討メン
バーとする機体更新検討会を設置して検討し、新
しい機体の案を理事会で決定した。
　新キャンセル料金体系導入等が奏功し、2019.
１.１～12.31の搭乗率は60.3％(前年同時期の搭
乗率は56.8％)に増加した。

戦略①については、財産運用規程の見直しを行ったほか、「自律改革シート」を用いた取組等により、2018年度に策定した第５次中期計画の推進に向けて積極的かつ着実に取り組んでいることは評価に値する。
戦略②については、客船ターミナルの改修工事や台風、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるイベント中止・臨時休業等のため、一部目標に届かなかった項目があるものの、イベント出展に当たっては経費率を踏まえてより効果が見込まれるイベントへの出店を決めるなど、効果的な事業実施のための工夫がみられる。
戦略③については、積極的に情報発信を行っており、すべての取組事項について目標を達成している。なかでも就業体験事業については、応募者数が過去最多となるなど、情報発信の効果が表れている。
戦略④については、新キャンセル料金体系導入をはじめとする利便性・満足度向上に向けた取組が奏功し、３年後（2020年度）の到達目標である搭乗率60％以上を達成した。また、これにより収入の増加にもつながっており、取組を評価する。

各項目について取組に工夫が見られ、各経営課題のほとんどの項目において年度目標を達成できており、着実に成果を上げている。
引き続き、従来のやり方にとらわれず積極的な自律改革を進めるとともに、関係機関と調整しながら個々の取組を行うことで、団体の使命である伊豆諸島及び小笠原諸島地域の活性化に向けて邁進していってもらいたい。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京税務協会（所管局：主税局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

主軸となる新規事業の検討 ・分析・検証の結果を踏まえ、チャットボット等ＩＣＴを活
用した会員団体支援を中長期的に実現するとともに、
短期的には人材派遣の拡大など早期に実施できるも
のから速やかに実施

・新規事業として、自治体ニーズの高いWeb講義及び
Web書籍販売を実施することを決定

会員団体のニーズ把握・可視化 ・把握した自治体ニーズの分析、事業化の可能性につ
いて検討し、上記において実施できるものから速やか
に取り組む

・全国道府県に対してアンケート調査を実施し、ニーズと
課題を把握

ICT・AI等の情報収集 ・収集した情報をもとに、協会事業とＩＣＴ等との連携を
図り、上記において実施できるものから速やかに取り
組む

・自治体ニーズを踏まえた、Web講義やWeb書籍販売シ
ステム事業者との意見交換を実施

Web講義の検討 ・Web 講義用のカリキュラム、シナリオの検討
・自治体のセキュリティ環境の確認
・提供方法、閲覧料の徴収方法などの仕組みを検討
・試行

・座学に適した初心者を対象としたカリキュラムを設定
・徴収方法の仕組みと配信事業者の選定
・動画制作事業者へのヒアリング

Web教材販売の検討 ・提供方法などの仕組みを検討
・試行
・課題の把握
・対応策検討

・提供方法及び配信事業者の選定
・機関誌活用による試行

データベースの活用検討 ・蓄積したデータベースを用いた自治体支援について
のニーズを把握
・企画部門及び PTにて集約したニーズや簡易データ
ベースの質問傾向等の分析

（戦略④の３段目参照）

組織体制等の検討
―

・企画部門の課長ポストをOBポストから都派遣ポストに
振替

体制構築のための採用・登用 ・必要の都度採用手続の実施
・採用、登用した職員による新規事業の企画

・IT企業OB職員を非常勤職員として採用し、新規事業の
企画や検討に参画

システム担当職員の育成・登用 ・システム担当者として配置
・選出した職員によ る 外 部 研 修 等（システム関連）
の受講
・一部システム化の試行

・システム担当職員による外部セミナーの受講
・RPAシナリオの作成、導入

専門職人材バンクの創設 ・人材バンクの創設
・人材バンクの活用によるOB職員の採用

・人材バンク創設は達成済
・2019年度末時点での登録者13名

定年退職年齢の柔軟化 ・協会内協議
・関連部署協議
・就業規則改正

・協会内及び東京都との協議を実施の上、2019年度中に
就業規則を改正

税務知識のデータベース化（FAQ） ・知識・データの集約を全職員に拡大
・データベースを随時更新

・事例入力と個人情報の扱い等をルール化
・データ集約を全専門人材で実施
・ＩＣＴ事業者からヒアリングを実施

管理係長選考試験制度の策定 ・管理係長選考試験制度策定
・キャリアパスを策定
・選考試験を本格実施
・キャリアパスを活用した他部門異動

・課長補佐級職員（管理係長）選考の本格実施
・キャリアパスを策定
・職員の他部門配置

東京都との人材交流 ・人材交流を継続（1 名） ・人材交流を継続（1名）

定着率向上策の検討 ・勤務時間の柔軟化など、人材定着率の向上に資す
る方策を幅広く検討
・検討した方策の実現性の検証
・規程改正など必要となる手続きの整理

・人材定着率向上に向けた取組の実施

将来的な人員体制の検討 ・職員構成のベストミックスを検討・実施 ・将来の執行体制を見据えた無期選考の実施

B

・課長補佐級職員選考制度を運用することで、固有職員を監督職である課長補佐級職員に登用した。

・派遣研修を通じて、マネジメント人材となり得る人材の育成につながった。また、都職員と協働する中
で、自動車税の現場における納税者対応などを情報提供することができた。
・今後も人材交流を継続していく。

・受託事業を安定的に運営していくには、業務運営の中心となる協会プロパー職員の処遇改善を行う
ことが不可欠となっているため、委託者である東京都とも十分に協議しながら、その改善策について検
討していく。

・計画的に選考を実施し、無期職員の登用を進めたことで、約4割まで無期職員の割合を引き上げるこ
とができた。

⑤ 人的資源
の有効活
用

固有職員
等の確保・
育成

固有職員等の確保・育成を図り、枢要監督職
（管理係長）への登用等を実現することにより、
協会の事業を安定的に運営していくための人員
体制が示されている。
固有職員等の確保については、固有職員（常勤
嘱託員を含む。）の採用3年以内の離職率が現
在35～40％程度のところを、約30％程度に抑え
られている。

課長補佐級職員（管理係長）選考制度を本格実
施し、管理係長への登用を行った。離職率改善
に向けた処遇改善などの取組を行い、最近の離
職率は34％程度になっている。

最終評価

  経営改革プランに掲げた目標のうち、将来を見据えた新規事業の展開及び自治体支援の新たな展開について、自治体のニーズを把握するとともに、実現可能性を検討し、新規事業としてWeb講義及びWeb書籍販売を具体化し、2020年度の本格実施に向けた準備が着実に進められ、取組に進捗が見られる。専門人材の継続的な確保、知識・ノウハウ
の継承についても、専門職人材バンク創設を2018年度に前倒しし、周知することにより、登録者を確保し運用しており、取組が進捗している。その他、企画部門の強化及び固有職員等の確保・育成についても、取組が進捗している。
  以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

  今後は、新型コロナウイルス感染症による影響も踏まえ、Web講義の内容充実や受講者の確保・拡大を図るなど、DXの取組を一層推進していくことが期待される。

・2020年度の人材バンク登録者数の目標値15名に向け、特別区及び新たに東京国税局OBの募集を
開始したことで、多様な人材を確保することができた。

今後も、自治体支援のため、登録した人材の有効活用を図り、安定した事業運営につなげる。

・就業規則の改正をしたことで、本人の意欲に応じた柔軟な働き方と、知識・ノウハウの継承の両立が
可能となった。

・専門講師が受け付ける相談や質問を知識・ノウハウとして蓄積・活用するためのデータベースを作成
し、運用を開始した。
・協会ホームページに簡易的システムをアドインできることが確認できたため、講師等が遠隔地で閲覧
できるシステムの導入に向けた取組を進めることができた。

③ 継続的な業
務改革、事
務改善の
実施

企画部門
の強化

「①将来を見据えた新規事業の展開」や「②自
治体支援の新たな展開」を円滑に推進できる体
制が整備できている。また、税制改正や労働関
係法令の改正など、将来的な環境変化にも柔軟
に対応し、継続的に業務改革、事務改善を実施
しうる組織力を有している。

企画部門において、新規採用したIT企業OB職
員とシステム担当職員との連携強化を図ったこ
とで、ICTに関する組織力向上につなげた。

・2018年度に、企画部門をプランの推進役として確立した新組織体制を整備し当初目標は達成してい
たが、企画部門の更なる強化を達成することができた。

・協会ホームページのリニューアルやFAQシステム等ICT環境の整備に係る事業者とのヒアリングに、
採用したＩＴ企業OB職員も参加することで、事業者から提案されたシステムの比較や費用対効果の検
討を適切に行うことができた。

・IT化推進PTメンバー（システム担当職員）によって抽出したＲＰＡに適した業務について、ＩＴ企業OB職
員から助言等を得るなど業務改善に向けた取組が進んでいる。

④ 専門性の
維持・向上

専門人材
の継続的な
確保、知
識・ノウハ
ウの継承

専門職人材バンクを創設し、その登録者数15名
を確保する取組等を実施することで、専門人材
を確保するとともに、ICT等を活用した税務知識
のデータベース化を実施することにより、組織の
強みである専門性の維持が図られている。

人材バンクを前倒して創設運用したことで、登録
者数も伸びている(2019年度末時点での登録者
13名)。定年年齢の柔軟化も関係規則を整備、
税務実務知識のデータベース化は個人情報の
取扱等のルールを定め情報蓄積を開始した。

一次評価（所管局評価）

【戦略①②】
会員団体のみならず、全国道府県を対象としたアンケート調査を実施した上で、ICTを活用した新規事業としてWeb講義及びWeb書籍販売の2事業を選定した。
また、両事業については事業者とのヒアリングや選定、試行など、目標としていた具体的な事業化に向けた取組を着実に前進させている。
なお、2019年度の積極的な取組の成果として、Web書籍販売は今年度当初から既に事業開始しているほか、Web講義についても8月の配信開始に向けて具体的な準備が進められている。
【戦略③】
2018年度に目標達成済の組織体制の検討について企画部門の更なる強化を行ったほか、IT企業OB職員の採用やシステム担当職員の育成によりICT面での組織力も向上し、Web講義等の新規事業の推進やRPAによる事務改善の実現に寄与するなど、一定の成果が得られている。
【戦略④】
専門職人材バンク登録者が積極的な周知により2020年15名の目標に対して既に13名の登録を確保、うち3名を人材派遣要員として採用しており、顕著な進捗が見られる。
また、就業規則改正による定年退職年齢の柔軟化及び税務知識のデータベース運用開始も実現している。
【戦略⑤】
課長補佐級職員選考や都との人材交流を目標どおり実施している。また、給与等の処遇検討においては一定の水準改善を行うとともに、人員体制の検討においても、無期職員割合の目標値を設定するなど、目標に対する進捗が見られるほか、対応方針では新たな給与制度・組織体制等を検討することとして、今後の具体的な目標が示されている。

【総合評価】
各戦略とも経営目標を概ね達成しており、2019年度実績を高く評価している。
高度な専門性を活用して税務知識・ノウハウの習熟支援を行い、自治体の税務行政の運営・発展に貢献しようとする税務協会の役割を果たすべく努力している。
特に、新規事業として選定したWeb講義事業などは、会員団体だけでなく全国自治体を対象とした、都の施策である全国との「共存共栄」にも寄与する取組である。
今後も、都の政策連携団体としての税務協会の機能向上に期待したい。

・Ｗｅｂ講義については、全国自治体による振込払が可能で、かつ、税務実務初心者の確認テスト等が
できるなど有用な機能を有するシステムの配信事業者（ベンダ）の選定を行った。
・Ｗｅｂ講義カリキュラムを設定し、専門講師の意見を取り入れ受講者に分かりやすいコンテンツを制作
するため、動画（コンテンツ）制作事業者からヒアリングを行い、2020年度から本格配信できるよう準備
を進めた。

・Ｗｅｂ書籍販売については、契約金額のほか、付箋や書き込み機能などの利便性が高く実用的な機
能を有するシステムを提供するベンダと契約し、2020年度の本格運用を行うよう準備した。

各自治体が購入しやすいよう、紙媒体と電子版とのセット販売価格として、100円程度を上乗せする
こととした。

団体自己評価

① 新たなビジ
ネスモデル
の構築

将来を見据
えた新規事
業の展開

ICT・AI等の将来像を見据えた上で、協会事業
の主軸として財政基盤を支えていく新たな事業
を複数企画し、事業内容の分析・検証等を経た
上で、具体的な事業化に向けて取り組んでい
る。

主軸である研修事業、実務図書出版事業につ
いて、自治体のニーズ、事業者ヒアリングを踏ま
え、新たにICTを活用したWeb講義、Web書籍販
売事業を実施し、利便性向上を図ることとした。

・実現可能性のある新規事業として、自治体ニーズの高いＷｅｂ講義及びＷｅｂ書籍販売を実施するこ
とを決定し、2020年度開始に向けた準備を行った。

・アンケート結果では、Ｗｅｂ講義、Ｗｅｂ書籍販売ともに高いニーズ、強い関心が寄せられた。
・新規事業として成立させるため、講義内容、教材の充実と、低廉な費用負担に抑えることが課題であ
ることから、その対応方法を検討した。

・自治体ニーズを踏まえ、Ｗｅｂ講義やＷｅｂ書籍販売事業者との意見交換を実施した。
・Ｗｅｂ書籍においては、ニーズの高い付箋や書き込み機能を搭載できることが判明したことから、2020
年度実施に向けた準備を行った。

② 会員団体
等の期待
に応えた事
業の実施

自治体支
援の新たな
展開

ICTを活用した自治体支援の新たな展開、例え
ばWeb教材の販売など遠隔的な支援を実現する
ことで、会員団体等への貢献ができている。

Web講義、Web書籍販売に関し、自治体ニーズ
の把握や事業者とのヒアリングを通じ、新規事
業の開始に向けた準備が進んでいる。

1
0



11



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート団体名：公益財団法人東京都歴史文化財団（所管局：生活文化局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

優秀な専門人材確保の
ための、非正規職員の
正規職員への雇用転換

社会経済状況及び職員年齢構成・ポスト等の推
移を視野に入れ順次転換

2020年4月に6名転換

専門性向上のための研
修の充実

・国内外の文化施設等への職員派遣
・専門分野研究及び館事業や、施設管理・運営
に関する調査研究により専門性の向上を図る
（美術館における新たな分野の専門性向上や、
劇場におけるコンテンツ制作や舞台技術に関す
る海外等の先進事例を学ぶ）

2名の派遣研修を実施
2020年度に向けた募集を実施

新たな人事給与制度の
確立

・新たな人事給与制度（案）の関係各所との調
整及び交渉
・早期に実現可能な改善策の検討

早期に実現可能な処遇改善策として、2020年度より正
規職員と常勤契約職員の賞与の改善を若手職員を中
心に実施

公益事業における自己
財源の獲得増

14.0億円（基準値5％増）
※基準値:13.4億円

15.0億円

収益事業の収益額増 5.4億円（基準値5％増）
※基準値:5.2億円

5.3億円

特定資産の活用 2億円程度
（人材育成や教育普及事業の充実：写真美術館
の教育普及事業、文化会館の東京音楽コン
クールの充実等）

2.2億円

公益目的事業の統合
― ―

「共通広報」及び「各館
広報」の強化

・財団HPコンテンツの充実（多言語化の推進な
ど）
・デジタルサイネージ等での発信強化
・財団内の共同事業のアピール動画の作成等

・財団ＨＰコンテンツの充実とPV数増加
・財団内で連携して館事業の紹介動画を作成、デジタ
ルサイネージ等で発信

MICE振興施策との連携
による施設のPR

・ユニークベニュー事業の拡大（6施設*）
・利用促進のための取組強化（施設の視察も含
めた現地での事業説明会等）

・ユニークベニューを6施設で展開
・国際会議の機会を捉えた施設見学2件

外部団体との広報連携 ・(国立美術館等文化施設及び鉄道事業者等公
共交通機関との)広報連携の検証・改善
・最新メディアや民間の最新ノウハウの活用

・謎解きイベントの拡大継続、新たな来館者層を獲得
・PV数前年度比211%増
・地域や鉄道事業者と連携した広報展開

利用者視点に立った施
設運営及び挑戦的な事
業の実施

・ソフト面の改善
・（必要に応じた）ハード面の検討
・新たな価値を提示する挑戦的な事業の継続実
施・検証

・ソフト面の改善（危機管理マニュアルの改訂）
・ハード面の改善（バリアフリー工事の実施）
・新たな価値を提示する挑戦的な事業を実施・検証

「Tokyo Tokyo
FESTIVAL　企画公募」

・企画の制作・実施
・東京2020大会1年前やラグビーワールドカップ
開催時期等を捉えた集中的な広報を実施

・事業名称のブランディング
・様々な媒体を活用し、時期を捉えた集中的な広報展
開
・事業の実施（2事業）

東京文化プログラムの
アーカイブ化による継承

方針（基準）に基づき、東京文化プログラムの
アーカイブ化の順次実施

東京文化プログラムの文字情報のデータべースへの実
績入力

海外連携による事業展
開と発信

2020年に向けた海外連携事業の継続、検証 国際連携企画14件実施

文化施設等のネット
ワークの構築による
サービス充実

・ぐるっとパス拡大（参加施設95、周遊性を高め
るために近隣県施設の参加を促進）
・関係先との調整
・インバウンド対応の充実

・ぐるっとパス拡大（参加施設95、近隣県施設新規参加
4）
・インバウンド対応の拡充

地方との連携による全
国的な文化振興

・東京キャラバンの継続実施（5箇所）
・共同制作の継続実施、検証・改善
・巡回展の継続実施、検証・改善

・東京キャラバン5箇所実施
・共同制作の実施（2件）、検証・改善
・巡回展の実施（8件）、検証・改善

社会包摂や社会的課題
に繋がる芸術文化活動
への助成・支援

・助成・支援の実施、評価（採択15件程度）
・評価方法等の検証

・助成・支援の実施、評価：採択16件
・評価方法の検証

超高齢社会を意識した
事業の構築

・事業試行、検証
・関係団体との連携実施
・都の活用戦略も踏まえた取組内容の検討

・事業実施、検証
・高齢者施設等との連携
・施設横断の検討チームにより検討継続

地域振興のため、都内
の文化拠点形成による
魅力向上

協働事業実施、2020年に向けた準備 ・都内の文化拠点で地域との連携事業を実施
・2020年に向けた協働事業の拡充の準備

団体自己評価

① 人材の確
保及び育成

 雇用及び
育成にかか
る制度や方
針の見直し

国内最大級の芸術文化の団体として、専門性
の高い優秀な人材確保のために、以下の取組
を実施する。
○非正規職員から正規職員への雇用転換を着
実に実施する。
○職員の専門性向上のための研修制度を実施
（国内外派遣5名程度）し、優秀な人材の確保・
育成を図る。
○財団を取り巻く状況を踏まえた新たな人事給
与制度を2021年度から導入・運用する。

○非正規職員から正規職員への雇用転換を実
施し、予定を上回る人数の転換者数を確保し
た。
○派遣研修として2名を海外の文化施設等へ派
遣し、職員の専門性を向上させる機会を確保し
た。
○人事給与制度について、見直しの検討や関
係各所との調整を進めるとともに、早期に実現
可能な処遇改善を行った。

専門性の高い優秀な人材の確保のため、予定を上回る雇用形態
転換を行うとともに、転換しやすい人事制度について検討し、見
直しを行った。また、職員の専門性向上のため、幅広く研修テー
マを設定し、職員派遣研修として３か年での到達目標（５名）を上
回る６名を派遣する予定である。
人事給与制度の見直しについては、早期に実現可能な処遇改善
を行うなど、必要な対応を行うとともに、制度の検討や関係各所と
の調整・交渉を行った。社会状況や当財団を取り巻く状況を勘案
しながら、計画を踏まえ、着実に人材の確保及び育成に向けた取
組を進めることができた。

② 持続的な事
業実施のた
めの財源
確保

長期的な視
点に立った
財務基盤
の強化

○東京2020大会実施年である2020年度におい
て、質が高く魅力的な自主事業を都民や東京を
訪れる方々に提供するため、公益目的事業にお
ける財源の獲得増や収益事業の収益増により、
自己財源を20.4億円確保する。
○財務連携により財団全体で積み立てた特定
資産を各施設に効果的に再配分することによ
り、2020東京大会関連事業や各施設の芸術文
化事業の充実を図り都民に還元する。（3年で5
億7千万円）
○認定法上の公益目的事業を統合することによ
り、多彩な事業を実施しやすくすると共に、統合
のメリットを活かした財務連携により、安定した
事業実施を図る。

・各館事業の個別の広報に加えて、利用者が情報を集めやすい
ように各館の取組を横断的に紹介するサイトを新たに追加したこ
とで、PV数の増加につながった。TTFに関して、様々なメディアを
活用した広報を行った。
・ユニークべニュー事業や海外からの視察対応に施設を活用し、
国内外へのPRを行った。
・サマーナイトミュージアムでは、謎解きラリーの方法や内容を改
善するとともに、広報を効果的に行うことで、新たな来館者層の獲
得につなげた。
・各館の事業においても、関連する外部の施設や企業、地域と一
体となった広報展開を行った。

新型コロナウイルスの影響はあったが、2019年度の個別取組事
項については、ユニークベニュー事業にも積極的に取り組み、展
覧会・公演等事業においても成果を上げてきた。今後はすべての
事業運営において新型コロナウイルス感染症を受けた「新しい日
常」への対応が必要となることから、運営方法等の変化に適切に
対応できる財源確保の枠組みを検討していく。

④ 文化芸術
の継承と新
たな取組

多彩な事業
展開による
文化の継
承と挑戦

○都を代表する文化団体として、利用者視点に
立ち、不断の施設運営の見直しに取り組むとと
もに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会を見据え、新たな価値を提示するような挑
戦的な事業の実施によって、都民の様々なニー
ズに応える。
○主要な東京文化プログラムをアーカイブ化し
て広く紹介し、継承する。

○施設運営のソフト面、ハード面の改善を進め
た。ジャンル横断的な取組や先端技術を活用し
た企画により、多様な体験機会を提供した。企
画公募事業を「Tokyo Tokyo FESTIVAL　スペ
シャル13」として打ち出し、一部の企画を着実に
実施した。
○東京文化プログラムのアーカイブ化に向けた
作業を着実に進めた。

〇ホールの公演事業及び他の事業収益が堅調
であったことから公益事業においては15.0億円
の自己財源を獲得した。収益事業における収益
はユニークベニュー事業の好調等により堅調に
推移したが、新型コロナウイルスの影響により
目標に届かなかった。
〇東京2020大会の盛り上げを意識してオリン
ピック関連展覧会等多様な事業に特定資産2.2
億円を活用し、2か年で2.9億円を活用した。
〇2018年度に3事業を1事業統合する手続を完
了。

③ 発信力の
強化とプレ
ゼンス向上

多角的な広
報とプレゼ
ンス向上

○財団が関与する様々な文化事業や各文化施
設の認知度とともに、財団全体としての認知度
を向上させる。
○子供・若者や外国人などの新たな顧客層が
育ち、芸術文化に興味を持つ人々の裾野がより
大きく広がっていることを目指す。

○財団ホームページのコンテンツの充実や、事
業紹介動画による発信強化、ユニークべニュー
事業等での施設活用により、事業や施設のPR
に努めた。
○サマーナイトミュージアムや各館事業におい
て、関連施設や地域等と一体となった広報展開
を行い、新たな来館者層の獲得につなげた。

・国際会議への参加や共同制作、交流事業を通じて、海外の先
進的な取組を国内へ紹介するとともに東京の芸術文化を世界へ
発信した。
・ぐるっとパスは、参加施設数を増やし利用者サービスを向上さ
せた結果、販売数、利用者数とも前年度を上回った。
・インバウンド向けの共通パスについては、これまでの検討を商
品として具体化していくための準備に着手した。
・東京キャラバンや共同制作、巡回展の実施を通して、地方の施
設や団体等とノウハウの共有や交流を行い、全国的な文化振興
に寄与した。

・施設運営に関しては、ソフト面、ハード面ともに改善を加え、危
機管理体制やバリアフリー対応を向上させた。
・事業・企画面では、ジャンル横断的な取組や先端技術を活用し
た企画を実施し、新たな体験機会を提供した。
・「Tokyo Tokyo FESTIVAL　企画公募」については、事前プロモー
ション及び年度中に予定していた事業を着実に実施した。
・東京文化プログラムのデータベース構築に向けた作業を着実に
進めた。

⑤ 2020年に
向けた東京
の文化シー
ンの活性化

国内外の
地域・施設
との連携強
化

○2020年に向け海外と連携した事業を展開し、
国内外に発信する。
○都内及び近県の文化施設との連携を進め、
多くの方が、芸術文化に触れる体制整備に寄与
し、またサービス向上を図る（美術館・博物館の
共通入館券の参加館100館に拡充）。
○地方との展覧会、舞台芸術、イベント等の共
同実施等（27件程度）を通して、学術研究や技
術・運営ノウハウの共有を図り、全国的な文化
振興に貢献する。

○国際連携企画を14件実施し、東京の芸術文
化の充実と海外への発信を行った。
○美術館・博物館の共通入場券の施設数を95
施設に増加させるとともに、インバウンド向けの
新たなパス導入の準備を進めた。
○イベントや展覧会、公演等15件を全国各地の
施設や団体等と連携して実施し、地方の文化振
興に寄与した。

⑥ 社会的課
題解決に貢
献

社会的課
題の解決に
貢献する取
組の実施

○社会的課題解決の貢献を求める都の活用戦
略も踏まえ、以下の事業の立案、展開を行って
いく。
○東京を拠点とする芸術団体やNPO、福祉団体
等が実施する、障害者や高齢者、子供、青少
年、外国人等の創造活動や体験機会の拡充
と、その環境整備に資する活動を支援する（45
件程度）。
○来るべき超高齢社会を意識し、職員の意識・
知識を向上させ、また関連団体とのネットワーク
を作りながら、文化の力で社会課題に対応すべ
く、事業を構築する。
○地域振興を目指し、自治体、施設、団体等と
の協働事業を実施するなどして、地域総体とし
ての魅力を高める。

○社会包摂や社会的課題に繋がる芸術文化活
動に対する助成・支援を着実に実施（※2018年
度及び2019年度の合計採択件数32件）するとと
もに、今後の改善のための検証を行った。
○高齢者を対象としたプログラムを各館や高齢
者施設等で実施するとともに、今後の取組方針
について検討を進めた。
○地域の魅力向上のため、地域と連携した事業
を継続して実施するとともに、次年度に向けた調
整を行った。

・社会包摂や社会的課題解決に繋がる活動に対し、助成を通じて
支援した。
・高齢者や認知症患者を対象とするワークショップを実施し、今後
の取組に向けた検証を行った。また関連のレクチャー等を開催
し、広く都民に対し、これらの取組の周知を行った。
・都内の複数の文化拠点で、地域の自治体や文化施設、団体等
と連携した事業を実施し、地域の振興と魅力向上に貢献した。ま
た、次年度に向けた拡充のための調整に着手した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート団体名：公益財団法人東京都歴史文化財団（所管局：生活文化局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

ダイバーシティ（多様
性）に着目した事業の
展開

・TURNプロジェクトの継続実施、2020年に向け
た準備
・アウトリーチ検証
・グランドオープン、展覧会実施
・関連展覧会準備
・関連パフォーミングアーツ準備

・TURNプロジェクト事業実施、2020年に向けた準備
・アウトリーチ検証
・ギャラリーグランドオープン、展覧会実施
・関連展覧会の準備
・関連パフォーミングアーツ実施

バリアフリー、ユニバー
サル化の推進

・見直した対応計画に基づく整備
・検証結果に基づきバリアフリー化の対応充実
・研修内容の充実及びレベルの向上、内容の検
証

・対応計画に基づく整備を順次実施
・バリアフリー研修を実施（初級2回、中級4回）

インバウンド対応の充
実

・外国人も楽しめるプログラムの継続実施、検
証・改善
・見直した対応計画に基づく整備
（各館のHPやリーフレットにおける施設案内や
事業概要等の基本情報を３言語対応する（英、
中国簡体字、韓））

・外国人向けプログラムを含め、外国人も楽しめるプロ
グラムを継続実施
・見直した対応計画に基づき、整備を進めた。
・インバウンド対応の拡充

子供・若者への文化体
験の提供

・スクールプログラム、アウトリーチ、乳幼児向け
コンサート、伝統文化プログラム等の子供・若者
への文化体験の継続実施、検証
・子供・若者の入場優遇措置等の拡大

・スクールプログラム277件、アウトリーチ183件、乳幼
児向けコンサート12件、伝統文化プログラム42件実施
（約27,000人が参加）
・文化体験紹介専用サイトの開設
・18歳以下無料招待（Welcome Youth）は新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため中止

文化事業を担う人材の
育成

・インターンシップ、アーツアカデミーの継続実
施、内容の検証
・制度を整理した上で、連携先の大学と実施に
向けて調整（カリキュラムとの連動等）

・インターン24名、アーツアカデミー15名　計39名
・財団内のPTで今後の制度を検討
・6つの大学にヒアリングを行い、インターン経験を単位
認定する仕組みを調整開始

アーティストの発掘・支
援

・東京音楽コンクール及び入賞者事業の継続実
施、検証
・TCAAの審査・授賞式・海外派遣の実施

・東京音楽コンクールは応募者数増（前年度比109%）、
入賞者起用事業96件
・TCAAの審査、海外派遣を実施

B

○ 東京都歴史文化財団の2019年度の取組について、以下の理由から、その実績を高く評価する。
・「雇用及び育成にかかる制度や方針の見直し」については、「新たな人事給与制度の確立」について、国や都における定年延長を含めた制度の状況を確認しながら、検討を進めているところであるが、処遇改善策を早期に導入しており、いずれの取組事項についても目標を達成していると捉えられることから、本戦略を

 着実に進めていると判断できること。
・「長期的な視点に立った財務基盤の強化」については、新型コロナウイルス感染症の影響があったものの、いずれの取組事項についても目標とする指標を概ね達成していることから、本戦略を着実に進めていると判断できること。
・「多角的な広報とプレゼンス向上」については、「「共通広報」及び「各館広報」の強化」においてホームページコンテンツの充実により21％のアクセス数の増を記録したことや、「外部団体との広報連携」において新たな層の来館を促すことができたことなど、本戦略を着実に進めていると判断できること。
・「多彩な事業展開による文化の継承と挑戦」については、「利用者視点に立った施設運営及び挑戦的な事業の実施」において、ソフト・ハード両面の改善やジャンル横断的な取組や先端技術を活用した企画等を実施し成果を上げていることを始め、いずれの取組事項についても目標を達成していることから、本戦略を着
 実に進めていると判断できること。

・「国内外の地域・施設との連携強化」については、「海外連携による事業展開と発信」における14の国際連携事業の実施を始めとして、新型コロナウイルス感染症の影響があったものの、いずれの取組事項についても目標を概ね達成していることから、本戦略を着実に進めていると判断できること。
・「社会的課題の解決に貢献する取組の実施」については、芸術文化を通して社会包摂や心身の健康（ウェルビーイング）に取り組む「クリエイティブ・ウェル・プロジェクト」の事業内容、体制についての検討を始めとして、いずれの取組事項についても目標を達成していることから、本戦略を着実に進めていると判断できる

 こと。
・「様々な背景を持つ人々の参加と交流を促進」については、いずれの取組事項についても目標を達成していることから、本戦略を着実に進めていると判断できること。
・「将来の観客層及び芸術文化の担い手の育成」については、「アーティストの発掘・支援」において、東京音楽コンクール申込手続の改善により応募者数を増加させたことを始めとして、新型コロナウイルス感染症の影響があったものの、いずれの取組事項についても目標を概ね達成していることから、本戦略を着実に

 進めていると判断できること。

○ 長期ビジョン、経営改革プランの2019年度の評価及び2020年度の改訂内容を踏まえ、オリンピック文化プログラム（Tokyo Tokyo FESTIVAL）の成功に欠かせない都政の重要なパートナーとして、引き続き、東京の魅力を高める多様な事業を展開していくことを望む。

○ また、健全な経営により生み出した黒字等を活用した財務連携等、複数施設を同時に運営しているスケールメリットをさらに活かしながら、各都立文化施設の個性を活かしつつ、戦略的に事業展開を図っていくことによって、都民に還元していくことを期待する。

一次評価（所管局評価）

・子供・若者を対象とした事業を実施するとともに、それらを網羅
的に紹介するサイト「アート・カルチャー体験100」を開設すること
で、情報発信を強化した。
・若年層の来館を促すキャンペーンとして「Welcome Youth」に取り
組んだ。新型コロナウイルスの影響により中止となったが、今後
の取組につなげていく。
・インターンシップやアカデミーでの人材育成を着実に実施し、大
学との連携についての調整に着手した。
・東京音楽コンクール申込手続きの改善により応募者を増加させ
た。また、入賞者への支援として新たに海外での活躍機会を創出
した。
・TCAAは最初の入賞者の海外派遣を実施した。また、2回目の公
募及び審査を着実に実施し、受賞者を2名決定した。

⑧ 次世代の
育成

将来の観
客層及び芸
術文化の
担い手の育
成

○次世代の文化を担う子供・若者に対して、館
内外での文化体験の機会を提供し育成する環
境を整える取組によって、文化に親しむ層を増
加させる。
○文化事業を担う専門人材の育成のため、大
学等と連携する。
○次世代のアーティストを発掘・育成し、広く紹
介し、活躍する場を提供するため、コンクールや
賞の定着化を図るとともにステータスの向上に
努める。

○各館内外で子供・若者向けのプログラムを実
施するほか、財団内の取組をまとめて紹介する
サイトを開設した。
○インターン等で文化事業を担う人材育成を行
うとともに、大学との連携に向けた調整を進め
た。
○コンクールや賞によりアーティストを発掘し、
活躍機会の提供や海外派遣により、その後の
成長・発展のための支援を行った。

⑦ 多様性の
尊重

様々な背景
を持つ人々
の参加と交
流を促進

○社会的課題解決の貢献を求める都の活用戦
略も踏まえ、以下の事業の立案、展開を行って
いく。
○東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会を見据え、ダイバーシティに着目した取組を計
画的に実施する。
○障害を持つ人が文化施設をストレスなく訪れ
ることができるように整備するとともに、事業や
観覧環境に高い満足を得るよう、取組を実施す
る。
○伝統文化を体験できるプログラムをはじめと
し、訪日外国人が各施設において事業をストレ
スなく楽しめ、豊かな文化体験を得るようにす
る。プログラムは財団全館での実施を目指す。

最終評価

  経営改革プランに掲げた目標のうち、多角的な広報とプレゼンス向上については、ユニークベニュー事業の拡大や、外部団体との広報連携により、新たな来館者層の獲得を実現するなど、取組が大きく進捗している。将来の観客層及び芸術文化の担い手の育成については、インターンシップ経験の単
位認定に係る大学との連携についての調整に着手するとともに、東京音楽コンクール申込手続の改善により応募者を増加させ、入賞者に新たに海外での活躍機会を創出するなど、取組が大きく進捗している。長期的な視点に立った財務基盤の強化については、公益事業における自己財源の獲得におい
て目標を上回るとともに、収益事業の収益額についても概ね目標を達成するなど取組が進捗している。その他、多彩な事業展開による文化の継承と挑戦、国内外の地域・施設との連携強化、社会的課題の解決に貢献する取組の実施等についても、それぞれ取組に進捗が見られる。
　以上のことから、３年後の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　次期経営改革プランの策定に当たっては、財団全体として、これまでの取組の分析・検証を行い、DX、SDGsの観点も踏まえたコンテンツレベルでの政策提案・実施に向け、抜本的に戦略を見直されたい。

○ダイバーシティに着目した取組として、TURN
プロジェクトや展覧会を実施するほか、新たにパ
フォーミングアーツのワークショップを開始した。
○ハード面、ソフト面のバリアフリー対応を進め
るとともに、職員研修により多様性への理解の
促進を図った。
○各館の多様なプログラムにおいて外国語対
応等を行い、外国人も楽しめるプログラムを充
実させた。

・ダイバーシティに着目したイベントや展覧会、障害者によるパ
フォーミングアーツの事業を実施し、都民が多様な背景を持つ
人々の表現に触れるとともに、多様性について理解を深める機会
を提供した。
・バリアフリー対応については、ハード面の改善や補助ツールの
導入だけでなく、情報アクセシビリティや職員の対応力など、ソフ
ト面の向上にも取り組んだ。
・各館で外国人も楽しめる企画を充実させたほか、海外でのチ
ケット購入への対応や、外国人にとって利便性の高いチケットの
導入のための準備を進めた。

1
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート団体名：公益財団法人東京都交響楽団 （所管局：生活文化局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

誰もが音楽の楽しさを体感・表現・発信でき
る音楽祭（サラダ音楽祭）事業の実施

【拡大実施】
・子供向けコンサート、ワークショップなどを拡充
・ゲーム音楽など多彩なコンサートの実施により若者への
アプローチを強化
・劇場外のコンサートなど、地域や場所を拡大して実施

・メインプログラムを３日間、スペシャルコンサートを２日間に
拡大し、コンサート、ワークショップの回数・内容を拡充して実
施
（実施規模）

・オーケストラ・器楽公演:６回
・ベイビーオペラ:８回
・ワークショップ:30回
・ミニコンサート:99回

子供向け音楽事業の拡充・再構築 ・サラダ音楽祭での子供向け音楽事業を拡大
・各種関係機関との調整

・サラダ音楽祭での子供向け音楽事業を拡大して実施
・教育庁のオリンピック・ パラリンピック教育推進支援事業と
連携

ヤングシート(青少年招待席)事業の新規応
募者率の向上

・新たな事業PR手法の検討、実施
・新規応募者率　50％

・新たな事業PR手法の実施
・新規応募者率　55.3％

自主公演の年間入場者率の確保 ・86.0％ ・82.2%

来場者アンケートの実施とサービスの向上 ・来場者アンケートに記載された苦情要望等に係る改善策
の検討、実施

・来場者アンケートに記載された要望等を踏まえた改善の実
施

お客様サービスに係る研修 ・接遇研修
・障害者対応研修
・クレーム対応研修
・救命救急研修
などを適宜実施

・クレーム対応研修　１名受講（６月）
・障害者対応研修　１名受講（10月）

外国人対応の充実 ・WEBチケット購入サービス（英語版）の導入
・都響WEBサイトの多言語対応の実施

・WEBチケット購入サービス（英語版）の導入に向けシステム
の開発事業者と調整中
・都響WEBサイトに中国語と韓国語のページを実装済

社会貢献に資する出張演奏会の推進 ・65回
・PRの実施

・48回
・社会貢献事業のPR強化

都響HPへの年間アクセス件数の向上
(ページビュー)

・2,025,000回 ・1,131,496回

効果的なPRの実施 ・公演チラシの配布方法の改善
・曲目や開始時間等、公演内容及び特性に応じた広報の
強化
・上記取組等に関する検証

・公演チラシの配布方法の改善
・曲目や開始時間等、公演内容及び特性に応じた広報の強
化
・上記取組等に関する検証

コンサート映像等配信の推進 ・著作権、著作隣接権等の整理及び対応方法の検討
・動画等の特設サイトの設置
・動画サイトに関する情報収集、課題整理
・試行実施

・動画サイトに関する検討を踏まえ楽曲の全編公開を試行
し、５本公開
・海外動画配信サイトでの動画配信を実施
・都響スペシャル「春休みの贈り物」を公開

自主公演の年間入場料収入の確保 ・281,000千円 ・248,844千円

企業協賛金の更なる獲得 ・協賛企業　90社 ・協賛企業　90社

個人寄付金の更なる獲得 ・課題の抽出と改善策の検討、実施
・個人サポーター数　258人

・課題の抽出と改善策の検討、実施
・個人サポーター数　300人

助成金の安定的な確保 ・助成団体の調査
・計画的な申請

・助成団体の調査と計画的な申請を実施
（助成金10,090千円を申請）

計画的な楽員の採用 ・オーディションの計画的な実施
・海外在住の演奏家等も受けやすいオーディション実施方
法の工夫など、優秀な楽員の獲得に向けた取組の検証

・オーディションを３回実施
・海外在住者10名がオーディションに応募

「東京都交響楽団事務局職員採用・育成方
針」の策定

・優秀な職員の獲得に向けた採用方法の検討と欠員状況
に応じた採用の実施
・目標管理制度導入結果の検証、改善

・2019年４月に職員１名を新規採用
・専門スタッフの採用方法を検討
・目標管理制度を本格導入

研修派遣の実施 ・長期派遣研修の実施（１名）
・事務局内へ研修効果の波及

・長期派遣研修の実施（１名）
・事務局内へ研修効果の波及

B

最終評価

⑤ 人材の確
保・育成

演奏水準の
維持向上と
事務局の質
的・量的な
強化

○計画的に優秀な楽員を確保することにより、演奏水準を
維持向上させる。
○計画的な事務局職員の採用・育成により、事業を戦略的
に実施できるよう事務局機能を強化する。

○計画的にオーディションを実施し優秀な楽
員の確保に努めたほか、事務局職員につい
ても新規採用やきめ細かな人材育成を進め
た。
〇都への研修派遣の実施については、前年
度の派遣職員は都で得た知識と経験を基に
サラダ音楽祭を成功に導いた。

  経営改革プランに掲げた目標のうち、新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上については、ベイビーオペラなどの子供向け事業を新規に実施したほか、ヤングシート事業の新規応募者率は目標を上回るなど、取組が進捗している。財政基盤の更なる強化については、新型コロナウイルス感染症の影響による公演中止等の影響がある中
で、自主公演収入や企業協賛金の確保に努め、個人寄付金についても、サポーター数が目標を上回るなど、取組が進捗している。その他、東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上、発信力の強化による認知度の向上、演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化についても、それぞれ取組に進捗が見られる。
  以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

  今後は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、公演配信など新たな収益確保のための取組を進めるとともに、他の楽団とも情報共有・連携等を行いながら、ポスト・コロナの音楽・芸術活動の振興に寄与していくことが期待される。

　新型コロナウィルス感染症拡大に伴う公演中止の影響を受けて自主公演
の年間入場料収入は目標を下回ったものの、個人寄付金の更なる獲得に向
けた個人サポーター数は目標を大きく上回る成果を上げた。
　また、企業協賛金の更なる獲得や助成金の安定的な確保に向けた取組も
計画どおりに実施しており、全体として、「財政基盤の強化」に向けた取組が
進捗している。

③ 東京を代表
するオーケ
ストラとして
のPR

発信力の強
化による認
知度の向上

○都響HPをリニューアルし、コンテンツの充実や利便性向
上を図ることにより、2020 年のHPのアクセス件数を2012
年度（前回HPの改修後）比で約３割増加（2,055 千回）させ
る。
○都民のオーケストラとしての活動（社会貢献活動や教育
活動）に特化したPRなど、より効果的に都響の認知度を向
上させるための手法を検討・実施する。
○動画配信を推進することにより、日本国内のみならず世
界中の音楽ファンに都響の音楽を発信する。

○都響HPへの年間アクセス件数が大きく減
少したが、リニューアルによるアクセシビリ
ティの向上やTwitter等による情報収集ツー
ルの拡大等が要因として考えられる。
〇効果的なPRに資する各種取組を実施した
ほか、コンサート映像等画配信の推進に
よって国内外の音楽ファンへ音楽の素晴ら
しさを発信するとともに、都響スペシャル「春
休みの贈り物」の無料公開など、都響ならで
はの形で社会貢献に取り組んだ。

　都響HPのコンテンツに関して定期的に充実化を図っているものの、広報媒
体に関するユーザー目線の改善を進めた結果、HPの年間アクセス件数は目
標を下回った。
　一方で、効果的なPRの実施やコンサート映像等配信の推進については、社
会情勢やニーズ等を検討の上で具体的な取組を進めており、全体として、
「発信力の強化による認知度の向上」に向けた取組が進捗している。

④ 自主財源の
更なる確保

財政基盤の
更なる強化

○自主公演の入場者数向上や適正なチケット価格の設定
に取り組むことで、都響の事業収益の基礎となる自主公演
の入場料収入について、2016年度（256,444 千円）比で約１
割強の増加を目指す（289,000 千円）。
○現在支援を受けている企業・個人に対して、継続支援の
働きかけを行うとともに、更なる新規の獲得に努め、2020
年度の協賛企業95社、個人サポーター数266名を目指す。
○民間からの助成金について、助成の趣旨を踏まえた計
画的な申請を継続して実施し、安定的な確保に努める。

○自主公演の年間入場料収入については、
実績と新型コロナウィルス感染症拡大の状
況を踏まえて中止となった公演分を合計して
概ね目標を達成した。
〇協賛企業数及び個人サポーター数につい
ては目標を達成したほか、助成金について
は計画的な申請を行い、自主財源の安定的
な確保に繋げた。

一次評価（所管局評価）

○ 東京都交響楽団の2019年度の取組について、以下の理由から、その実績を高く評価する。
・ 「新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上」については、サラダ音楽祭のメインプログラムやスペシャルコンサートを拡大実施する等を通し来場者数の増加を実現していることに加え、数字目標を掲げた「ヤングシート（青少年招待席）事業」についても目標を大きく上回る成果を上げている。「自主公演の年間入場者率の確保」については目標値には届かなかった
ものの、日本初演の現代音楽等にあえて取り組む等のチャレンジング要素の強いプログラムを選択したからであり、2019年度の成果を通じ、東京2020大会の機運醸成とレガシー創設に向けて、本戦略について着実に進めていると判断できること。

・ 「東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上」については、「来場者アンケートの実施とサービスの向上」及び「お客様サービスに係る研修」についてサービスの向上に着実に取り組んでいる。「外国人対応の充実」については、WEBチケット購入サービス（英語版）の導入までは至らなかったものの、導入に向け開発事業者と調整を進めていること、「社会貢献に資する出張演奏
会の推進」については、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う中止により目標を達成できなかったものの、目標達成に向けて企画・準備を行っていたこと等から、2019年度の成果を通じて、本戦略について着実に進めていると判断できること。

・ 「発信力の強化による認知度の向上」、「財政基盤の更なる強化」及び「演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化」については、いずれの戦略についても、全ての取組事項について目標を概ね達成している。「発信力の強化による認知度の向上」に係る「都響HPへの年間アクセス件数の向上」については目標値を下回っているものの、ユーザー目線の改善を進めたことや、
HP以外の情報収集ツール（Twitter等）の拡大に取り組んだ結果である。また、新型コロナウイルス感染症拡大の状況下において、自宅等で長い時間を過ごしている方達に向けて、無観客で収録したコンサート映像を無料で公開し、多くの方々に視聴されている等、2019年度の成果を通じて、これら戦略について着実に進めていると判断できること。

○ 中期経営計画、経営改革プランの2019年度の評価及び2020度の改訂内容を踏まえ、引き続き、東京都交響楽団の強みである社会貢献活動や教育活動を進めるとともに、入場料の確保など、自主財源拡充のための方策を更に充実していくことを望むとともに、今後の都響の活動が東京2020大会の気運醸成やレガシー創出に資することを期待する。

　優秀な楽員を確保するため、実施方法を工夫しながらオーディションを計画
的に実施したほか、事務局職員についても、採用・育成方針の策定や研修派
遣を実施するなど、「演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化」に
向けた取組が進捗している。

　来場者アンケートについては、顧客満足度が継続的に高水準であったこと
から、サービスの質の観点に目標を見直し、2019年度にプランを改訂の上、
サービスの向上を図った。

お客様サービスに係る研修や外国人対応の充実は計画的に実施するとと
もに、社会貢献に資する出張演奏会についても着実に実施した。【実績減の
要因：新型コロナウィルス感染症拡大に伴う公演中止（17回）】

こうしたことから、全体として、「東京を代表するオーケストラとしてのサービ
ス向上」に向けた取組が進捗している。

団体自己評価

① 音楽芸術の
更なる普及

新たなクラ
シックファン
層の獲得と
音楽芸術の
更なる普及
向上

○都響に求められている、あらゆる人々に良質な音楽に触
れる機会を提供し、芸術文化都市東京の実現に寄与すると
いう役割を踏まえて、音楽芸術の更なる普及を図る。
○東京2020大会を絶好の機会ととらえ、大会後のレガシー
創出を目指して、楽員等の人材や演奏ノウハウを最大限活
用し、誰もが音楽の楽しさを体感・表現・発信できる音楽祭
（※）を拡大実施（2018年度開始事業）。（※）「歌い、聴き、
踊る」ことができる音楽祭として「Sing and Listen and
Dance」の頭文字をとり、名称を「TOKYO MET SaLaD
MUSIC FESTIVAL[通称:サラダ音楽祭]」とした。
○また、新たな子供向け音楽事業を実施するとともに、ヤ
ングシート（青少年招待席）の新規応募者率を現状の４割
から６割に引き上げることにより、若年層を中心として新た
なクラシックファン・都響ファンを増やす。
○これらを通じ、新たな都響ファンを、都響音楽事業の核で
ある自主公演の来場者につなげ、これまでになく高い自主
公演の入場者率（８６％）を達成する。

○２回目となるサラダ音楽祭を拡大実施した
ほか、音楽祭のプログラムで新たな子供向
け音楽事業を実施した。
○自主公演の年間入場者率は目標を下
回ったものの、2018年度実績を上回る高水
準を維持したほか、ヤングシート事業の新規
応募者率は目標を大きく上回る実績となっ
た。

　2019年度は、目標に掲げたとおり、東京2020大会の気運醸成とその後のレ
ガシー創出を目指した都との共済事業であるサラダ音楽祭（２回目）を開催
し、2018年度実績の4.5倍に当たる延べ36千人以上のお客様に楽しんでいた
だくなど、音楽祭を成功させた。
　この音楽祭の中で、ベイビーオペラなどの子供向け事業を新規に実施した
ほか、青少年にオーケストラの生演奏に触れる機会を提供するヤングシート
事業では、新規応募率の目標を達成した。
　自主公演の年間入場者率は目標に達しなかったものの、チャレンジング要
素の強いプログラムなど新たな音楽芸術の普及向上に取り組んでおり、全体
として、「新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上」に向
けた取組が進捗している。

② 多様なニー
ズに応じた
サービスの
提供

東京を代表
するオーケ
ストラとして
のサービス
向上

○来場者アンケートにより問題点を把握し、ＰＤＣＡサイク
ルにより継続的に改善を行うことでサービスの向上を図る。
○東京を代表するオーケストラとして、ＷＥＢの多言語対応
に積極的に取り組むことにより、外国人へのサービスを向
上させる。
○あらゆる人々に良質な音楽に触れる機会を提供し、芸術
文化都市東京の実現に寄与するという役割を踏まえ、多
摩・島しょや病院等、演奏会場に来場できない方々に直接
音楽を届ける「出張演奏会」を６５回実施する。

 また、都響の特徴であるこれらの活動のＰＲを強化する
ことで、都民のオーケストラとしての認知度向上を図るとと
もに、新たな出張演奏会の依頼につなげ、より幅広い都民
に対して音楽を届けていく。

○来場者アンケートを踏まえてサービスの
向上を図ったほか、お客様サービスに係る
研修への事務局職員の受講及び都響WEB
サイトの多言語対応を促進した。
〇社会貢献に資する出張演奏会について
は、実績と新型コロナウィルス感染症の状
況を踏まえて中止となった公演回数を合計
して目標を達成した。

1
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 （所管局：オリンピック・パラリンピック準備局・教育庁） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

レガシーにつながるコン
シェルジュ事業の提案・
実施

・更に発展させたコンシェルジュ事業案を検討する。先行実施
できるものから試行していくため、都と予算措置や人員措置
について調整する。
①区市町村等からの指導者の派遣要請に応じて、要請内容
に見合った指導者を区市町村施設等に派遣する事業
②都民等からのスポーツをする場所に関する問い合わせに
対し、場所・希望など相手の要望に合った施設を紹介する事
業
・東京アクアティクスセンターのメモリアルギャラリーについて
は、他施設との連携も踏まえながら都と実施内容の調整を
図っていく。

・区市町村への指導者派遣事業・施設利用紹介事業に
ついて、令和２年度事業開始に向けて都と予算や人員
を調整
・東京アクアティクスセンターのメモリアルギャラリーに
ついて、実施内容を調整

自主事業のメニューの
充実・利用機会の拡大

・駒沢におけるターゲットを明確にした新規５事業をはじめ、
各施設における見直し事業を着実に実施
・さらに、２０２０年度に向けた見直し（スポーツ実施率の低い
層などをターゲットにした計４事業）を進めていく。

・駒沢において新規５事業を予定通り実施
・見直しを行った４事業のうち、２事業について今年度よ
り実施。残りの２事業については、次年度の実施に向
けて調整した

レクリエーション事業の
推進

・（一社）東京都レクリエーション協会と連携しながら、当事業
団として新たにレクリエーション事業（計２事業）を実施する。
・都立学校活用促進モデル事業において都レクリエーション
協会と実施する体験教室の回数を増加（２５回）

・都レクと連携した新規２事業を実施
・都立学校活用促進モデル事業における都レクとの体
験教室等全２７回を実施
・チャレンジ・ザ・ゲーム普及審判員３名取得

安全な情報セキュリティ
環境の整備

・組織全体のセキュリティ強化策の実施（例：セキュリティポリ
シーの強化、権限設定の厳密化や各機器の統合集中管理に
よる監視体制の強化）
・セキュリティマインド向上のための研修を実施
・警視庁等との情報交換を継続実施
→最新情報をもとにセキュリティ体制の見直しを実施
・東京２０２０大会に向けた組織委員会との協議・協力

・組織全体のセキュリティ強化を実施
・個人情報管理に関する研修を実施
・警視庁や内閣官房等の関係機関との連携を継続実
施
・東京２０２０大会に向けて組織委員会と協議・協力を
実施

利用者の声を重視した
施設運営

・コンソーシアム全社による担当者会議において利用者の声
とその対応策について協議し、決定後、速やかに実施。それ
ら利用者の声やその対応について引き続き公表していくとと
もに、事業団幹部会議において議論・共有し、好事例につい
て他の事業団管理施設での導入を進めていく。
・東京武道館における早朝営業の試行を実施（５～６月にか
けて開館時間を１時間半前倒し。アンケート等による効果測
定を行い、都に提言）

・各館において、コンソーシアム事業者との会議を定期
的に開催し、情報交換・情報共有を行った。
・事業団幹部会議において、各施設の管理運営状況を
共有し施設運営に活用
・東京武道館において、令和元年５月１日～６月３０日
にかけて早朝開館を実施。影響や課題等を分析、結果
を都へ報告し、今後の継続実施等を見送ることとした。

パートナーシップ会議の
活用

・自施設での利用者の声を生かした取組やノウハウを紹介す
るとともに、他施設での好事例を導入することにより、都立施
設全体のレベルアップに貢献していく（紹介１事業、導入１事
業）
・実施した取組を適宜ＰＤＣＡサイクルで検証し、都と連携しな
がらサービスの質・量のレベルアップ、施設サービスの魅力
向上を図る。
・指定管理者側からも議題の提案や問題提起を行い、会議の
活性化を図っていく。

・第一回パートナーシップ会議に参加
・他施設での好事例を導入（1事業）
・第二回パートナーシップ会議において、事業団の取組
紹介（1事業）及び議題を提案

指定管理施設を通じた
都施策への積極的な貢
献

・新たに受託した施設も含め、管理施設全体を活用しながら、
スポーツ実施率向上や障害者スポーツ振興のための各種ス
ポーツ事業等を実施していく。(81事業)
・２０２０大会会場となっている施設については、大会の成功
に向け、東京都及び組織委員会と緊密に連携した施設運営
を行っていく。
・それ以外の施設については、ラグビーワールドカップ２０１９
ＴＭ及び２０２０大会の影響で休館となる他施設の受け皿とし
ての役割を見据えた運営を行っていく。

・スポーツ実施率向上や障害者スポーツ振興のための
８１事業のうち７１事業を計画通り実施
・大会会場施設において、都及び組織委員会と緊密に
調整を行った。
・その他の施設において、休館施設の受け皿としての
役割も担った。
・東京体育館において、大会に向けた５G整備について
都及び通信事業者等と調整した。
・３館におけるキャッシュレス導入の検討

都立学校活用促進モデ
ル事業の拡充

・実施校を順次拡大（新たに５校拡大（計２０校））
・事業を効果的に周知し継続的な運営を行う。
・全実施校で多様な体験教室を開催するとともに運営体制を
構築する。

・予定通り２０校で実施
・体育施設利用案内を作成し、事業を効果的に周知
・障害者スポーツ団体等の協力団体と連携し体験教室
実施（１０５事業）

障害者関連資格の取得
促進

・ユニバーサルマナー検定を継続実施
・障がい者スポーツ指導員資格の取得を促進（１名）

・障害者等対応研修を実施
・障がい者スポーツ指導員資格５名取得

障害者スポーツ関連事
業の充実

・見直しを行った事業（３事業）を実施
・新規事業の準備

・体育の日記念事業において、見直し３事業を実施
・新規事業の準備を行い、７月に実施

① スポーツレガシー
を推進し、スポー
ツ実施率の向上
を目的としたソフ
ト事業の展開

企画調整力に裏
打ちされた実効性
の高い事業展開

目標に向けて着実に実行中
・都民のスポーツ振興に寄与するため、適宜
見直しを行いながら都民ニーズに応える事業
を実施している。
・コンシェルジュ的役割の核となる指導者派
遣事業や施設紹介事業について、2020年度
の実施に向けて検討・調整している。
・東京都レクリエーション協会との連携を通し
て、資格取得促進及びスポーツ実施率の低
い層等を対象とした事業を推進している。
・関係団体と連携を取りながら、個人情報漏
えい防止等セキュリティ強化を進めている。

・スポーツレガシーを推進するため、施設
管理というハード事業とともに、スポーツ実
施率の向上を目的としたソフト事業を推進
し、都民のスポーツ振興に寄与している。
・施設はあるものの指導者が不足している
区市町村の施設等に対し、事業団のネット
ワークを活用し、指導者としてアスリート等
を派遣していく事業、また、都民がそういっ
た区市町村の施設を気軽に利用できるよう
にするための紹介事業が推進され、アス
リート・施設・都民をつなぐコンシェルジュ的
役割を事業団が担っている。
・スポーツ実施率の向上に向け、実施率の
低い層に訴求しやすい事業が実施されて
いる。
・スポーツ非実践層へのアプローチに有効
なレクリエーションに関して、東京都レクリ
エーション協会との連携や職員の資格取
得促進などにより、事業団に不足していた
ノウハウが取り入れられ、効果的なレクリ
エーション事業が実施されている。
・安全な情報セキュリティ環境が整備され、
サイバー攻撃等による被害が未然に防止
されている。

② より効果的・効率
的なスポーツ施
設の管理と施設
の魅力向上

利用者目線に
立ったスポーツ施
設の運営と魅力
的なサービスの
提供

・行政感覚を有する政策連携団体であり、
また、公益活動を目的とする公益財団法人
でもある事業団がこれまで蓄積してきたノ
ウハウを最大限生かし、都民のスポーツ振
興やスポーツレガシーの推進を最優先とし
た施設運営、事業展開を行っている。
・管理運営する指定管理施設において、寄
せられた利用者の声が施設運営に反映さ
れ、そうした対応に関する情報も含めて利
用者に公開されている。
・パートナーシップ会議において、他施設の
好事例の導入が図られ、また、自らの管理
施設の取組を紹介することにより、指定管
理者間の相乗効果が発揮され、都立施設
全体の魅力向上が図られている（各年度
紹介１事業、導入1事業）。
・指定管理施設を拠点にスポーツ実施率の
向上や障害者スポーツの振興のための事
業等が実施され、さらにはレガシーにつな
がる新たな事業が推進されている。

目標に向けて着実に実行中
・コンソーシアム事業者の担当者会議やパー
トナーシップ会議を活用して情報の共有を行
い、各施設の運営や魅力向上に活かしてい
る。
・利用者から寄せられる要望等について、各
館で改善を図るとともに事業団内で共有し、
対応情報も含めて利用者に公開している。
・５Ｇネットワーク構築やキャッシュレスの推進
など、新たな都政課題への協力や検討を積
極的に行った。

③ 　障害者スポーツ
の更なる推進

　障害者スポーツ
を実践する場の
拡大及び支える
人材の育成

・障害者スポーツの実践の場となる都立特
別支援学校の開放を拡大するとともにス
ポーツ体験教室を拡充する。
・質の高い事業実施、サービスの充実のた
め、障害者関連資格の取得を促進する。
・既存事業に障害者スポーツの視点を導入
する（３事業）とともに、新規事業（１事業）
を実施する。

目標に向けて着実に実行中
・都立学校活用促進モデル事業において、対
象校を毎年５校ずつ増やし、スポーツ体験教
室を拡充。登録団体や利用者の増加に繋
がっている。
・障害者関連資格について、当初の目標数値
以上の結果を達成。引き続き資格取得を促
進する。
・障害者スポーツの視点を導入し、事業の見
直し及び新規事業を検討、実施している。

団体自己評価

・スポーツレガシーの推進を目的としたコンシェルジュ事業
について、各種調整を行い、「スポーツ東京案内」事業とし
て次年度スタートの計画を立てた。
・スポーツ実施率の向上に向けては、働き盛り世代・女性・
高齢者などターゲットを明確にした新規事業を実施した。今
後も引き続き、効果の高い事業の実施に向けて内容を拡充
していく。
・都レク協会と連携しながらレクリエーション要素を取り入れ
た様々な事業を展開することで、多くの都民にレクリエーショ
ンを体験していただくことができたと同時に、事業団職員に
レクリエーション実施の知識やノウハウが蓄積された。
・情報セキュリティ担当を中心に、ハードウェア・ソフトウェア
両面のセキュリティを強化するとともに、警視庁との連絡体
制を構築するなど人的セキュリティも向上しており、東京２０
２０大会に向けたサイバーテロ対策を推進している。
・今後も、ウィズ コロナ・ポスト コロナの視点から、新しい生
活様式や社会基盤に合った事業を展開していく。

・利用者目線に立ったスポーツ施設の運営に向けて、コン
ソーシアムの担当者会議やコンソーシアム運営委員会及び
事業団の経営会議等を通じて、利用者の意見などが共有さ
れ、設備やサービスの改善あるいは魅力向上の取組に活
用している。
・都立施設全体の魅力向上に向けて、パートナーシップ会
議において、事業団の取組について情報共有するとともに、
他施設における有効な取組は、事業団の施設運営に活用し
ている。
・指定管理施設において、これまで蓄積したノウハウを活用
して、スポーツ実施率の向上等に寄与する事業を積極的に
展開している。
・東京体育館の５G整備に向けた調整や利用料金支払いに
おけるキャッシュレス導入に向けた検討など、新たな都政課
題に積極的に取り組んでいる。
・今後は、上記に加えて、ウィズ コロナ・ポスト コロナの視点
を持ち、施設の感染拡大防止策の徹底や新しい生活様式
に合った事業の実施等、時代に合った施設運営及びサービ
ス提供を行っていく。

・障害者スポーツの実践の場となる都立特別支援学校の開
放を計２０校に拡大し、スポーツ体験教室を拡充した。
・広報活動を積極的に実施したことにより、団体登録者数や
利用者を拡大できた。
・障がい者スポーツ指導員資格について、当初の目標を超
える５名の職員が取得した。
・既存事業や実技形式を含む障害者等対応研修、障がい者
スポーツ指導員資格の取得により質の高い事業の実施や
サービスの充実につなげることができた。
・体育の日記念事業において、障害者スポーツの充実を
図った。また、新規事業についても積極的に取り組んだ結
果、次年度実施予定だったものを前倒しで実施した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 （所管局：オリンピック・パラリンピック準備局・教育庁） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

新たな知見を持つ高度
専門人材の活用

・各事業により求められる専門性が異なるため、事業ごとのき
め細やかな活用について、活用形態（直接雇用やアドバイ
サー等による活用）も含めて検討・実施していく。
（事業ごとに求められる人材のイメージ）
➢競技力向上事業（テクニカルサポート事業）：大学院等で当
該分野を専攻する人材
➢施設運営事業：同種の業務経験や業界関係者との人脈を
有する人材
➢障害者スポーツ事業：アドバイザーとしての障害者アスリー
ト
➢地域スポーツクラブ事業：地域スポーツ等(スポーツ社会学
等)を専門とする大学講師
・高度専門人材が持つ知見やノウハウ等について、OJT等を
通じて事業団職員に継承していく。

・事業に応じた専門性を有する外部人材を活用し、事
業をより効果的に推進
・専門人材が持つ知見やノウハウ等について、OJT等
を通じて組織内での継承を促進

効果的・効率的な人員
体制の構築・強化

・事業展開の状況に即して戦略プランを柔軟に見直し
・方針に基づき主任級昇任選考を実施（対象者２名）
・方針に基づき契約職員を固有職員に振り替る人員要求を実
施予定（数名）
・管理監督者層の早期育成を検討

・方針に基づき主任級昇任選考を実施
・方針に基づき契約職員を固有職員に振り替える人員
要求を実施

都施策の実践力を高め
るための職員育成

・政策連携団体改革の結果を踏まえながら都と協議し、人事
交流について速やかに実行（１名）
・派遣方法につき都（局）との人事交流の協定内容を都と調整

・埋蔵文化財部門において都との人事交流を実施。次
年度について都と調整した。
・スポーツ部門において次年度以降について都と調整
した。

計画的な職場ローテー
ション等による人材育成

・スポーツ部門・埋蔵文化財部門間で人事異動実施
・資格取得等の支援制度を開始

・部門間の人事異動実施
・資格取得等の支援制度を実施

〇リーダーと新人職員のペア制による指導を開始する。
〇引き続きリーダー養成研修を実施し、新人を指導する職員
を増やす。
《受講者数：３名》

〇リーダー養成研修：6月24日実施
《受講者数：３名》
〇リーダー養成研修受講後のフィードバック研修：12月
6日実施《受講者数：３名》

〇前年度にリーダー養成研修を修了した職員と組み、実践指
導を開始し、状況を検証する。
《新人職員数：３名》

〇新規採用者2名にそれぞれリーダーを任命し、ペア制
を実施

〇前年度の研修内容を踏まえ、レベルアップを図るために専
門知識や技術力、現場対応力を向上させる。
（２年度研修）

〇実践研修（２年次）
・複雑な遺構の捉え方
・測量（写真撮影）技術
・遺物の分類や図面作成
・保存・分析の基礎知識

監督職の早期育成のた
めの主任職員研修実施

〇前年度の研修カリキュラムを継承して実施する。
〇主任級職員全員に係長昇任を視野に入れ、業務能力、知
識、指導力の向上に必要な研修を実施する。
《対象者：４名》

〇人材支援事業団が企画する研修
・主任研修：本年度昇任者3名受講
・政策ディベート研修：本年度昇任者１名受講
・主任パワーアップ研修：平成30年度昇任者2名受講
・フォロワーシップ研修：主任級未受講者4名受講

B

④ スポーツレガシー
を推進する団体と
して発展するため
の組織体制の強
化

外部人材の活用
や職員の適正配
置等によるスポー
ツ事業の企画・調
整機能の強化

・ハード・ソフト両面のスポーツレガシーを
発展させていく団体としての組織体制が
整っている。
・各事業ごとに適した外部人材の活用を図
ることにより、必要な専門性が確保され、効
果的な事業展開がなされている。
・各種別の職員が適材適所に配置され、主
任級昇任制度をはじめとした処遇の改善
や研修等が行われている。
・双方向の人事交流について都との協議を
ふまえ、実施されている。
・計画的な人事ローテーションや資格取得
促進により、職員の幅広い知識・能力が身
についている。

目標に向けて着実に実行中
・「組織体制・人材育成方針」を策定し、外部
人材の活用や計画的な人材育成を実施中
・事業団と都の間において、双方向の人事交
流を実施中
・人事ローテーション及び資格取得支援を通
して、職員の幅広い知識・能力の習得を促進

・専門的な知識を持った人材を事業で活用。また、外部人材
が他の職員の相談に乗り、適切なアドバイスを行うなど、事
業団の業務遂行に貢献し、効果的な事業展開ができた。
・「組織体制・人材育成方針」に則して、主任級昇任選考及
び契約職員の固有職員振り替えを実施した。
・東京都との人事交流について、埋蔵文化財部門と教育庁
間において実施した。
・部門間の人事異動、資格取得支援の試行により、職員の
幅広い知識習得・能力の開発を実施した。

○ペア制の実施が2年目になり、リーダー側の職員について
は、前年度実施者から要領やコツを教わったことから、初年
度よりも円滑に指導することができた。
○研修計画は令和２年１月後半まで計画通りに実施するこ
とができたが、新型コロナウィルス感染防止による三密を回
避するため、集団研修、派遣研修が実施されなかったた
め、令和2年度の育成計画で補完する。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、企画調整力に裏打ちされた実効性の高い事業展開については、新規自主事業の実施や既存事業の見直しを行うなど、着実に取組が進捗している。利用者目線に立ったスポーツ施設の運営と魅力的なサービスの提供については、５Gネットワークの整備に向けた調整を行うな
ど新たな都政課題へ積極的に取り組んでおり、着実に取組が進捗している。障害者スポーツを実践する場の拡大及び支える人材の育成、外部人材の活用や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能の強化、埋蔵文化財部門における調査研究員の長期的視点に立った人材育成及び技術の継承に
ついても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症により運動の機会が減少する中、アスリートのモチベーション維持とともに、ウィズ・コロナの環境下における都民のスポーツ振興等、役割に応じた新たな取組にも期待される。

調査に必要な知識、技
術等を早期取得するた
めの実践研修の充実

〇２年度研修
・全7回中6回実施
・指導教材のレベルアップ⇒６科目
・グレードアップを図った研修
・4回の内3回実施

一次評価（所管局評価）

 戦略１では、スポーツレガシーを推進するため、コンシェルジュ事業の次年度実行に向けて「スポーツ東京案内」事業を計画・検討するとともに、都民ニーズに応える事業を実施し、スポーツ実施率の向上に取り組んでいる。
 戦略２では、スポーツ施設の管理において、各種会議で得た情報を設備やサービスの改善に活用し魅力向上に取り組むとともに、東京体育館の５Ｇ整備の調整や利用料金支払い時のキャッシュレス導入検討など、新たな都政課題への取り組みを推進している。
 戦略３では、障害者スポーツの推進に取り組み、都立学校活用促進モデル事業を15校から20校に拡大・体験教室を拡充し、登録団体や利用者の増加に繋げたほか、障害者関連資格の取得を促進し質の高い事業を実施するなど、障害者スポーツの視点から新規事業にも取り組んでいる。
 戦略４では、スポーツレガシーを推進団体として更に発展するために、専門性を有する外部人材を活用し、事業をより効果的に推進するとともに、職員の主任級昇任選考制度を構築・実施し2名が合格するなど、組織体制の強化に努めている。

　2020年度の到達目標に向け、経営課題について各戦略をもって、年度当初から着実に取り組み、成果を上げていることを評価する。一方で、年度末の2月・3月は新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、施設の利用中止やスポーツ振興事業・施設活用事業が中止となる影響があった。今後は、ウィズコロナの視点を踏まえ、「新しい日常」に
おいても、スポーツレガシーを最大限に活用し、また、専門性やノウハウを生かして現場からスポーツ振興を発展させていくパートナーとしての役割を期待する。

⑤ 調査研究員の育
成及び技術の継
承の必要性

調査研究員の長
期的視点に立っ
た人材育成及び
技術の継承（埋蔵
文化財部門）

・調査研究員の専門性を維持・育成してい
くため、新人職員、若手から中堅職員、監
督職昇任対象職員の各段階の研修を創
設・充実させ、人材育成を行うことで専門職
員としての技術・ノウハウを着実に継承で
きる。
・監督職職員による新人育成に加えOJT
リーダーと新人職員をペアで配置し、新規
採用者に対する人材育成を図っている。
・調査に必要な実践研修を充実し、若手か
ら中堅にいたる職員の専門性を高め、技
術の継承及び向上を図っている。
・監督職の育成を促進するため、研修カリ
キュラムを作成・実施し、次世代の監督職
員の育成を図っている。

・新規採用職員からベテラン職員までの研修
を予定通り実施し、知識・技術の継承を確実
に行っている。
・リーダー職員と新人職員のペア制を新人採
用時より予定通り実施している。（年度末ま
で）
・初年度の研修内容を検証し、レベルアップし
たカリキュラムを含めて着実に実施している。
（年度末まで）
・外部の研修機関や国、自治体等が実施する
研修に積極的に参加させている。

新人職員の育成

1
8
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：一般財団法人東京マラソン財団（所管局：オリンピック・パラリンピック準備局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

① 長期的な視点
に立った戦略
的・効果的な団
体運営

長期的な経営
戦略の策定・進
捗管理

・長期経営計画が策定され、東京マラソンやそれ以外
の事業において、大会運営のノウハウ等、財団の有
する経営資源を有効に活用しながら、計画に則った段
階的・効果的な事業執行が行われている。
・東京マラソンの更なる発展やランニングスポーツの
振興、ボランティアやチャリティ事業が一層拡充され、
戦略的に財団事業が推進されている。
・事業としても収益構造としても東京マラソンのみに頼
らない団体運営を行っていくための取組を検討・調整
している。

長期経営計画は、2019年6月開催の理事会
において正式決定し「アクションプラン
beyond2020」として７月に公表した。この計画
に基づき各事業を執行するとともに、経営改
革プランに掲げた他の経営課題についても適
宜目標や取組方法を見直した。

長期経営計画の策定 ・長期経営計画の内容を経営改革プランに反
映。
・ＰＤＣＡサイクルに基づき計画の実施状況を確
認、検証。

・計画を公表
・ＰＤＣＡサイクルに基づき計画の実施状況を確
認、検証。

協賛金収益（協賛物品含む）
の維持・向上

・現協賛金額増額交渉
・新規協賛企業獲得交渉

・協賛金収益 24.3億円（暫定値）
・物品提供物   2.8億円（暫定値）
 計　            27.1億円（66%）

参加料の検討 参加料の改定予定
国内15,000円（税抜）（17%）※経常収益に占める
割合

国内15,000円（税抜）（17%）※経常収益に占める
割合

競技運営経費の削減 ・2019大会の実績を踏まえて見直しを行い、削
減を図る。
・5.47億円

4.59億円

ボランティア受託事業収益 収益の維持・向上
（大口の受託案件の有無により大幅に変動す
る。）

約1,470万円

東京2020大会のレガシーの
創出

レガシー事業の検討、新規構築 新国立のサブトラックで、新たに「東京マラソン１
マイルズ2020」の開催を計画。（新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により中止）

・オフィシャルイベントの充実
・RUN as ONEによる東京マラ
ソンとの連動PR

・日程変更検討
・RUN as ONEによる東京マラソンとの連動PR
・定員（3,000人）達成

・「東京トライアルハーフマラソン2019」（2019年
10月26日（土））は台風による冠水の影響により
中止
（参考）エントリー　2,492人

スポーツレガシー事業の充実 ・新たに日本陸連と連携し、実施地域を日本国
内全域に拡大し、全国の小学校に働きかけを行
い、新規実施箇所の開拓、実施回数増を図って
いく。
・年１５回

・10回実施（沿道小学校）
・９回実施（東日本大震災被災県）

Fixed Track
設置個所の開拓

・前年実績を踏まえ、改善点等を検討し、サービ
ス向上を図る。
・国営昭和記念公園に1コース増設。以降、運用
実績などの効果検証を踏まえ、他施設への導
入について検討。

・１箇所３コース
国営昭和記念公園に設置
2.5km・3.9km・5.6kmの３コースを運用

ボランティア受託事業の拡充 ・前年実績や利用者のご意見を踏まえて改善を
図り、サービス向上に取り組む。
・年２５件程度

24件（有償22件）
・自治体　10件
・企業　６件
・団体等　８件

チャリティ寄付金額の増加 ・前年実績を踏まえて申し込みが少なかった区
分に重点的にＰＲを行うなど効果的な周知に取
り組む。
・5.8億円

・約7.2億円
・アクティブチャリティ枠の拡充（300→1000）

寄付先団体数の増加 ・前年実績を踏まえて寄付者数に応じた寄付先
の多様性を確保するため、必要に応じて追加募
集を行う。
・25団体

28団体

洋服ポストの設置 前年度大会での状況を踏まえ、改善しつつ継続
実施

・ランナーサポート施設「ジョグポート有明」に常
設し、運用を開始
※東京マラソン2020では一般の部中止により未
実施

VOLUNTAINER会員数の増 ２万８千人 約３万４千人

B

財団事業の拡
充、多様化

スポーツレガシーとして、東京マラソン以外の財団事
業が充実している。
・オフィシャルイベントが最適な時期に開催されるよう
検討が行われ、イベントのＰＲも強化されている。
・スポーツレガシー事業において、子どもや障害者ス
ポーツ等への普及啓発が推進されるとともに、回数も
増加している。
・Fixed Trackの設置個所が増加している。
・スポーツボランティア受託事業のメニューや料金が
整理され、積極的に受託が行われている。
・スポーツボランティア文化が社会に根付くよう、ス
ポーツボランティアの育成やボランティア活動機会の
提供に積極的に取り組んでいる。

東京2020大会のレガシーとなる事業の実施
や新たな事業の検討を着実に進めるととも
に、関係団体への働きかけや東京2020大会
に向けたスポーツ気運の高まり等により、ス
ポーツレガシー事業の実施回数が増加する
など、財団事業の拡充・多様化が進んでい
る。

② 2020年以降の
継続した収益の
確保

2020年以降の
継続した収益の
確保

経常収益が新規で３億円増加している。
・警備安全対策費の増に対応した収益確保
・経常収益40.5億円とする。（28決算39億円から新規
＋３億円増、コース変更に係る都費1.5億円減）
・収益に占める協賛金と参加料のバランスが改善され
ている。
2020年度以降に景気後退が予想される中において、
2020年度と同等の収益が確保されるよう、データビジ
ネスや賛助会員制度の創設など、事業セグメントごと
に新たな収益確保策が講じられている。

協賛金収益の向上に向けた取組や、参加料
改定により、2020大会年度（2019年7月～
2020年6月）の経常収益は41.3億円（暫定値）
となり、収益に占める協賛金と参加料のバラ
ンスも改善した。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、東京マラソンチャリティやボランティア等の更なる充実については、寄付金額、寄付先団体数、ボランティア会員数の増加等、取組が大きく進捗している。2020年以降の継続した収益の確保については、新規協賛企業獲得に向けた交渉や参加料改定、経費削減により、経常収益が到
達目標を達成するなど、着実に取組が進捗している。財団事業の拡充・多様化、長期的な経営戦略の策定・進捗管理についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症の影響下において、東京マラソン開催の有無・時期・規模などを踏まえ、ポスト・コロナにも対応できるよう団体運営や財務状況を検証し、各種事業を推進することが期待される。

一次評価（所管局評価）

 戦略１では、長期的な視点に立ち団体を運営するため、2020年以降を見据えた長期経営計画「アクションプランbeyond2020」を策定し、既存事業の深化や新規の取組を進め、東京マラソンの連続落選者への対応やアクティブチャリティの充実等、計画に沿った具体的な取り組みに繋げるなど、事業を効果的に執行している。
 戦略２では、「東京マラソン2020」の一般の部中止による縮小開催に伴い、協賛金収益が減少したことに対して、経費精査により収支均衡を維持するとともに、東京マラソンの参加料を改定し、収益に占める協賛金と参加料のバランスを改善し、到達目標達成に努めている。
 戦略３では、2020年以降の事業運営を見据えて、東京2020大会のレガシ―事業を創出し、スポーツレガシ―事業を充実させるなど、事業の拡充・多様化に取り組んでいる。
 戦略４では、東京マラソンを通じて、チャリティの寄付方法や寄付先の多様化し、組寄付金額・寄付先団体数ともに増加し、更なる社会貢献に取り組んでいる。

　2020年度の到達目標に向け、経営課題について各戦略をもって、年度当初から着実に取り組み、成果を上げていることを評価する。一方で、年度末の2月・3月は新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、「東京マラソン2020」が縮小開催となった。今後は、ウィズコロナの視点を踏まえ、「新しい日常」においても、世界水準のランニングイベントとして
の東京マラソンを安定的に運営するとともに、ランニングスポーツの普及振興を通じて都民の健康増進と、豊かな都民生活の形成に寄与することを期待する。

団体自己評価

　2020 年以降を見据えた団体の長期経営計画（アクションプラン）としてま
とめた。今後、ウィズコロナの時代における「新しい日常」や東京2020大会
後の社会情勢等の状況変化も踏まえ、計画に基づき戦略的・効果的に事
業を執行していく。

　2020大会年度における協賛金収益は、東京マラソン2020における一般
の部の中止に伴い、当初見込みに対して減少し、2020大会年度の経常収
益は約41.3億円（暫定値）となった。
　一般の部の中止に伴い、経費も精査することで、収支均衡に努めたが、
今後も新型コロナウイルス感染症の影響による経済状況や東京2020大
会後のスポーツビジネスに対する変化により、協賛金収入の確保の困難
が見込まれる。引き続き経費削減に努めるとともに、「新しい日常」等、時
代の変化に応じた事業展開を図るなど、協賛金に依存しない収支構造に
向けた財政運営に努めていく。

　東京2020大会レガシ―事業としての東京マラソン1マイルズ事業の創
出、スポーツレガシー事業の充実及びボランティア受託事業の拡充は、達
成することができた。今後、オフィシャルイベントやFixed Trackの充実に加
え、新型コロナウイルス感染症との共存も含め、実施内容の工夫を行って
いくなどにより、ランニングスポーツの普及・振興や、社会貢献など財団事
業の拡充、多様化を図っていく。

　数値を記載した取組については計画を達成した。引き続き、ウィズコロ
ナの時代における「新しい日常」や東京2020大会後の社会情勢等の状況
変化も踏まえ、チャリティやボランティア活動等を通じた社会貢献に取り組
んでいく。

④ 東京マラソンを
通じた更なる社
会貢献

東京マラソン
チャリティやボラ
ンティア等の更
なる充実

・チャリティ事業が拡充され、寄付金額、寄付先団体
数が増加している。
・環境に配慮した大会運営が推進されている。
・スポーツボランティアの普及促進が行われ、オフィ
シャルボランティアクラブ「VOLUNTAINER」の会員数
が増加している。

チャリティの寄付方法・寄付先の多様化に取
り組んだ結果、寄付金額、寄付先団体数が増
加した。また、シティキャストの研修が開始さ
れるなど、ボランティア活動への関心が高ま
り、「VOLUNTAINER」の会員数が増加した。

③ 2020年以降の
事業運営

2
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都都市づくり公社　（所管局：都市整備局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

事故の防止 ・０件
外部の専門家による現場点
検・調査を行うとともに、工事
安全管理に係る委員会におい
て既存の危機管理マニュアル
の見直しをするなど、安全対策
を充実、強化

・０件
安全対策の充実・強化を実施

・新分野に係る事業化に向け、街づくり区画整理協会との共
同研究、武蔵村山市との研究会を実施・継続

・引き続き首都大学東京と連携して、既存の若手PTに加え
て、新たに公社管理職と市町村職員によるPTで研究を実施

・都市づくり調査室の前身となる調査準備室を設置

・会計ソフトの再構築 ・既存の会計ソフトを活用しつつ、経営分析手法を改善

・自治体情報の全社的な収集
と活用

・自治体のニーズに基づいて、全社を挙げて作成した新たな
まちづくりの提案を自治体に提案し、事業協力の覚書を締結

・収支構造や採算性等の分析
を踏まえた業務効率化や受託
費のあり方にかかる改善方針
の検討

・収支構造や業務内容に関する実態と基準のかい離状況等
について把握・分析し、受託費のあり方にかかる改善方針を
策定

・同方針に基づく対応策の検
討

・同方針に基づき、関係者と協議
・下水道事業に係る事務費改定について１自治体と合意

業務改善への取組 ・外部の専門家を活用し、現在
の業務フローの課題を抽出
・外部専門家の提案を踏まえ、
一部の事務所をモデルケース
とし、事務処理手順書の見直
しなどを行い業務の効率化を
実施

・モデル3職場での業務改善活動を実施

まちづくり支援
事業の推進

支援件数
26件

支援件数
26件

事業展開を担う
人材の確保

・通年採用の拡充による経験
者の確保強化

・新卒採用７名
・経験者採用６名

・必要な能力を定着させるＯＪ
Ｔの充実

・新任職員育成11名

・派遣研修の実施 ・外部派遣研修２名

・職層別研修等の充実 ・管理職研修12月実施

・資格試験にかかる受験支援
（資格取得人数５名）

・資格取得者7名

業績評価の拡充 ・人事考課制度にかかる課題
への対応策の検討と、対応策
に基づく新制度への改正

・職層別到達目標の作成
・管理職選考の改正検討

・スキルアップ研修等への参
画促進など女性職員への意識
づけ

・女性職員のキャリアアップ研修を実施
管理職選考合格者１名

・管理監督者数５名 ・管理監督者数５名
（うち、女性監督職任用１名）

・外部の専門家を活用し、現在
の業務フローの課題を抽出

・モデル3職場での業務改善活動を実施

・外部専門家の提案を踏まえ、
一部の事務所をモデルケース
とし、事務処理手順書の見直
しなどを行い業務の効率化を
実施

・新分野にかかる自治体への
事業案の提案

女性管理監督者の
登用

収支構造の改善

業務改善への取組
（再掲）

職員の育成

新規事業分野の
開拓

経営分析力と
事業提案力の強化

経営改革を推進するため、事業ごとに収支構造
や採算性を把握するなど、経営分析力を強化す
るとともに、自治体情報の充実と社内での一元的
活用により、事業提案力を高める。また、土地区
画整理や下水道整備等の既存事業を安全かつ
着実に執行して公社の信用を高めるとともに、自
治体の新たなニーズを充足する新規分野の開
拓・事業化を図る。こうした取組により、毎年度
250億円の経常収益と黒字決算を達成し、安定
経営を確保する。

経営分析手法の確立に向けた検討を開始する
等、経営分析力の強化に取組むとともに、収集し
た自治体情報を基に、全社的に事業提案の実施
に向け検討を進める等、事業提案力強化に取組
んだ。また、外部の専門家の意見を踏まえた工
事安全に係るマニュアルを新たに作成する等、事
故防止に積極的に取り組んだ。さらに、新規分野
の開拓・事業化に向けては、自治体等との共同
研究による検討に加え、新たに「都市づくり調査
準備室」を立上げて新規事業分野の開拓に向け
た体制を強化した。こうした取組により、3年後
（2020年度）の到達目標である安定経営の確保
に向けて着実に取組を進めるとともに、2019年度
は、既存事業の着実な実施により約243億円の
経常収益と黒字決算となった。

② 人材の確保
と育成

職員のマン
パワーの確
保と人材育
成

公社が質の高いまちづくり事業を推進していくた
め、採用制度や職員育成の充実、評価制度の見
直しなど、事業を担う人材を確保・育成・評価して
いく仕組みを再構築する。また、女性管理監督者
の育成など、様々なライフステージにおいて、誰
もが働きやすい職場環境を構築する。こうした取
組により、土地区画整理士をはじめ業務で活用
する資格について３か年で延べ15人取得を達成
するなど、まちづくりの課題に的確に対応する専
門性の高い組織を形成していく。

経験者の通年採用の開始や、都への職員派遣
や管理職研修実施を進める等、公社の将来を担
う人材育成を強化するとともに、職層別到達目標
を整理する等業績評価制度の再構築に向けた取
組を進めた。また、キャリアパスの作成や女性職
員のキャリアアップ研修の企画や、モデル３職場
での業務改善活動を実施する等、誰もが働きや
すい職場環境づくりを進めている。３年後(2020年
度)の到達目標に向けて、現時点で14名が業務
で活用する資格を取得する等、専門性の高い組
織形成に向けて着実に取り組みを進めることが
出来た。

団体自己評価

　事故の防止については、安全管理マニュアルの見直しを行うなど、工事安全対策に組
織的に取り組んだ結果、事故件数０件の目標を達成した。こうした取組と目標達成の継
続的な積重ねが、公社に対する信頼を高め、また新規の事業展開にもつながったと考
える。さらに、コーポレートガバナンスの観点から全職員を対象とする個人情報チェック
リスト及びコンプライアンスチェックリストによる点検、その他コンプライアンス研修を実
施し、工事事故以外の事務事故等の防止に努めた。

新規事業分野の開拓については、街づくり区画整理協会や武蔵村山市と共同で研究
を行い、行政の課題と考えられる分野のうち、都市農地の保全・活用について、調査及
び支援策等を作成し、新規事業の取組への布石を打つことが出来た。

首都大との共同研究では、まちづくり始動期の働きかけを実践して、地元住民の自主
的なまちづくり活動を始動させることができただけでなく、そのノウハウを得ることができ
た。その成果を他地域へも展開すべく、事業スキームの検討も行っており、公社は地域
に根付いたまちづくり活動活性化の一翼を担うことができた。

2019年11月に設置した都市づくり調査準備室では、産業振興、環境、防災安全、福祉
等の行政分野で自治体が抱える課題と解決策についてケーススタディを行うことで、調
査研究能力を高めることができた。

経営分析力の強化については既存システム活用等の工夫により、多額の経費をかけ
ることなく経営分析手法を確立するという結論を導き出すことができた。運営指標につ
いては目標を前倒して作成し、経営状況の把握を早期に実現することができた。

事業提案力の強化については、自治体情報の収集・分析を行い、まちづくり提案書の
作成とそれに基づく覚書の締結、公募型プロポーザル方式の事業への応募など、事業
提案の実績を積むことができた。

収支構造の改善については、事務費算定基準の見直しに向け、実態の業務内容に
見合った事務費算定基準の改定作業を着実に進めた。各自治体に対して事務費改定
について説明を開始する等、当初の目標のスケジュールを前倒して取り組んでいる。特
に下水道維持管理業務について、業務実態と事務費との乖離の大きい1自治体に対し
て令和2年度から事務費改定の合意を得たことにより、収支改善に向けて前進すること
ができた。

業務改善への取組については、改善活動メンバーによる報告会を実施し、意識と行動
改革に着手できたことは、今後のモデル職場を拡充、全社展開に向けて、意義のある
成果と考える。

まちづくり支援事業の推進については、これまで待ちの姿勢から、自治体への周知を
行った積極的広報活動の成果により、昨年度を上回る成果を出すことができた。

到達目標である安定経営を確実に実現するためには、信頼性の向上と収益性の向上
による経営基盤の強化に加え、積極的な新規事業の開拓・新規分野への進出が重要
になる。2019年度はそのために必要な取組ができた。

　人材確保については、通年採用を行い、都度ごとに企業説明会や大学の就職セミ
ナー等に参加し、採用情報の発信を行った結果、新規及び経験者採用共に、公社の求
める人材を着実に確保できた。

職員の育成については、職層別研修や通信教育制度の拡充、組織力強化を図る管
理職研修といった土台を作り上げるものだけでなく、自治体職員や、首都大との共同研
究等将来の事業展開も視野に入れた幅広い分野の研修も行った。

業績評価の拡充については、職層別到達目標を作成し、職層毎に職員が自ら目標設
定できるよう、人事考課制度の改正を進めた。

女性管理職の登用については女性職員のキャリアアップ研修を実施し、職員の意識
づけを行った結果、管理職選考に女性職員が3名受験し、1名合格した。

業務改善への取組については、、改善活動メンバーによる報告会を実施し、意識と行
動改革に着手できたことは、今後のモデル職場を拡充、全社展開に向けて、意義のあ
る成果と考える。

今後まちづくりの課題に的確に対応できる専門性の高い組織を構築するためには若
手から管理職、女性職員までを含めた幅広い人材の確保や育成、働きやすい職場づく
りが重要である。2019年度の取組と実績はその実現に向けて確実に進捗した。

① 健全な財務
状況及び安
定的な経営
の継続

経営力の強
化と信頼性
の維持等に
よる安定し
た収益確保

2
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都都市づくり公社　（所管局：都市整備局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

・現地調査により事業化を提
案すべき地区の選定と事業案
の策定

・事業化を提案すべき地区を選定し、組合区画整理事業立上
げに向けた、地元主体の勉強会をサポート

・自治体への事業の提案 ・自治体への事業提案を２件実施

・地域住民や地元自治体、関
係機関との精力的な調整によ
る事業内容の具体化

・事業内容を具体化し、地域住民への事業説明会を開催

・事業計画決定 ・2019年度末の事業計画の決定に向け、東京都等関係機関
との事前協議を着実に実施した結果、3/5事業認可、3/26事
業計画決定

・整備延長
2,300ｍ

・整備延長
工事起工済延長約2,700ｍ
うち工事完了延長約2,370ｍ

・事業を効率的に進めるため、
補償や建物移転等との関係で
工程がタイトとなる道路整備を
重点管理工事と位置づけ、早
期発注と進捗管理を徹底

・重点管理工事（９件）の指定と進捗管理の徹底を実施し、予
定どおり竣工

・不燃化特区での事業にかか
る区への事業提案

・渋谷区本町地区(不燃化特区)における事業協力の覚書を区
と締結

・多摩地域での用地買収等に
かかる自治体への新規事業提
案

・多摩地域での用地買収等新規事業獲得に向けた提案

・新規事業受託件数
<道路>３路線
<不燃化特区>１地区

・新規事業受託件数
＜不燃化特区＞１地区（江東区北砂三・四・五丁目地区）

・きめ細かな対応による地域
の事業に対する理解の促進

・地権者への個別訪問及び事務所での個別相談会の実施等

・プロジェクト終了年度を見据
えた地区毎の課題の整理と対
応策の検討

・原告、反対派への個別訪問実施(志茂地区)

・71画地 ・46画地

・事業化に向けた自治体との
詳細な調整

・事業化に向けた自治体との詳細な調整

・新規事業受託件数
２件

・新規事業受託件数
２件

<布設延長>
・10km

<布設延長>
・9.8km

・自治体ごとの進捗状況を把
握しながら、大規模工事や困
難工事等を重点管理工事に位
置付け、早期発注や進捗管理
を徹底

・大規模工事や困難工事等を重点管理工事(11件)に位置付
け、早期発注や進捗管理を徹底し、完了

・収支分析を踏まえた業務効
率化や事務費算定基準の見
直し等受託費のあり方にかか
る対応策の検討

・受託費のあり方にかかる対応策を検討し、協議開始
・維持管理業務に係る事務費改定について１自治体と合意

・東京都及び市町村との検討
会において、多摩地域におけ
る下水道管路維持管理のコス
ト効率向上に向けた広域化・
共同化を検討

・多摩地域における下水道管路維持管理のコスト効率向上に
向けた広域化・共同化を検討

　新規事業の受託については、防災対策や浸水対策、ストックマネジメントなど新たな
自治体ニーズの調査を行ったことにより、 多摩地域でのストックマネジメントの事業を受
託し、執行した。その結果、目標である新規事業受託件数2件を受託し、目標を達成し
た。
　管きょの効率的な整備については、早期の起工に努めるとともに、委託自治体との十
分な協議を行い当初計画42件に対し、9月末までに46件(全体の110％)、12月末までに
50件(全体の119％)の起工を完了させ、当初計画の起工件数を大きく上回ったが、契約
不調等が発生したことにより、目標の布設延長10㎞に対し、施工は9.8㎞で0.2㎞減（2％
減）となり、目標を若干下回る成果となった。
　なお、2020年度からの新島村式根島の汚水処理施設及び管きょの整備に向けて、精
力的に設計作業を進め、年度末に汚水枝線及び処理場造成の工事を起工した。
　事業収支の改善については、事務費算定基準の見直しに向け、実態の業務内容に
見合った事務費算定基準の改定作業を進め、各自治体に対し、事務費改定について
説明を開始し、収支構造の改善に向けた取組を着実に進めた。
　包括的維持管理業務を受託している1自治体に対しては2020年度から事務費改定の
合意を得たことにより、収支改善に向けて前進することができた。

下水道事業
による生活
環境の向上

下水道事業
の着実な実
施と新規事
業化

⑤

新規地区の受託

下水道の未整備地域の解消により、都民の生活
環境の向上に貢献するとともに、防災対策として
の耐震化工事や浸水対策としての雨水管整備な
どにより、地域の防災性の向上に貢献する。ま
た、今後は多摩地域においても管きょ等の下水
道インフラの老朽化が本格化していくなか、ストッ
クマネジメントとしての長寿命化や計画的更新の
事業をはじめ、自治体の新たな課題や事業ニー
ズを把握し、解決に向けた事業案を提案・受託す
る。こうした取組により、毎年度70億円規模の事
業実施を達成し、多摩地域の都市インフラの整
備保全に貢献していく。

下水道の新設工事、耐震化工事や、雨水管の整
備について早期に工事発注を行う等、管きょの効
率的な整備を進め、都民生活の向上や地域の防
災性の向上に着実に貢献した。また、ストックマ
ネジメント等自治体の抱える課題や事業ニーズを
的確に捉え、積極的に営業活動を行うことで、３
年間での目標である６件の新規受託に対し、既
に７件の新規受託を達成した。
こうした取組により、2019年度は約61億円の事業
実施となり、引き続き、営業活動を積極的に行う
こと等により、３年後(2020年度)の到達目標であ
る毎年度70億円規模の事業実施の達成に向け、
着実に事業を進めた。

土地区画整
理事業の着
実な実施と
新規事業化

事業施工中の地区においては、着実な基盤整備
や円滑な調整などにより、地域の都市機能増進
の早期達成を目指す。新規受託地区では、地元
や関係自治体との精力的な調整により、早期の
事業開始を目指す。また、自治体の新たな事業
ニーズを把握のうえ、対応する事業案を提案・受
託していく。こうした取組により、毎年度100億円
規模の事業実施を達成し、多摩地域の発展に貢
献していく。

事業施行中地区の事業進行管理や、新規受託
地区の関係機関協議を滞りなく進めている。ま
た、新規地区の掘り起こしを進めており、地元勉
強会に参加し、事業化を働きかけていく。こうした
取組により、2019年度は約89億円の事業実施と
なり、３年後(2020年度)の到達目標である毎年度
100億円規模の事業実施の達成に向け、着実に
事業を進めた。

新規事業の受託

管きょの効率的な整備

事業収支の改善

④

事業地区内の
道路の効率的な
整備

新規受託地区の
着実な推進
（鶴川駅南地区）

新規事業の受託

特定整備路線等
の用地買収の
着実な実施

③ 土地区画整
理事業によ
る多摩地域
の継続的な
発展

　新規地区の受託については、営業推進担当と自治体の事業ニーズの把握を進め、新
規地区の事業化に向けて着実に歩みを進めた。
　また、鶴川駅南地区の事業に関しては、公社として市に積極的に協力を行い、2020年
3月に事業計画決定を迎えることができた。
　道路の効率的な整備については、関係部署や権利者との調整を綿密に行うとともに、
追加整備等を行うことで、事業規模の確保に努めた。
　こうした新規地区受託や受託地区における道路整備に係る努力を通じて、2019年度
は約89億円超の事業規模を実現した。今後、自治体の要請に基づき受託実績のある
無電柱化事業の受託等も積極的に行うなど、新規・既存の各事業について公社の各部
署が連携して取組を進めることで、2020年度の到達目標である100億円程度の事業費
を達成することは可能であると考える。

　新規地区の受託については、営業推進担当を中心に自治体の事業ニーズを把握す
ると共に、各事業担当が中心となり新規地区の受託内容の検討や提案を行ったことが
新規受託及び新規受託予定の獲得につながった。
　特定整備路線等の用地買収の着実な実施については、戸別訪問による丁寧な対応
や地区事務所での個別相談会を実施等、地域住民への対応の拡充が当該事業に対
する理解の促進に大きく寄与した。また、都の測量担当との連携体制を強化したこと
で、難航権利者との折衝が可能になるなど事業推進に繋がった。
　到達目標の実現に向けては、引き続きニーズが見込まれる木密事業をはじめとする
都市機能更新事業の新規事業の受託が必要であり、新規地区の受託に向けて上記の
とおり一定の成果を出すことが出来た。

都市機能更
新事業によ
る地域の防
災性や利便
性の向上

都市機能更
新事業の重
点的な推進
と新規事業
化

木密地域不燃化10年プロジェクトに基づく、特定
整備路線の用地買収や、不燃化特区における木
密関連事業について、区部で展開してきた事業
実績をもとに新規事業案を自治体に提案・受託し
ていく。また、多摩地域の自治体における道路用
地買収について、区画整理事業等で培った地域
での調整についての実績をもとに、積極的に受
託していく。こうした取組により、今後３か年で合
計160億円規模の事業実施を達成し、都の重要
施策であるセーフシティの実現や、多摩地域の利
便性向上に貢献する。

既存事業である特定整備路線等の用地買収事
業等を着実に実施するとともに、不燃化特区にお
いては地区毎の特性に応じた事業を自治体との
協議、連携のもと実施してきた。また、新規事業
の獲得については、各自治体へ営業活動を実施
するとともに事業提案を行うなど、事業拡大、事
業量確保に向けて積極的な働きかけを行った。
現在、東京都から特定整備路線の用地買収業務
等受託をはじめ、不燃化特区においては5区7地
区を、多摩地域では３市より用地買収業務等を
受託している。こうした取組により、2019年度は
約40億円の事業実施となり、３年後(2020年度)の
到達目標である合計160億円規模の事業実施に
向けて全力を尽くし、都の重要施策であるセーフ
シティの実現や、多摩地域の利便性向上に貢献
した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都都市づくり公社　（所管局：都市整備局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

新規収益事業の
開拓

・自治体や権利者等と事業化
に向けた検討

・継続して自治体や権利者との調整を実施

・再開発組合との建物着工に
向けた詳細な検討

・建築着工は2019年度の目標としていたが、調整を円滑に進
め、2018年度に予定より前倒して着工済み

・建築着工 ・建築着工後の関連する掘削工事、除去工事などの各種工
事を実施

・建物価値の維持向上をふま
えた貸付契約の締結や更新

・貸付契約の締結 ２件

・修繕実施８棟 ・修繕実施　８棟

B

　新規収益事業の開拓については、土地区画整理事業の進捗に合わせながら、自治
体や権利者との調整を継続的に実施した結果、活用ニーズを踏まえた事業手法が確
定する見込みとなった。
　建物共同化事業の推進については、取得した区画の運営及び管理規約等の決定に
向け、再開発組合の理事会・総会を通じ、着実な進捗管理を行うとともに2022年のしゅ
ん工に向けたテナント誘致に注力した。
　戦略的な財産管理については、長期修繕計画に基づき計画的かつ効率的な修繕を
実施し、建物価値の維持向上を図った。
　こうした取り組みを通じて、2019年度は、11億円の利益を達成した。引き続き、土地区
画整理事業完了までの進捗を見極めながら、土地の活用ニーズを検討していくととも
に、保有建物についても、収益力維持に努めていき、次年度以降も同程度の利益を達
成し、地域の活性化、発展に寄与していく。

⑥ 地域支援事
業による収
益の確保

地域支援事
業における
適切な資産
活用と新規
事業化

土地建物の貸付について、収益を確保するた
め、テナント誘致などリーシングの強化や、建物
価値の維持向上と費用の抑制との費用対効果の
バランスを考慮した建物修繕などにより、安定的
な資産運用を図る。また、木密不燃化にかかる
事業やまちづくり事業とも連携しつつ、地域や関
係自治体とともに建物の共同化を進め、防災性
の向上や土地の高度利用を図る。こうした取組に
より、毎年度８億円規模の利益を達成し、地域の
活性化や発展に貢献していく。

東池袋B街区においては、権利者として進行管理
に関与することで、予定どおりに進捗した。2019
年２月建築工事着工済であり、2022年３月しゅん
工予定である。地域が推進するまちづくりに貢献
し、かつ最大限の収益が得られるよう、事業を進
めている。また、新規収益事業については、公社
用地を活用した地域の利便性や魅力の向上を図
るため、継続して自治体や権利者調整を実施し
ている。なお、土地建物の貸付については、計画
的かつ効果的なリーシングを実施するとともに、
建物価値の維持向上と費用の抑制との費用対効
果のバランスを考慮した建物修繕などにより、安
定的な資産運用を図っている。こうした取組によ
り、2019年度は約11億円の利益となり、３年後
(2020年度)の到達目標である毎年度８億円規模
の利益を達成し、地域の活性化や発展に貢献し
た。

建物価値の
維持向上のための
戦略的な財産管理

建物共同化事業の
着実な推進
（東池袋Ｂ街区）

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、経営力の強化と信頼性の維持等による安定した収益確保については、経営分析手法を確立して運営状況の把握に着手したほか、収支構造の改善に向けて事務費改定の協議を開始し、1自治体と合意を得るなど、経営分析力強化に向けた取組や収支構造改善を図る取組が大きく
進捗している。一方、都市機能更新事業の重点的な推進と新規事業化については、新規事業の受託に向けた取組を進めてきたが、新規事業の受託件数や特定整備路線等の用地取得画地数は目標達成のために更なる取組推進が必要である。その他、土地区画整理事業、下水道事業、地域支援事業、職員のマンパ
ワー確保と人材育成については取組が進捗している。

以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種事業に取り組むとともに、都市づくり調査室を活用するなどして自治体ニーズを踏まえた調査研究や技術支援を行い、企画・提案を行う都市づくりの総合支援を担うことが期待される。

　公社は、６つの戦略それぞれについて、3年後（2020年度）の到達目標に向け、個別取組事項に積極的かつ着実に取り組むことで、具体の成果を伴って、各取組を大きく前進させた。
  「①経営力の強化と信頼性の維持等による安定した収益確保」については、運営指標による経営状況の把握を早期に開始する等、経営分析力の強化に取り組むとともに、収集した自治体情報を基に、事業提案の実施に向け全社的に検討を進める等、事業提案力強化に取り組んだ。
　また、新規分野の開拓に向けて、自治体や大学等との共同研究による検討に加え、新たに「都市づくり調査準備室」を立ち上げて新規事業分野の開拓に向けた体制を強化した。
　収支構造の改善については、事務費算定基準の見直しに向け、業務内容に見合った事務費算定基準の改定作業を進め、各自治体に対して改定について説明を開始する等、当初の目標のスケジュールを前倒して取り組んだ。特に下水道維持管理業務について、業務実態と事務費との乖離の大きい１自治体に対して令和２年度からの事務費改
定の合意を得たことにより、収支改善に向けて前進した。
　「②職員のマンパワーの確保と人材育成」については、都への職員派遣、管理職研修の実施等、公社の将来を担う人材の育成を強化するとともに、職層別到達目標を整理する等、業績評価制度の再構築に向け取組を進めた。また、キャリアパスの作成や女性職員のキャリアアップ研修の実施等、誰もが働きやすい職場環境づくりを進めるなど、
専門性の高い組織の形成に向け着実に取り組んだ。
　「③土地区画整理事業の着実な実施と新規事業化」については、新規地区の掘り起こしを進め、地元勉強会をサポートするなど、事業化に向け意欲的に取り組んだ。
　また、鶴川駅南地区の事業については、市に積極的な協力を行い、2020年３月に事業計画決定に至ることができた。
　「④都市機能更新事業の重点的な推進と新規事業化」については、各自治体へ営業活動を実施するとともに事業提案を行うなど、事業拡大、事業量確保に向けて積極的な働きかけを行い、新たに１件の不燃化事業を受託するとともに、次年度の受託に向けて道筋をつけるなど、取組を進めた。
　「⑤下水道事業の着実な実施と新規事業化」については、ストックマネジメント等自治体の抱える課題や事業ニーズを的確に捉え、積極的に営業活動を行うことで、新たに２件を受託した。
　また、公社初となる島しょ部からの受託案件である新島村式根島の汚水処理施設等の整備に向けて、精力的に設計作業を進めた。さらに、事業収支の改善については、①のとおり取り組み、包括的維持管理業務を受託している1自治体について2020年度からの事務費改定の合意を得たことにより、収支改善に向けて前進した。
　「⑥地域支援事業における適切な資産活用と新規事業化」については、土地建物の貸付について、計画的かつ効果的なリーシングを実施するとともに、建物価値の維持向上と費用の抑制との費用対効果のバランスを考慮した建物修繕などにより、安定的な資産運用を図り、2019年度は約11億円の利益を達成した。
　以上の取組を通じ、公社は自ら企画し、提案する、都市づくりの総合支援を担う取組を着実に進めている。これは、政策連携団体として、都の政策の方向性に合致するものである。

一次評価（所管局評価）

2
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 東京都住宅供給公社　（所管局：住宅政策本部 ） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

賃貸資産の経営効率の向上 公社住宅ストックの更新・改
善
建替え203戸
空家リニューアル50戸

新たな仕様による空家補修工
事の本格実施

空家期間短縮に向けた改善
策の立案、試行実施

建替え203戸竣工
空家リニューアル51戸竣工

試行実施を踏まえた施工方法等の検討・開始時期の見直し

空家期間短縮に向けた改善策の立案、試行実施
空家補修事務処理の進行管理の徹底

（住宅１戸当たりの年間家賃
収入の向上）

空家リニューアルや募集キャ
ンペーンなどの入居促進策の
効果を検証・分析し、より効果
的な入居促進策をエリアごと
に検討・実施（79.4万円／戸）

80.0万円／戸

賃貸住宅利用率96％以上
家賃収納率98.5％以上

賃貸住宅利用率96.4%
家賃収納率98.7％

業務を効率的に行うためのシ
ステムの統合、機能の改善

入札・契約系システムの開発
人事系システムの開発

入札・契約系システムの開発中
人事系システムの開発着手

東京都借入金の着実な償還 償還額95億円
償還完了５団地
（85団地償還完了／194団地）

償還額95億円
償還完了５団地
（85団地償還完了／194団地）

特に技術職における柔軟な採
用の実施

複数年度の期間での採用、
通年募集の実施

複数年度の期間での採用、通年募集の実施
理系学生向けインターンシップの本格実施

有期雇用契約社員の無期転
換と「人財育成戦略」の策定

業務職員制度の検証・見直し
業務職員を対象とした研修の
充実
人財育成戦略に基づく育成の
実施（研修等）

業務職員の人事評価制度の運用、業務職員制度の検証
業務職員を対象とした研修の充実

人財育成戦略に基づく育成の実施（研修等）

職員（技術職）のスキル向上 取組状況の検証、改善 取組状況の検証、資格取得に係る職員の意識啓発

家庭と仕事の両立を支援する
制度の拡充

制度の拡充検討・新制度の試
行（勤務間インターバル）
サテライトオフィスの効果検証

制度の拡充検討・新制度（勤務間インターバル）の検討

サテライトオフィスの効果検証

女性リーダーの育成、育成す
る側の意識を高める研修の実
施

女性リーダー研修の対象を係
長級から主任級に拡大、研修
内容の充実
取組状況の検証、改善

内容充実の検討

取組状況の検証、改善

お客様の声を迅速に業務に
活かすための組織づくり

改善策の効果を検証し、実施 お客様の声の全社的な情報共有、改善方針の検討・実施、
進行管理

② 時代のニー
ズや変化に
対応できる
有為な人材
の確保・組
織の構築

高い専門性
と実践力を
持った人材
の確保と組
織の活性
化

・自らの経営責任の下、有為な人材の確保、配
置が可能【中期採用計画の作成・実施】
・従来の業務経験を活かした職員の能力向上
【資格助成制度を利用した資格取得者数　３か
年で50名以上】
・職員（技術職）のスキル向上【新たな技術系資
格取得者数　３か年で10名以上】
・ライフ・ワーク・バランスの確立と職員への意識
の浸透により、すべての職員がいきいきと働くこ
とができる職場が実現【職員一人当たりの超過
勤務時間数 10％削減（2016年度比）】

・複数年度の期間で有為な人材を確保するた
め、職種別の定年退職者や将来の業務量等の
見通しを踏まえ、2018年度に中期採用計画を策
定した。2019年度はこれに基づき、弾力的な採
用活動に取り組んだ。
・職員の能力・スキル向上を図るため、2018年
度は資格取得助成の対象者と対象資格を見直
し、2019年度は職員の意識啓発に取り組んだ。
その結果、2018及び2019年度の２か年で当該
制度を利用した資格取得者は72名、そのうち新
たに技術系資格を取得した職員数は19名となり
それぞれ目標を達成した。
・超過勤務時間数の削減に向け、ノー超勤デー
の徹底やサテライトオフィスの活用などに取り組
み、職員一人当たり2.1％削減（2016年度比）し
た。

団体自己評価

業務システムの統合・改善については、働き方改革等によるIT需要の高まりからSE
の確保が困難となるなど、スケジュールに遅れが生じているが、その他の取組につい
ては概ね計画どおりに進めることができている。中でも賃貸住宅利用率については、
団地ごとの状況に応じた入居促進策に取り組み、目標の96％を上回る96.4％と高い
水準を達成した。

新型コロナウイルスにより建替え工事等に遅れが生じるなど経営全体への影響が懸
念されるが、2020年度においても事業活動によるキャッシュフロー200億円以上及び
借入金残高の縮減等の目標を達成できるよう進行管理を徹底し、取組を確実に進め
ていく。

職員のスキル向上を図るための資格取得については、制度の改善や意識啓発など
組織的な支援に取り組み、2019年度中に目標を達成することができた。

お客様の声を迅速に業務に活かすための組織づくりでは、社内に「お客様の声改善
会議」を設置し、当公社に寄せられた様々なお客様の声の全社的な共有、改善方針
の検討・実施を図るとともに、お客様アンケートの結果や改善の取組をホームページ
で情報発信するなど、お客様の声を活かす体制・取組を進化させることができてい
る。

超過勤務時間数削減については、これまで取り組んできたノー超勤デーの徹底やサ
テライトオフィスの活用に加え、2020年度は人事系システムの開発、技術系職員向け
のタブレット端末の導入、外部コンサルを活用した業務改善の推進など目標の達成に
向けて取組を着実に進めていく。

① 自主自立
かつ長期的
安定経営
の確立に向
けた財務基
盤の一層
の強化

公社賃貸
資産の経
営効率の
向上と負債
の圧縮

・資産の効率性を向上させ財務基盤が強化【事
業活動によるキャッシュ・フロー毎期200億円以
上】
・借入金残高が圧縮され、資本負債構成が改善
【都借入金残高：3,717億円　全体借入金残高：
約6,200億円】
・安定的かつ有利な条件で資金を調達するため
の格付が維持【ＡＡ－】

・公社賃貸資産について、建替えによるストック
の更新や住戸リニューアル等の改善を計画的
に推進し価値向上に取り組むとともに、オープン
ルームの開催やWEB広告の強化など効果的な
募集活動により高い入居率を維持した結果、
2019年度の事業活動によるキャッシュ・フローは
262億円と堅調な数字を確保できた。
・安定した収益を支えに借入金残高の縮減に取
り組み、2020年３月末現在、都借入金残高3,824
億円、全体借入金残高6,317億円となっている。
・こうした堅調な収益構造・安定的な財務基盤に
加え、都の政策と連動した取組が評価され、発
行体格付けはＡＡ(ダブルエーフラット)を維持し
ている。（本目標策定後にAA-からAAに格上げ）

2
6



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 東京都住宅供給公社　（所管局：住宅政策本部 ） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

団地活用方策の策定 団地活用方策の策定（40団
地）

団地活用方策の策定（43団地）

老朽化した団地の再編整備 建替事業着手累計55団地／
建替対象69団地
移転制度の策定

建替事業着手累計54団地／建替対象69団地

移転制度の本格実施

建替対象外団地における再
生事業の実施

実施項目の検討
施設整備に関する地元自治
体との開発協議着手

実施項目の検討、スケジュール見直し

建物の長寿命化・事故防止に
向けた修繕工事の計画的な
実施

新たな仕様での屋上防水・外
壁改修の着手
窓枠改修・樹木診断の着手

（延べ52団地）

新たな仕様での屋上防水・外壁改修の実施
（屋上防水1団地、外壁改修１0団地）
窓枠改修・樹木診断の着手
（窓枠改修1団地、樹木診断40団地）
（延べ52団地）

公社住宅におけるブロック
塀、万年塀の計画修繕の前
倒し実施（９団地）

公社住宅におけるブロック塀、万年塀の計画修繕の前倒し
実施（10団地着手）

住戸内・共用部の改善(既存
ストックの居住性向上)

・空家補修水準の見直し
・空家リニューアル推進

新たな仕様による空家補修工
事の本格実施

（リニューアル手法の見直し）
本格実施（１団地）

試行実施を踏まえた施工方法等の検討・開始時期の見直し

（リニューアル手法の見直し）
本格実施（１団地）

大学連携による企画住戸の
設計（１団地３住戸）

リノベーションプランの決定及び実施設計の完了

高齢者、子育て世帯の入居
支援の強化

地元自治体と連携した入居相
談会やＰＲ等の実施

新婚世帯や婚約カップルを対象とした入居支援策の開始
地元自治体と連携した入居相談会等の実施（実施回数：９
回）
ルームシェア制度の導入に向けた検討
見守りサービスの導入に向けた検討

コインパーキング設置対象団
地の把握、優先順位の決定

コインパーキング設置対象団地の把握、優先順位の考え方
について整理
コインパーキング設置７団地（うち１団地は増設）
駐車場シェアの実施２団地
ハイブリッド車の活用を含めたカーシェアの試行導入準備３
団地
電気自動車充電設備の整備６団地
サイクルシェアの導入２団地

コミュニティルームの建設工
事着手１団地

宅配ボックス設置対象団地の
把握、優先順位の決定

コミュニティルームの整備１団地

宅配ボックス設置対象団地の把握、優先順位の考え方につ
いて整理
宅配ボックスの設置５団地竣工

団地コミュニティの活性化に
向けた学生の入居促進

モデル事業の実施１団地（高
齢化が進む団地に学生が入
居し、地域活動に参加するこ
とによって団地コミュニティの
活性化を図る事業）

モデル事業の実施１団地（高齢化が進む団地に学生が入居
し、地域活動に参加することによって団地コミュニティの活性
化を図る事業）
協定締結の拡大（累計２団地）

創出用地等を活用した高齢
者、障害者、子育て支援施設
等の整備・誘致

特養等３箇所

保育所等の開設に向けた運
営事業者との協議・調整、賃
貸借契約締結

特養等３箇所開設

保育所等の開設に向けた運営事業者との賃貸借契約締結

高齢者等への生活支援サー
ビスを提供する拠点の整備

事業者の公募・選定、協定締
結
事業者と実施項目について協
議･調整

事業者の公募・選定、協定締結

事業者と実施項目について協議･調整
地域交流拠点開設に向けた準備
生活支援サービスの提供２団地

団地の建替えを通じたマン
ホールトイレ、防災井戸等の
災害時に必要な機能の整備

１箇所／計画５箇所 建替え１箇所
既存住宅１箇所

公社事業・地域社会貢献等の
取組の情報発信

情報発信強化策に基づく効果
的な広報媒体等の効果を検
証

組織的な広報の実施

④ 住宅事業を
通じた地域
社会への
貢献

地域のまち
づくり等と
連携した良
好な住環境
の整備と居
住者や地
域社会の
理解と信頼
の向上

・地域包括ケアの充実や地域の防災性向上な
ど公社団地を核として利便性が高く生活しやす
い環境が実現【福祉機能や防災機能等を整備し
た団地　８団地以上】

③ 居住ニーズ
の変化に対
応した住ま
いとサービ
スの提供
（人口構造
の変化、超
高齢化社
会の到来に
対応した事
業展開）

計画的・効
果的な公社
住宅ストッ
クの更新・
活用と多様
な世帯の居
住の促進

・まちづくりと連携し、地域に開かれた団地として
再生【再編整備事業　着手７団地以上】
・住戸1戸当たりの年間家賃収入【80万円以上】
・バランスのとれた、活気・活力のあるコミュニ
ティが形成【学生の団地自治会活動への参加 ２
団地以上】

・建設年代が古い団地のうち賃貸住宅需要が見
込まれるものについて、居住ニーズや周辺環
境、住宅規模や入居者特性等を踏まえた検証
を行い、2019年度は新たに３団地の建替え事業
に着手した。
・建替えによるストックの更新や、住戸内や共用
部など既存ストックの改善による居住性の向上
に取り組んだ結果、住戸1戸あたりの年間家賃
収入は80.0万円となり、目標（80万円以上）を達
成した。
・高齢化が進む町田市の団地において、コミュニ
ティの活性化に向け、新たに大学と連携協定を
締結した。2018年度の実績と合わせ、学生が団
地の自治会活動に参加する基盤を２団地で整
備した。

・建替事業におけるオープンスペース等の確
保、地元自治体や運営事業者等との協議、調
整などに取り組み、特別養護老人ホーム等の福
祉施設を３団地で開設するとともに、災害時に
必要な防災機能を２団地で整備した。【福祉機
能や防災機能等を整備した団地　2018年度及
び2019年度合計で７団地】

多様な世帯と暮らしを支える住まいとサービスを提供するため、公社住宅団地の再生
にハード・ソフト両面から取り組むことができている。

ハード面では、建設年代の古い団地の建替えを進めるとともに、今後の再編整備事
業の推進に向け、地元自治体との協議が着実に進んでいる。
長期活用を図る団地については、新たな計画修繕の仕様に基づき、建物の長寿命化
と老朽化による事故防止に取り組んだ。また、間取りや水廻り設備の改善などの住戸
リニューアルやエントランス改修・宅配ボックスの設置などの共用部改善に取り組み、
居住性・商品力の向上を図ることができた。

ソフト面では、地元自治体と連携した住宅確保に配慮を要する世帯の入居機会を確
保する取組や、大学と連携した地域コミュニティを活性化する取組が進んでいる。ま
た、ルームシェア制度の検討や、団地の駐車場や空きスペースを活用した駐車場シェ
ア・カーシェア・サイクルシェアの導入など当初プランに設定していなかった施策につ
いて、多様化するライフスタイルや居住ニーズを的確に捉え迅速に取り組むことがで
きた。

2020年３月に団地の再生について、基本的な考え方や取組の方向性をまとめた「公
社一般賃貸住宅の再生事業推進方針」を策定した。多様な世代がそれぞれのライフ
ステージに応じた住替えが可能な「多世代循環型コミュニティ」の形成に向けて取組を
強化していく。

地元自治体と連携し、公社住宅の再編整備等を通じて、福祉機能を補完・強化する
施設等の整備とともに、防災拠点としての機能の維持・形成に向けた取組を着実に進
めることができている。
また、郊外型の団地において、敷地内のオープンスペースを活用して団地や地域の
高齢者等への生活支援サービスの提供と地域住民のコミュニティ活動拠点を整備す
る取組については、運営事業者を選定し協定を締結するなど2022年度の開設に向け
取組が進められた。

公社事業・地域社会貢献等の情報発信については、社内の広報体制の整備を図り、
プレスリリースを強化するなど、積極的な情報発信を行うことができている。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 東京都住宅供給公社　（所管局：住宅政策本部 ） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

団地ごとの入居者属性の分
類及び傾向等の把握

お客様の声、団地の特性を踏まえた改善方針の検討・実施
都への業務提案
団地自治会向け広報紙を活用した「消費生活総合センター」
が主催する高齢者向け「出前講座」の紹介

分析結果に基づく有効活用策
の洗い出し
実現可能性の検討・整理
生活支援サービスの実施

市場調査の結果等を踏まえた生活支援サービスの実施

団地コミュニティの形成・維持 巡回管理業務の強化・充実
（有料駐車場点検業務の外部
委託化、高齢者支援業務へ
の特化）

「巡回管理業務支援相談員」の配置
有料駐車場点検業務の外部委託化
地元自治体の福祉部門等と連携したコミュニティ活動の強
化

入居者向け広報紙「すまいの
ひろば」の外国語版のHP掲載

入居者向け広報紙「すまいのひろば」の外国語版作成及び
ホームページ掲載

災害対応の充実 工事店各社の災害協定の締
結
工事店と合同の防災訓練を
実施

工事店各社と災害協定を締結（延べ388社と締結）
台風第15号に伴う工事店と連携した被災支援
工事店等との合同防災訓練の実施

都営住宅におけるブロック
塀、万年塀の改修工事の実
施
災害用備蓄品に係る各自治
体の支援情報の提供

都営住宅におけるブロック塀、万年塀の改修工事の実施
（28団地着手）

災害用備蓄品に係る各自治体の支援情報の提供

B

都営住宅管理制度へのフィー
ドバック
・お客様の声を踏まえた業務
改善及び東京都への政策提
案
・都民の共有財産である都営
住宅の有効活用の提案・支援

都営住宅
管理におけ
る高い水準
のサービス
提供

公的住宅
管理のス
ケールメ
リットを活
かした都営
住宅管理に
おける入居
者サービス
の向上

・長年にわたり蓄積してきた公的住宅管理の経
験や実績を踏まえた創意工夫を重ね、都営住
宅管理者としての評価向上【都営住宅管理サー
ビスの総合的な満足度55％以上（５段階評価の
上位２項目（満足・まあ満足）の割合）】
※下位２項目（やや不満・不満）の割合は約５％

・2020年度の目標の達成に向け、当公社に寄せ
られた「お客様の声」について改善に取り組むと
ともに組織的に進行管理を行っている。また、改
善の貴重な機会となるネガティブな意見につい
ても細かく分析している。
・また、高齢化への対応として、巡回管理業務
の強化、団地集会所を活用した入居者の生活
支援やコミュニティ活性化、団地自治会への更
なる支援に取り組んだ。
・この結果、2019年度の都営住宅管理サービス
の総合的な満足度（満足・まあ満足の割合）は
51.9％と集計開始以来の最高値となり、2018年
度から2.1ポイント向上している。

これまでの都営住宅管理の経験や実績を踏まえ、都に入居者募集の実施方法の見
直しについて提案を行い、新たな制度をスタートさせた。また、地元福祉部門との繋が
りを活かし、地元社会福祉協議会や地域包括支援センター等と調整し、集会所を相
談会等の場として活用するなど、管理者として入居者サービスの充実に取り組むこと
ができている。

今後も、利便性向上に向けた「お客様の声」を活かした業務改善、地元福祉部門との
より一層の連携のほか、公社住宅の取組を都営住宅管理にも取り込みながら、2020
年度の目標達成に向け、更なるサービス水準の向上に取り組んでいく。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、公社賃貸資産の経営効率の向上と負債の圧縮については、業務効率化のためのシステム開発はやや遅れがみられるものの、家賃収納率や空家補修は目標を達成するなど、取組が進捗している。また、公的住宅管理のスケールメリットを活かした都営住宅管理における入
居者サービスの向上については、「お客様の声」の分析を踏まえた団地ごとの改善や、巡回管理人による高齢者支援業務の強化のための体制整備を進めるなど、取組が大きく進捗している。その他、駐車場シェアやシェアサイクル、ハイブリッド車を用いたカーシェアを導入するなど、新たなニーズに係る取組も積極
的に進めている。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き少子高齢社会への対応等、都政の重要課題の解決に貢献するとともに、今後は、テレワーク環境の整備など新型コロナウイルス感染症の影響による新たなニーズを踏まえた取組も推進していくことが期待される。

　公社は、東京都の住宅政策の一翼を担う重要なパートナーとして、５つある戦略に対して意欲的に取り組み、３年後の到達目標の２年目として概ね評価できる実績を残した。

　戦略１では、建替えによるストックの更新や住戸リニューアル等の改善を計画的に推進し、価値の向上等に取り組み、高い入居率を維持した結果、事業活動によるキャッシュフローは目標の200億円を上回る262億円を確保した。また、安定した収益を支えに借入金残高の縮減を着実に進めた。こうした収益構造・安定的な財務基盤等に加
え、都の政策と連動した取り組みが評価され、2018年度に発行体格付がAA（ダブルエーフラット）に格上げされ、2019年度も格付を維持した。さらには、ＳＥ確保が困難な情勢の中ではあるが2020年度完了に向けて、業務効率化に向けたシステム開発に着手した。

　戦略２では、職員の能力・スキル向上を図るため、資格取得制度の拡充により、制度を利用した資格取得者が72名（目標：３か年で50名）、技術系資格について19名（目標：３か年で10名）の職員が資格を取得し、それぞれ目標を達成した。また、超過勤務時間の削減については、３年後の目標達成に向け、ノー超勤デーの徹底やサテライト
オフィスの活用等に取り組んだ一方、台風による都営住宅や公社住宅の被害に対する対応に加え、都からの要請による被災地（千葉県）の支援等により、2016年度比で職員一人当たり2.1％削減となった。

　戦略３では、建設年代が古い団地のうち、賃貸住宅需要が見込まれるものについて、居住ニーズ等の検証を行い、新たに３団地の建て替えに着手した。また、住戸内や共用部など既存ストックの改善による居住性の向上に取り組んだ結果、住戸１戸当たりの年間家賃収入は80.0万円となり、目標（80.0万円）を達成した。また、高齢化が進
む団地において、コミュニティの活性化に向け、新たに２つの大学と連携協定を締結した。学生が団地の自治会活動に参加する基盤を２団地で整備した（目標：２団地）。さらに多様化するライフスタイルや居住ニーズに対応するため、ハイブリット車を用いたカーシェア導入の準備に取り組むとともに、電気自動車充電設備を備えた駐車場区
画を整備した（６団地）

　戦略４では、建替えに伴い創出した用地に社会福祉法人と連携して、特別養護老人ホーム等を３か所開設した。また、災害時に必要となる防災機能を２団地で整備した。

　戦略５では、公社に寄せられた「お客様の声」について、新たに「お客様の声改善会議」を設置し、社内横断的に対応できる仕組みを構築することにより、改善に取り組むとともに組織的に進行管理を行った結果、2019年度の都営住宅管理サービスの総合的な満足度において、51.9％と集計開始依頼の最高値となり、2018年度から2.1ポイ
ント向上した。

　以上の成果をあげる中で、公社は都の重要施策である少子高齢社会対応や環境負荷低減などに成果をあげ、都のパートナーとしての社会的な使命と責任を果たした。

一次評価（所管局評価）

⑤
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都環境公社    （所管局：環境局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

新たな行政課題への対
応と都と公社の相互補
完的な実施体制の構築

○都と公社による共同事業の実施（東京2020大会に
向けた暑さ対策）
○公社が現場で培ったノウハウを都施策へ効果的に
フィードバックする手法の検討・試行

○公社の知見等を活用した暑さ対策の提案及び着実
な準備
○災害廃棄物処理支援の実施
○助成金事業の利便性向上
○廃プラ対策の知見の蓄積と効果的な情報発信
○コロナへの対応

長期ビジョ ン・中期計
画の策定

○公社事業の棚卸と今後の強化策などを再検討（検
討会を設置）

○公社経営理念及び将来像の決定
○公社事業の棚卸と今後の強化策など検討にあたっ
ての各部による論点整理を実施

外部からの多様な意見
を事業運営に反映する
仕組みの構築

○外部理事をはじめ、監事や評議員への積極的な情
報提供と意見交換を踏まえた事業運営の実施

○理事・監事・評議員への情報提供と意見交換を実
施し、公社事業への運営に反映

事業効果やニーズと財
務分析を踏まえた今後
の事業展開の検討

○事業実績（効果）や決算・資産状況の財務分析と各
事業の課題に対する取組状況の進行管理
○都施策にも資する新たな事業展開の検討に着手
（収益事業を含む）

○30年度決算の分析を踏まえた、収支改善の実現
○毎月各事業の課題に対する取組状況を公社全体
で共有
○都施策にも資する新たな事業展開の検討に着手
（収益事業を含む）

オープンイノベーション
を喚起する機会の創出

○公社各部において、検討会を設置
（ニーズとシーズの把握と分析、必要な取組等）
○経営会議で各部の取組状況を定期的に報告
○次年度事業計画や予算への反映
（取組中止も含む）

○公社各部において、課題と必要な取組等を検討（論
点整理）
○他団体との連携を推進
○オフサイトミーティング（公社カフェ）の試行
○経営会議にて各部の取組状況を定期的に報告
○次年度予算に反映

企画立案機能の強化 ○企画立案機能の強化に向けて、都と公社の共同勉
強会等の人材交流を検討・試行
○提案型研修の実施

〇東京都との交流研修を試行実施
○提案型研修の実施
○災害廃棄物処理支援の実施

東京都や清掃一組など
関係機関への派遣研修
の継続

○派遣研修（関係機関への拡大を検討）
○オリパラ組織委員会への職員派遣

○事務職員1名を環境局へ研修派遣
○派遣研修の拡大に向け、令和2年度に技術職員1名
を定数化
○オリパラ組織委へ職員を派遣

新規採用職員の確保に
向けた採用手段の拡充
と人材の確保・定着

○技術職に特化した 採用活動の試行実施
○オンライン面接の検討
○大学等への働きかけ
○法改正や職員提案を元に適宜制度の見直しを実施

○技術職に特化した採用活動を試行実施
○オンライン面接の検討を実施
○大学等への働きかけを実施
○職員の働きやすさと士気の向上に向けた取組の実
施

都の行政ニーズ等に応
じた新たな研究の創出

○自主研究や外部資金導入研究から都委託研究等
に組み込まれた件数
【2019年度から2020年度　累計2件】

○自主研究から都委託研究等に組み込まれた件数
2件

科研費等外部資金導入
研究の推進

○研修内容のレベルアップ
○科研費または環境研究総合推進費 新規採択1件
（累計5件）

○所内研修の充実（外部講師による講習会3回）
○科研費　新規採択4件　継続2件　(累計6件）
○推進費　新規採択2件　継続2件　終了2件　（累計6
件）
(累計12件）

学会等や原著論文を通
じた研究成果の積極的
な発信

○学会等発表数30件以上とし、学会発表を含めた研
究成果の効果的な発信を試行
○原著論文（筆頭）の専門誌掲載件数8件以上
（2018年度から2020年度までの平均）

○学会発表数 42件
○効果的な情報発信をするためのHPの改修を実施
○原著論文（筆頭）

2019年度　6件

団体自己評価

○全ての取組事項で目標を達成しており、暑さ対策を始め、
助成金事業における利便性向上に向けた取組など、公社の
持つ現場力や専門性を都施策にフィードバックする取組を
推進した。

○また、災害廃棄物処理支援においては、公社の持つ経験
や知見、現場力を活かして迅速な対応を行った。

○特に、東京2020大会に向けた暑さ対策では、テストイベン
トやラストマイルにおける現場力の発揮、組織横断的な公社
の知見の活用、外部有識者からのヒアリング等により、必要
な対策の考え方を取りまとめ、都に積極的に提案することに
より、計画の大幅な拡充に繋げた。

○長期ビジョン・中期計画を策定する取組では、組織横断的
な意見集約により経営理念や将来像を定めるなど計画的に
取組を進めるとともに、決算分析や収支予測等を通じて、社
内全体で公社財務体質の強化とそのために必要な取組等
の共通認識を持ち、事業の見直しや経費縮減等の取組を進
め、昨年度に引続き、黒字収支を実現した。

○今後は、コロナの状況も見据えながら、事業のバージョン
アップ、運営体制の構築等に積極的に取り組んでいく。

○概ね全ての取組事項で目標を達成しており、暑さ対策や
プラスチック対策など新たな行政課題への対応に向けて、
他団体との連携や職員派遣など知見の蓄積を着実に進め
ている。

○また、人材育成の取組により蓄積された経験・知識等が
災害廃棄物処理支援において、有効に活用された。

○概ね取組事項は目標値を達成しており、環境課題や政策
課題に対応した研究を推進するとともに、プレゼンスの向上
に向けた取組が進んでいる。

○研究の自主的向上を目標として2017年度より開始した自
主研究事業は、研究数の増加、研究のレベルアップに効果
を上げてきた。そのことが、科研費や推進費の採択に繋が
り、新規採択が18年度の3件を上回る6件となった。

○研究発表を組織目標化することで、研究員のプレゼン能
力の向上を図ってきた。その結果、学会発表は目標の30件
を大きく上回る42件となり、研究成果の外部への発信が進
んでいる。

①

②

③

実効性のあ
る事業展開
とそれを支
える財務基
盤の構築

多様化する
環境課題に
対応する人
材育成が
急務

環境科学
研究所のシ
ンクタンク
機能の強
化

○環境配慮行動を牽引する事業や環境課題を先取り
した事業など、多様化する環境課題に対応できる経
営体質を確立している。
○外部からの多様な意見を事業運営に反映する仕組
みが構築されている。
○中長期的な視点にたった経営方針である長期ビ
ジョン・中期計画が策定され、各事業において、本方
針に沿った強化策や活用展開を図っている。

○現場で培われた公社の知見が都に十分還元され、
暑さ対策など新たな行政課題に対応する事業を都と
公社の連携のもと、推進している。
○東京都等との人材交流や企画部門の組織人員体
制の充実が進み、都庁グループの一員としての企画
立案力が向上している。
○多様化するニーズや事業の質的変化に対応してい
くための、人材の確保と定着が図られている。

○戦略的で質の高い調査研究を支える人材が育成さ
れ、調査研究能力が更に向上している。
○時代のニーズに応じた新たな調査研究分野へ参入
し、多様化・複雑化する政策課題に確実に対応してい
る。
○先駆的・独創的な自主研究や外部資金導入研究が
都受託研究等の基盤となるなど研究機能が向上し、
研究成果が都の環境施策に取り入れられることによ
り、シンクタンク機能が強化されている。
○調査研究機関としての知名度が高まり、プレゼンス
が向上することで、優秀な人材が確保されている。

公社の持
続的な成長
を可能にす
る戦略的な
経営の推
進

新たな行政
課題にも対
応する人材
の育成と確
保

都環境施
策に資する
先駆的・独
創的な研究
等の推進

○東京2020大会に向けた暑さ対策では、テストイベントやラ
ストマイルにおける現場力の発揮、組織横断的な公社の知
見の活用、外部有識者からのヒアリング等により、必要な対
策の考え方を取りまとめ、都に積極的に提案することによ
り、計画の大幅な拡充に繋げた。
○全社的な意見集約により今後の経営理念や将来像を定
めるとともに、新たな事業展開に向けた取組の論点整理を
進めるなど、長期ビジョン・中期計画の策定に向けた取組を
計画的に進めている。
○理事や評議員との積極的な意見交換により、再エネ水素
の活用についての知識醸成、廃プラ対策の普及対策の促
進に取り組んだ。
○官・団・民の役割分担を踏まえ、「廃蛍光管適正処理事
業」の事業終了などの事業の見直しや経費縮減の取組を進
め、収支を改善させた。また、収支決算や収支予測の分析
を通じて収益の今後の活用を検討するなど、財務体質の強
化を図った。

○全社を挙げて、各事業の課題や必要な取組の検討を開
始するとともに、組織の枠を超えた横断的なミーティングを
通じて、公社の将来像など意識共有に取り組んだ。
○都と共同で政策課題研修を実施し、職員の課題解決能力
の向上、都・公社双方が持つ知見の共有、人的ネットワーク
の構築等に取り組んだ。また、海洋プラに関する問題につい
て、他団体と交流によって相互理解を図った結果、環境局と
公社主催の廃プラスチックセミナーで講師として招聘するな
ど事業効果を高めるとともに、提案型研修においては、新た
に海外諸都市研修を実施するなど、より幅広い知見の獲得
に向けた取組を推進した。
○都やオリパラ組織委への職員派遣、より有為な人材確保
に向けた採用手法の拡充、育児介護支援制度の改正によ
る働きやすい職場環境の整備等を通じて、多様化する環境
ニーズや事業の質的変化に適切に対応できる人材の育成・
確保・定着に取り組んだ。

○都の行政ニーズを念頭に置き、研究員自らの発想に基づ
いた自主研究に取り組み、自主研究から都受託研究に組み
込まれた件数が目標を達成するなど、多様化・複雑化する
都の政策課題に確実に対応した。
○競争的外部資金導入研究では、研究員を外部資金獲得
に必要性が高い研究者間のネットワークを構築するための
各種セミナーや交流会に積極的に参加させるとともに、プレ
ゼンテーション研修等を実施し、所内での応募前の適切な
助言を通じて、審査の厳しい科研費取得研究への応募を積
極的に推進した結果、目標累計件数6件を上回る12件を達
成し、調査研究能力の向上が図られている。
○学会発表の推進やHPの改修によって、研究結果の効果
的な発信を行った。また、原著論文については、投稿してい
るものの査読に時間を要しているものや近日中に投稿する
ものがあるため実績値が目標を下回っているが、現在、投
稿・査読中の物も多くあり、引き続き目標達成に向けて取り
組み、プレゼンスの向上を図っていく。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都環境公社    （所管局：環境局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

廃プラスチックの適正
処理に関するノウハウ
の蓄積と発信

○廃プラスチック市場の情報収集
○排出事業者向けセミナー1回

○廃プラスチック市場の情報収集を反映した対策特
設サイトの開設（10/1）
○廃プラスチック対策セミナーの実施（12/18）

事業者向け講習会・セ
ミナー開催及び講習会
講師の育成

○排出事業者向け4回
（理解度90%以上）
○処理業者向け 6回
（理解度90%以上）
○産業廃棄物処理業者・排出事業者合同セミナー　1
回
○ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ研修1回
○新規2名育成
（延べ10名）
○研修計画の見直しと充実（講習会講師育成スキー
ムの策定）

○排出事業者向け 4回（7/26、9/20、10/4、11/22開
催）
○理解度95%
○処理業者向け 6回（9/12、9/30、10/29、11/13、
12/5、1/22開催）
○理解度97%
○産業廃棄物処理業者・排出事業者合同セミナー　1
回（2/7開催197名参加）
○ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ研修 1回（6/7開催）
○理解度99％
○新規2名育成
（延べ10名）
○研修計画の策定、研修の実施
（外部研修15件、社内研修・視察8件、検定1件）

自治体の廃棄物処理施
設に対する総合的な技
術支援の実施

○エネルギー関連や周辺整備など総合的な支援の実
施
○同業他組織と連携しての業務実施

○高効率な施設の整備に向けた総合的な支援を実施
（八丈町等15市町村・組合）
○海外諸都市への技術支援の実施
○全国都市清掃会議との連携による江戸崎施設建設
支援の実施

助成金事業の利便性の
向上

○2018年度の助成金事業の実績を踏まえた効果検
証・分析を実施
○都所管部と定期的な議論を行う検討会の実施

○2018年度助成金事業の実績を検証・分析（令和元
年6月）
○都所管部との検討会を行い、利便性を向上するた
めの新たな取組を検討・実施

中小規模事業所への省
エネ推進事業（都受託
事業）

○省エネルギー診断（300事業所）
（累計4,200事業所）
○業種別テキスト（1業種追加）
（全31業種）

○省エネルギー診断（366事業所）
（累計4,294事業所）
○業種別テキスト（全31業種）
（令和2年1月）

各種事業の省エネ効果
やCO2削減量等を分か
りやすく紹介

○公表内容の更なる充実 ○省エネルギー診断の活用事例をHPに追加公表
（令和元年10月）
○事業の活用事例及び事業分析結果を公表
（令和2年3月）
○家庭向け省エネ対策リーフレットの作成

再エネ由来FIT電気供
給モデル事業（自主事
業）

○ノウハウ提供の強化
○再エネ電力の調達と公社外部への供給調整を踏ま
えたノウハウの蓄積

○出張アドバイス支援事業の実施1件
○冊子「新電力虎の巻」を改訂・活用してノウハウ提
供を強化
○新たな電力調達として廃棄物発電を組入れ（令和
元年10月）
○都有1施設に供給を拡大（平成31年4月）

情報発信力の強化 ○年570名増
（合計2,120名）

○WEB会員登録者数779名増
（合計2,494名）

活動効果の見える化 ○新規地域における植生管理の実施
2ヶ所
（継続管理累計6ヶ所）

○新規地域における植生管理の実施2ヶ所
・南沢緑地保全地域（10月）
・八王子滝山里山保全地域（12月、2月）
（継続管理累計6ヶ所）
・八王子館町緑地保全地域（9月）
・八王子長房緑地保全地域（10月）
・八王子大谷緑地保全地域（12月）
・海道緑地保全地域（11月）
・小比企緑地保全地域（9月）
・矢川緑地保全地域（2月）

体験プログラムの実施
とリピーター層の拡大

○30回以上/年度
（中級者プログラムの企画・試行）
○満足度90%以上
○体験プログラムに3回以上参加したリピーター数250
名

○29回実施
（中級者プログラムの企画・試行／10月）
○満足度95％
○体験プログラムに3回以上参加したリピーター数280
名

○全ての取組事項で目標を達成しており、アジア各国の輸
入規制の動向など廃プラスチックの国内循環利用促進に向
けた情報を積極的に発信するとともに、今後、都が進めるプ
ラスチック対策の実施に向けて、実行部隊としての役割を果
たすべく、公社の持つ知識やノウハウの蓄積が着実に進ん
でいる。

○「事業者向け講習会・セミナー開催及び講習会講師の育
成」の取組では、計画的に開催を進め、着実に実施回数を
重ねるとともに、参加者の理解度向上を図り、3年を待たず
に目標を達成し成果を上げた。

○技術支援業務は、多摩、島しょ等の自治体からの要請に
基づき、補修工事に伴う設計積算や補修計画の立案だけで
なく、建替支援や高効率な施設の整備に向けた支援等、各
地域の実情に応じて様々な知見を活かしながら柔軟に対応
を行った。当該業務を通じて、廃棄物処理施設の建替に関
する技術の蓄積や、工事の前段となる計画書等の関係法令
を含めた各種手続きに関する知識を習得するとともに、各自
治体へ業務貢献することができた。
また、全国都市清掃会議と連携による建設支援を行うなど、
施設建設に係る技術支援のレベル向上を図っている。

○全取組事項で2019年度の目標を達成しており、クール・
ネット東京の持つ現場力を高めるとともに、スマートエネル
ギー都市の実現に向けた取組が着実に進んでいる。

○特に、中小規模事業所への省エネ診断は、2018年度に引
き続いて区市町村や業界団体と連携を強化して広報展開を
図った効果もあり、目標値を大幅に上回る実績を達成するこ
とができた。

○また、各種事業の省エネ効果やCO2削減量等を分かりや
すくHPで紹介するなど、都民や事業者に向けた情報発信も
積極的に行った。

○クール・ネット東京の事業の大半を占める助成金事業で
は、制度構築を行う都所管部と連携した検証や分析に基づ
く改善提案を行い、利便性などの向上を図った。

○新型コロナウイルスの感染拡大により、体験プログラムの
実施数が目標を下回ったが、それ以外は全項目で目標値を
達成している。

○事業開始から5年目となり、これまでに取り組んできた広
報展開やプログラムの充実化によって、目標を大幅に上回
る会員数を獲得できた。
またPR活動通じて、自然環境やボランティア活動への関心
の高まりも見受けられており、引続き、保全地域における活
動の魅力を発信し、WEB会員登録者数の増加を図っていく。

○活動団体と保全地域管理の課題や対策など情報共有を
図り、協力体制のもと保全地域内の荒廃した樹林地等を調
査し、植生回復作業を計画的に進めていくことが出来た。
また、こうした活動の効果をHP等で公開し、見える化を図っ
ていくことで、自然環境の保全を支えていく環境整備と裾野
の拡大を図っていく。

④

⑤

⑥

廃棄物に関
する事業者
支援と新た
な役割を担
う専門性の
高い公社職
員の人材
育成

クール・ネッ
ト東京にお
ける質の高
い事業展開
と認知度向
上

緑地保全
活動におけ
るボラン
ティア人材
の不足

豊かな自然
環境の保
全を支える
環境整備と
裾野の拡
大

○廃プラスチック対策や使用済みプラスチックのリ
ユースやリサイクルなど、新たな行政課題にも対応す
る事業の推進により、これまで持っていなかった知見
やノウハウを蓄積している。
○廃棄物分野における知見や技術力などの専門性が
強化され、処理業者の育成支援や排出事業者への適
正処理に向けた啓発など実効性の高い事業を展開し
ている。
○排出事業者責任と処理業者による適正処理が徹底
されている。
○廃棄物処理施設に詳しい人材の活用とともに、公
社職員のエンジニア能力の向上が図られ、自治体に
おける廃棄物施設建設・運営のDBO化に伴うマネジメ
ント業務やアドバイザリー業務等の高度な総合的技
術支援を自治体から受託している。

○省エネルギー診断など直接的に都民・事業者と接
する現場力を活かすことにより、温暖化対策の普及啓
発が進んでいる。
○中小規模事業所への省エネルギー診断を2020年ま
でに4,500事業所に実施するとともに、報告書制度が
適切に運用・活用されている。各種事業において、省
エネ効果やCO2削減量等が分かりやすく紹介されて
いる。
○家庭の省エネ対策の定着及びエネルギー消費量
の削減に向け、区市町村との連携及び情報発信機能
が強化されている。
○再生可能エネルギー由来FIT電気供給モデル事業
を通じて培った知識やノウハウの提供により、都内に
おける再生可能エネルギー由来電力の導入が進んで
いる。

○新たなボランティア人材の掘り起しのため、森林・緑
地保全活動情報センターによる情報発信強化や保全
地域体験プログラムの開催により、保全活動の参加
者数が拡大し、都民の生物多様性への意識が醸成さ
れている。
（WEB会員登録者数2,770名、体験プログラム開催35
回）
○保全地域内の荒廃した樹林地などについて、皆伐
更新や湿地復元など植生回復の取り組みにより多様
な生物の生息・生育空間の確保が推進されている。
○公社や保全地域活動団体のよりきめ細やかな指
導・サポートの結果、保全地域の新たな担い手となり
うるリピーター層が一定程度確保されている。（リピー
ター数300名）

公社の専
門性を発揮
した3R・適
正処理の
促進

スマートエ
ネルギー都
市の実現に
向けた実効
性の高い事
業展開の
推進

団体自己評価

○WEBサイト「里山へGO！」を活用した多様な情報発信及
び工夫を凝らした保全地域体験プログラムの実施の結果、
WEB会員登録者数や保全活動参加者の増加が図られるな
ど、都民の生物多様性への意識が醸成が進んでいる。
（WEB会員登録者数2,494名、体験プログラム開催29回）
○活動団体と連携した保全地域の皆伐更新や湿地復元な
ど計画的に植生管理を進め、多様な生物の生息・生育空間
の確保に繋げた。（新規2ヶ所、継続6ヶ所）
○新たに中級者向けの体験プログラムや一定の継続参加
に対する特典を企画するなど、保全地域を管理する新たな
担い手をなりうるリピーター層の確保に繋げている。（リピー
ター数280名）

○廃プラスチックの適正処理に関するノウハウの蓄積に向
けては、東京都とともに廃プラ市場の調査を処理業者や業
界団体など43社に実施した。また、特設サイトの公開にむ
け、必要なコンテンツを都に積極的に提案し、基本設計から
構築まで公社主体で進めるとともに、サイト公開後も調査結
果等を適宜更新し、利用者ニーズに沿った運営管理を実施
するなど、廃プラスチック対策の知見やノウハウの蓄積に向
けた取組を着実に進めている。
○講習会事業では、計画通りの開催数を実施するとともに、
アンケート結果に基づく講義内容の改善などを実施し、理解
度の向上に繋げるなど実効性の高い事業を展開している。
また、研修計画を策定し着実に実施したことにより、延べ10
名の新規講師を育成した。
○施設の維持修繕に対し設計積算や補修計画立案を自治
体ニーズに柔軟に対応しながら実施するとともに、建替支援
では、建設図面及び設計図書・発注仕様書の確認やアドバ
イスなど総合的な技術支援を実施した。

○省エネ診断で得られた現場実態に応じて、省エネ対策テ
キストの改訂を行うとともに、テキストに基づく研修会を61回
（2018年４月からの累計）開催し、温暖化対策の普及啓発が
図られている。。
○省エネ診断件数の実績は、積極的な広報活動により累計
4,294事業所と堅調に推移している。また、報告書制度は審
査作業の効率化や集計結果の公表など適切な運用・活用
を行っている。各種事業の省エネ効果等の紹介は、助成事
業や省エネルギー診断の活用事例を19事例公表するなど、
省エネ効果を分かりやすく紹介した。
○都内区市町村の補助金情報に加え、国の情報について
もクールネット東京のWEBサイトで閲覧出来るようにするな
ど、情報発信機能の強化を図った。また、助成金事業の執
行率について検証・分析等を行い、都所管部との課題や必
要な取組について共有を図るなど利便性の向上に繋げた。
○再生可能エネルギー由来FIT電気供給モデル事業では都
有施設にも供給を拡大し、都内への再エネ導入を進めると
ともに、その知識やノウハウを冊子「新電力虎の巻」に反映
して、再生可能エネルギー導入に関心のある自治体等に配
布した。また、ノウハウの提供方法として、集団で受講する
セミナー形式から個別具体的な支援が行える出張アドバイ
ス支援（2自治体）にシフトするなど、効果的な普及促進を
行った。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都環境公社    （所管局：環境局） 　 評価対象年度：　2019年度　

A

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、公社の専門性を発揮した3R・適正処理の促進については、廃プラスチックに係るノウハウの取得やセミナーによる情報発信等の取組を進めたほか、都内自治体の支援のみならず海外へも技術的なアドバイスを行うなど、取組が大きく進捗している。また、スマートエネルギー都市
の実現に向けた実効性の高い事業展開の推進については、積極的なPRにより省エネルギー診断の申込数を増加させたほか、助成金の申請に関し利便性の向上のため都へ提案を行うなど、取組が大きく進捗している。その他、研究における科研費等の新規採択数の増加、SNSでの情報発信の強化や体験プログラム
の工夫によりボランティア人材を確保するなど、取組が大きく進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って取組が大きく前進しており、総じて団体として優れた成果を上げている。

　環境分野の現場や研究機関を持つ公社には、引き続き実働部隊としての各種取組を着実に推進していくとともに、今後は現場を持つ公社の知見等を活かし、積極的に都へ政策提案をしていくこと等、一層の取組が期待される。

一次評価（所管局評価）

　各経営課題に対して戦略的に取組を前進させており、ほぼすべての目標を達成しているものと評価する。
　また、昨年度末頃からの新型コロナウイルス感染症拡大の状況の中でも、都と連携を密にし迅速な対応を行うなど、都庁グループの一員として適切に対応したものと評価する。

　「①公社の持続可能な成長を可能にする戦略的な経営の推進」に係る取組については、２０２０大会に向けた暑さ対策等において、公社の持つ知見を活用した都への提案等を行うなど新たな行政課題に対し、都と相互補完的な役割を果たしたほか、財政面では収支改善を着実に進めるなど、戦略的経営の推進に向けて効果を上げたものと評
価できる。また、新型コロナウイルス感染症対策として、テレワークや出勤抑制等の実施、事業の休止等に取り組むとともに、廃棄物処理や補助金業務等の都民生活や都市機能を維持するために必要な事業については、感染リスクを防ぎつつ業務継続を図るなど、事業執行体制の整備等にあたっては、都と連携しながら迅速な対応を図った。

　「②新たな行政課題にも対応する人材の育成と確保」に係る取組については、人材確保に向けた採用活動の見直しや企画立案機能強化に向けた各種研修や派遣等実施により、着実に取組を進捗させている。

　「③都環境施策に資する先駆的・独創的な研究等の推進」に係る取組については、目標を大きく上回る科研費・推進費の新規採択実績（目標１件・実績６件）となっているほか、学会発表や原著論文掲載等を通じてプレゼンス向上を着実に進めている。

　「④公社の専門性を発揮した３R・適正処理の促進」に係る取組については、廃プラスチック適正処理に関して、市場調査のために処理業者や業界団体等へのヒアリング調査を実施し、これらの結果を踏まえた特設サイトを開設するなど、ノウハウ蓄積・情報発信の取組を大きく前進させたほか、自治体の廃棄物処理施設に対する総合的な技
術支援を推進するなど、公社の専門性を存分に発揮したものと評価できる。

　「⑤スマートエネルギー都市の実現に向けた実効性の高い事業展開の推進」に係る取組については、公社の提案により事業者の申請に係る利便性向上が図られたほか、目標を大幅に上回る省エネ診断の実施（目標３００事業所・実績３６６事業所）や各種事業の事例公表や事業周知の取組を行い、効果的に事業展開を図っている。

　「⑥豊かな自然環境の保全を支える環境整備と裾野の拡大」に係る取組については、ボランティア人材確保に向けて、WEB会員登録者数が目標値を大きく上回る（目標５７０名増・実績７７９名増）など、情報発信の取組の効果が表れているとともに、体験プログラムのリピーター数も着実に伸ばしており、自然環境保全の裾野拡大に大きな成果
を上げていると評価できる。

　今後は、コロナの状況や都の政策動向等も見据えながら、環境課題を先取りしたより一層の取組推進を期待したい。

3
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都福祉保健財団 （所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

○中長期的な経営方針に基づく運
営体制の構築

 ・計画実施
 ・計画内容の検証と見直し

 ・「中期経営方針の実施計画」の各計画事業を着実に実施

○人材確保
 ・専門職の確保  ・専門職の採用・確保  ・当初計画どおり専門職の確保

○人材育成
 ・固有職員の専門性の向上  ・現場研修の実施

 ・新たな人事制度の運用
 ・当初計画どおり研修を実施
 ・人事異動基準、昇任選考基準を改正し、人事配置において柔軟に
対応

○経営効率化
 ・定型業務の外注化  ・実施

（社会保険事務）
 ・実施
（給与事務）

 ・社会保険事務の外注化継続

 ・庶務事務システムを導入し、オンライン化を実現

○福祉人材の確保
 ・働きやすい福祉事業所等の見え
る化

・３ヵ年の事業結果の検証の実施と
事業見直し（都に提案）

 ・2020年度実施予定の事業効果検証アンケートを前倒し実施
 ・事業所への個別訪問及び事業者への事業PRを実施（財団による自
主的な取組）
 ・働きやすい福祉の職場づくりへの取組を推進する冊子の作成・配布
 ・スタートアップセミナー参加法人数331法人
 ・申請件数58法人（377事業所）

○働きやすい福祉事業所等の見える化については、財団から都に提案し、2020年度に
実施する予定としていた事業効果検証アンケートの前倒し実施や、財団による自主的な
取組として、財団職員による事業所への個別訪問相談の実施、さらに、本事業対象事業
者が多く集まる会議体での事業ＰＲを行うなど、宣言事業所の拡大のために、都との委
託契約の範囲にとどまらない事業運営を実施することができた。
○介護職員の宿舎借り上げ支援については、事業の周知を強化し活用促進を行った
が、計画値の未達となった。しかし、的確な要因分析や事業者ニーズの掘り起こしを行
い、制度の見直しを都に提案したことが、2020年度事業計画の拡大に繋がった。
○介護支援専門員養成事業については、台風や新型コロナウイルス感染症の影響があ
る中で、受験生・受講生の受験・受講機会を確保するため、安全面を考慮した対策を講
じながら人材養成をすることができた。
○障害分野の各事業については、各取組事項とも事業開始して間もなく、予定を下回っ
た事業もあるが、虐待防止・権利擁護に関する研修や強度行動障害支援者の研修につ
いては、財団の持つノウハウを十分活用した取組や効果的なＰＲにより、大幅な実績アッ
プが図れた。また、計画値の未達となった取組については、その要因分析やニーズの掘
り起こしに努めており、今後、都と協議を進めていく。
○区市町村支援の強化については、障害サービス分野及び高齢サービス分野ともに、
区市との情報交換や連絡を密に取るなど区市のニーズを把握するとともに、十分なコ
ミュニケーションを図りながら前年度以上の受託実績を達成した。
○高齢者の権利擁護に対応する行政職員・事業所職員の確保・育成については、財団
の多様なノウハウを活用し、時宜に応じた研修テーマや開催方法に工夫を凝らし、事業
所職員の育成を図るとともに、大規模の研修計画を達成した。さらには、高齢者虐待等
に係る困難事例に対応する行政職員等に対し、高い専門性を有する財団の社会福祉士
等が相談に応じ、区市町村が虐待事例に適切かつ迅速に対応できるよう支援した。

 ・事業終期の周知徹底による活用促進
 ・申請に係る事業者への適切な支援の実施
 541戸（新規181・継続360）
 ※申請762戸（新規392・継続370）

 ・財団から都への提案を踏まえた2020年度助成戸数拡大

 ・全国と都の状況の比較を実施
 ・事業者助成
 250事業所
 ※申請312事業所

 ・計画を上回るニーズに対応
 ・助成数775人

 ・要因分析を踏まえた広報等の実施
 ・積極的な活用促進策の実施
 ・助成数243人（171事業所）
 ※申請241人

 ・事業初年度におけるセミナー、研修の構築及び実施
 ・セミナー受講者数269人
 ※受講決定者数351人

 ・研修修了者数111人
 ※受講決定者数142人

・効果的な事業執行のための柔軟
な対応を都と調整
・新規助成 212戸

・キャリアパスのレベル認定の認
定者数等の状況を踏まえた事業効
果の検証
・助成対象500事業所

・事業ニーズに応じて、柔軟に対
応できるよう都と調整
・助成数270 人

・事業実績の要因分析や対応を検
討した上で、必要に応じて都と調整
・新卒学生への事業周知方法を改

善
・新規助成数600 人

・初年度のセミナー、研修の着実
な実施
【新規】事業開始
・セミナー受講定員 450 人
・指導者研修定員100 人

○介護人材の確保・育成・定着
 ・介護職員の宿舎借り上げ支援

 ・介護職員のキャリアパス導入へ
の支援による定着促進

 ・介護資格取得支援による人材育
成

 ・新卒学生の介護職採用に繋がる
支援策

 ・外国人介護従事者の受入れ環
境整備

団体自己評価

○中長期的な経営方針に基づく運営体制の構築については、「中期経営方針の実施計
画」を着実に実施したことにより、財団が持つ情報や資源を活用した自主事業の展開
や、財団職員の人材確保・育成を強化することができた。さらに、財団幹部で構成される
経営会議や内部統制委員会を随時開催し、経営体制のあり方等を検証するなど、よりガ
バナンスの強化を図ることができたと考えている。
○専門職の確保については、専門スキルを持った任期付職員及び非常勤職員の無期
雇用転換や、働き方改革に対応する処遇改善を行い、目標を達成することができた。
○固有職員の専門性の向上については、昨年度に引き続き、固有職員を対象とした福
祉の現場体験研修を実施し、現場感覚の育成に努めた。また、職員の職務経験や専門
性を踏まえ、昇任選考基準の改正を行ったことにより、安定的かつ柔軟な対応が可能と
なったと考える。
○定型業務の外注化については、従来までペーパーで業務を行っていた庶務事務につ
いて、財団にカスタマイズしたシステムを導入することにより、担当部門は導入に伴う業
務で一時的に生産性の低下はあったものの、組織全体としての生産性は大きく向上させ
ることができた。今後は、担当部門においてもシステムの運用を定着化させることで、生
産性の向上を見込んでいる。

② 福祉保健
医療行政
の補完・支
援機能の
強化

① 自律的経
営に向けた
体制の整
備

自律的経
営を支える
経営基盤
の強化

○中長期的な経営方針に基づく運営体制
の構築
 ・中長期を見据えた経営方針や事業計画
が策定され、財団の強みを活かし、現場の
ニーズなどを踏まえた事業を展開してい
る。
○人材の育成・確保
 ・職員の計画的な採用と専門性が高い職
員の育成や任用が進み、運営体制の強化
が図られている。
○経営の効率化
 ・内部管理事務の外部委託が進み、効率
的な執行体制が実現している。

 ・中長期的な経営方針に基づく運営体制
の構築については、中期経営方針実施計
画事業・事項を着実に実施し、財団の強み
を活かし、現場ニーズなどを踏まえた事業
展開を図るとともに、財団の組織力を強化
する取組を促進している。
 ・人材の育成・確保については、専門人材
の確保を目的とした新たな人事制度を構
築し、着実に運用している。さらに、職員の
専門性向上の観点においては、福祉の現
場体験研修を実施するなど、財団職員が
現場への理解を深めるための取組を行
い、より専門性の高い職員の育成を推進
することで、運営体制の強化を図ってい
る。
 ・経営の効率化については、社会保険事
務の外注化や庶務事務システムを導入す
るなど、業務効率の向上を実現していると
ともに、コンプライアンスやガバナンスの強
化に向けた取組を推進している。

行政支援
分野の拡
大や区市
町村支援
の強化等

○行政支援分野の拡大
 ・財団が強みを持つ福祉人材の育成・確
保に関するノウハウを活かし、従来からの
高齢・保育分野における人材育成事業に
加え、新たに障害分野においても取組を
拡大し、都の喫緊の課題である福祉人材
対策に総合的に対応する体制やノウハウ
を構築している。その他の既存事業におい
ても、障害分野への展開を進めている。
○区市町村支援の強化等
 ・指定市町村事務受託法人事業（指導検
査業務）や高齢者の権利擁護事業等の高
い専門性を求められる分野において、財
団が持つ専門的ノウハウや専門人材を活
用した区市町村への支援を展開している。
事務受託法人事業については、介護サー
ビス分野に加え、区市町村からのニーズ
の高い障害分野においても受託を拡大し、
区市町村の指導検査体制の充実強化に
寄与している。

 ・行政支援分野の拡大については、財団
が強みを持つ福祉人材の育成・確保に関
するノウハウを活かし、従来からの高齢・
保育分野事業に加え、新たに障害分野へ
の取組を拡大しており、さらに2020年度か
らは生活福祉分野への事業拡大をしてい
る。福祉の各分野において、都における喫
緊の課題である福祉人材対策への取組を
推進している。
 ・区市町村支援の強化等については、高
い専門性を求められる指定市町村事務受
託法人事業（指導検査業務）において、従
来からの介護サービス分野に加えて、
2018年度から新たに障害サービスへの展
開を開始しており、事業開始以降、受託件
数及び受託サービスの拡充を図っている。
また、同様に高い専門性を求められる高
齢者の権利擁護事業においては、研修受
講機会の拡大等に取り組んでいる。これま
で以上に、財団が持つ専門的ノウハウや
専門人材を活用した区市町村への支援強
化を推進している。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都福祉保健財団 （所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

○介護保険制度の円滑な運営に
資する人材の養成
 ・介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）養成事業（1998年度開始）

 ・毎年度の受験者数・受講者数の
変動に応じた執行体制の整備
 ・5,000 人程度の受験を想定
 ・1,000 人程度の養成を想定
 ・新たに専門研修Ⅰ（1,435 人）を
実施

 ・外的要因や受講者増減に応じた柔軟な事業執行対応
 ・試験

受験者数2,132人
 （申込者数3,727人）

 ・実務研修
 （第２期）146人
 （第３期）未実施
 （第１期(1～3月期)）未実施

 ・専門研修Ⅰ
 （第１期）638人
 （第２期）477人

○区市町村支援の強化
 ・指定市町村事務受託法人事業
（2009年度開始）
 ・障害サービス分野への拡大

・既存の高齢サービス分野の着実
な実施

 ・区市の意向調査結果を踏まえて
毎年度目標値を設定
  受託件数90 件

 ・区市の意向調査結果を踏まえて
毎年度目標値を設定
  受託件数500 件

 ・障害サービス分野
 区市の意向調査結果を踏まえて毎年度目標値を設定・受託
 （受託実績80件）

 ・高齢サービス分野
 区市の意向調査結果を踏まえて毎年度目標値（500件）を

設定・受託（受託実績542 件）

○高齢者の権利擁護に対応する
行政職員・事業所職員の確保と育
成 ・権利擁護に関する都内の情勢等

を踏まえたテーマを都と調整し、研
修実施

 ・受講定員3,600人

 ・権利擁護に関する都内の情勢等を踏まえたテーマの設定及び柔軟
な実施時期を都と調整し、研修実施

 ・受講者数3,742人
 ・高齢者権利擁護に対応する行政職員への相談支援（792件）

○障害分野事業の拡大
 ・資格取得支援による人材育成

 ・経営管理研修を通じた事業者へ
の支援

 ・障害人材の宿舎借り上げ支援

 ・虐待防止や権利擁護に関する研
修

 ・強度行動障害支援者の養成

・障害福祉サービスの新卒学生採
用に繋がる支援策

 ・事業周知の徹底による活用促進
 ・事業実績の要因分析を踏まえ、
助成申請に向けた支援の実施
 ・助成者数 200 人

 ・研修の実施結果を踏まえて、カリ
キュラム内容等を検証
 ・受講定員 200 人

 ・事業周知の徹底による活用促進
 ・事業実績の要因分析を踏まえ、
助成申請に向けた支援の実施
 ・新規助成 120戸

 ・事業周知の徹底による受講促進
 ・受講定員650 人

 ・事業周知の徹底による受講促進
 ・受講定員1,390 人

 ・事業周知の徹底による活用促進
 【新規】事業開始
 ・助成数270 人

 ・積極的な活用促進策の実施
 ・助成者数132人

 ・研修の実施結果を踏まえて、カリキュラム内容等を検証
 ・受講者数 208人
 ※受講決定者数276人
 ※申込者数769人

 ・事業周知の徹底による活用促進
 ・申請に係る事業者への適切な支援の実施
 75戸（新規41・継続34）
 ※申請100戸（新規66・継続34）

 ・事業周知の徹底による受講促進
 ・受講者数617人
 ※受講決定者数728人
 ※申込者数1,564人

 ・財団主導による2020年度研修規模拡大の実現

 ・事業周知の徹底による受講促進
 ・受講者数1,373人
 ※受講決定者数1,496人
 ※申込者数2,145人

 ・財団主導による2020年度研修規模拡大の実現

 ・新規事業の立ち上げに伴う事業周知の徹底による活用促進
 ・助成数34 人（22事業所）
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都福祉保健財団 （所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

○財団が持つ情報や資源を活用し
た自主事業の展開
 ・都委託事業等の効果を高める事
業（上乗せ・横出し）

 ・新たな福祉ニーズへ対応する事
業の検討
（①小規模法人への運営サポート）

（②介護事業所の人材の確保・育
成に関する研修）

 ・事業実施
 ・職員提案制度の改善及び提案
の検討・実施

 ・事業の実施結果を踏まえ、ニー
ズに応じた研修を実施

 ・事業の実施結果を踏まえ、ニー
ズに応じた研修を実施

 ・小規模法人への運営支援・介護人材の確保等に関する事業実施
 ・福祉用具に関する既存事業を活用した事業実施
 ・職員提案制度の改善及び提案実施

 ・前年度の成果や検討を踏まえた新たな研修を企画・実施
 ・法人運営サポート研修：テーマ「ここが知りたい!!福祉現場の働き方
改革への対応と注意点」（12月開催）

 ・前年度の成果や検討を踏まえた新たな研修を企画・実施
 ・職員定着のための研修：テーマ「職員が安心して働ける職場をつく
るために～コーチングとメンタルヘルスを学ぶ～」（12月開催）

B
　経営改革プランに掲げた目標のうち、自律的経営を支える経営基盤の強化については、専門性を有する職員の処遇改善や昇任基準の改正等により人材の確保・育成を強化し、定型業務の外注化も進めるなど、取組が進捗している。また、行政支援分野の拡大や区市町村支援の強化等について、介護人材の確保・育成・定着
に向けた各支援については、支援制度の認知度の不足等により目標は未達であるものの、障害分野については一部の研修が大幅に目標を上回るなど、取組が進捗している。さらに、財団の持つ経営資源や強みを活かし、新たな福祉ニーズに応える分野への事業展開については、都の事業と連動した新技術関連分野の普及啓
発を図るなど、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き、多様化・複雑化していく福祉保健医療ニーズに対応するため、事業の展開、都への施策提案に努めていくとともに、今後は、ポスト・コロナも見据え、研修のオンライン化など、新たな資格支援のモデル事業等を実現することで、財団の価値を向上させていくことが期待される。

○財団が持つ情報や資源を活用した自主事業の展開については、財団の強みと機会や
内部・外部環境を詳細に分析し、時宜にかなったテーマやニーズに応じた自主事業を企
画・実施することができた。本取組は、2020年度以降においても財団の存在価値を高め
る重要な取組として進めていく。
○介護ロボット等の新技術関連分野については、次世代介護機器に関する最新の情報
提供に努めることに加えて、新たに都の導入経費補助と連動させる普及啓発サーキット
を構築し、次世代介護機器の効果的な導入や活用・定着に寄与することができた。
○福祉用具の普及・拡大については、都内最大規模の福祉用具実習展示室を有効活用
し、他事業の研修との共同開催や区市町村職員等を対象とした見学会、説明会を開催
するなど、多種多様な人材に福祉用具に関する知識や体験機会を提供することができ
た。

最終評価

③ 福祉ニーズ
を支えるた
めの自主
事業の展
開や施策
提案能力
の強化

財団の持つ
経営資源
や強みを活
かし、新た
な福祉ニー
ズに応える
分野への
事業展開

○財団が持つ情報や資源を活用した自主
事業の展開
 ・現場を持つ強みや財団が保有するノウ
ハウや経営資源を有効に活用し、自主事
業を展開し都の施策が行き届かない分野
や対象にきめ細かな支援が行われてい
る。
○将来の福祉のニーズ・動向を踏まえた
事業展開
 ・都において、次世代介護機器（介護ロ
ボット）に関する新たな取組が開始される。
財団が持つ福祉用具関連事業のノウハウ
や福祉用具の展示・実習室を有効に活用
し、区市町村に対する専門的支援の強化
や、都民への普及啓発の推進に向け、新
たな事業を展開している。

 ・財団が持つ情報や資源を活用した自主
事業の展開については、財団が持つ強み
やノウハウを有効活用し、2018年度、2019
年度の各年度において２つの研修事業と
後年度の事業検討を行っており、プロジェ
クトチームによる調査検討を重ねながら、
継続して都の施策が行き届かない分野や
対象にきめ細やかな支援を図っている。
 ・将来の福祉のニーズ・動向を踏まえた事
業展開については、2018年度に次世代介
護機器（介護ロボット）の活用を支援する
取組を開始し、都における介護人材の確
保・定着に関する課題解決に向けて将来
の福祉ニーズ・動向を踏まえた事業展開を
推進している。併せて、従来から財団が持
つ福祉用具関連のノウハウや福祉用具の
展示・実習室を有効活用し、区市町村職員
を対象とした複数の新たな取組を展開する
など、区市町村に対する専門的支援の強
化を推進するとともに、都民や施設等従事
者への普及啓発を図っている。

○将来の福祉ニーズ・動向を踏ま
えた事業展開
 ・介護ロボット等の新技術関連分
野

 ・第三者評価研修との共同開催実施（１回）
 ・介護専門支援員研修と連携した見学会の実施（9回）
 ・既存研修受講者等を対象とした個人向け講習会の実施（1回）

 ・区市町村職員等向け福祉用具見学会実施（2回）
 ・区市町村職員等福祉用具説明会の実施（1回）

 ・都民向け福祉用具見学会を実施予定（3月）⇒新型コロナウイルス
感染症の影響により中止

 ・検討結果を踏まえた事業実施

 ・検討結果を踏まえた事業実施

 ・試行実施
（検討中）

 ・実施結果の検証
（課題整理等）

○福祉用具の普及・拡大
 ・福祉用具の利用促進を担う人材
の育成や普及啓発事業の充実
（①財団研修の受講生を対象とし
た体験講習会の開催）

（②区市町村職員を対象とした見
学会の開催）

（③メーカーとのタイアップ（貸与
等）による都民向け見学会の開催）

【戦略①　自律的経営を支える経営基盤の強化】
　中長期経営方針に基づく実施計画を着実に進めるとともに、財団の強みを活かした自主事業を展開している。加えて、若手職員を民間法人への派遣研修を実施して専門性の向上を図るとともに、新たに庶務事務システムを導入して効率的な執行体制を整備するなど、自律的経営を支える経営基盤の強化に向けた取組が大きく進捗していることは評
価できる。
【戦略②　行政支援分野の拡大や区市町村支援の強化等】
　財団の強みでもある福祉人材の育成・確保に関するノウハウを活かした取組を行っている。新たに拡大した障害分野においても着実に実績を積み重ねており、都の福祉保健医療の向上に寄与している。また、区市町村に対しては、職員が困難事例に適切かつ迅速に対応できる体制整備支援や相談対応など、ニーズや課題に沿った支援を行ってお
り、福祉サービスの質の向上に向けた取組が着実に進捗している。
【戦略③　財団の持つ経営資源や強みを活かし、新たな福祉ニーズに応える分野への事業展開】
　社会福祉法人制度改革に関する小規模法人に向けた研修や他業種から介護職へ転職した職員を支援するための研修をはじめとした財団の強みを活かした自主事業について、自主事業検討チームを中心としてヒアリングやアンケート結果を元に研修テーマを企画するなどニーズに応じた事業を展開している。また、次世代介護機器について都の導
入経費補助と連動させる普及啓発サーキットを新たに構築するなど、定着に向けた取組が着実に進捗している。

　以上のことから、福祉保健財団では「３年後の到達目標」に向け、全ての戦略について、成果を上げていることを評価する。引き続き、都の福祉保健施策の一翼を担う重要なパートナーとして、東京の福祉保健医療の向上に寄与できるよう引き続き取組を推進してもらいたい。

一次評価（所管局評価）

 ・次世代介護機器の活用・定着に向けた各種セミナーを効果的に実
施（11回開催）

※普及啓発セミナー（2回開催） 参加者数：205人
※導入前セミナー（5回開催） 参加者数：56人
※導入後セミナー（2回開催） 参加者数：19人
 ※アドバンストセミナー（2回開催）参加者数：延べ35人（17事業所）

 ・次世代介護機器の展示
 ※常設展示

見学：547人
 体験：56件（187人）
 相談：17件（26人）

 ※出張展示
 2か所

 ・更なる普及啓発に向けた活動

 ・次世代介護機器の活用・定着に
向け、普及啓発セミナーに加え、新
たに導入前後のセミナーや、モデ
ル事業所の育成のためのセミナー
を開催（11 回開催）

 ・次世代介護機器の展示
 （ﾒｰｶｰ貸与）
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都医学総合研究所　（所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

第４期プロジェクトの再編に向け
た検討・準備

・第3期最終評価
・新プロジェクトリーダー公募
・再編準備

・2019年6月に第4期プロジェクト（2020年～2024年度）の再編構想案を策定した。
・構想案に基づき、所内プロジェクト等の再編・拡充を図るとともに、プロジェクト研究選考会議
を開催し、新設を含む21のプロジェクトを選定した。
・新たに外部からプロジェクトリーダー2名を公募することにし、募集する研究テーマを決定し
た。
①生命医科学全般の分野で革新的・創造的な研究
②がん、免疫、脳神経、精神などの疾患に関する研究
なお、公募する2名のプロジェクトについては、2021年度（プロジェクト研究2年目）からの開始
とすることとした。

研究支援組織を見直すとともに、
社会医学系の研究及び疾患ゲノ
ムの解析を行う新たな研究組織
の設置を検討

・新たな組織の発足に向けた準備
（バイオインフォマティクス（生命情
報科学）専門人材の確保（採用）と
体制整備案の検討）

・ゲノム医学研究センターについては、2019年4月に開設準備担当として着任した研究員（バ
イオインフォマティクスの専門人材）を中心として、2019年8月に構想案を策定した。
・社会健康医学研究センターについては、現在の「心の健康プロジェクト」と「難病ケア看護プ
ロジェクト」を再編することとし、長期にわたるコホート研究や認知症・難病の地域包括ケア等
都政への直接的還元を目指す研究を推進するため、2019年6月に構想案を策定した。
・それぞれの構想案を踏まえて、2020年4月に向け新たな組織体制を整備した。

臨床現場における研究シーズの
発掘

・都立病院向けカンファ、フォーラ
ム等での周知（2018年度採択課題
の事例紹介等）
・随時申込受付（四半期に1件程
度の採択を目標）
・2017～2019年度の実施状況を分
析、また病院側のニーズを把握し
た上で新たな制度構築（申込事務
手続き、研究費の配分額等）を検
討する。

都立病院等との共同研究制度の
見直し

・都立病院向けカンファ、フォーラ
ム等での周知（2018年度採択課題
の事例紹介等）
・5月に新規課題募集（3件程度の
採択を目標）及び継続課題の採択
・2018～2019年度の実施状況を分
析、また病院側のニーズを把握し
た上で新たな制度を構築（申込事
務手続き、研究費の配分額等）を
検討する。

出願及びライセンス活動の実施

都立病院等の医師の受入・学位
取得の推進

・都立病院等向けカンファ、フォー
ラムでの周知、連携大学院説明会
の開催
・受入プロジェクトの拡大
・必要に応じ、新たな連携大学院
協定の締結

2019年度受入状況
・客員研究員　22人
・協力研究員　20人
・研修生  6人
・学位取得者2人（変更なし）

・2019年5月21日付で慶應義塾大学大学院と連携大学院協定を締結した。

団体自己評価

・医学研では、5年間の期間を定めて課題を達成していくプロジェクト
研究を研究活動の基本に位置づけている。
第4期プロジェクト研究の選定にあたっては、外部委員の評価を経て
21のプロジェクトを選定したが、新たにプロジェクトリーダーの公募
（①生命医科学全般の分野で革新的・創造的な研究、②がん、免
疫、脳神経、精神などの疾患に関する研究）を行うなど、2021年度に
は23のプロジェクトとする予定である。
・2020年4月には、構想案の早期実現化を図り、研究所内外に対す
る専門的な支援や、都の保健福祉政策に直接貢献する、新たな組
織として、「ゲノム医学研究センター」と、「社会健康医学研究セン
ター」を発足させ、今後の研究発展に向けた礎ができた。
・プロジェクト研究と2つの研究センターの取組を通して、最先端技術
を駆使して基礎から応用まで幅広く生命科学研究を推進するととも
に、引き続き、都民ニーズ・都政課題を踏まえた高い研究水準を確
保しながら、その成果が社会還元できるように努める。

・臨床業務の中で生じた疑問を解決するため、医師が気軽に申し込
める「臨床現場における研究シーズの発掘」と発展形である「共同研
究制度」の二つの制度を試行として進めてきており、様々な機会を捉
えて制度の周知を図った。その結果、「臨床現場における研究シー
ズの発掘」については、これまで連携のなかった病院から申込があ
るなど、病院側の自発的な研究意欲が生まれてきた。
・制度のさらなる普及や理解を進めるため、医師個人に対する取組
だけでなく、病院組織に対する働きかけもあわせて行うなど、さまざ
まな機会を捉えて引き続き「個人」と「組織」、双方に働きかけを行う。

① 研究体制
の見直し

都民ニー
ズ・都政課
題に密着し
た研究体制
の再編整
備

社会医学系の研究による都政課題へ
の貢献及びゲノム解析による疾患の
診断・治療法の開発など、研究を取り
巻く環境の変化に対応した推進体制
が構築されており、引き続き都民ニー
ズ・都政課題を踏まえた高い研究水準
を確保し、その成果を社会に還元して
いる。

2020年4月から開始した第4期プロジェクトにお
いては、研究課題解決に取り組む21の研究プ
ロジェクトをスタートさせるとともに、新たに疾患
ゲノム解析に特化した「ゲノム医学研究セン
ター」と、都政への直接的な貢献を行う「社会健
康医学研究センター」を設置するなど、2020年
度の到達目標に向けた基盤ができた。

【研究シーズの発掘】
・申込・採択は2件
（内訳）
都立多摩総合医療センター
公社多摩南部地域病院

【共同研究制度】
・2018年度からの継続1件、新規4件の申込があり、評価委員会でのプレゼン審査の結果、継
続1件、新規3件を採択した。
（内訳）
＜継続＞
公社多摩北部医療センター
＜新規＞
都立松沢病院
都立神経病院 2件

【共通】
・新たに周知用のポスターを作成し、都立病院及び公社病院に掲示した。また、病院等連携
研究センター長が都立病院及び公社病院を訪問しながら制度について周知した。

② 都立病院
等とのさら
なる連携強
化

新たな研究
シーズの探
索による都
立病院等と
の連携強
化

原因不明の疾患など、都立病院等の
医師による疑問や問題意識に応える
取組みが新たな共同研究に発展し、こ
れまで連携のあった３病院（駒込病
院、神経病院、松沢病院）以外でも臨
床現場のニーズに即した研究が行わ
れている。

新たに構築した臨床現場における研究シーズ
の発掘制度では、これまで連携のあった３病院
（駒込病院、神経病院、松沢病院）以外の病院
で、医学研と共同研究をしたことのない医師か
らの申込であり、マッチングが成立するなど、連
携強化の取組が実を結んだ。

3
8



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都医学総合研究所　（所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

都立病院等における知的財産の
権利化及び活用の支援

都立病院等と企業との共同研
究・受託研究の交渉と締結の支
援

都民向け広報及びHPの充実 ・都民向けリーフレット検討
・都民向けHPの充実（研究成果プ
レス発表の都民向け記事作成）

・2020年4月からの第4期プロジェクト発足に合わせ、研究内容をわかりやすく伝えるリーフレッ
トを現在作成中である。（2020年5月完成予定）
・都民向けHPに掲載する研究成果プレス発表の記事について、以下の3件を作成し掲載し
た。
①2019年9月17日発表
「シナプスの可塑性にプロテオグリカンが必要であることを解明」（Cell Reports）
②2019年10月16日発表
「脳梗塞により損傷した神経経路を神経インターフェイスでバイパスすると脳活動を狙った状
態に誘導できる」（Nature Communications）
③2020年2月6日発表
「ストレスおよびユビキチン化に依存したプロテアソームの相分離」（Nature）
上記の取組により、2019年度は対前年度比1.32倍のアクセス増となった。

都民講座・シンポジウム等の見
直し

・試行実施（会場場所及び開催日
時の変更）
・課題抽出
・不満要因の分析、それに基づく
改善の取組実施
・翌年度に向けた検討

・全8回のうち、第2回目及び第3回目については、土日かつ多摩地域（調布市）の会場で開催
した。また、第4回目については平日夜間かつ地元である世田谷区の会場で開催した。
・第1回目から第8回目までの満足度（満足、やや満足を選択）は、平均82.7％となり、目標とす
る75％を上回った。

海外プレス強化 ・海外向けプレス実施
・Nature Index Japanへの研究所
紹介記事掲載

・海外向けプレス実施については、9月、10月、12月と学術誌に掲載された研究成果の3件を
EurekAlert!（ユーレックアラート）に掲載した。

団体自己評価

【都立病院への支援】
・各病院での啓発活動及び臨床研究審議会発表会の場で説明等の
効果が、年度後半になり明確に現れ、個別案件の相談が増加した。
相談の内容も当初のアイデアレベルの開示から、具体的な臨床現場
での活用が考えられる発明の開示となり始めた。実際に、実用化を
踏まえた特許明細書の作成を開始した案件もあり、着実に実績を上
げている。
・新型コロナの対応で医療職を中心として病院側が多忙を極める中
であっても、病院事務局職員や病院経営本部担当者、弁理士等との
コミュニケーションを保ち、支援を速やかに再開できるように準備して
いる。

【公社への支援】
・公社病院での知的財産活用推進の必要性から公社事務局と進め
ていた知的財産関連規程の策定に関しては完了した。このことは、
支援の成果が大きく結実した結果である。

【都立病院・公社病院共通】
・病院とのWeb会議システムの構築（Web会議用専用のパソコンを準
備し貸与）は、話を伝えた医師から好評を得ている。
・2019年内の啓発活動（個別対応、臨床研究審議会発表会、公社病
院院長事務長会で実施）が、本支援の浸透に役立ち、その結果が年
度後半における相談の増加につながった。
・都立病院・公社病院の独立行政法人化後の組織における知的財
産活用や産学連携活動による都民還元についても、これまで研究所
が蓄積してきた経験と知識を十分活用できると考えている。

・2018年度に取り組みを開始した
案件の対応を進め、特許出願や
共同研究契約等を実現する。

・新規相談案件に対しては、2018
年度の経験を生かし、より速やか
に対応を行う。

・保健医療公社事務局において
は、知的財産関連規程の整備に
向けた支援を行う。

・都立病院及び公社の半数（7病
院）において啓発活動を行う。

【都立病院への支援】
・2019年5月に病院経営本部と締結（2019年3月26日遡及発効）した「包括的秘密保持契約」を
もとに、個別支援を実施している。

（個別対応実績）
《2018年度からの継続案件》
・都立駒込病院　共同研究に関する企業との交渉
・都立松沢病院　著作権に関する松沢病院・病院経営本部・企業・著作者の旧所属大学との
（契約主体・ライセンス条権等）調整と交渉、契約書の案文作成及び調整
・都立小児総合医療センター　アイデア開示への対応、発明届の作成、企業との交渉
《2019年度新規案件》
・都立神経病院　発明開示への対応、先行技術調査
・都立小児総合医療センター　企業との交渉方法のアドバイス
・都立大塚病院　アイデア開示への対応及び関係者との協議、企業との面談（説明と開発方
針の検討）
・都立多摩総合医療センター　考案開示への対応、技術内容の検討及び関係者との協議（特
許取得への方針変更を提案）、病院と本部内手続きの支援、弁理士と協議と明細書作成
・都立駒込病院　検査用デバイスの発明開示への対応（技術内容及び発注先との関係をヒア
リングし、方針を提案）

【公社病院への支援】
・現在、その実施は保留となっているが、公社病院における知的財産関連規程の整備に向け
て公社事務局と協議を進め、規程案を完成させた。
・「包括的業務支援及び秘密保持契約」に基づき、引き続き個別案件の対応を行っている。

（個別対応実績）
《2018年度からの継続案件》
・公社荏原病院　特許出願（規程がないため、発明者がまずは出願人となることを提案）、企
業との共同特許出願契約交渉と締結、外国出願手続き対応、発明者から公社への権利譲渡
契約書作成と手続き

《2019年度からの新規案件》
既に研究所の支援活動の存在を知っている医師からの相談に対応した。
・多摩北部医療センター　小児がんサバイバーのための保険創設についての相談、保険会社
への打診と面談
・公社荏原病院　新規発明相談（学会発表との関連についても）

【都立病院・公社病院共通】
・知的財産活用及び産学連携支援について記載したポスターを作成し、都立病院及び公社病
院に配布した。
・病院におけるカンファレンスやセミナー、フォーラムなどの場を通じて知的財産関連の活動に
関する普及啓発を実施した。
2019年5月　・臨床研究審議会発表会（病院経営本部主催）［各病院選出の委員に対して実
施］
・公社病院院長事務長会（公社病院主催）
2019年6月　・小児総合医療センター　倫理講習会
・多摩総合医療センター　臨床研究セミナー
2019年8月　・都立駒込病院　倫理講習会
2020年1月　・都立駒込病院　倫理講習会

③ 都立病院
等への支
援

知的財財
産における
都立病院
等への支
援体制の
構築

都立病院等に対する知的財産の権利
化や都立病院等と企業の共同研究・
受託研究への支援体制がとれてお
り、都立病院等における臨床研究の
成果の都民還元に寄与している。

都立病院及び公社病院ともに病院への知的財
産支援の必要が認められ、「包括的秘密保持
契約」を締結することができた。また、個別支援
を通じて実績を積み重ねている。さらに、公社
病院においては、知的財産関連規程の整備案
が完成するなど、病院への知的財産支援の体
制が確立されつつある。

・HPの充実に関しては、全体で閲覧件数が伸びている（2019年度は
対前年度比1.32倍のアクセス増）。また、研究成果についてのプレス
発表記事を都民向けに作成した、一覧のページについても閲覧数が
増えていることから、コンテンツを充実させた効果が出ている。
・2019年度に着実に準備を進めて、2020年4月にホームページの全
面リニューアルを行った。引き続き、コンテンツの充実を図り、医学研
や医学研が行っている研究について、身近に、わかりやすく伝えられ
るように努める。
・都民講座については、満足度を高めるため、開催場所や時間を変
えるなど、さまざま試しながら開催してきた。こうして得られたアン
ケート結果から、土日や平日夜間の開催にニーズが高いことから、
土日開催を増やすなどにより、目標である75％を達成した。今後は、
テーマ設定について工夫していくほか、アンケートから「不満」と評価
された部分については、要因を分析し、質疑応答の時間を延ばすな
ど、満足度の高い都民講座としていく。
・海外向けプレスの強化については、研究所が誇る研究成果を
EurekAlert!!（ユーレックアラート）へ掲載するなど、着実に医学研の
先進的な取組を発信した。引き続き、掲載数を増やしていく。

④ 広報体制
の見直し

都民にわか
りやすい普
及広報活
動の強化

研究の専門的内容や成果について、
都民に対しわかりやすい広報が実施
されており、中でも都民講座において
は、概ね75％の参加者が内容に満足
している。また、海外の専門家に対し
ては「東京」の先進的な取組が発信さ
れている。

都民向けＨＰは研究内容をはじめ、レイアウト
やイラストを使用するなど都民にわかりやすく、
見やすい工夫を行っており（2019年度は対前年
度比1.32倍のアクセス増）、これから作成する
リーフレットも読みやすさを重視したものになる
よう検討中である。都民講座は概ね80％近くの
満足度を得ているが、さらに満足度を高めるた
め、引き続き検証を重ねる。海外向け広報につ
いては、新たな取組を積極的に行うとともに、
「Nature」などの専門誌を媒体として継続的な
広報も実施していく。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都医学総合研究所　（所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、都民にわかりやすい普及広報活動の強化について、都民講座の開催時期・場所の工夫等により満足度を上昇させており、取組が大きく進捗している。また、都民ニーズ・都政課題に密着した研究体制の再編整備については、今までの研究成果や都民ニーズを踏まえた研究課題を選定し
研究体制の再編整備が進められており、取組が進捗している。新たな研究シーズの探索による都立病院等との連携強化についても、都立病院や公社病院へ組織的に制度の周知を行うことで、これまで連携のなかった病院からの申込があるなど、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、 具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き、都立病院や公社病院との連携を図っていくとともに、今後は、都が感染症対策や新しい日常への具体的な施策を策定するにあたり、団体の研究結果を活かした政策提言を都に対して行うなど、都立研究所としてのプレゼンスをより一層、発揮していくことが期待される。

＜戦略①　都民ニーズ・都政課題に密着した研究体制の再編整備＞
　２０２０年度から開始する第４期プロジェクト研究の再編構想を策定するとともに、これまでにない新たな役割を持つ新組織として、「ゲノム医学研究センター（仮称）」と「社会健康医学研究センター（仮称）」の組織・人員体制を整え、２０２０年４月から新たな新体制を発足させた。目標達成に確実に近づいており、大きく評価できる。新プロジェクト研究及び
新組織体制の元で、都の保健福祉施策に応える高い研究水準を維持し、その成果を社会に還元することを期待する。

＜戦略②　新たな研究シーズの探索による都立病院等との連携強化＞
　都立病院及び公社病院への積極的なアプローチにより、これまでに連携のなかった病院から申し込みがあるなど、病院側の自発的な研究意欲が生まれてきており、高く評価できる。研究員の受け入れについては、人数の変動はあるものの、引き続き幅広い分野での連携が進んでいると言える。より積極的に都立病院や公社病院への働きかけを行
い、連携を深めながら、臨床現場のニーズに即した研究が行われることを期待する。

＜戦略③　知的財産における都立病院等への支援体制の構築＞
　都立病院及び公社病院への積極的なアプローチの結果、病院経営本部とは２０１９年５月に「包括的秘密保持契約」を、公社病院とは２０１９年２月に「包括的業務支援及び秘密保持契約」を締結し、これらの規程をもとに、各種個別支援を行っており、目標達成に確実に近づいている。引き続き知的財産の権利化の有用性について都立病院側の理解を
得る取り組みを進め、最終的には「業務委託契約」の締結ができるよう期待する。

＜戦略④　都民にわかりやすい普及広報活動の強化＞
リーフレットやＨＰの刷新に積極的に取組んだことは大いに評価できる。特に団体HPのアクセス数は前年度比1.32倍となっており、今後このコロナ渦においてはさらなる注目が予想される。都民講座については、すべての回において満足度が80%を超えており、都民への研究内容の還元に大きな寄与をしたと言える。海外向けプレスの実施や英語版冊子

の発行にも力を入れており、目標達成に確実に近づいている。引き続き、わかりやすい普及広報活動に積極的に取り組んでいくことを期待する。

　以上のことから、「３年後の到達目標」に向け、全ての戦略について成果を上げていることを評価する。引き続き各戦略を着実に推進していくとともに、より一層、都民ニーズや都政課題を踏まえた研究を推進し、都民の生命と健康を守る国内トップレベルの医学総合研究所として、研究成果を都民・社会へ還元することを期待したい。

一次評価（所管局評価）
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人　城北労働・福祉センター　（所管局：福祉保健局・産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

円滑な事業継続のための人
材確保策の検討・実施

新たな人材確保策による体制
整備

年度当初にシニア業務補助職員2名を就労支援係に配置

人材の育成と組織力の向上 外部研修機関の活用10 回
（カリキュラムを多様化するた
め、必要に応じて外部研修機
関を追加・変更）

面接相談研修6回
（困難事例の対応研修）

専門資格の取得支援、ジョブ
ローテーション等による資格
の活用

山谷地域で活動するＮＰＯ法
人の業務紹介・情報交換（日
常生活支援等）

外部研修機関が実施する研修に12回参加

面接相談研修6回実施（参加者延68名）
現場で困っていることを講師に伝えテーマを決定

1名が社会福祉主事資格取得の通信課程を修了し、資格を
取得

生活支援事業や宿泊事業を行っているＮＰＯ法人から講師
を招き、業務紹介・情報交換を実施（参加者17名）

就労自立に向けた支援 就労訓練1名

国家資格等の資格取得が可
能となる科目などの設定

就労訓練0名

20科目設定（資格取得可能科目6科目）

高齢者特別就労事業の実施 職業紹介件数8,000 人

次期山谷対策総合事業計画
策定に向け適正規模の検討

職業紹介件数8,000人

民間求人の開拓・確保 民間職業紹介2,500件
（うち造園・清掃業1,750件）

民間職業紹介1,765人
（達成率70.6％）
うち造園・清掃業1,141人
（達成率65.2％）

支援プログラムに基づく生活
総合相談の実施

理事長ヒアリング及び相談部
門におけるケース検討会各11
回
支援結果を検証し、実施方法
を改善

利用者一人当たりのアウト
リーチ回数8 回

理事長ヒアリング13回実施

利用者一人当たりのアウトリーチ回数8.2回

簡易宿所等を活用した生活訓
練の推進

生活訓練3 名
（簡易宿所またはアパート）

生活訓練2名
(簡易宿所)

ＮＰＯ法人等との連携促進 「地域ケア連携をすすめる会」
に引き続き参加し、ＮＰＯ法人
等との関係強化

ＮＰＯ法人とセンター利用者に
対する連携支援・役割分担に
ついての意見交換の実施

6月、9月、11月、1月の4回参加（延10人）し、意見交換やグ
ループワークによる事例検討等を実施

ＮＰＯ法人2団体と連携についての意見交換会を実施

団体自己評価

退職不補充の方針堅持により、常勤職員の増が見込めない中、ベテラン職員をシ
ニア業務補助職員として引き続き採用することにより、業務の円滑な執行体制を確
保することができた。また、新たな外部研修機関を加える等の研修体制の充実、面
接相談研修の実施、専門資格の取得支援などにより、専門性の向上やスキルアッ
プを図ることができた。

就労訓練については実績には結びつかなかったが、日雇労働者等技能講習事業
において常用就労等に結びつきやすい資格取得が可能となる科目を設定し、就労
自立につなげた。（就業率76.9％）
職業紹介については、利用者数や公共工事落札状況により左右されるところはあ
るが、利用者への就労促進や求人開拓に努めた結果、利用者一人当たり62.8件/
年を紹介し、成果を得ることができた。

利用者一人ひとりの実情に応じたきめ細かな相談支援を実施するため、利用者毎
の支援プログラムに基づき、理事長ヒアリングなどにより進行管理を行うとともに、
積極的なアウトリーチによる信頼関係の構築や必要に応じた助言・指導、簡易宿所
を活用した生活訓練の実施などにより、生活保護につなげるなど生活安定に結び
つけることができた。
また、「地域ケア連携をすすめる会」への継続的な参加などにより築いてきたＮＰＯ
法人等との関係性を活かし、少しずつではあるが連携による適切な利用者支援に
結びつけることができた。

利用者の
状況に応じ
たきめ細か
な支援

個別担当制による支援プログラムに基づき、理
事長ヒアリング及び相談部門におけるケース検
討会や来所相談の少ない利用者に対し、就労
先や居所を訪問するアウトリーチ等を通じて、利
用者一人ひとりの実情に応じた総合的な相談支
援が行われるとともに、生活訓練事業等により
利用者の居住安定と生活向上が図られている。
また、ＮＰＯ法人等との連携が強化され、民間の
ノウハウを活用した多様な利用者支援が実現さ
れている。
○利用者一人当たりのアウトリーチ回数 8 回／
年
○新規居住安定者数 10 名（３年間の累計）

利用者毎の支援プログラムに基づき理事長ヒア
リングやアウトリーチなどを実施し、利用者一人
ひとりの実情に応じた支援を継続的に行い、利
用者の居住安定と生活向上を図った（2019年度
実績：利用者一人あたりのアウトリーチ回数8.2
回／年、新規居住安定者数7名）
また、これまで築き上げてきたNPO法人等との
関係性を活かし、適切な利用者支援に繋げた。

① 退職不補
充等による
職員体制
の脆弱化

円滑な業務
運営のため
の執行体
制の確保

退職不補充の方針を堅持しつつ、新たな人材確
保策を検討・実施するとともに、研修の充実等に
より、職員の専門性の向上が図られ、少数精鋭
の体制の下で、山谷対策事業が円滑に実施さ
れている。

退職不補充の中でキャリアを積んだ即戦力のシ
ニア業務補助職員の採用により人材確保を図る
とともに、内部・外部を問わず様々な研修の機
会を作り、職員の専門性の向上を図った。

② 日雇労働
市場の衰
退と公的就
労への依
存

自立に向け
た就労支
援、適切な
就労機会
の確保

安定した就労による自立を支援するため、就労
訓練や日雇労働者技能講習事業などの取組が
充実するとともに、高齢者特別就労事業の実施
や、高齢者向けの業種にも拡大した求人開拓な
どにより、日雇労働者の高齢化等に対応した求
人が確保されている。
○利用者一人当たりの職業紹介数 45 件／年

就労自立に向けては利用者の高齢化や常用就
労等への意欲の喪失等により就労訓練には結
びついていないが、日雇労働者技能講習事業
において資格取得が可能となる科目を設定する
などの取組を行い、2019年度の就業率は76.9%
に達した。
求人開拓・確保のための事業者への働きかけ
や、高齢者特別就労事業の実施により、2019年
度の利用者一人当たりの職業紹介数は62.8件
となり、年間45件を大幅に上回った。

③ 利用者の
高齢化、路
上生活の
長期化
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人　城北労働・福祉センター　（所管局：福祉保健局・産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

地域との連携強化 地域づくりフォーラムの開催4
回

山谷地域の環境変化に応じ
た新たな課題への対応（実
施）

地域づくりフォーラム3回開催
（新型コロナウイルス感染拡大の影響により3月の開催を見
送り）

これまでと同様にゴミの不法投棄の課題に対応し、改善を
図った

環境美化の推進 地域クリーンアップ作戦12 回

参加者拡大
関係者への働きかけを継続
実施

花壇の設置計51基

台東区花の心プロジェクト推
進協議会への継続参加

地域クリーンアップ作戦10回実施（2回は新型コロナウイル
ス感染拡大の影響により中止）

1か所が新たに参加

花壇の設置計51基

台東区花の心プロジェクト推進協議会に参加し、当センター
の取組について報告

⑤ 山谷地域を
取り巻く環
境変化へ
の対応

センターの
将来的な在
り方検討と
それを踏ま
えた事業運
営

次期山谷対策総合事業計画で示される山谷対
策の今後の方向性を踏まえたセンターの組織及
び事業の在り方について、関係者間の合意形
成が図られている。
また、センターの今後の在り方とも整合を図りな
がら、福祉的視点に重点を置いた利用者支援
が行われている。

東京都と調整を図り、現場で日々直面している
地域及び利用者の状況の変化や、実態に即し
た計画値を伝えるなど、新たな山谷対策総合事
業計画の策定に参画した。
利用者の高齢化を踏まえ、生活の安定を図るた
め、生活保護への移行を始めとした福祉的な視
点での利用者支援を着実に進めている。

センターの在り方検討 山谷地域を取り巻く環境変化
を踏まえた次期山谷対策総合
事業計画策定への参画

福祉的視点からの支援の充
実

計画策定に係る会議へ参加し、地域及び利用者の状況の
変化や、実態に即した計画値を東京都に伝え、計画に反映

新規生活保護移行7名

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、円滑な業務運営のための執行体制の確保については、退職者不補充のなかでもベテラン職員をシニア業務補助職員として再配置しつつ、計画的に外部研修を受講させることで人材育成を強化するなど、取組が大きく進捗している。利用者の状況に応じたきめ細かな支援に
ついては、支援プログラムに基づく生活総合相談について取り組みつつ、NPO法人との連携強化も図られており、取組が進捗している。また、地域と連携した環境改善の取組については、地域づくりフォーラムを定期的に開催し地域との連携強化を図るとともに、地域クリーンアップ作戦についても継続的に実施し、
環境美化を推進するなど、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　今後は、労働者の高齢化等、山谷地域を取り巻く環境が変化していく中で、NPO法人と情報連携を図るなど、利用者支援を加速させていくことが期待される。

各取組事項ともほぼ計画どおり実施し、地域と連携した取組を推進した。
具体的にはゴミの不法投棄場所の改善、地域クリーンアップの参加者拡大、花壇
の設置について関係機関との連携や積極的な働きかけにより一定の成果を上げる
ことができた。

④ ゴミの不法
投棄など地
域が抱える
問題への
対応

地域と連携
した環境改
善の取組

地元町会、商店会、旅館組合、福祉施設、区、
警察、消防などが参加する地域づくりフォーラム
が定期的に開催され、関係機関の連携により、
路上炊飯行為やゴミの不法投棄など山谷地域
が抱える課題が共有されるとともに、その解決
に向けた一斉清掃や花壇の設置などの取組が
定着し、地域の環境改善が目に見えて進んでい
る。
○地域づくりフォーラム 4 回／年
○地域クリーンアップ作戦 12 回／年

地域づくりフォーラムは定期的に開催し、町会や
関係機関などの連携によりゴミの不法投棄など
地域が抱える課題が共有され、地域クリーン
アップ作戦や花壇の設置などの取組が定着し、
地域の環境改善が着実に進んでいる。
2019年度は新型コロナウイルスの影響により一
部実施を見送ったが、それ以外は計画どおり実
施した。

【戦略①　円滑な業務運営のための執行体制の確保】
　退職不補充の方針を堅持するため、ベテラン職員を活用する体制を整備するとともに職員の専門性を向上するための研修を充実させるなど少数精鋭での円滑な業務運営のための執行体制の確保に向け、着実に取組が進捗している。
【戦略②　自立に向けた就労支援、適切な就労機会の確保】

センター利用者の分析を行い、就労訓練に向けた働きかけの実施や就労訓練に向けた検討などとともに職業紹介については、求人開拓に努めることで目標以上の職業紹介を行うなど適切な就労機会の確保に向け、着実に取組が進捗している。
【戦略③　利用者の状況に応じたきめ細かな支援】

利用者毎の支援プログラムによるきめ細かな支援やアウトリーチによる積極的な利用者との接触により生活安定に結び付けている。また、「地域ケア連携をすすめる会」に加入するなど地域で活動するＮＰＯ法人とも関係性を強化しており、利用者の状況に応じたきめ細かな支援に向け、着実に取組が進捗している。
【戦略④　地域と連携した環境改善の取組】

地域クリーンアップ作戦への取組や関係機関との連携によりゴミの不法投棄場所の解消など地域の環境改善に向け、着実に取組が進捗している。
【戦略⑤　センターの将来の在り方検討とそれを踏まえた事業運営】

今後の利用者数の動向を念頭に職業紹介の方法の一部見直しや区と連携し、福祉的視点に重点を置いた利用者支援を推進しており、着実に取組が進捗している。

　以上のことから、城北労働・福祉センターでは「３年後の到達目標」に向け、具体の成果を伴って着実に取組が進捗していると評価する。また、山谷地域を取り巻く環境は大きく変化し、利用者の高齢化などにより支援は複雑化しているが、環境変化に対応しながら、利用者へ適切な支援が行われることを期待する。

一次評価（所管局評価）

新たな山谷対策総合事業計画の策定にあたり、地域及び利用者の状況の変化
や、実態に即した計画値を東京都に伝え、計画に反映させることができた。
また、福祉的な支援に重点を置いた利用者支援についても新たに7名を生活保護
につなげるなど一定の成果を上げることができた。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：社会福祉法人　東京都社会福祉事業団　（所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

人材確保対策の充実 ・学校訪問、採用説明会、採用
イベント出展、施設見学会の
実施、職員採用ホームページ
のリニューアル、その他PR事
業の充実策の検討実施
・Instagramの活用及び内定者
向けメールマガジンの発行、内
定者交流会の実施、その他内
定者辞退防止策の検討実施
・３～４月からの募集開始、そ
の他採用制度・選考の更なる
見直し

【ＰＲ事業の充実】
・学校訪問63校（うち８回は学生向け講義等）、法人主催採用
説明会10回、その他採用イベント出展15回、施設見学会65
回、ボランティア体験会９回（2019年度新規）、ホームページ
のリニューアル

【内定者辞退防止】
・Ｉｎｓｔａｇｒａｍの活用及び内定者向けメールマガジンの発行、
内定者交流会２回

【採用制度・選考】
・正規職員採用機会３回、２月から募集活動開始（募集開始
は４月）

離職防止策の検討・実施 ・離職防止策の実施（人材育
成、相談しやすい職場づくり、
メンタルヘルス対策など）
・人材不足を理由とした離職防
止のための人材確保対策の
充実（離職理由の多くが人材
不足に起因すると想定される
ため、上記「人材確保対策の
充実」の取組事項を離職防止
対策の一環として位置づけて
実施）

・離職理由等調査を継続実施
・ＯＪＴ推進担当者やチューターの配置、メンタルヘルス研修、
資格取得への財政支援等を実施
・職員の給料面での処遇改善に関する検討を実施
・施設の全職員を対象にアンケートを実施（1,225人回答）
・上記「人材確保対策の充実」を離職防止対策の一環として
位置づけて実施
・人材育成方針検討部会の開催（４回）

新任職員の早期戦力化に向
けた育成強化

・障害・養護施設の支援員とし
ての心構えを学ぶ事前勉強会
の実施
・新任研修の標準化に向けて
作成した「新任職員向け業務
の手引き」を活用した採用前
説明会の実施
・見直し後の研修の実施・検証

・事前勉強会
各１回実施、対象者109名中71名参加
・採用前説明会・新任職員研修（前期）
各１回実施、対象者137名中137名参加
・業務の手引きの活用
新任研修（前期）（後期）・1級職新任研修等で活用
・見直し後の研修の実施・検証

中堅職員の育成強化 ・見直し後の研修の実施・検証
・都との相互派遣研修の充実
の検討・実施、民間施設から
の研修等の受入れの検討等

・見直し後の研修体系での研修を実施
【新任・昇任時研修】
新任契約
新任１級職
内部選考１級職
昇任２級職
昇任サブマネージャー
昇任マネージャー

【現任研修】
１級職員
２級職員
サブマネージャー
マネージャー

・人材育成方針を改訂し、更なる研修体系の一部見直しの実
施

・都との相互派遣研修の充実の検討のため、都との打合せへ
の参加（３回）

法人・施設経営の中核を担う
職員の育成と登用

・組織のリーダーとしてマネジ
メント力を発揮できる人材の育
成
・他法人が運営する施設への
派遣研修の実施

・マネージャー、サブマネージャーを対象にマネジメント力を発
揮できるようスキルを学ぶ研修（現任研修）を実施
・他県事業団への派遣研修を実施（11月20日）

経営組織のガバナンスの強化 ・規程などの整備（2018年度完
了予定）
・運用開始

・規程などの整備
（2018年度完了）
・運用開始
・コンプライアンス委員会設置

組織体制の見直し（部門長・グ
ループリーダー制への移行）

・新組織による課題等の把握・
検証
・固有職員を管理職、部門長、
グループリーダーへ順次登用

・新組織による課題等の把握・検証
・部門長・グループリーダーポストのうち、45.5％に固有職員を
登用（2020年4月1日時点。77人中35人）

ＩＴ環境の整備・統一化 ・法人全体での端末の統一に
向けた調整
・サーバーの一元管理に向け
た整理
・事業団ホームページのリ
ニューアル（本部（職員採用
（再掲）を含む）及び全12施設
分の仕様統一、一括管理化）

・各施設で管理しているデータを法人全体のファイルサー
バーへ移行し、データの統合を図るため、ファイルサーバーを
新設
・Windows10アップデート制御等のため、資産管理ソフトを全
端末に導入
・事業団ホームページのリニューアル
・パワースーツの導入

自主財源の確保 ・自主運営施設２施設におけ
る更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、
計画的に施設整備経費等を積
み立てる。

【決算見込】
・日野療護園
介護給付費
18百万円（6.0％）の収入増
（対2019年度予算比）
・希望の郷
介護給付費
18百万円（3.5％）の収入増
（対2019年度予算比）

① 危機的な人
材不足への
対応と人材
育成の一層
の強化

支援技術の
継承と将来
の法人・施
設経営を担
う人材確
保・育成に
向けた取組
強化

　事業団が都立施設の運営を通じて培ってきた
支援技術を確実に継承し、将来にわたり質の高
いサービスを提供し続けていくために必要な人材
を確保するとともに、今後、法人や施設の経営を
担っていくことのできる人材の育成が進んでい
る。
・採用ＰＲ事業の充実等により、安定的な施設運
営が可能な人材を確保できている。
・働きやすい職場環境の整備を進め、固有職員
（福祉職）の離職率11.7％以下を維持
・各棟・寮で中核となる職員が育っている。
・管理監督層職員に占める固有職員の割合
18.9％（2017年度）⇒40.0％（2020年度）

・採用については、福祉人材の確保が年々厳しさ
を増す中、ＰＲ活動や内定者辞退防止の充実・強
化に取り組んだことにより、交代制勤務が前提の
職場でありながら、139人の申込みを受け付け、
73人を新規採用者とすることができた。また、離
職防止については、全職員へのアンケート調査
の実施など、働きやすい職場環境の整備に取り
組んだ。
・新任職員の早期戦力化に向け、2018年度に作
成した「業務の手引き」を活用するなど、新任職
員の育成に取り組むとともに、中堅職員の育成
強化では、見直した研修体系の下で、支援技術
を確実に継承できるよう努め、2年目以降の若手
職員に向けた新たな研修の創設も行った。
・マネージャー・サブマネージャーの人材育成策
を更に充実させ、事業団の中核を担う職員の育
成と登用を進めていく。

② 社会福祉法
人としての
運営基盤の
強化

団体自己評価

　【人材確保・離職防止】
・採用については、福祉人材の確保が年々厳しさを増し、競合する保育分野では待機
児童解消のため好待遇の求人が散見される状況の中で、ＰＲ活動や内定者辞退防止
の充実・強化に取り組んだことにより、73人の新規採用者を確保することができた。

※2019年度東京都有効求人倍率
介護関連：6.84倍
全職業　 ：1.88倍

・離職防止については、ＯＪＴ推進担当者やチューターの配置、メンタルヘルス研修、資
格取得への財政支援、全員アンケートとその結果についての意見交換会等、働きやす
い職場環境の整備に取り組んだ結果、事業団固有職員の離職率は、民間の介護職の
離職率を下回る13.3％となった。
※離職率比較

民間の介護職：16.2％（2018年度調査）
事業団　　　 　：13.3％（2019年度）

・必要な人材の確保に向けて、より一層、人材確保対策の充実、離職防止に取り組ん
でいく。

【人材育成】
・2018年度に引き続き、新規採用者の早期戦力化に向け、採用内定者向けの事前勉
強会の開催や「業務の手引き」を活用した研修を行うことができた。
・2018年度見直しを行った研修体系に基づき、職層別の研修を行い、職層ごとに必要な
知識の付与や意識付けを行った。
・これらの取組により、管理監督職層の登用も進み、管理監督職層に占める固有職員
の割合を33.7％（2019年度当初）から37.8％（2020年度当初）へと上昇させた。
・これまでの取組結果を検証し、必要に応じて更なる改善を行う等、人材育成策をさら
に充実させ、事業団の中核を担う職員の育成と登用を進めていく。
・福祉人材育成のフィールドとして都立児童相談所との相互派遣研修を充実させるため
の検討を行い、2020年度の研修計画に活かすことができた。

【組織運営体制】
・内部管理体制については、2018年度から運用段階に入っており、規程に沿った運用
を実施するとともに、外部弁護士を交えたコンプライアンス委員会を設置することができ
た。
・組織体制については、全ての施設で部門長・グループリーダー制を導入するとともに、
固有職員の部門長・グループリーダーへの登用を進め、部門長・グループリーダーに占
める固有職員の割合は、41.6％（2019年度当初）から45.5％（2020年度当初（77人中35
人））に大幅に引き上げることができた。引き続き、固有職員の登用を進めていく。
・ＩＣＴ環境の整備・統一化については、法人全体用のファイルサーバの導入に加え、端
末の統一に向けて、端末管理用のソフトの運用を開始する等、ハード・ソフト両面の整
備を進めた。
・事業団ホームページのリニューアルを行い、統一感を出すとともに、編集作業の簡素
化等の業務の効率化にもつなげた。
・次世代介護機器（介護ロボットなど）の導入により、身体面での負担も軽減することが
できた。
・都と調整し、都新規事業の実証実験の場を提供することになった。

【財務基盤】
・自主財源の確保については、自主運営施設における収入増、経費削減に取り組み、
10月に開始された特定処遇改善加算を含め、現在取得可能な加算は全て取得してい
る。それを受け、2施設合わせて対予算比で約3600万円、2018年度比で約2000万円の
収入増となった。
・コンサルティングを受けたことを、今後の日野療護園の改築後の運営検討に活かして
いく。

法人運営体
制の基盤強
化

　将来にわたって安定的な法人・施設の経営を確
保し、質の高いサービスを提供し続けられる組織
運営体制、財務基盤の確立に向けた取組が進ん
でいる。
・社会福祉法人としての内部管理体制・組織体制
が整備されている。
・ＩＴ環境の統一化に向けた整備が進行している。
・自主運営施設において必要な積立金が計画的
に積み立てられている。

・社会福祉法人としての内部管理体制・組織体制
の整備が完了したので、着実に実施するととも
に、更なるコーポレートガバナンス強化に取り組
み、コンプライアンス委員会を設置した。
・ＩＴ環境の統一化に向けた整備を実施するととも
に、業務を効率化し、働き方改革を進めるための
コンサルティングを実施した。
・自主運営施設における必要な積立金を計画的
に積み立て、自主財源の確保に努めた。

4
5



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：社会福祉法人　東京都社会福祉事業団　（所管局：福祉保健局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

専門的なケアが提供できる体
制の充実

・医療的ケアを提供できる福祉
職の拡充（喀痰吸引等研修を
16人受講）
・強度行動障害のある利用者
に専門的支援が提供できる職
員の拡充（強度行動障害支援
者養成研修を28人受講）

・喀痰吸引等研修13人受講
・強度行動障害支援者養成研修54人受講

連携型専門ケア機能モデル事
業の検証と充実

・事業の検証・課題把握とそれ
を踏まえたモデル事業の総括

・事業の検証・課題把握のため、都が立ち上げた検討会に参
加（開催回数５回）
・教育関係者との連絡協議会の実施（開催回数１回）
・復帰した施設への訪問や電話連絡を月１回実施

児童養護施設退所児童のアフ
ターケアの充実

・退所（予定）児童の状況を踏
まえて計画的なアフターケアを
引き続き実施
・前年度の状況を踏まえ、各園
でアフターケアに繋がる取組を
充実

・アフターケア実施率67.5%（388人実施）

障害児者施設の地域移行支
援の充実

・重度の障害に対応できるグ
ループホーム設置の促進　（新
規１か所開設）

・障害児者施設からの地域移行者数19人
・グループホームのユニット１か所新設

希望の郷東村山の整備に伴う
通所・短期入所の拡充

・通所（生活介護）定員30人
（2017年度から10人増）

・通所（生活介護）
定員30人（４月１日から）

東村山福祉園の改築に伴う通
所の充実に向けた検討

・本設施設への移行（2022年
度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サービ
スを検討

・地域の障害児向けの新たな通所サービスの検討ＰＴの開催
（３回）

日野療護園改築に伴う通所・
短期入所の拡充に向けた検討

・基本設計
・通所・短期入所等の拡充後
の具体的な支援内容、必要な
施設設備について検討

・自主運営施設の経営状況分析のためのコンサルティングの
実施（2019年５月末）
・改築の基本計画の検討会を開催（開催回数7回）

⑤ 既存の施設
のあり方の
検討

都立施設の
あり方の見
直しへの対
応

　事業団が、都立施設や民間移譲先運営事業者
として、将来にわたり施設を安定的に運営してい
くための中長期的な計画が確立されている。
・都立施設のあり方の検討状況を受けて、事業
団としての施設の適正規模・支援体制等の検討
が進んでいる。

・都における都立施設のあり方の検討の場に参
加し、職員確保や施設管理の実態を踏まえた意
見を述べる等、運営事業者としての役割を果たし
た。
・中長期的な計画である第Ⅱ期中期経営計画を
策定した。

事業団運営施設のあり方の検
討

・事業団として施設の適正規
模・支援体制等の検討を進
め、第Ⅱ期中期経営計画に反
映する。

・都立施設のあり方に係る都との打合せに参加（３回）
・個別施設に係る都との打合せに参加（13回）
・経営方針検討委員会の立ち上げ、開催）（３回）
・中期経営計画検討部会及び人材育成方針検討部会の実施
（各４回）

D

＜戦略① 支援技術の継承と将来の法人・施設経営を担う人材確保・育成に向けた取組強化＞
　全業種と比べ介護関連の有効求人倍率が高い中、採用ＰＲ事業の充実等により73人の新規採用者を確保したことや、働きやすい職場環境整備による離職防止対策の実施により民間の介護職の離職率を下回る13.3％を維持していることは評価できる。
  また、「業務の手引き」を活用した研修を行ったことや、管理監督職層に占める固有職員の割合を引き上げた（33.7%（2019年度当初）→37.8%（2020年度当初））ことも、支援技術の確実な承継や人材育成の観点から評価できる。

＜戦略②　法人運営体制の基盤強化＞
　法人の運営体制の基盤強化に向け、部門長・グループリーダーに占める固有職員の割合を41.6％（2019年度当初）から45.5%（2020年度当初）に大幅に上昇させている。
  また、ＩＣＴ環境の整備・統一化、事務の効率化なども着実に取組が進んでいる。さらに、自主運営施設の収入増・経費削減に積極的に取り組むなどの経営努力を行い、2018年度を上回る収入を確保したことは、高く評価できる。

＜戦略③　利用者のニーズに対応した専門的支援を提供する体制の強化＞
　強度行動障害支援者養成研修の受講者数やグループホームのユニット増設等による障害児者施設からの地域生活移行については、計画値を上回った実績を残している。さらに、連携型専門ケア機能モデル事業についても着実に連携施設数を伸ばすとともに、児童養護施設退所児童のアフターケアについても、実質的な対象者全員に対して支
援を実施する等、いずれの取組も大きく前進している。事業団全体の経営努力に加え現場職員の継続した努力が見え、高く評価できる。

＜戦略④　地域生活を支えるサービスの充実＞
　希望の郷東村山の通所（生活介護）については、2018年度に引き続き定員を５人増を行い、運営することで延べ利用者数も増加している。東村山福祉園については、短期入所の延べ利用者数は、3,251人と大幅に増加しており、両園ともに十分に具体的成果を上げていると評価できる。
  また、日野療護園では経営的な観点から運営のコンサルティングを実施し、収支計画の見直し等、改築に向けた検討を着実に進めるなど、団体の経営努力により取組が進んでおり、高く評価できる。

＜戦略⑤　都立施設のあり方の見直しへの対応＞
　都立施設のあり方の見直しという大きな課題に対し、職員確保や施設管理の実態を踏まえた意見を述べる等、運営事業者としての役割を確実に果たしていると評価できる。さらに今後10年の中長期経営目標を決めるとともに、5年間の中で取り組むべきアクションを具体的に定め、経営目標の実現に向けて邁進する体制を構築したことも評価でき
る。

＜定性評価＞
　上記以外の取組として、都外の施設では、令和元年9月の台風15号被災時にＢＣＰに基づく備蓄や避難誘導等により的確な災害対応を行い、施設運営への影響を最小限にとどめている。
  また、新型コロナウイルス感染症に対する対応についても組織的に徹底した感染防止対策に取り組んだことで、感染者ゼロに押さえ込んでいる。このように、特別な支援が必要な利用者の受入れを行うというセーフティネットとしての公的役割を十分に果たしており、非常に高く評価できる。一方、利用者の支援に関し重大な問題が発生したことに対
し、第三者を主体とする事故検証委員会を設置し、原因の検証及び再発防止策の検討を行っているところである。今後は新たな再発防止策を徹底し、重大な問題の発生防止に努めることが求められる。

　以上のことから、「３年後の到達目標」に向け、全ての戦略及び戦略以外の取組について、成果を上げていることを高く評価する。今後は重大事故の再発防止に努めるとともに、児童養護・障害児（者）支援に関し、高い専門性を発揮するプロフェッショナル集団として、福祉の向上に貢献することを期待している。

一次評価（所管局評価）

④ 地域の支援
ニーズへの
対応

地域生活を
支えるサー
ビスの充実

　各施設が地域の社会資源として地域の福祉
ニーズに的確に対応し、地域で支援を必要とする
住民を対象としたサービスを充実することで、地
域福祉の向上に寄与している。
・施設整備等の機会に地域生活を支えるサービ
ス（通所・短期入所等）を拡充している。

・自主運営施設である希望の郷東村山は、開設
後、計画通り通所・短期入所の拡充を実施した。
・東村山福祉園は、計画通り仮設移転を実施し、
本設移転に向けて通所サービスの検討を進め
た。
・日野療護園は、財務基盤の強化をしながら、地
球環境への配慮などＳＤＧｓの取組に準拠した施
設改築の検討を進めた。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、支援技術の継承と将来の法人・施設経営を担う人材確保・育成に向けた取組強化については、積極的に大学・専門学校等への訪問PRなど人材確保策の充実を図るほか、人材育成に向け各層の職員研修も強化するなど、大きく取組が進捗している。また、法人運営体制の基盤強化
については、IT環境の着実な整備、自主財源の確保など、取組が進捗している。さらに、利用者のニーズに対応した専門的支援を提供する体制の強化についても、研修体制を充実させることで専門的なケアを提供するなど、大きく取組が進捗している。その他、都施設のあり方の見直しへの対応については、検討の場にお
いて職員確保や施設管理について、実態を踏まえた意見を述べるなど、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗し、総じて団体として一定の成果を上げており、引き続き、都の社会的養護におけるセーフティネットとしての役割を果たすとともに、今後は、人材不足への対応や職員の負担軽減を図るためのICT活用やDXの取組について、大学や
他施設と連携しながら進めていくなど、都の施設として、他の同種施設に対しベストプラクティスを示すことが期待される。

　一方で、昨年度に発生した利用者支援に関する事故は、団体の本来業務における重大事故である。加えて、複数年にわたり連続して事故が発生している状況を重く受け止め、抜本的な対策を打ち出すなど組織を挙げて対策を検討し、コンプライアンス強化及び再発防止のための取組を徹底されたい。

・日野療護園の喀痰吸引等研修については、看護師の配置等、受講体制の整備を行
い、計画通り受講させることができた。

・強度行動障害支援者研修については、目標の28人を超える54人受講修了しており、
専門的なケアが提供できる体制の整備を進めた。

・連携型専門ケア機能モデル事業については、継続した効果検証を活かし、教育関係
者と相談を重ね、取組を強化した。事業開始以降延べ18施設（2019年度は新たに７施
設）と連携して児童の復帰を支援した。引き続き、原籍施設及び教育関係者と東京都と
連携して児童の復帰を支援していく。

・児童養護施設退所児童のアフターケアについては、2018年度に引き続き、対象児童
の状況把握に努め、アフターケアが実施可能なすべての児童に対する支援を実施する
成果を上げることができた。
・退所児童が園と取りやすい環境づくりに努め、退所児童が自立した生活を営むことが
できるよう取り組んだ。

・4月1日に重度の障害に対応した女性専用ユニットの開設を行い、より幅広いニーズに
応じた地域移行の受入れ体制が整備できた。

・地域移行が可能な利用者について、保護者・家族の理解を得ながら支援に取り組ん
だことにより、計画（３年間で43人、１年あたり約14人）を超える19人の地域移行を進め
ることができた。

・希望の郷東村山の通所（生活介護）については、2018年度に引き続きさらに5人の定
員増を行い、延べ利用者数も増加した。
・短期入所について、頻繁に利用していた利用者の施設入所したこと及び新型コロナウ
イルス感染拡大の影響で1月以降の利用者が減少してしまったことで、計画達成率は
68％に留まった。
・新型コロナウイルスの感染拡大を受け、早い段階から面会や外出・外泊の制限、通所
や短期入所の利用時の体調確認や手指消毒といった感染防止措置を徹底して行い、
利用者及び職員の感染者を出すことなく運営を行った。

・東村山福祉園については、現在も仮設建物での運営を行っている。なお、短期入所の
定員は2018年度に引き続き8人だが、延べ利用者数は3,251人と増加している。（2018
年度比179.7％）

・日野療護園については、５月末に経営的な観点から運営のコンサルティングを実施
し、建物の配置案や、長期的な収支計画の見直し等、改築に向けた検討を着実に進め
た。

・都における都立施設のあり方の検討の場に参加し、職員確保や施設管理の実態を踏
まえた意見を述べる等、運営事業者としての役割を果たした。
・第Ⅱ期中期経営計画において今後10年の中長期経営目標を決めるとともに、５年間
の中で取り組むべきアクションを具体的に定め、経営目標の実現に向けて邁進する体
制を構築することができた。

③ 専門的な支
援を提供で
きる体制の
強化

利用者の
ニーズに対
応した専門
的支援を提
供する体制
の強化

　特別な支援が必要な利用者を積極的に受け入
れ、利用者のニーズに的確に対応しサービスの
充実を図るため、各施設の状況や特長に応じた
専門的支援の提供体制の整備が進んでいる。
・医療職以外にも医療的ケアに対応できる職員
の育成を強化する等により専門的支援の体制の
整備が進んでいる。
・連携型専門ケア機能モデル事業において連携
して児童の復帰を支援した施設の数の拡大　事
業開始から延べ17施設
・児童養護施設退所児童に対して、自立した生活
を営むことができるよう支援する取組の充実が図
られている。
・グループホームの増設等による障害児者施設
からの地域生活移行　３年間で43人

・医療職以外にも医療的ケアに対応できる職員
の育成を強化する等により専門的支援の体制の
整備を計画的に進めている。
・連携型専門ケア機能モデル事業において原籍
施設への児童の復帰を支援し、効果検証を継続
している。
・児童養護施設退所児童に対して、自立支援担
当者が中心となって、工夫しながら環境を作り、
様々な形でアフターケアを実施した。
・グループホームの増設等により障害児者施設
からの地域生活移行を計画的に実施している
（2018年度から２年間で延べ42人）。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都保健医療公社　（所管局：病院経営本部） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

・放射線画像管理システムの保守委託契約の見直しにより約150万円
（2019年度の契約実績額に対し1.4％）を削減

・CT・MRI等の保守委託契約の見直しにより約230万円（対象機器の過去
の契約実績額に対し1.07％）を削減

・電力契約の見直しにより、2019年度は約6,500万円削減（従来の電力契
約に対し10.3％）した。

・コピー用紙、トナー等の契約を見直し、2020年度契約において契約額を
約30万円（2019年度の契約実績額等に対し1.6％）削減した。
・医療機器（除細動器）の包括契約を試行し、約100万円削減(従来価格よ
り6.6％)した。

・医薬品の共同購入の推進や契約交渉により約2,700万（年度当初契約実
績額に対し0.72％）円削減

・後発医薬品の導入促進により、後発医薬品シェアを92.9％に拡大

・契約交渉権獲得入札を導入し、約2,500万円（入札額に対し0.83％）削減

・単価遡及適用契約を導入し、約2,130万円（契約額に対し0.34％）削減

・事務職員の業務を蓄積する「しごとデータベース」を作成し、「問題点」と
「改善」についてナレッジとして共有

・病院運営に有益な病院独自の取組を、会議を通じて公社全体へ展開

・看護職員合同研修の実施（１４研修）

・都立、公社、病院経営本部それぞれが開催する講演会等への相互参加
（４回）

・東京都が主催する職種ごとの研修への参加

・都立病院との連携施策の企画に向けた調整

・スマホ決済サービスの試験導入及びタブレット端末を利用したペーパー
レス会議及びWEB会議の導入

・政策連携団体改革の実施方針に対応した内部統制システムの検討、整
備

・2020大会開催に伴う諸課題への対応方針を検討するため、「東京２０２０
オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた東京都保健医療公社準備
委員会」を設置・開催

・公社6病院で、都が進める外国人患者受入環境の整備を実施

・三宅島、新島村、利島村へ医師派遣を実施

・東部地域病院、多摩北部医療センターでの病児・病後児保育室の運営

柔軟な人員の運用 医師の新たな人員管理手法について運用方
法を検討し実施していくとともに、その実施状
況等も踏まえ、より効果的な事業運営が可能と
なるよう手法等を検討

・柔軟な人員管理手法の運用を開始

・経営改善意見交換会における課題の進捗管理や病院ベストプラクティス
の共有による会議体の機能強化により、経営企画機能を強化

・改善した経営目標及びSWOT分析を基にしたSWOT目標による経営管理
の実施

・収支改善に向けた目標を掲示し、公社全体で取組を推進したが、全病院
合計で赤字化

・各病院の経営努力に基づき備品購入経費等を配分する病院業績評価制
度の実施

・業績評価項目の一部見直し及び目標設定に対する実績による業績配分
の検討

団体自己評価

○地域医療確保事業会計医業収支比率 　2019年度実績：87.2％
・医業収支比率に関しては、他の戦略における連携医との医療連携の強
化等の取組を通じ新入院患者数が前年度より増加し、医業収入が前年度
対比で約1,800万円増加した。また、支出に関しても電気料金の包括契約
等のスケールメリットを生かした契約手法の導入や医薬品の共同購入の
推進などに取り組んだことでコスト削減を図った。しかし、一部病院での医
師退職や新型コロナウイルス感染拡大への対応等により収入が減少した
ことと併せ、GW10連休間の診療対応による人件費等や消費税増税による
支出の増加により、2019年度の地域医療確保事業会計医業収支比率
は、87.2％となった。
2020年度は、新型コロナウイルス感染症への対応に全力を注いでおり、
経営は厳しい状況にあるが、早急に収支改善が必須の状況と認識してお
り、経費削減の取組を強化するなど、経営改善に努めていく。

○後発医薬品シェア⇒2019年度実績 　92.9％
・後発医薬品シェアについては、共同購入や医薬品フォーミュラリーの導
入等により、2019年度目標値の87％を大きく超える92.9％となり、後発医
薬品の導入促進と医薬品購入品目の標準化に取り組んだ成果が表れた。
【参考】

経常収益に占める都財政受入額の割合：2019年度実績：17.6％

○地域医療確保事業会計経常収支比率
　2019年度実績：98.7％

・経常収支比率については、収支改善の具体的な目標のもと、収入確保
や経費削減などの支出削減に取り組んできたが、新型コロナウイルス感
染拡大への対応等により収入が減少したことと併せ、GW10連休間の診療
対応による人件費等や消費税増税による支出の増加により、資金収支は
約7億円の赤字となり、2019年度実績は98.7％となった。2020年度は、新
型コロナウイルス感染症への対応に全力を注いでおり、経営は厳しい状
況にあるが、早急に収支改善が必須の状況と認識しており、経費削減の
取組を強化するなど、経営改善に努めていく。

・柔軟な人員の運用は、医師の柔軟な人員管理手法を導入し、医師6名を
採用した結果、収支改善効果が得られた。今後も制度の活用により効果
的な医師の配置を行うことで、収入を増やし収支改善を図っていく。

・経営管理体制の整備として、新たな経営目標やSWOT目標による進捗管
理を行い、効果的な経営管理に取り組んだ。また、経営目標の達成状況
を基にした効果的な業績評価配分について、業績配分制度を見直し、実
施した。

・会議体の機能強化などによる経営改善に向
けた経営企画機能の強化
・効果的な指標の設定

経営管理の体制整備

スケールメ
リットを生か
した経営

病院業績評価制度の導
入

試行結果を踏まえた評価制度の運用

病院間の効
率的な経営
情報の共有

① スケールメリット等を生
かした契約手法の導入

・放射線機器保守委託の一括契約対象の拡大
や電力供給契約の一括契約の実施
・後発医薬品の数量シェアだけではなく金額
シェアも調査
・医薬品ベンチマークお活用や購入品目の標
準化の検討
・本格実施に向けた契約交渉権獲得入札の試
行実施

経営ノウハウの蓄積に
向けた仕組みの構築

人材育成の推進 2019年度の実施内容を踏まえた、さらなる合
同研修の充実に向けた内容の精査

・情報の更新、運用改善
・より効果的な共有方法の検討

都施策協力に向けた企
画力の強化

・分析結果に基づき、連携施策の企画・調整を
実施
・ペーパーレス化・キャッシュレス化の推進
・東京2020大会の医療サービス提供体制への
スタッフ派遣の調整
・外国人患者受入環境の整備（ＪＭＩＰ認定　累
計６病院）

・ 新入院患者数の確保やコスト削減
に努め、地域医療確保事業会計医業
収支比率の向上（2016年度89.6％→
2020年度90.8％（＋1.2ポイント））
・ 後発医薬品の導入促進と医薬品購
入品目の標準化
（後発医薬品の数量シェア目標　2018
年度85％、2019年度87％、2020年度
92％）

・ 経営については、昨年度末に経営管理体制
について見直しを図り、年度当初から年間を通
じた「目標を見据えた経営」を実施したが、一部
病院での医師退職や新型コロナウイルス感染
拡大への対応等により収入が減少したことと併
せ、GW10連休間の診療対応による人件費等や
消費税増税による支出の増加により、地域医療
確保事業会計医業収支比率は年間87.2％と
なった。
　　2020年度も引き続き、新型コロナウイルス感
染症への対応に全力を注いでおり、経営は厳し
い状況にあるが、早急に収支改善が必須の状
況と認識しており、経費削減の取組を強化する
など、経営改善に努めていく。
・ 後発医薬品の導入促進と医薬品購入品目
の標準化を進め、後発医薬品の数量シェアは、
92.9％となった。

② 迅速な経営
判断を可能
とする仕組
みの整備

より効率的
な運営のあ
り方の検
討・実施

・ 経営効率化の取組により収支改善
に努め、地域医療確保事業会計経常
収支比率の向上
（2017年度100.7％→2020年度101.4％
（＋0.7ポイント））
・ 柔軟な人員の運用
・ 経営改善に向けた効果的な経営管
理体制や業績評価制度の整備・運用

・ 経営については、昨年度末に経営管理体制
について見直しを図り、年度当初から年間を通
じた「目標を見据えた経営」を実施したが、一部
病院での医師退職や新型コロナウイルス感染
拡大への対応等により収入が減少したことと併
せ、GW10連休間の診療対応による人件費等や
消費税増税による支出の増加により、地域医療
確保事業会計経常収支比率は98.7％となった。
　　2020年度も引き続き、新型コロナウイルス感
染症への対応に全力を注いでおり、経営は厳し
い状況にあるが、早急に収支改善が必須の状
況と認識しており、経費削減の取組を強化する
など、経営改善に努めていく。
・ 柔軟な人員の運用を利用し、4月1日より6名
の医師を採用し、該当診療科の入院・外来実績
が向上した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都保健医療公社　（所管局：病院経営本部） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

・研修受講者3名、受講修了者3名。人材の活用方法・特定行為研修受講
に関する講演会を実施

・特定行為研修に必要となる手順書の作成及び特定行為を行う際の手順
書の作成

・事務職向けの研修を継続実施（８研修）

・医事研修の充実

・職員のデータ分析能力の向上を目指した大学員派遣研修の修了及び経
営分析調査分科会の実施

・計画的かつ効果的な新規採用者の配置を目指す配置方針の試行

・事務職活性化を加速させるための固有職員のキャリアパス案作成や意
識調査を実施

・チューター制度の試行開始及び制度の効果向上に向けた取組の推進

・管理職候補者研修の実施形態の見直し
・管理職候補者研修の実施（4回）

・放射線科都立病院派遣研修の実施

・看護師の施設間派遣研修（１２名）及び看護部合同研修（６回）を実施

資格取得支援や自己啓
発支援の実施

職種の特性に応じた資格取得支援や自己啓
発支援の実施

・資格支援取得の充実を図るとともに、職員への資格取得を促進

・「医師事務作業補助者の活用の手引き」の案を作成

・「看護チームにおける看護職と看護補助者の協働、看護補助業務のあり
方に関するガイドライン」を作成

短時間勤務制度等柔軟
で多様な働き方を可能
とする環境の整備

効果的な制度の運用 ・子どもの看護休暇取得制度の柔軟な対応について検討、整備

・退院支援カンファレンスの実施（退院時共同指導料２算定479件、介護指
導料算定1,167件）及び研修・講演会等の技術支援の実施（206回）

・地域のニーズに合わせた認定看護師等による指導・相談の実施

・救急隊との意見交換会等を通じ、80.2％の救急応需率を達成したほか、
多摩南部地域病院において病院救急車を導入

・総合診療医の配置等、柔軟な人員配置による救急受入体制整備の実施

・病棟看護師の退院前・退院後訪問への参加の促進

・訪問看護ステーション向けセミナーや認定看護師による交流会・交流研
修の実施

・地域との交流症例検討会の開催

・認定看護師の出張研修・出張学習会の開催

・連絡会の開催を通じた情報交換の実施

・在宅医療関係者との会議への参加

・介護施設等のスタッフに対する研修会の企画、開催

・入退院支援加算算定実績：大久保病院1,411件、豊島病院2,420件
・相談件数：大久保病院30,890件、豊島病院49,644件

・試行の検証及び調整の実施

・栄養情報提供書作成の技術習得に向けた講習会の開催

・栄養講習会の実施（１５回）や在宅医療や介護に関わる管理栄養士の研
修受入（２名）

・栄養情報提供書の発行数　453件

・入院前から退院を視野に入れた入退院支援の実施（14,803件）

・公社運営を担う人材の確保・育成として、管理職候補者研修や看護師の
施設間研修を通じて公社固有職員の管理職育成に取り組むとともに、資
格取得・自己啓発支援などにより、職員の専門性向上に着実に取り組ん
だ。

○特定行為に係る看護師
　2019年度実績：3病院各1名が受講修了

・2019年度は、特定行為に係る看護師の研修を3病院で行うとともに、外
部講師を招聘して人材活用の講演会を実施し、在宅を含む医療現場にお
いて高度な臨床実践能力を発揮できるよう環境整備を推進した。

・事務職活性化プロジェクトを通じて、事務職員のキャリアパス案の作成、
チューター制度の試行運用、事務職活性化を加速させるための意識調査
を実施し、公社の持つ公的な使命の遂行や病院運営の安定化に向けて
職員を育成する体制を整えた。

○退院時共同指導料２算定
　2019年度実績：479件

○介護支援等連携指導料算定
　2019年度実績：1,167件

・公社がこれまで培ってきた医療連携のノウハウを活用して、介護等の保
健・福祉を含めた連携を進め、区市が進める地域包括ケアシステムの構
築に貢献していくため、コンサルテーションの実施や認定看護師による研
修会の開催や指導・相談のほか、訪問看護ステーション向けのセミナー等
による技術支援を行うなど、公社病院が有する知識を地域にフィードバッ
クし、在宅移行支援を引き続き推進した。

・救急隊との意見交換や消防署訪問を通じたニーズ把握等に基づき、積
極的な救急受入れに努めた結果、救急応需率は2018年度の79.2％を上
回る80.2％を達成し、在宅療養患者の急性増悪時の受入れを含めた救急
の円滑な受入れ体制の整備を着実に推進した。

・総合診療医については、多摩南部地域病院、大久保病院、多摩北部地
域医療センターにおける導入の成果を踏まえながら、公社全体での展開
について検討を行っていく。

・ 公社がこれまで培ってきた医療連携のノウハ
ウを活用して、介護等の保健・福祉を含めた連
携を行い、介護支援等連携指導料を1,167件
（前年度対比+16件）、退院時共同指導料２を
479件(前年度対比+18件)算定した。
・ 消防署との連携を進め、ニースに応じた受入
体制の強化や、新たに１病院で総合診療医っを
配置するなど救急体制強化を図った。

・栄養情報提供書による情報提供の推進
・各病院で作成している情報提供書の流れや
様式及びその他の地域連携の取組に関する、
病院間での交流研修の実施

栄養管理分野での協
力・連携

急性増悪時の積極的な
受入れを含めた救急体
制の整備

・救急受入の運用や体制の改善や、合併症に
対応可能な透析設備の整備検討
・総合診療能力を有した医師や臨床工学技
士、認知症認定看護師等の専門職の配置検
討及び、全病院での日本病院総合診療医学会
認定施設の指定に向けた検討
・特定行為研修を修了した看護の活用検討

・２病院での試行の継続及び実績の検証
・地域の状況に応じた体制のあり方を検討

患者支援センターの充
実強化

・病棟看護師の退院前・退院後訪問への参加
の一層の促進
・認定看護師による訪問看護ステーション向け
セミナー開催にあたってのＰＲの実施
・在宅看護交流会等のＰＲの実施

訪問看護師との切れ目
のない連携の構築

・講演会や勉強会について、アンケート等を通
じた改善
・看護師による技術支援についてのＰＲの実施
・連絡会等の開催による情報共有の促進

在宅医や介護施設等へ
の支援

・地域の在宅療養関係者との会議への参加
・介護施設等のスタッフへの研修の実施

在宅医療分野の後方支
援のためのネットワーク
構築

固有職員の管理職の育
成

管理職候補者研修の充実の検討・実施
・効果的な施設間派遣研修の実施に向けた運
用調整

医師事務補助・看護助
手の活用

（必要に応じて）関係機関との調整

・退院支援カンファレンスや定期的な意見交換
会の実施や集合研修の開催
・地域ニーズ等を踏まえながら効果的な看護
師による指導・相談手法を検討（必要に応じて
体制整備）

入院前・早期から退院を
視野に入れた在宅移行
支援の推進

・受講修了者の活用開始
・新規研修受講者の派遣（２名）
・特定行為に係る看護師のより効果的な活用
に向けた検討
・各病院で必要な手順書を作成

特定行為に係る看護師
の育成

事務職員の経営スキル
の向上

計画に基づく、研修の実施

事務職員の活性化 事務職活性化による経営に資する人材の育成
に向けて、キャリアパス策定や人材育成の充
実など、具体的な方策の検討・実施

③ 公社に期待
される役割
を果たすこ
とが出来る
人材の育成

専門性を高
め、地域に
貢献できる
人材の育
成、活用

・ 公社運営を担う人材の確保・育成に
努めるとともに、確保・育成のための体
制を整備
・ 特定行為に係る看護師について、
豊島病院、大久保病院の2病院でモデ
ル的に実施し、計画的に受講修了者を
増加
　　（2020年度　各病院で１名以上受講
修了）
・ 事務職員の活性化を通じ、公社の
持つ公的な使命の遂行や病院運営の
安定化に貢献できる職員を育成すると
ともに体制を整備

・ 公社運営を担う人材の確保・育成として、各
研修を継続的に実施しつつ、適宜内容の改善
や見直しの検討を推進した。
・ 特定行為に係る看護師について、新たに３
名の受講が完了した。
・ 事務職員の活性化を目指し、キャリアパス案
を作成したほか、職員向け意識調査を実施し、
実施計画案に反映させた。

④ 地域包括ケ
アシステム
への貢献

「地域包括
ケアシステ
ム支援モデ
ル事業」の
実施

・ これまで培ってきた医療連携のノウ
ハウを活用して、介護等の保健・福祉
を含めた連携を進め、区市が進める地
域包括ケアシステムの構築に貢献して
いくため、急性期病院として公社が有
する知識等を地域にフィードバックし、
在宅移行支援を行うとともに、在宅療
養患者の急性増悪時には円滑に受入
れを行う体制を６病院で整備
　　（介護支援等連携指導料算定
2020年度1,400件）
・ 全６病院における日本病院総合診
療医学会認定施設の指定
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都保健医療公社　（所管局：病院経営本部） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

アライアンス連携の検
討・実施

・試行病院での取組状況の検証（状況によって
拡大）
・他病院での試行検討

・2018年度に連携を結んだ3医療機関に加え、新たに2医療機関と連携を
締結

・継続的な医師派遣や脳血管疾患の連携の実施

・都立、公社、病院経営本部それぞれが開催する講演会等への相互参加
（４回）

・都立病院との連携施策の企画に向けた調整

・都立病院との人事交流の実施

疾病別地域医療ネット
ワークの推進

・引き続き参画するための体制の維持（継続）
・（ニーズがあった場合には）関係機関等との
調整、体制整備及びネットワークへの参画

・引き続きＣＣＵネットワークなどの疾病別地域医療ネットワークに参加

・連携施設への積極的なＰＲ等を通じた共同利用の推進

・予約が取りやすい環境整備の実施

・地域医療機関や薬剤師会との合同研究会等の開催　6病院計88回

・院外採用薬使用動向調査・品目精査の実施

・地域フォーミュラリーの実現に向けた検討

・救急隊との意見交換会等を通じ、80.2％の救急応需率を達成したほか、
多摩南部地域病院において病院救急車を導入

・総合診療医の配置等の柔軟な人員配置による救急受入体制整備の実
施

・各病院及び公社全体における臨床指標の公開

・コメディカル部門での指標項目の決定

・各病院へのニーズ調査結果の提供

・１施設のホームページをスマートフォン対応の画面に改修

・住民向け講演会を活用したかかりつけ医制度の普及

・リーフレットを活用した効果的な病院紹介の実施

・理事会及び評議員会の議事要旨の公開

・圏域を超えて都民に提供すべき特徴ある医療や検査のＰＲ

・公社の取組をPRする「公社の事業実績」の作成

・各病院で設置目的を踏まえた運営協議会の開催

・地域医療機関に対するアンケート調査結果を報告

地域医療に関する調査
研究の充実

アンケート調査結果を踏まえ、地域に必要とさ
れる医療の提供に向けた体制の整備

・救急受入体制の運用変更や介護・福祉施設向けの公開講座・交流会を
実施

・アンケート調査の結果について東京都医師会、運営協議会にて報告

・地域医療機関に向けた研修手法の検討

・東京総合医療ネットワークの導入による患者情報の共有

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、スケールメリットを生かした経営については、単価遡及適用契約の導入等によるコスト削減に努めるほか、後発医薬品の数量シェアが2020年度の到達目標を前倒して達成するなど、取組が大きく進捗している。また、「地域包括ケアシステム支援モデル事業」の実施については、退
院支援カンファレンスの実施等による在宅移行支援を推進したほか、病院救急車の導入等により救急応需率を向上させるなど、取組が大きく進捗している。その他、専門性を高め、地域に貢献できる人材の育成、活用や医療連携の更なる推進など、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き、地域の中核病院として医療連携を推進していくとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症による医業収入の減少等が想定される中、スケールメリットを一層発揮するため、病院間の情報連携や医療機器の相互利用など、より多角的な視点から取組を検討していくことが期待される。

○紹介患者数　2019年度実績：62,455人
○逆紹介患者数　2019年度実績：69,930人

・「地域完結型」医療の実現に向け、地域医療ネットワークへの参画や共
同診療の実施などのほか、従前から実施する医療機関への訪問や地域
向けの公開講座の開催等の地道な取組を実施したが、一部病院での医
師退職や新型コロナウイルス流行の影響により、2019年度の紹介患者数
は62,455人、逆紹介患者数は69,930人となり、昨年度より実績が減少し
た。

○アライアンス連携
　2019年度実績：豊島病院において実施

・従前の共同診療等を通じた医療連携に加え、紹介・逆紹介を円滑に進め
るため、あらかじめ各自の役割を具体的に定め、相互に機能を補完するこ
とで患者により良い医療を提供していくことを目的としたアライアンス連携
について、新たに協定を締結した2医療機関を加えた5医療機関と連携体
制を構築し、地域での効率的な医療提供体制の構築に貢献した。

○新入院患者数 　2019年度実績：51,630人
・運営協議会や地域医療構想調整会議等での地域からの公社病院への
要望に対し、東部地域病院の救急受入時の利便性向上や多摩南部地域
病院における病院救急車の導入による円滑な救急受入体制の構築など、
地域ニーズの把握・対応に取り組んだ。また、積極的な救急搬送の受入
れにも取り組み、救急応需率についても前年度を上回る80.2％となった結
果、新入院患者数は2019年度実績で51,630人となり、地域において必要
とされる医療の提供を推進することができた。

○病床利用率 　2019年度実績：70.6％
・その一方で病床利用率については、医療の質向上と効率化により、在院
日数が短縮した影響により、2019年度実績で70.6％にとどまっていること
から、一層の地域の医療ニーズの把握や地域医療機関との連携強化に
努め、更なる患者獲得、病床利用率の向上を図っていく。

急性増悪時の積極的な
受入れを含めた救急体
制の整備
（再掲）

・救急受入の運用や体制の改善や、合併症に
対応可能な透析設備の整備検討
・総合診療能力を有した医師や臨床工学技
士、認知症認定看護師等の専門職の配置検
討及び、全病院での日本病院総合診療医学会
認定施設の指定に向けた検討
・特定行為研修を修了した看護師の活用検討

・データ分析結果の公表
・検討結果を踏まえた研修の開催

地域への情報のフィード
バック

・臨床指標の公開による積極的な情報発信
・医療の質に係る指標（ＱＩ）の公表に向けた仕
様・体制の準備

臨床指標及び医療の質
に係る指標（ＱＩ）の公表

情報発信の強化 ・ニーズ調査の結果を反映した情報提供の実
施
・スマートフォン未対応の施設における、改修
の検討・実施（２施設）
・ホームページでの動画の活用に向けた調整

・あり方の検討結果を踏まえた運営協議会の
開催

運営協議会の充実検討

　戦略①及び②について、医業収支比率は、目標値90.4％に対して87.2％と目標を下回る結果となった。これは、一部の病院で医師退職等による患者数の減少や新型コロナウイルス感染症患者の受入により医業収入が前年度並みに止まった一方、消費税増税やGW10連休の診療対応による人件費等の支出が増加したためである。公社では、
収支改善に向け、診療報酬の改定に即応した柔軟な人員管理手法を導入し、医師を採用した当該診療科においては収支改善効果が得られている。また、費用削減の取組として新たに契約交渉権獲得入札制度や単価遡及適用契約制度を導入し、費用削減の効果が確認できた。今後は、現在取り組んでいる収支改善の取組を継続、拡大するこ
とで更なる経営改善の推進を期待する。
　経営戦略③では、特定行為に係る看護師の育成を推進した結果、研修修了者が目標を上回る5人となった。また、事務職員の活性化プロジェクトを通じて、事務職のキャリアパス案の作成やチューター制度の試行実施を行う等、公社に期待される地域包括ケアシステムの構築に資する人材や病院運営の安定化に貢献できる人材の育成が進ん
だことを評価する。
　戦略④から⑥では、公社がこれまで培ってきた医療連携のノウハウを活用し、介護等の保健・福祉を含めた連携を進め、地域ニーズに応じたコンサルテーション等の技術支援を行うなど、在宅移行支援を推進した。また、豊島病院におけるアライアンス連携先の拡大等による、地域医療機関との連携強化に加え、各病院において消防署との連
携を進め、救急医療ニーズを把握するとともに、多摩南部地域病院で新たに病院救急車を導入し運用を開始する等、積極的な救急受入体制の確保に取り組んだ。その結果、救急応需率は前年度を上回る80.2％となり、新入院患者数は目標を上回る51,630人となるなど、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組が着実に進捗していると評価
する。
　公社病院では、令和２年１月末の武漢からのチャーター便を皮切りに、新型コロナウイルス感染症の拡大に対応し、現在、公社全６病院において、都立病院や民間病院との連携と役割分担の下、積極的な患者の受入れに努めている。
　所管局としてはコロナ感染症患者の受け入れ体制の整備により経営に大きな影響が出ることが見込まれることから、医療現場の実態に応じた柔軟な制度の構築やICTの活用などにより、コロナ感染症医療と一般診療の両立による経営改善を支援するともに、令和４年に控える地方独立行政法人化への準備を連携して行っていく。

一次評価（所管局評価）

⑥ 地域に必要
とされる医
療の提供

・ 積極的な救急受入や地域のニーズ把握等に
取り組み、新入院患者数は51,630人(前年度対
比+458人)と前年度より増加した。
・ 新入院患者数は増加したものの、一人あたり
の平均在院日数が前年より短縮したため、病床
利用率は70.6％（△1.2ｐｔ）と前年度より低下し
た。引き続き患者獲得に向けた医療機関訪問
や救急隊訪問などに一層力を入れて取り組む
ことに加え、地域のニーズを取り入れるなど、救
急受入体制の充実や、地域医療ネットワークの
推進を通じた地域医療機関との連携強化など
を行い、更なる入院患者の獲得に取り組んでい
く。

⑤ ・ 地域医療機関との連携強化に取り組んだ
が、一部病院での医師退職等により、紹介患者
数62,455人（前年度対比△3,173人）、逆紹介患
者数69,930人（前年度対比△4,160人）となっ
た。
・ アライアンス連携について、新たに協定を締
結した2医療機関を加えた5医療機関と連携体
制を構築し、地域での効率的な医療提供体制
の構築に貢献した。

・医師派遣の検討、合同カンファレンス・合同研
修の実施、人材交流の促進

都立病院との連携強化

・ニーズの把握
・共同利用機器予約システムの導入施設拡充
など共同利用の効果的な運用方法検討

共同診療、高額医療機
器の共同利用の推進

薬薬連携の強化 ・他医療機関の要望に合った講演会・勉強会
の継続開催
・院外採用薬の使用動向調査及び分析

地域の医療
ニーズに的
確に対応す
る仕組みの
構築

・地域に必要な医療を提供していくた
め、患者ニーズや医療ニーズの把握に
努め、連携医との連携強化の取組を通
じた紹介患者数の増加や救急搬送患
者数の積極的な受入れ等により、新入
院患者数を増加（新入院患者数　2016
年度50,153人→2020年度51,100人（＋
947人））
・病床利用率の向上　（2016年度
72.4％→2020年度79.5％（＋7.1ポイン
ト））

地域全体で
の効率的で
効果的な医
療提供体制
の構築

医療連携の
更なる推進

・ 急性期病院として、地域全体での効
率的で効果的な医療提供を目指す「地
域完結型」医療の実現に向け、高度急
性期や回復期、慢性期の医療機関や
地域の診療所等と連携を推進するとと
もに、都立病院との協働体制に基づく
質の高い医療提供体制を構築
　　（紹介・逆紹介の推進　　紹介患者
数：2016年度61,979人→2020年度
65,700人（＋3,721人）、逆紹介患者数：
2016年度67,113人→2020年度74,100
人（＋6,987人））
・ １病院（豊島病院）でアライアンス連
携をモデル実施すること等により、これ
まで培ってきた医療連携を更に充実強
化し、患者に切れ目のない医療提供が
可能となるよう、地域包括ケアシステム
の構築を踏まえ、効率的な医療提供体
制の構築に貢献

5
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都中小企業振興公社　（所管局：産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

利用者満足度の向上に
向けた取組

○不満足のご意見から、公社の潜在的な
課題を掘り起こす
○上記を踏まえた改善策を検討・実施

○経営層をメンバーに含んだ公社ＣＳ向上委員会を６回
実施
○満足度や事業活用実態等を把握し、事業運営の改善
に活かすため利用者満足度調査を実施し、結果を分析
（満足・計 93.5％）

中小企業のニーズ及び
シーズを把握する取組

○利用者意見等に基づいた業務改善ス
キームの検討及び実施
○システムによる利用者意見等の共有開
始
○利用者との公社事業に係るテーマ別意
見交換会実施

〇ＣＳ向上委員会において、寄せられた意見等の全文を
共有
〇新システムによる利用者意見集約の実施に向け、調
査項目等を検討
〇テーマ別意見交換会を実施

公社会員制度の見直し ○新会員制度の構築
○新会員向けのサービス開始
○新規会員獲得に向けた広報実施

〇新システムによる新会員制度運用を開始
〇新規会員獲得に向けた動画配信を実施

人材育成基本方針の見
直し

○改正後の人材育成基本方針に対する効
果検証
○人材育成基本方針の見直しの検討（必
要に応じて）

〇研修やＯＪＴなどを人材育成基本方針に沿った内容に
見直し
○研修結果の検証、ＯＪＴの進捗状況確認などを通し
て、人材育成基本方針の効果を検証

研修体系及び内容の見
直し

○現場での支援力強化に係る研修の実施
○関連資格の取得奨励（支援対象資格の
拡充）
○2019年度に実施する研修・資格取得奨
励に係る取組の検証及び内容の見直し
（必要に応じて）

○主に若手職員に対して、中小企業支援の基盤となる
多様な公社事業の知識習得、現場経験及び理解、外部
支援機関の理解・交流、専門知識の付与などを行い、支
援力の底上げを実施
○継続的に資格取得奨励を実施

研修等で培った能力の
実証機会の確保

○企業リストに基づき、経営課題の分析や
支援方針の策定など現場支援実施（10社）
○施策立案機会の確保の効果検証及び見
直し（必要に応じて）
○パイロット事業提案制度において、現場
感覚に基づいた新規事業を提案

〇中小企業のＰＲ強化を目的とした現場支援を実施（11
社）
〇公社自主事業において、職員個人が施策を提案でき
る制度を見直し
〇自主事業の新規予算要求を実施

対象別の公社認知度の
向上

○新規利用者の分析や中長期的な指針の
内容を踏まえ、重点的に認知度向上を図
る対象を明確化
○対象別の公社認知度向上のための広報
戦略の策定

○認知度把握調査を実施（「公社の名前も業務内容も
知っている」17.8％、「公社の名前は知っているが業務内
容は知らない」も含めると45.5％）
○新規利用者数1,096社
〇広報戦略の内容を検討
○公社ＣＩマニュアルの作成

情報発信ツールの見直
し

○改修後のHPによる情報発信
○デジタルデバイスを活用した情報発信の
検討

〇新システムによる情報発信を開始
〇新規会員獲得に向けた動画配信を実施

パブリシティの強化 ○関係性を構築したメディアに対する情報
提供による記事化の実現
○パブリシティの強化につながるメディアの
更なる開拓

〇自主事業における取組を通じて、メディアとの関係性
を構築（雑誌やＷＥＢ等で記事化）
〇試験的にイベントのインスタ配信などを実施

公社支援企業のプレゼ
ンスの向上

○把握した支援成果の活用方法及び効果
的な発信方法の検討

〇公社内の成果事例を一覧にし、ホームページで公開
〇中小企業表彰として、今後成長が期待される企業を表
彰

公社事業の継続的な見
直し

○棚卸後の事業体系に基づいた中小企業
支援開始
○継続的な事業見直し方法の検討

〇中長期的なテーマとして、シニア創業の実施や多摩地
域での創業支援拠点整備、事業承継の取組を実施
〇事業の見直しをしながら予算要求を実施

都と連携した支援事業
の検討

○都（商工部）と定期的な議論を行う場の
設定
○都（商工部）との議論の結果を踏まえた
都への予算要求

〇検討会を２回実施し、その中での議論を踏まえ予算要
求を実施
〇ＩｏＴ、ＡＩ、ロボットの導入支援事業など、新たな都政課
題等への対応について、都と議論をし、都への予算要求
を実施
○新型コロナウイルス感染症緊急対策に関する補正予
算を編成

中長期的な支援指針の
策定

○中長期的な支援指針検討会実施（上半
期）
○都中長期ビジョンや事業棚卸し結果を踏
まえた中長期的な支援指針を策定
○支援指針に基づいた都への予算要求

〇中長期的な支援指針を策定し、それに基づいた支援
の実施

団体自己評価

① 都内中小企
業のニーズ
やシーズの
さらなる把
握

中小企業
ニーズ及び
シーズに一
層応える公
社経営の推
進

利用者の生の声を分析した上で業務改
善を継続的に実施することにより、利用
者満足度90％以上を確保し続け、中小
企業のニーズ及びシーズに一層応えて
いくことで、都内産業の一層の底上げを
図る。

〇公社ＣＳ向上委員会を定期的に実施し、利
用者意見や苦情・要望等を共有し、各課が課
題に対する改善策を検討
〇利用者満足度調査の結果、満足度は
93.5％

○2019年度の利用者満足度の調査結果によると、公社職員の対
応やサービスに対して満足度が高く、全体としての満足度はおよそ
94％であり、2017年度、2018年度に引き続き、一定程度の評価を
維持することができた。

○また、ＣＳ向上委員会を年６回実施し、利用者意見や苦情・要望
等を共有し、各課が課題に対する改善策を検討する体制を構築す
ることができた。

○今後は、利用者満足度調査の結果分析を踏まえ、公社の潜在
的な課題を明確化し業務改善を継続的に実施するほか、改善内容
を広く周知していくことで、到達目標達成に向け、取組を実施してい
く。

② 中小企業支
援の「現場」
を担う公社
職員の育成
強化

「現場」感覚
に基づいた
中小企業支
援及び施策
立案を行う
ことができ
る職員の育
成

「現場」感覚に基づいた中小企業支援及
び施策立案を行うことができる人材を育
成する重層的なスキームを構築すること
で、公社の支援力の維持・向上を図る。
他支援機関との差別化を図るため、職
員が公社支援の特徴であるハンズオン
支援の担い手として成長できる環境を築
く。

○2019年度の公社事業の新規利用者数は1,000件を超えており、
引き続き、一定水準を維持することができた。

○また、ホームページのスマホ対応や新商品発表会の実施など、
様々な媒体を利用し、公社事業のＰＲを行うことができた。

○なお、2019年度の認知度把握調査の結果によると、「公社の名
前も業務内容も知っている」のは17.8％であり、「公社の名前は
知っているが業務内容は知らない」も含めると45.5％。公社認知度
向上のための広報施策の検討が必要である。

○今後は、認知度把握調査で収集した企業の業種ごとの情報収集
手段を分析し、公的機関からの紹介や新聞、ＳＮＳなど、様々な媒
体を使い分け、到達目標達成に向け、取組を実施していく。

○2019年度は、人材育成基本方針の改正を踏まえ、職員一人ひと
りの「中小企業を支援する力」を向上できるよう、見直しをした内容
で研修を実施した。

○また、所属組織にかかわらず企業に対する現場支援を実施する
中長期支援事業について、情報連絡会を開催し職員間で現場経
験を共有した。

○これらにより、「現場」感覚に基づいて中小企業支援ができる人
材育成の環境を築くことができた。

○今後は、人材育成に関するPDCAサイクルを確立し、不断の見直
しを実施することで、到達目標達成に向け、取組を実施していく。

④ 多様化する
中小企業
ニーズを的
確にとらえ
た施策展開

中長期的な
視点も踏ま
えた施策の
見直し

公社の今後の方向性を示す中長期的な
支援指針の策定と指針に基づく支援を
実施し、都内中小企業への戦略的な支
援を実現する。
【中長期的視点のニーズをもとに絞り込
んだ支援テーマと施策展開の例示】

○「サービス業の生産性向上」→モデ
ル企業を選択、中長期のハンズオン支
援を行うことで生産性向上を図る

○「中核人材の確保・育成」→モデル
企業を選択、人材のマッチングから育成
計画の策定と実施をハンズオン支援

○「シルバー創業」→高齢者の新規事
業に絞り込んだ創業支援の展開

〇シニア創業や事業承継など、中長期的視
点のニーズをもとに事業を実施している。

〇研修やＯＪＴなどを人材育成基本方針に
沿った内容に見直し
〇自主事業の予算要求を通じて、職員の政
策立案能力の向上を図った。

③ 公社の認知
度向上

多様な手法
を活用した
質の高い情
報の発信

公社事業の新規利用者数を1,000社確
保し、多種多様な都内中小企業への幅
広い支援を実現する。
※公社登録企業数（ネットクラブ会員数）
は19,361社（令和２年３月末現在）
【重点的に認知度向上を図る対象の例
示】

○分野　・・・　サービス業、食品関連産
業など

○課題　・・・　事業承継の課題を抱え
る中小企業、海外展開を志向している中
小企業など

〇新規利用者数は1,096社（令和２年３月末
時点）

○2019年度は、都（商工部）とも連携し、ニーズの把握や成果の検
証をするなど、公社事業の棚卸しを実施し、事業体系を整理するこ
とができ、それを踏まえた支援事業の構築ができた。

○今後は、「東京都中小企業・小規模企業振興条例」や「東京都中
小企業振興ビジョン」を踏まえ、引き続き中小企業への戦略的な支
援を実現していく。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京都中小企業振興公社　（所管局：産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

地域金融機関等との連
携

○事業承継・再生について、金融機関との
連携体制を強化し、支援を必要とする顧客
の紹介を受けるルートを構築
○連携ニーズ及び効果検証を踏まえた地
域金融機関等との新たな連携事業の検討
（支援テーマ別）

○他の中小企業支援機関（中小企業関係団体、地域金
融機関、区市町村、支援機関等）との連携事業数95件
〇事業承継・再生支援事業における、金融機関紹介に
よる新規相談案件は10機関から87件受付
〇金融機関が開催する２つの展示会に公社ブースを出
展し事業PRや相談を実施

海外展開支援に係る関
係機関との連携

○タイ、インドネシア、ベトナムの関係機関
との更なる連携強化
○ASEAN諸国の経済状況、投資環境等を
踏まえた新たな連携を検討

〇大使館と連携した企業交流会の実施
〇新たな連携の検討
○タイ周辺国（カンボジア、ラオス、ミャンマー）の投資環
境調査の実施

その他の機関との連携 ○都雇用就業部及びしごと財団と連携し、
企業巡回を通じて、人手不足に対する公的
支援メニューの活用を促進
○連携ニーズ及び効果検証を踏まえた他
機関との新たな連携事業の検討（支援テー
マ別）

〇人手不足対策プロジェクト開始
〇各事業を通じて連携ニーズを調査

社内連携の強化 ○ノウハウ「見える化」の取組の実施
○新システムの稼働

〇中長期支援のためのノウハウ「見える化」サイトを立ち
上げ、活用
〇新システムを稼働

起業家への支援の強化 ◯新たに多摩地域における創業支援拠点
の整備を検討
○ものづくり創業の関心を高めるための各
種支援策の強化
○創業形態別支援の更なる展開（シニア創
業の支援実施）
○創業後のフォローアップの充実に向けた
検討
○「TOKYO創業ステーション」運営方法の
見直しに向けた検討

○TOKYO創業ステーション利用の起業者数や事業可能
性評価事業利用後の売上計上企業数など、新事業創出
件数は167件
○立川での新たな創業支援拠点の開設に向けて検討
○シニア創業の機運醸成
○創業者の状況把握に向けた調査の実施
〇プランコンサルティング終了者261名
〇創業助成採択件数152件
〇「TOKYO創業ステーション」運営方法見直しの検討
〇多摩地域のものづくり創業支援において、一部セミ
ナーを拡充・強化

新事業展開への支援の
強化

○革新的サービスの事業化支援事業の規
模拡充
○事業化チャレンジ道場において、事業化
を促進するための社内体制構築を支援す
る新たな取組を実施
○新事業創出支援関連事業の効果検証
結果に基づく見直し

○革新的サービスの事業化支援事業の2019年度予算
規模拡充
〇事業化チャレンジ道場における、組織体制構築支援
の実施

C

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、新事業を創出するための着実な支援については、ハンズオン支援や助成金交付により、2020年度の到達目標を上回る実績を上げ、取組が大きく進捗している。また、中小企業ニーズ及びシーズに一層応える公社経営の推進については、経営層も含め
た利用者満足度の向上策検討や、利用者満足度調査の実施を通じて、改善策の具体化を図るなど、取組が進捗している。その他、中小企業支援の充実に向けた有機的な連携の強化、多様な手法を活用した質の高い情報の発信等についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。今後は、新型コロナウイルス感染症の影響等による、業種や事業者の状況に応じたニーズを踏まえた事業のメリハリの見直しや、都への政策提案
など、現場を持つ公社の強みを生かした取組が期待される。

　一方で、公社が指定管理する施設における不適切な契約手続及び情報管理に関する重大な問題が発生したことは、事業者等に都に対する信頼を損ねるものであり、原因等の分析検証の上、再発防止のための取組を徹底されたい。

○３年後の到達目標の達成に向けて、各戦略のもと、個別取組事項に着実に取り組んでいる。
○現場を有する公社の強みを活かして、現状を的確に把握、分析しながら必要な取組につなげていくことで、2019年度時点において到達すべき点に達していることは大いに評価できる。
○一方、公社が指定管理者となっている施設の運営に関し重大な問題が発生した。研修実施や再発防止のための外部専門家を交えた委員会の設置などの改善に向けた取組が進められており、今後も引き続き改善策の推進・徹底を求めていく。

戦略① 中小企業ニーズ及びシーズに一層応える公社経営の推進
　利用者満足度が高い水準を維持していることに加え、CS向上委員会で利用者の意見や苦情・要望等を共有し、改善策を検討する体制を確立している。また、経営者との意見交換会を開催し、自社の課題や公社事業への要望等を聴取するなど、ニーズを把握する取組も積極的に実施している。

戦略② 「現場」感覚に基づいた中小企業支援及び施策立案を行うことができる職員の育成
　2018年度に改正した人材育成基本方針や研修体系に基づき研修を行っているほか、職員が自身の職務外の事業も容易に提案できるよう職員提案制度の見直しを実施、新採職員の企業訪問を新たに始めるなど、３年後の到達目標の達成に向けた環境づくりを着実に進めている。

戦略③ 多様な手法を活用した質の高い情報の発信
　新規利用者数が1,096社となり、３年後の到達目標を既に達成している。HPのスマホ対応や職員自らによる動画の作成・配信、イベントにおける著名人によるインスタグラム配信の試験的導入など、多様な手法を活用した情報発信に積極的に取り組んだ結果、公社の認知度が前年度より約５ポイント向上した。

戦略④ 中長期的な視点も踏まえた施策の見直し
　事業棚卸後の事業体系に基づき、新規事業の展開等に取り組んでいるほか、中長期的な支援指針を策定するなど、３年後の到達目標の達成に向けた取組を着実に進めている。さらに、新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響を最小限に抑えるための施策にも、都と連携しながら時機を逸することなく
取り組んでいる。

戦略⑤ 中小企業支援の充実に向けた有機的な連携の強化
　地域金融機関や海外展開支援機関、東京商工会議所など他の支援機関と事業等を通じた連携を図るほか、ニーズ等を踏まえた新たな連携事業の検討も行うなど、中小企業支援の充実に向けた機関同士の連携強化に取り組み、着実に実績を積み上げている。

戦略⑥ 新事業を創出するための着実な支援
　東京発の新たなビジネスモデルの創出に向けて、多摩地域における新たな創業支援拠点整備の検討、シニアビジネスグランプリの事業開始など、更なる起業家への支援強化を図っているとともに、TOKYO創業ステーションを利用した起業者数は、３年後の到達目標である100件を超えるなど、着実に実績をあげて
いる。

一次評価（所管局評価）

○創業支援事業や経営革新等支援事業等により、ハンズオン支援
や助成金交付を行うことで、中小企業の新事業創出を支援するこ
とができた。

○都において、開業率12％を目標としており、新たなビジネスモデ
ルの創出に向けて、各種事業をより積極的に実施していくことが必
要であることから、2020年度の経営改革プラン改訂版において、新
事業創出件数の目標を120件に引き上げた。

○今後、丸の内と立川の創業支援拠点において、各種事業を着実
に実施するほか、新型コロナウイルスの影響下でも目標達成を維
持していく。

○地域金融機関等や海外展開支援に係る関係機関、東京商工会
議所などのその他の機関と、公社事業説明や各事業を通じて、確
実に連携を図ることができた。

○また、インドネシア大使館及びベトナム大使館と連携した企業交
流会を開催するほか、タイ工業省と連携しセミナーも実施するな
ど、海外の関係機関との連携強化を図ることができた。

○さらに、2019年度の新規事業として、しごと財団と連携し企業を
訪問し、公社及び国等各支援機関が実施している多数の支援メ
ニュー中から各企業の課題に沿った支援メニューの提案を行うこと
ができた。

○今後は、新型コロナウイルス感染症対策も含めた連携ニーズや
効果検証を踏まえ、新たな連携事業を検討していくことで、到達目
標達成に向け、取組を充実させていく。

⑥ 東京発の新
たなビジネ
スモデルの
創出

新事業を創
出するため
の着実な支
援

ハンズオン支援による中小企業の新事
業創出件数を100件確保し、東京発の新
たなビジネスモデルの創出を図る。
【目標数値の考え方】

・都において、開業率5.9％　⇒　12％
が目標となるなど、新たなビジネスモデ
ルの創出に向けて、成果を倍増させるこ
とが必要

・H26～28 三か年の新事業創出件数
平均　約44件

・「過去三か年の平均44件」×「２（倍
増）」＝88件　⇒　100件を目標

〇創業支援事業等により、ハンズオン支援や
助成金交付を行うことで、中小企業の新事業
創出を着実に支援している。
○新事業創出件数は167件

⑤ 新たなニー
ズ等に対応
するための
支援方法の
構築

中小企業支
援の充実に
向けた有機
的な連携の
強化

他の中小企業支援機関（中小企業関係
団体、地域金融機関、区市町村、支援
機関等）との連携事業数を100件確保
し、中小企業支援の充実を図る。
【目標数値の考え方】

・H26～28 三か年の他機関との連携事
業数平均　約63件

・中小企業の多様なニーズに対応する
ため、個別取組事項に掲げる今後注力
すべき連携先（①地域金融機関、②海
外展開支援機関、③東京商工会議所等
の支援機関）との連携事業の実施につ
いて、各10件増が必要

・「過去三か年の平均値約63件」＋「３
連携先×10件」＝93件　⇒　100件を目
標

〇地域金融機関等や海外展開支援にかかる
関係機関、しごと財団などのその他の機関
と、公社事業説明や各事業を通じて、確実に
連携を図ることができた。
○他機関との連携事業数は95件
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京しごと財団（所管局：産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

研修プランの作成・実施 ○プランに基づき、財団歴の浅い職員や管理職
を担う固有職員への人材育成に重点を置いた
職層別研修等を実施

○プランに基づき、固有職員の人材育成に重点を置い
た職層別研修等を実施
○研修アンケートを職員に対して実施し、その結果や社
会情勢・職員構成等を踏まえ、研修プランを改定

○管理職への登用 ○4月に固有職員1名を管理職に登用

○昇任時をはじめとした管理職研修の実施 ○将来管理職を担う職員となる監督職の事務スキル定
着・向上のための研修を実施

キャリアコンサルタント試験合
格者等割合の向上

○資格取得への助成促進

【試験合格者等割合】
固有職員全体の55％

○資格取得への助成促進（規模拡充）
・受講者中3名が合格、2名が部分合格

【試験合格者等割合】
　固有職員全体の53％

テレワーク制度の導入、テレ
ビ会議の実施

○テレワーク実施
制度利用者数正規職員数の10％以上

○制度利用者数
正規職員数の32.6％

○テレビ会議実施
・幹部会議は原則テレビ会議で実施
・その他の会議や研修等においても活用

○テレビ会議を用いた会議や職員研修の実施が定着
し、拠点間の職員の移動時間削減・業務の効率化に寄
与（127件、会議等93、研修26、他8）

業務改善の実施、職員の休
暇取得の促進の取組

○業務改善ＰＴ、職員提案による事務の見直
し、業務改善の実施

○業務改善は、82件の改善提案に対し、検討終了83％
（改善48、見送り20、検討継続14）

○取組・進捗状況を確認しつつ、休暇取得促進
の取組を継続周知

目標達成者割合50％

○年休取得日数の平均は、管理職及び正規職員ともに
目標（15日）を上回った。また、目標達成者の割合も
68.2％となった。

○高齢求職者の掘り起こし
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（60回・1,800人）
・合同面接会の実施（12回）

○高齢求職者の掘り起こし
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（52回・1,816人）
・合同面接会の実施（12回）

○高齢者向け職場体験の実施（100件） ○高齢者向け職場体験の実施（104件）

○女性求職者の掘り起こし（1,400人）
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（30回）
・啓発イベント（4回）

○女性求職者の掘り起こし（1,154人）
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（28回）
・啓発イベント（4回）

○職場見学会の実施（10回） ○職場見学会の実施（10回）

○関係機関へのヒアリング等、外国人材活用に
向けた調査の実施

○関係機関へのヒアリング等、外国人材活用に向けた
調査の実施

○全コーナーにおけるセミナー、イベント等にお
けるアンケート調査の実施

○全コーナーにおけるセミナー、イベント等におけるア
ンケート調査の実施

○支援機能の強化検討 ○支援機能の強化検討

○検討事項の都との調整 ○検討事項の都との調整

○派遣事業の拡大、派遣届出事業所の増（52ｾ
ﾝﾀｰ）

○派遣届出事業所
53センター、就業延人日206,119人日

○広域企画提案による就業機会の確保
・新規開拓
・複数のｾﾝﾀｰに渡る契約の一括受注

○広域企画提案による就業機会の確保
・提案件数144件
・一括受注センター数延べ62センター

○企業へ専門家を派遣し、採用に関するｺﾝｻﾙ
ﾃｨﾝｸﾞを実施（300社）

○専門家派遣コンサルティング（328社）

○東京労働局と連携したマッチング支援事業の
実施（4回）

○合同企業面接会（4回、65社、343名参加）

○人材確保のための各種セミナーの実施
（計14回）

○人材確保のための各種セミナーの実施
（計13回、562社参加）

○企業の人材確保について財団の「採用」支援
から中小企業振興公社の「人材育成・定着」支
援へつなぐ連携を実施

○コンサルティング実施企業に対し、公社「人材育成・
定着」支援事業を情報提供

○公社と連携し、人手不足対策プロジェクトを推
進（新規・企業訪問300社）

○人手不足対策プロジェクトにより企業訪問（306社）

○東京きらぼしＦＧ経由の支援企業（32社）

○商工中金と協定を締結（9月）

○宣言企業に対する巡回・助言の実施1,300社 ○TOKYO働き方改革宣言企業に対する巡回・助言の
実施1,466社

○テレワーク導入促進整備補助助成金
（新規・3,250件）

○テレワーク導入促進整備補助助成金
（新規・271件）

○テレワーク活用・働く女性応援助成金（テレ
ワーク推進コース250件、女性活躍推進コース
20件）

○テレワーク活用・働く女性応援助成金（テレワーク活
用推進コース申請　57件、女性活躍推進コース申請　8
件）

○働くパパママ育休取得応援奨励金
（ママ1000社、パパ50社）

○働くパパママ育休取得応援奨励金
（ママ：110社、パパ：120社）

○介護休業取得応援奨励金
（新規・50社）

○介護休業取得応援奨励金
（2社）

○雇用率未達成企業へ個別訪問による直接的
な支援　900社

○雇用率未達成企業への個別訪問による直接的な支
援 958社

○職場内障害者サポーター事業の実施 ○職場内障害者サポーター養成講座受講者数375名

○障害者雇用先行企業の見学会 ○障害者雇用先行企業の見学会参加者数539名

○調査により、外国人留学生の具体的なニーズを把握し、今後の施策につなげることができた。

○高齢者や女性をターゲットとしたセミナーの実施に当たっては、テーマ選定、規模拡充等の工夫をしたが、新
型コロナウイルス感染症の影響などもあり、セミナー実施回数、女性求職者の掘り起こしについては目標を達
成することができなかった。

○5日取得の義務付けなどもあり、休暇取得促進への働きかけを強化したことにより、目標や前年度実績を大
きく超える実績を達成することができた。

団体自己評価

○複数年度、組織を挙げて取組を継続することで職員に業務を改善していこうとする意識が浸透した。また、
ICTの活用を進めたことで、業務効率を高めていけることを職員が実感でき、業務改善に向けた意識向上につ
ながった。

○会議にとどまらず、職員研修による利用を促進したことで、移動時間や出張手続等事務の削減に加え、新型
コロナウイルス感染症対策としても拠点間の移動削減や会場の分散により接触を低減（3密回避）することがで
きた。

○テレワークを利用した正規職員のうち約6割がテレワーク・デイズ期間中に初めて利用しており、奨励期間を
設けて推進した効果が表れ、2020年度の目標であった30％を1年前倒しで達成することができた。

○資格取得に関する職員の意欲は高まったものの、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、目標には及ば
なかった。

○監督職をターゲットとした研修については、財務や経営計画に関することなど、毎年度テーマを変えて実施し
ており、アンケートでも好評を得るなど、大局的な視点を育成する研修として有効に機能している。

新規採用
職員の増
加等に伴う
財団職員
の育成強
化

雇用就業
支援のプロ
職員の育
成強化

① 「研修プラン」を作成し、都民ニーズに
応えることのできる雇用就業支援のプロ
職員の育成を進め、利用者サービスの向
上を果たす。また、固有職員の管理職候
補の育成、2020年度までに管理職への登
用を目指すことで、財団職員の組織力強
化を進めていく。
② 固有職員のうちキャリアコンサルタント
試験合格者等の割合を2020年度までに
60％に向上させることで、求職者に対し
て、質の高い支援サービスを実施してい
く。

①研修プランに基づき、固有職員の人材育成
に重点を置いた職層別研修等を実施するとと
もに、職員アンケートの実施結果なども踏ま
え、研修プランの改定を行った。

②固有職員におけるキャリアコンサルタント試
験合格者等の割合は、53％へ上昇したが、目
標を下回る結果となった。

〇巡回・助言においては、改正労働基準法を順守し、宣言内容を確実に達成してもらうため、各企業が抱える
課題解決にきめ細かく対応するとともに、制度利用の促進を図った。

○各支店を通じた事業紹介だけでなく、勉強会等の場において事業紹介をするなど直接的なＰＲも行うことで、
事業の利用につなげた。

○各支店経由の企業ニーズのとりまとめ及び財団への連絡体制を一元化する仕組みの整備により、採用活動
に悩みを抱える中小企業の支援を推進した。

○人材確保について課題を抱えながらも、課題の複雑化や業務多忙、支援メニューの未認知等により、課題解
決に向けた独力での取組が困難な企業等に対して、適切な支援事業の活用を促進した。

○公社と連携し、「採用・育成・定着」という人材確保支援策の推進を図った。

○採用活動の基本知識等の付与だけでなく、自社の採用活動の振り返りを促す等、実践的なセミナーを通じて
人材確保の効果的な取組を支援した。

○ハローワークと連携し、効果的な事業運営に努めた結果、採用に苦慮する企業とのマッチングを促進するこ
とができた。

○アウトリーチ型支援や関係機関との連携により、目標を上回る企業に対して、採用力向上に向けたコンサル
ティングを実施。支援終了企業の約7割が採用内定に至る等、人材確保に寄与することができた。

○ICTに着目した企画提案や、顧客に対する事業規模増の提案等により、シルバー人材センター会員の就業
機会拡大を図った。

○人手不足分野を中心とする就業開拓の促進、請負契約から派遣契約への切り替えの促進等について、地区
シルバー人材センターとの連携のもと、着実に事業実施をすることで目標を達成することができた。

○アンケート実施やアドバイザー間の情報共有等により利用者のニーズに合わせた支援の充実に加え、WEB
による利用者登録のｼｽﾃﾑ構築をすることで、利便性の向上を実現することができた。

固有職員の管理職候補の育
成・登用

○研修アンケートについては、若手からベテラン職員まで幅広く意見を拾うことができた。また、「有効性が高い
と思う研修」については、人材育成に重点を置いている「経営管理研修」が上位になるなど、狙い通りの結果を
得ることができた。

③ 生産年齢
人口の減
少を見据え
た潜在的求
職者の掘り
起こし及び
外国人材
の増加

高齢者・女
性の就業
支援の強
化、外国人
材の活用
に向けた対
応

①雇用情勢の改善に伴い都内求職者数
が減少する中、高齢者・女性をターゲット
とした潜在的求職者の掘り起こしの取組
を2020年度までに9,000人に実施し、就職
活動に踏み出すための支援を強化してい
くことで、高齢者・女性の雇用ニーズの高
まりに対応するとともに企業の人手不足
の解消につなげていく。また、出入国管理
法改正等に伴い増加が見込まれる外国
人材の活用に関し、必要な対応を行う。
②シルバー人材センターにおける労働者
派遣事業の年間就業延人日の210,000人
日超を達成することで、会員の拡大並び
に多様な就業機会を確保するとともに、企
業の人手不足解消の一助とする。

①2020年2月下旬以降、新型コロナウイルス
感染症の影響によりセミナーを中止した結
果、2019年度の実績は伸び悩んだが、累計で
は6,116人と堅調を維持している。また、外国
人の就労を支援している機関に対するニーズ
調査、聴取り調査を行い、今後の施策に活か
すため状況を把握した。
②人手不足分野への就業開拓の促進等によ
り、年間就業延人日206,119人日を達成した。

② 職場の労
働環境改
善、働き方
改革の推
進

職員の働き
方改革のた
めの制度
整備等の
推進

①職員の新たな働き方として「テレワーク
制度」を構築し、制度利用者数を正規職
員数の30％以上を目指すとともに、飯田
橋・多摩間の会議は、原則「テレビ会議」
で実施することで、働きやすい柔軟な働き
方制度の整備、効率的な業務執行体制を
構築し、職員の労働環境の改善、さらに
は財団の人材確保につなげていく。
②正規職員（都派・固有）の休暇取得につ
いて、目標日数取得者割合の55％超を目
指すことで、職員の仕事のモチベーション
維持、健康管理面の向上、業務の効率化
へとつなげる。

①利用促進に努めたことで、テレワーク制度
利用者数が32.6％と非常に高い結果を達成
することができた。また、会議に限定せず職
員研修でもテレビ会議を活用したり、ワークフ
ロー（簡易電子決裁）を導入するなどICT活用
に積極的に取り組んだ。
②法改正による休暇取得の義務付けによる
休暇取得の働きかけのほか、管理職による
職員への個別周知等による休暇取得の意識
向上・休暇の取得がしやすい風土醸成を実施
したことで、目標を大幅に上回る実績となっ
た。

高齢者・女性をターゲットとし
た潜在的求職者の掘り起こ
し、職場体験等の実施及び外
国人材の活用

利用者目線での支援体制の
検討・構築

シルバー人材センター労働者
派遣事業、広域企画提案の
実施

①

④ 企業の人
手不足の
深刻化、障
害者雇用
促進への
対応

企業の人
材確保、障
害者雇用
支援の展
開

① 採用に悩みを抱える中小企業等に対し
て専門家派遣によるコンサルティングを
2020年度までに900社に実施することで、
企業の人材確保の取組を支援する。
② TOKYO働き方改革宣言企業への専門
家の巡回による助言等を2018年度から
2020年度までに3,800社（2016年度から
2021年度までに6,300社）に実施するととも
に、テレワークの活用助成事業を2020年
度までに600社へ実施することで、都内企
業の働き方改革の取組を支援し、雇用環
境の向上を推進していく。
③ 障害者雇用率未達成企業への個別訪
問による直接的な支援を2020年度までに
900社に対して実施することで、雇用率未
達成企業へのアプローチ、普及啓発を進
め、企業の障害者雇用率向上へとつなげ
る。

①中小企業振興公社等関係機関や金融機関
との連携のもと、企業ニーズを捉えた事業運
営に努めた結果、目標を上回る645社に対す
るコンサルティングを実施することができた。
②対象企業への直接的な働きかけや効果
的、継続的な広報を実施することで目標達成
につながった事業（専門家の巡回による助言
等2,412社）と、要件のハードルの高さ、事業
周知の遅れ等により目標を達成できなかった
事業（テレワークの活用助成389社等）がある
が、昨年度より実績を伸ばし、問合せや事前
相談の件数は増加した。
③法定雇用率の上昇を受けて企業に障害者
雇用の機運が高まったこともあり、目標を上
回る1,787社に対する個別訪問を実施すること
ができた。
※実績値は2018年度及び2019年度の合計値

企業の人材確保支援

関係機関との連携強化

○東京きらぼしＦＧ等協定金融機関の取引企業
への人材確保支援事業の実施

企業の働き方改革、雇用環境
整備の支援

中小企業等への障害者雇用
支援

○各事業とも会議や同行訪問等を実施する等により関係する機関との連携を深め、効果的に周知、広報を実
施し、計画的に事業を推進することにより、目標を上回る支援を実施することができた。

○事業初年度であり、介護休業に関する企業側の関心も低い中における当初の広報等に苦慮したほか、厳し
い要件も影響したことで、件数が伸び悩んだ。

〇パパコースは、目標値を大きく上回る件数を達成することができた。
○ママコースは、目標達成には届かなかったが、継続して広報を強化した効果により、昨年度よりも大幅に件
数を伸ばした。

〇継続的な広報の強化等により、企業の関心が高まるとともにテレワーク事業全般の周知も広がり、問合せや
事前相談等の件数も増加した。
〇新型コロナウイルス感染症対策を契機に、都内企業のテレワーク導入率は6割を超える状況となった。財団
においても、「事業継続緊急対策（テレワーク）助成金」は当初100件予定のところ、2万件を超える申請があり、
財団全体で応援体制を組むなどにより、導入促進の成果に繋げた。

○コンサルティング事業の遅れはあったが、事業PRや新型コロナウイルス感染症によるテレワーク需要の高ま
りもあり、一定の申請につながった。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京しごと財団（所管局：産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

○ミドル後半層へのキャリアチェンジに向けた新
たな専用ホームページの作成

○ミドル後半層へのキャリアチェンジに向けた新たな専
用ホームページの作成

○運用しながら、随時手直しを図り、利用者利
便性を向上

○運用しながら、随時手直しを図り、利用者利便性を向
上

○検討に基づく新たな広報ﾂｰﾙの活用 ○ＳＮＳ（Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥ等）の活用

○動画の活用による広報の実施（主に若年者を
対象）

○動画の活用による新規利用者確保（126回）

○PDCAｻｲｸﾙを働かせ、実績、成果を踏まえた
効果的な広報を展開

○効果的な広報の検証及び検証に基づく広報の実施

○東商メルマガにセミナー等情報掲載（37件）

○金融機関等との連携により事業PRを実施

○東京商工会議所と協定を締結（6月）

A
　経営改革プランに掲げた目標のうち、職員の働き方改革のための制度整備等の推進については、テレワークに係る職員からの個別相談への対応や団体内での普及啓発等の推進を図り、2020年度の到達目標を前倒しで達成するなど、取組が特に大きく進捗している。また、高齢者・女性の就業支援の強化、外国人材の活用に向けた対応についても、支
援機能の検討にとどまらず、センター利用登録手続の改善や、シルバー人材センター労働者派遣事業の受注件数を増加させるなど、取組が大きく進捗している。その他、雇用就業支援のプロ職員の育成強化や、多様な手法を活用した求職者・企業への財団認知度向上についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って取組が大きく前進しており、総じて団体として優れた成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症の影響等による雇い手、働き手双方のニーズの変化を踏まえた効果的な支援の実施や、都への政策提案などの役割を果たしていくことが期待される。

○総合的には、設定した目標は概ね達成しており、未達成であった項目についても分析を行い、改善につなげていることから十分に評価できる内容である。

戦略①　新規採用職員の増加等に伴う財団職員の育成強化
　研修プランに基づき、人材育成に重点を置いた職層別研修を実施し、職員の能力向上に着実に取り組んでいる。また、固有職員の管理職登用が実現したが、監督職向けの研修を行い、継続的な管理職登用が図れる取組を引き続き進めている。

戦略②　職場の労働環境改善、働き方改革の推進
　テレビ会議システムを用いた会議や研修が定着し、テレワーク制度の利用を促進したことで制度利用者数が増え、効率的な執行体制の構築に取り組むとともに、年休取得率の向上を図り、職場の労働環境改善等に確実につなげている。また、業務改善の重点事項として、ワークフロー(簡易電子決裁)を導入するなどICTの活用に取り組み、業務の効率化を積極的に進
めている。

戦略③　生産年齢人口の減少を見据えた潜在的求職者の掘り起こし
　高齢求職者及び女性求職者の掘り起こしについて、新型コロナウイルス感染症の影響により中止したセミナーもあったが、ハローワークや区市と連携した取組を実施するなど多様な事業を展開し、累計実績では堅調な実績を維持している。また、シルバー人材センター労働者派遣事業では、人手不足分野への就業開拓の促進により、年間就業延人日が前年度を大きく
上回る実績を上げている。

戦略④　企業の人手不足の深刻化
　関係機関や金融機関と連携して、企業ニーズを捉えた事業運営により目標を達成している。また、目標達成と未達成の事業についてそれぞれ要因を分析し、コロナ禍における「新しい日常」を踏まえた運営方法を検討するなど、企業ニーズに沿った事業推進の対策を講じている。さらに、新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響を最小限に抑えるための施策
にも、都と連携しながら取り組んでいる。

戦略⑤　財団・しごとセンターサービスの都民・企業からの認知不足
　新規利用者数が、新型コロナウイルス拡大防止による各種イベントの休止による影響はあるものの、専用サイトの開設や利用者の利便性を考慮したホームページの工夫、ＳＮＳの活用等により幅広い層へのＰＲを行うなど利用者への周知を行ったほか、企業向け人材確保セミナーでは企業のニーズの変化を踏まえたテーマを選定することで企業への周知を進めてお
り、一定の認知度向上につながっている。

一次評価（所管局評価）

○ホームページの運用や様々なＳＮＳの活用等により、一定の認知度向上は図れたと考えられるが、好調な雇
用情勢の影響や年度末の新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一部事業を休止したこともあり、しごとセ
ンターの新規利用者数は目標を下回る結果となっている（2019年度実績：28,202人）。

一方、企業の人手不足の深刻化もあり、人材確保セミナーの参加企業数は好調であった（2019年度実績：562
社）。

⑤ 財団・しご
とセンター
サービスの
都民・企業
からの認知
度不足

多様な手法
を活用した
求職者・企
業への財
団認知度
向上

①2020年度までに「しごとセンター新規利
用者数」90,000人を確保することで、若者
から高齢者、女性など多くの求職者に対し
て、就業支援を広げていく。
②2020年度までに「企業向け人材確保セ
ミナー参加企業数」1,500社を達成すること
で、人材確保に悩む企業への支援の役割
を果たしていく。

①2019年度までのしごとセンター新規利用者
数は58,065人となっている。特に2019年度末
は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止策
として各種イベントを中止した結果、目標を下
回る実績となった。
②2019年度までに1,082社が参加した。これ
は、雇用環境を巡る社会的な要請や企業の
ニーズの変化を踏まえ、時宜に適ったテーマ
を選定したことで参加企業数の確保につな
がった結果である。

インターネット上の広報ツール
の見直し

ターゲット別広報の実施、新
たな広報ツールの活用

関係機関との連携による都内
中小企業に対する事業周知

○関係機関、地域ﾈｯﾄﾜｰｸとの連携強化による
広報活動へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

最終評価

5
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番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

農業の担い手施
策の充実・強化

○2020年度「東京農業アカデミー」の創設に向けて
都と実施体制の構築準備
・新規就農希望者の就農に向けた支援方法の充実
・研修育成施設における栽培技術指導や研修カリ
キュラム等

○既存の財団事業の充実
・就農ツアーの対象拡大
・短期農業体験等の運用柔軟化

・東京農業アカデミー八王子研修農場の開設準備
・研修生募集（11～12月）、応募20名、5名選定
・現地説明会４回開催（計13名参加）
・WEBやイベント等を活用した募集PR
・農業技術を体系的に学ぶ研修カリキュラムの策定
・他県の農業大学校等ヒアリング実施（５か所）

・就農ツアー２回開催（計31名参加）
対象者を女性に限定せず、学生を中心に幅広く周知
・満足度アンケート100％達成
・短期研修39件実施
・指導農業士による短期研修の対応日数を柔軟化
・就農相談者へ研修受講を促進し受講者のうち１名新規就農

意欲ある農業者
の経営改善支援

○多様な農業経営モデルの創出を支援する「チャレ
ンジ農業支援事業」の充実・強化
・専門家派遣後の販促効果に関する調査実施
・効果検証に基づく専門家の指導内容の検討
・専門家派遣農家数55件
・チャレンジ農業支援事業の事業範囲の拡大。従来
の専門家派遣に加え、都直営で実施していた補助
事業を一体的に受託

・専門家派遣後の販促効果に関する調査実施（満足度95％）
・多様な農家要望に対応し経営支援の充実を図るため他機関と
の連携を検討
・専門家派遣76件
・チャレンジ農業支援事業費助成　採択22件（助成額平均48.8万
円）
・農家の利便性を高めるため、助成対象事業費の下限額引下げ
を都と協議

多様な農業の支
え手育成・活動
支援と後継者等
対策事業の効果
的・効率的な実
施

・東京の青空塾（ボランティア）事業の効果検証と課
題整理、事業内容の改善
・援農ボランティアの活動実態と農業者ニーズの把
握による事業内容の改善
・農業後継者や担い手団体への活動支援の充実

・東京の青空塾（地域援農ボランティア）修了者46名
・アンケート調査実施、満足度91.4％
・都内の援農ボランティアに関する調査の実施
・効果的な制度運用を検討し援農ボランティアWEBサイトを構築。
新規登録者314名（前年比392.5％）
・担い手団体が実施する自主的活動への支援（22団体）

森林整備の担い
手確保・育成

○林業労働力確保支援センターの林業技術者育成
研修の充実
・新規就労者から高度技術者まで目的・対象者別に
養成スキームを整理、再編
・高度な技術者養成に向けた研修内容の検討

・経験年数や技術レベルに応じて研修体系を再構築（整理・統
合）
・伐採、搬出技術者育成事業（東京トレーニングフォレスト）の事
業化に向けた制度設計

多摩産材の利用
拡大に向けた補
助事業の拡大

○木材利用の促進に向けた補助事業の実施
・施設の木質化支援公共施設等における多摩産材
木を活用した什器等の設置
・木の街並み創出
民間建築物の外壁や外構での木材利用促進
・効果的な事業周知と民間需要の更なる開拓

・にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事業　採択２件
（民間施設の木質化、什器等の設置）
・木の街並み創出事業　採択１件
（民間建築物の外壁・外構における木材利用促進）
・多摩産材情報センターの運営
・相談件数375件、成約件数56件
・多摩産材利用拡大フェア出展団体数31社、来場者752名

都民や事業者
ニーズの的確な
把握と成果の着
実な還元

〇幅広い都民との情報交換によるニーズの把握
・テーマを定めた情報交換会の開催
・都民向け研究成果発表会を活用したニーズの把
握
〇公表先を見据えたターゲット別情報発信
・成果公表数140件
・TMUプレミアム・カレッジ１講座

・都民と農総研の意見交換会の開催１回（６名出席、意見への対
応をHPで公表）
・食品技術センター成果発表会とイベント出展時にニーズ調査を
実施

・成果公表数142件
（内訳：農総研成果情報54件、広報紙・ＨＰ26件、研究成果発表
会17件、新聞・テレビ等37件、展示会・イベント等８件）
・東京都立大学と連携して「TMUプレミアム・カレッジ（東京農業の
今とこれから）」１講座開催（受講者数25名）

ICT等を活用した
先進的技術の開
発と普及

〇東京型統合環境制御生産システムの開発と普及
・遠隔監視・制御技術の開発　１システム
・生産システムの実証展示・説明会１ヶ所・５回
･生産者団体等との情報交換会　４回
･商標登録等の製品化に向けた取組
・東京型統合環境制御生産システムの導入２件（累
計３件）
〇試験研究情報のデータベース運用と新規情報の
追加　200件/年

・遠隔監視・制御技術の開発　１システム完成
・生産システムの実証展示・説明会　１ヶ所・５回実施
･生産者団体等との情報交換会４回実施
･商標登録３件「東京フューチャーアグリシステム」、「東京エコポ
ニック」、「東京ブライドハウス」
・東京型統合環境制御生産システムの一括導入０件（累計１
件）、部分技術導入 ５件

〇試験研究情報のデータベース運用と新規情報の追加（208件）

研究員の育成強
化と業務の効率
化

〇研究員の指導育成計画の作成
・個々の研究員のキャリアプランにあわせたオー
ダーメイドの育成計画の作成と実施
･大学・民間企業等との共同研究25件
・民間等の専門家を指導研究員として招聘３人

〇業務の効率化
・新たに策定した研究業務マニュアルの運用と改善

・個々の研究員のキャリアプランにあわせた育成計画の作成・実
施
・海外派遣研修の実施（オランダ等３名）
・国研究機関への派遣研修の実施（１名）
･大学・民間企業等との共同研究26件
・民間等の専門家を指導研究員として招聘５人

・新たに作成した研究業務マニュアルの運用と改善を実施

　これまでは経験年数の浅い林業従事者の離職が多かったが、研修制度
を再構築・拡充して、技術レベルに応じた内容により実施したことで定着促
進を図ることができた。引き続き、事業体ニーズに応じた研修を適宜実現し
ていく。

　補助事業の効果的な活用により多数の施設で多摩産材が活用され、都
民の多摩産材認知度向上に寄与している。多摩地域の製材所等でも、活
発な設備投資を行っており、多摩産材需要が着実に増加している。
　多摩産材情報センターでは、多摩産材に関する情報提供、製品紹介・展
示のほか、供給者と利用者のマッチング等を実施。東京の森林や木材の魅
力と木を使うことの意義を広く普及ＰＲし、木材利用を促進。
　多摩産材情報センターの相談件数は年々拡大傾向にある。実際に商談
に繋がった事例も多く（2019年度：56件）、多摩産材の利用拡大に大きな役
割を果たしている。
  「多摩産材利用拡大フェア」は、出展数31社・来場者数752名（前年度699
名）で、毎年規模が拡大している。出展事業者からも好評を博し、展示ス
ペースの拡大の要望が強いため、2020年度は会場を拡大して開催予定。

　八王子研修農場の開設や短期間の体験研修、就農PRツアーの実施な
ど、農外からの新規就農希望者に対する様々な支援を行ってきた。
　八王子研修農場については、研修生募集を都と連携して推し進め、定員
の4倍となる20名の募集があった。また、指導農業士制度の定着と積極的
な事業PRにより、短期研修の実施件数が大幅に増加した。2020年度は研
修農場が稼働し、より効果的な支援を行っていく体制が着実に構築されて
きている。

　専門家派遣や経営改善への支援を行うことで、利用した農業者の8割以
上が売上に効果実感しており、効果が非常に大きな事業といえる。また、専
門家派遣に加え、財団で補助事業を一体的に行うことで農業者にとってよ
り効率的でわかりやすい事業となった。引き続きWEBサイト改善等による
PRと事業改善に取り組んでいく。

　東京の青空塾は、受講者ニーズに対応して改善を行った結果、満足度が
2018年の82.1％から91.4％に向上した。また、WEBサイト開設により広域援
農ボランティアの登録者数が大幅に増加するなどの成果を上げることがで
きた。さらに、援農ボランティアの実態基礎調査を行い、今後の検討材料が
収集できた。2020年度は詳細調査を実施し、事業改善に反映させていく。

団体自己評価

① 東京農業
の担い手育
成対策の
抜本的見
直し

新規就農
者支援の
充実と収益
性の高い農
業経営の
展開に向け
た支援

〇　2020年度から、農外からの新規就
農者に対して就農相談や栽培技術研
修等を行う総合支援拠点として、財団
の施策を強化し、効果的な支援体制を
構築する。
○ 新たな経営展開を目指す意欲ある
農業者に対し、専門家派遣や経費補助
を行い、創意工夫や地域の特色を活か
した農業経営の取組を支援して、多様
な農業経営モデルを創出する。
○ 効果的なボランティア養成制度を構
築して確かな技術力を持つ援農ボラン
ティアを育成する。また、WEBサイトの
効果的な運用を通じて、農業に関心を
持つ都民と生産者を繋ぐ援農ボランティ
ア登録･派遣システムを導入して、都内
農家の安定的な農業生産に寄与する。
○ 農業後継者の研修や担い手団体
の活動に対する支援など後継者等対策
事業について、自主財源を積極的に活
用して、担い手団体等の組織活動を強
化する。

〇　2020年度から農外からの就農希望者向
けの技術研修を行う東京農業アカデミー八王
子研修農場の開設準備を進め、研修生の公
募・選定を行った。
〇　意欲ある農業者に対して専門家派遣や経
営改善への助成を実施、利用者の8割から販
売促進や売上向上の効果があったとの回答
を得た。経営改善を図りたい農業者の要望に
本事業が応えられている。
〇　WEB上で登録等が手軽にできる援農ボラ
ンティアWEBサイトを開設、新規のボランティ
ア登録者数が大幅に増加し新たな支え手の
確保が図れた。
〇　担い手団体の自主的な研究活動等への
支援を実施、区部、多摩、島しょと様々な地域
で行われる活動を支援した。

② 多摩地域
の森林循
環の促進

高度な林業
技術者の
育成と多摩
産材の利
用拡大

〇　高度な技術者を養成し、伐採・搬出
を担う林業事業体の育成強化を図り、
主伐現場の作業班の規模を拡大して多
摩産材の安定的な供給体制の構築を
図る。
〇　オフィスビルや商業施設等における
木質化・木塀化を推進する補助事業の
実施により、木材利用及び木材生産が
拡大して森林循環が促進するとともに、
東京の林業・木材産業の活性化につな
げる。
○ 安定的な供給体制の構築と積極的
な木材利用支援により、多摩産材の出
荷量（年間）30,000㎥を達成する。

〇　林業労働力確保支援センターにおいて、
研修体系を再構築し、新規就労者～中堅技
術者を対象に研修を実施して基幹技術者を
育成（2019年度修了者19名）
〇　木材利用の促進に向けた補助事業の実
施　（にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事
業、木の街並み創出事業）及び利用者と供給
者のマッチング（多摩産材情報センター）の実
施
〇　2019年度多摩産材出荷量は20,530㎥。台
風19号被害により、林道が崩落し木材搬出が
できず主伐現場で作業休止に陥るなど災害
対応が発生し、出荷量が減少した（前年比
96.2％）。

③ 生産・流
通・消費の
現場ニーズ
を捉えた東
京農業の
収益性を高
める研究開
発の推進

研究推進
体制の構
築による先
進的研究
開発の強
化

〇　多様化･高度化する都民や事業者
ニーズを一層的確に把握できる研究体
制を充実するとともに、積極的かつ効果
的な研究成果の提供方法の確立によ
り、都民生活の向上や事業者の経営改
善に一層貢献する試験研究を実践す
る。
〇　農業分野におけるICT等を活用した
先進技術の開発と、現地への速やかな
普及を図る。　東京型統合環境制御生
産システムの導入　2020年　累計　５件
○ 農林総合研究センターの人材育成
方針及び研究員の個別指導育成計画
に基づき、研究員のキャリアと研究課
題に応じた新たな指導育成システムを
構築するとともに、研究業務に係るマ
ニュアルを活用し、基本的研究業務の
早期習得と業務の効率化を進める。
これらの取組により、限られた人員で最
大限の研究開発力を発揮することで、
都民や事業者ニーズに的確に応える先
進的研究開発を推進する。

〇　様々な機会を活用してニーズを積極的に
把握し、都民に役立つ研究の推進に努めた。
研究成果について、新聞・テレビ等のマスメ
ディアや大学講座に積極的に対応し、広く都
民に情報発信した。
〇　先進的技術の開発と普及について、生産
者団体や民間企業と緊密に連携しながら、着
実に進めた。これまでの取組をベースにして、
2020年度開始の「東京型スマート農業プロ
ジェクト」に発展させることができた。
※東京型統合環境制御生産システムの導入
2019年度実績　累計1件
〇　研究員指導育成計画の作成や、東京の
立地を活かした共同研究、民間専門家の招
聘など、多彩かつきめ細かな人材育成に努め
た。また、研究業務マニュアルの運用・改善な
ど業務の効率化を進めた。

　都民との意見交換会や成果発表会・展示会等の様々な機会を活用して、
都民ニーズを積極的に把握していることは、都民に役立つ研究を推進する
上で大変意義がある。
　研究成果については、新聞・テレビ等のマスメディアに積極的に対応し、
37件と大変多く取り上げられ、広く都民に情報発信している。また、研究で
培った知見を活かし、プレミアム世代を対象とした大学講座を受け持つな
ど、幅広い取組を行っている。

　ICT等を活用した先進的技術の開発と普及について、生産者団体や民間
企業と緊密に連携しながら、着実に研究開発を進めている。生産者との意
見交換を重ねることで、低コスト化などの声をさらなる研究開発に反映させ
ている。これまでの取組をベースにして、2020年度から開始する「東京型ス
マート農業プロジェクト」に発展させることができた。

　研究員の育成強化に向け、各研究員の指導育成計画の作成や、東京の
立地を活かした大学や企業との共同研究、民間専門家の招聘などにより、
多彩なスキルアップの環境づくりを行い、きめ細かな人材育成に努めた。
　また、研究員が一丸となって取り組んだ研究業務マニュアルの運用・改善
など、業務の効率化を進めた。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート団体名： 公益財団法人東京都農林水産振興財団   （所管局：　産業労働局　） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

東京の農林水産
業の魅力発信

○東京農林水産総合サイト
「TOKYO GROWN」のコンテンツ充実
・ネイティブ翻訳による外国語サイトの構築（３件）
・「TOKYO GROWN」を活用した財団情報発信の実
施
・利用者動向やユーザーニーズの把握
・多様なチャネルを活用した情報発信の実施
・財団情報発信140回、サイト閲覧100万ページ
ビューを目標

・ネイティブ翻訳による外国語サイト（英・中・韓）の構築３件
・財団事業に関する特集記事掲載２件（広域援農ボランティア及
び森林循環促進事業）
・ユーザーアンケートを毎週実施。利用者動向やニーズの把握・
分析を基にコンテンツを充実
・SNS、メールマガジン配信、WEB広告、イベント出展など多様な
チャネルを活用して情報発信を実施。サイトのPR及び流入機会
の向上等効果が得られた
・財団情報発信148回、サイト閲覧156.95万ページビュー（日本語
153.13万ページビュー、英語・中国語・韓国語3.82万ページ
ビュー）

財団の経営状況
の公表と事業の
見直し

○区分経理の実施と事業成果の公表
・課単位で事業費と人件費を区分し事業別の収支を
明確化
・平成30年度決算より区分経理に基づく組織別決算
情報等の開示
○よりきめ細かくなった決算情報を事業検証に活用
・事業報告書（年報）の作成と公表
・事業見直しの方向性の検討

・事業別収支の明確化（5拠点18事業）
・組織別決算情報の開示

・財団の経営状況を見える化して、事業報告書（年報）を作成、公
表
・既存事業の検証・評価と今後の方向性と具体的取組を設定

Ｓ

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、研究推進体制の構築による先進的研究開発の強化については、民間企業や生産者団体との連携により、ICT等先進技術の開発を進め、「スマート農業プロジェクト」につなげるなど、取組が大きく進捗している。新規就農者支援の充実と収益性の高い農業経営の展開に向け
た支援については、東京農業アカデミー八王子研修所の開設に向け、定員を上回る応募を確保するなど着実に準備を進めるとともに、意欲ある農業者の経営改善支援における目標値を上回る専門家派遣の実施や、援農ボランティア登録者の大幅な増加を図るなど、取組が大きく進捗している。高度な林業技術
者の育成と多摩産材の利用拡大については、都内事業体等のニーズを踏まえた都への政策提案により、「東京トレーニングフォレスト」の事業化につなげるなど、取組が大きく進捗している。また、東京の農林水産業の魅力発信及び財団の経営状況の公表と事業の見直しについても、都民・事業者からの意見集
約や他県とのベンチマークを行い、今後の方向性を整理するなど、経営改革に向け取組が大きく進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って取組が大きく前進し、総じて団体として非常に優れた成果を上げている。

　引き続き、これらの取組を着実に進めるとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症の影響により生じた農林水産業事業者の課題やニーズを捉え、ICTの活用も含めた支援を進めるなど、東京の農林水産業の振興に貢献していくことが期待される。

○都民や農業者等のニーズや意見等を的確に捉え、都民や事業者の視点に立ちつつ、東京の農林水産業の更なる活性化に向けて、多くの改善を図りながら事業を展開するとともに、研究部門においては、人材育成の充実や中長期を見据えた体制の強化を図り、目標とした数値、取組は概ね達成した。
○農林水産業の担い手の確保・育成から経営基盤強化、試験研究まで幅広く担う、農林水産事業者の総合支援拠点として、引き続き東京の農林水産業の振興に大きく貢献することを期待する。

戦略①　新規就農者支援の充実と収益性の高い農業経営の展開に向けた支援
　就農を目指す人材を幅広く掘り起こすための東京農業アカデミー八王子研修農場の開設準備を着実に進めるなど農業の担い手確保や、経営コンサルタントなどの専門家派遣やＨＰ制作など経営改善への助成支援等を通じた農業者の経営向上に繋がる効果的な取組を推進している。

戦略②　高度な林業技術者の育成と多摩産材の利用拡大
　林業技術者の経験年数やレベルに合わせ、研修内容を見直し改善を図ったほか、伐採・搬出技術者の新たな育成事業を都に提案し、事業化に繋げた。また、民間施設向けの木材利用促進補助事業や積極的な情報提供など、多摩産材の利用・生産と森林循環の促進による東京の林業の活性化に着実に取り組んでいる。

戦略③　研究推進体制の構築による先進的研究開発の強化
　都民や生産者団体等との意見交換会等を通じてニーズを的確に捉え、小規模農地でも収益性の高い農業経営を可能とする技術等の研究開発を実施している。また、先進事例を学ぶ海外研修派遣の実施や研究員ごとに指導育成計画を作成・実施するなど、多彩な人材育成により研究推進体制の充実に積極的に取り組んでいる。

戦略④　東京の農林水産業の魅力発信及び財団の経営状況の公表と事業の見直し
　東京農林水産総合サイトをリニューアルし、ページビュー数の大幅な増加を達成した。また、事業別に財団経営状況の見える化を図るとともに、他県や現場のヒアリングを踏まえ、事業ごとに検証を行い、今後の方策の整理を進めた。東京の農林水産業に対する理解・関心の向上と、財団情報の透明性確保や事業の改善に意欲的
に取り組んでいる。

一次評価（所管局評価）

　計画していた各実施項目を予定どおり実施した結果、財団情報発信148
回、サイト閲覧156.95万ページビューとなり、2019年度に目標としていた財
団情報発信140回、サイト閲覧100万ページビューをそれぞれ達成すること
ができた。
引き続き「TOKYO GROWN」による情報発信を強化するほか、企画経営部
門を新設して、財団の広報公聴機能を強化する。東京の農林水産業の魅
力や財団事業・取組成果など広く情報発信して、都民の農林水産業に対す
る理解、関心を高めるとともに、都民の声を集め財団経営に活かしていく。

　これまで各分野・部門からの情報集約機能や経営企画機能が乏しく、財
団が持つ情報やノウハウの活用が不十分であった。このため、事業部門と
研究部門を統括し、都に対する企画提案機能等を有する経営企画部門を
新設し、強固な執行体制を構築する。現場で培ったノウハウや専門性を活
かした企画・提案や施策を実施し、都と一体的に東京の農林水産業振興を
推進する。

④ 東京の農
林水産業に
対する都民
の理解度・
認知度の
向上

東京の農
林水産業
の魅力発
信及び財
団の経営
状況の公
表と事業の
見直し

○ 東京の農林水産業の魅力を国内外
に広く発信する東京農林水産総合サイ
ト「TOKYO GROWN」を通じて、東京が
有する多様な農林水産資源や東京の
農林水産業に関する情報発信を行い、
都民の理解・関心を高める。また、サイ
トの品質・情報量ともに充実させて、国
内外に向けた東京の農林水産業の総
合サイトとしての位置を確立する。
○ 各課・センター単位で区分経理を実
施して、事業執行区分ごとに収支を明
確化し、ＨＰ等で公表して都民の理解を
得るとともに、明らかにした経営情報を
基に財団事業の見直しを進める。

〇　東京農林水産総合サイト「TOKYO
GROWN」の多言語化を推進し、多様なチャネ
ルを活用した事業ＰＲ及び情報発信により、
目標を大きく上回るページビュー実績を達成
（前年比181.8％）
〇　各課・センター単位で事業別収支を明確
化し、他県との比較や現場の意見を踏まえ各
事業の検証・評価を行うとともに、今後の方向
性及び改善・充実に向けた具体的な取組・方
策等を整理した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人 東京観光財団 （所管局：産業労働局  ） 　 評価対象年度：　2019年度　

〇PT等の取組を通じて、職員一人一人に財団の組織理念を浸透させるた
めの仕組みを構築することができた。

〇ディスティネーションマーケティング研修を通じて、最新のトピックや高度
な知識を習得させることができ、職員の専門性をさらに高めることができた。

〇係制廃止により組織のガバナンス力を強化するとともに、海外向け広報
や契約・会計業務の見直しにより、執行体制の強化を行うことができた。

以上のことから、2020年度に向けての取組が着実に進んでいる。

2019年度計画 2019年度実績

① 拡大した組
織に対応し
た仕組みづ
くり

強固な執行
体制の確
立

○ 当財団組織理念（Shared Value）の
浸透、専門性向上のための能力開発、
組織構造の見直し等の取組を2020年ま
でに完了させる。

以上により、「東京」の観光施策を強力
かつ現場実態に合わせて進めるための
体制が整備される。

○ 理念浸透に向け、PTを立ち上げて浸透
策の検討や研修の実施、組織目標への取り
入れなど、実効性の高い取組を進めてい
る。
○ 専門性向上研修を着実に実施してお
り、今後、内容の高度化について検討してい
く。
○ 組織構造や業務フローの見直し及びそ
れに基づく改善を着実に進めている。
各取組を着実に実施しており、引き続き継
続していくとともに、それぞれ実施後の検証
や改善をすることで、強固な執行体制の確
立を目指していく。

職員が共有すべき価値観の
明文化・浸透

○組織理念の浸透手法を検討するためのPT立ち上げ

○研修やワークショップの開催など、浸透のための取組を継続
するとともに、ツールなどを活用した新たな浸透のための取組を
実施

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項

○PTを立ち上げ、組織理念浸透のための取組を検討

〇職員への浸透策として、研修会での説明や組織目標への記載、幹部職員に
よる実行宣言を実施

専門性向上のための能力開
発

○ディスティネーションマーケティング研修等の実施回数：５回

○ディスティネーションマーケティング研修等の専門性向上研修
の高度化を図る

〇ディスティネーションマーケティング研修等の専門性向上研修を６回実施

○専門性向上研修の高度化を実施

組織構造・業務フローの見直
し

○組織構造の見直しの実施

○洗い出した改善対象について、業務フローの見直しを実施

○更なる改善点の洗い出し、改善方法を検討

〇係制を廃止し、課長代理制を開始。事業移管によるオンラインを含めた一体
的なマーケティング体制を開始

〇契約事務手続の見直しを一部実施

○決算処理の改善点の洗い出しに着手

② 企画機能
の強化と外
国人材の
活用

現場力や
外国人材を
活用した企
画提案の
実施

○ 「東京」の観光施策について、都に
対して、観光の質的な面の検討や現場
経験に基づく企画提案を行うとともに、
当財団の事業運営に係る中期的な計画
を策定すること

○ 有為な外国人材を組織内外に抱
え、当財団の運営に活用していること

以上により、都の観光施策に対する提
案を行うとともに、「東京」の観光振興の
ハブの役割を担うことを目指して2020年
以降の施策をより主体的に展開する。

〇　これまでの調査・分析、東京都との意見
交換を通じて、都への企画提案の基盤を作
ることができた。
　　また、東京の観光の中期的課題を選定
し、中期的計画の策定に向けた素地を作る
ことができた。
○ 外国人識者とのグループインタビューや
外国人材の活用により、施策提案や事業実
施における知見を得ることができた。

外国人材の職員採用 ○外国人材の活用実績等を踏まえた採用活動の継続 ○採用活動を継続中

企画・調査部門の立ち上げ・
企画提案力の向上

〇共同研究やグループインタビューなどにより知見を深めていくことで、東
京の観光に関する中期的課題の抽出や海外向け広報手法の見直しなど、
観光財団としての企画・調査機能を更に強化することができた。

〇採用には至らなかったものの、2019年度も採用活動において外国人材か
らの応募があった。また、雇用に限らない外国人材の活用方法について検
討に着手することができた。

以上のことから、2020年度に向けての取組が着実に進んでいる。

○民間事業者等との「共同研究」を継続して実施し、東京の観光
に係るマーケティング、企画機能を高めるとともに、現場職員や
民間事業者等の意見を集約し、都と意見交換

〇「共同研究」等を通じて、東京の観光の質的向上に関する課
題についても調査・分析を実施

○調査・検討対象とする中期的課題の選定

○選定した中期的な課題に対する施策案の調査・検討

〇「共同研究」を進める過程で、組織内の現場情報の集約や民間事業者等と
の意見交換を実施し、令和２年度予算要求に向けて都と意見交換を実施

〇質的向上も含めた東京の観光に関する課題について調査・分析を実施

○上記調査・分析を通して中期的課題を選定

○上記調査・分析を通して中期的な課題に対する施策案も調査・検討

在京外国人の知見等の反映
スキームの構築

○本格実施
（質的向上に関するテーマも含め、都への企画提案を想定した
テーマを選定し、グループインタビュー等を実施）

〇グループインタビューを２回実施

〇東京2020大会の開催に合わせて、より多くの潜在的・顕在的訪日（訪都）
旅行者層に対して「旅行地としての東京」を訴求し、来訪を促すことがプロ
モーションの柱になっている。新型コロナウイルス感染症の影響により一部
目標未達成の項目もあるが、概ね計画どおり実施できた。

③ 外国人旅
行者誘致に
向けての効
果的なプロ
モーション

外国人旅
行者誘致
のためのプ
ロモーショ
ン効果の最
大化

○ 海外に向けて実施する「東京」のプ
ロモーション（ＴＶＣＭ、旅行博出展、観
光公式ウェブサイトの運営等）の結果と
して得られる『リーチ数』を最大化する。

○ 「東京」のオウンドメディア（観光公
式ウェブサイト、ＳＮＳ等）での『「東京」
ファン』数を最大化する。

以上により、「東京」のディスティネーショ
ンとしての認知度を高め、訪都外国人旅
行者の拡大につなげていく。

○ 2019年度目標に対し、『リーチ数」の最
大化は約97.2%、「東京」ファン数は約116%の
達成率である。
〇　目標達成に向けて計画的に進めていた
が、新型コロナウイルス感染症の影響により
2020年３月初旬より広報配信を中止。
　　結果、リーチ数に関してはわずかに目標
値を下回った。
〇　一方、オウンドメディアの発信コンテンツ
の改善を図ることによりファン数に関しては
目標値を10ポイント以上上回ることができ
た。

○初期値+10%を目指す（27.17億人）

○2018年度実績を踏まえ、広告媒体ごとのパフォーマンスにつ
いて分析するなど、改良を行いつつ実施

○ラグビーワールドカップ2019TM観戦層を意識して実施。メガイ
ベントへの着目を活かしつつ、リーチ数の最大化を訪都外国人
旅行者の増加につなげる

○26.4億人

○2018年度実績を踏まえ、リーチ数増加の効果が高いTVCMとYoutube配信を
中心に計画。魅力的な東京のイメージ訴求・拡散を中心に展開。

○ラグビーワールドカップ2019TM観戦層向けの情報発信を行うとともに、メガイ
ベントへの着目を活かしたリーチの強化を実施

『「東京」ファン数』の最大化 ○初期値+10%を目指す（429万人）

○2018年度実績を踏まえてターゲット市場、テーマを絞り実施

○企画・調査部門と連携し、在京外国人の知見等も踏まえた上
で、「東京」ファンの増加に繋がる魅力等を整理し発信。リピー
ター層の開拓に努める

○495万人

○2018年度実績を踏まえ、PR映像に接触した層への「ファン」化の促進やター
ゲット市場に応じてテーマを絞ったSNS運営を実施

○オンライン系の訪日メディアに携わる在京外国人識者とのグループインタ
ビューを実施。各国のトレンドを踏まえて発信する情報を整理

『リーチ数』の最大化

④ 激化する国
際競争下で
のMICE誘
致

MICE誘致
件数の拡
大

〇　2020年の国際会議誘致件数　　30
件

〇　2020年の報奨旅行等誘致件数　45
件

以上により、訪都ビジネス客の拡大及び
東京の国際都市としてのプレゼンスの
向上を図る。

（参考）
財団が支援した国際会議誘致件数
2014年度: 4件、2015年度:13件、2016年
度:15件、2017年度:15件、2018年度：19
件
財団が支援した報奨旅行等誘致件数
2014年度:10件、2015年度:18件、2016
年度:34件、2017年度:39件、2018年度：
39件

○ 国際会議：2019年度の目標 22件に対
し、22件
○ 報奨旅行等：2019年度の目標 42件に対
し、34件
○ 財団が支援したユニークベニュー利用
件数実績2019年度の目標：22件に対し、24
件

国際会議 ：各種取組により、これまで国際
会議誘致件数を順調に増やしてきたが、新
型コロナウイルス感染症の影響により一部
の会議は開催が延期となった。

報奨旅行：各種取組により順調に誘致件
数を増やしてきたが、新型コロナウイルス感
染症の影響により2020年２月から同年３月
にかけて支援予定の案件が延期となった。

ユニークベニュー：各種取組により、件数
を順調に増やす事ができたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により2020年３月に
支援予定の案件が中止となった。

ユニークベニュー利用促進 ○財団が支援したユニークベニュー利用件数：22件

○MICE誘致活動での活用（ワンストップ窓口、PRツール）

○財団が支援したユニークベニュー利用件数実績：24件

○ユニークベニューワンストップ総合支援窓口「Tokyo Unique Venues 」での問
合せ対応やパンフレット及びウェブサイトを活用したPRを実施

国際会議誘致の強化 各取組について、以下のとおり、2020年に向けて着実に取組を進めること
ができた。
ただし、新型コロナウイルス感染症が収束するタイミングにもよるが、2020
年度は国際会議誘致、報奨旅行等誘致、ユニークベニューの利用が共に
少なからず影響を受けることになると思われる。

○2019年度の国際会議誘致・開催資金助成の拡充に伴い、国際会議の登
録実績を着実に伸ばしている。一方、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、一部の会議は開催の中止や延期になることが想定される。

○新型コロナウイルス感染症の影響により2020年2月から同年3月にかけて
の案件が延期となったことから、2019年度の報奨旅行等誘致件数実績は
34件に止まった（昨年度比5件減）ものの、目標値を見据えて着実に実績を
積み上げる事ができた。

〇新型コロナウイルス感染症の影響は受けたものの、ユニークベニュー利
用件数の目標値を上回る実績を達成する事ができた。また、ワンストップ窓
口「Tokyo Unique Venues」が機能する事で、問い合わせ件数が増加し、ユ
ニークベニュー利用件数増に繋げることができた。

○財団が支援した国際会議誘致件数：22件

○2020年以降のより戦略的な誘致に向けてマーケティング調査
を実施

○新規誘致対象国際会議の調査・分析に基づくセールスを継続
実施

○国際機関等への職員派遣の実施

○協議会のテーマや委員について、委員の意見を集約し改善を
加える。

○人材育成プログラムの改善を行い継続実施

〇財団が支援した国際会議誘致件数実績：22件

○2020年以降に向けた戦略的な会議誘致のためのマーケティング調査を実施

○新規誘致対象国際会議の調査・分析に基づくセールスを継続実施

○国際機関等へ職員を長期・短期派遣等の実施

○協議会のテーマ等について、委員の意見を集約し改善を加えた

○人材育成プログラムの改善を行い基礎編及び実践編講座実施

報奨旅行等誘致の強化 ○財団が支援した報奨旅行等誘致件数：42件

○アジアを中心とした新規誘致対象イベントの調査・分析に基づ
くセールスの推進

○蓄積したノウハウ等を最大限活用し、新規案件の獲得を引き
続き行う。

○人材育成プログラムの改善を行い継続実施

○有楽町エリア等との連携を強化

○財団が支援した報奨旅行等誘致件数実績：34件

○アジアへの営業活動やアジアからのファムトリップ等を実施

○日々の業務を通じ蓄積したノウハウや情報等を活用し、新規案件獲得に注
力

○人材育成講座基礎編及び実践編を実施

○DMO東京丸の内との情報共有等を実施

団体自己評価
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人 東京観光財団 （所管局：産業労働局  ） 　 評価対象年度：　2019年度　

2019年度計画 2019年度実績番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 団体自己評価

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響により中止・延期を余儀なくされる取組が
多数発生したが、通期では2019年度目標を達成することができた。
観光資源の発掘・磨き上げについて、2020年度までの3年間で62件という目
標に対して、2年間で40件の進捗となっており、到達目標実現に向けて着実
に取組が進んでいる。

○地域の観光資源の発掘・磨き上げを実施していくため、ワンストップで対
応できる「地域支援窓口」により、各団体との意見交換等を通じてニーズ把
握を進めることができた。

〇「地域支援窓口」職員による観光関連団体等への訪問調査により、他団
体の参考となるベストプラクティス10件を抽出し、「東京都内観光協会交流
サロン」や財団HPを活用して共有することで、観光資源の発掘・磨き上げを
促進するための情報提供を進めることができた。

〇ラグビーワールドカップを契機とした広域連携を推進するための支援を行
い、東京2020大会時の取組への素地を築くことができた。

○2019年度は、上記取組や助成金等の支援ツールを組み合わせることで、
20件の観光資源開発を支援することができた。

⑤ 地域の魅
力を活かし
た観光振興

地域の観
光振興のた
めの取組強
化

○ 2020年までの３年間で、62件（都内
区市町村数と同数）の地域の観光資源
を発掘又は磨き上げを行う。

以上により、「東京」の観光都市としての
魅力向上を図っていく。

○ 2019年度の単年目標に対し100％の達
成率であった。2020年度までの到達目標 62
件に対して累計40件（進捗率64.5％）。

　（参考）2018年度　20件
　観光資源開発に向け、各観光関連団体等
の支援ニーズを把握し、それぞれに応じた
支援を行うことで、着実に観光資源の発掘・
磨き上げを実施している。
　観光資源開発のヒントとなるよう、様々な
観光関連団体等のベストプラクティスの共有
も引き続き実施している。

ラグビーワールドカップ等の大規模イベン
トによる機運醸成と、まちあるきツアーなど、
地域における連携・取組を促進し、「体験・
交流」を軸とした広域での観光資源の開発
支援も着実に進めている。

賛助会員向け新サービスの
提供

○観光関連団体等の支援ニーズ等の蓄積

○支援ニーズを反映した観光資源開発支援を推進

○引き続き、「地域支援窓口」により、観光関連団体等の支援ニーズを把握

○20件の観光資源の開発を支援

観光関連団体等のベストプラ
クティスの共有

○調査を継続するとともに、蓄積したベストプラクティスを引き続
き共有

○10件のベストプラクティスを抽出し、「東京都内観光協会交流サロン」等にて
共有

観光関連団体等の連携推進 ○ラグビーワールドカップ2019TM観戦者をターゲットに多摩地域
での観光消費拡大に向けた取組を支援

○引き続き、観光関連団体等や民間事業者との連携を推進し、
区市町村の行政区域を超えた観光資源開発等を推進するため
の広域の取組を掘り起こす

○ラグビーワールドカップ2019TM観戦者をターゲットにした多摩地域での商品
開発を支援

〇西多摩地域において観光関連団体及び民間事業者の連携を推進し、自然を
生かした広域での観光資源開発を支援

観光関連団体等向けワンス
トップ総合窓口の設置・運用

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化については、SNS上でPR映像を一緒に作り上げる「東京ブランド」キャンペーン等により、目標を上回る「ファン数」を確保するなど、取組が大きく進捗している。MICE誘致件数の拡大については、国際会議誘致の着実な実施、ワンストップ窓口におけるきめ
細かな対応、ウェブサイトのコンテンツの内容充実等により、ユニークベニュー利用を促進するなど、取組が進捗している。その他、地域の観光振興のための取組強化や、賛助会員ネットワークの拡充についても、取組の進捗が見られる。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症の影響による、観光業界の厳しい状況や、旅行者ニーズの変化等を踏まえ、アフターコロナを見据えた観光振興を先導していく役割が期待される。

○国内外とのネットワークや現場ノウハウを活用して事業を実施するとともに、政策実現に向け都と連携するなど、東京の観光振興の発展に貢献している。今後も自主事業の拡大や都への事業提案を積極的に行うなど、効果的かつ実効性のある事業の更なる展開を期待している。
○経営改革プランに掲げた６つの戦略について、それぞれの取組事項を創意工夫を行いながら実施し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも目標数値を概ね達成したことは評価できる。
・戦略①について、組織理念を浸透させるための新たな取組を実施するとともに、職員の能力向上や組織構造・業務フローの見直しによる執行体制の強化などに着実に取り組んでいる。
・戦略②について、現場職員や民間事業者等の意見を集約し、都と意見交換を実施した。今後は、民間シンクタンク等との共同研究の成果や外国人材の活用により得た知見を都への企画提案や民間事業者等へ還元し、東京の観光都市としての魅力向上につなげていくことを期待したい。
・戦略③について、新型コロナウイルス感染症の世界的流行による影響を受けつつも、過去の実績やラグビーワールドカップ2019の開催などを踏まえ、ターゲットやテーマを絞ったプロモーションを工夫して実施している。
・戦略④について、新型コロナウイルス感染症の影響により一部の国際会議や報奨旅行等が延期となったものの、マーケティング調査に基づくMICE誘致活動を展開するとともに、国際団体等と連携した講座の実施により、国内の専門人材の育成に寄与している。ユニークベニューについては、ワンストップ窓口による支援やPR等により、着実に実績を増やしている。
・戦略⑤について、地域支援窓口による観光関連団体等への支援を通じて、地域の観光資源の発掘・磨き上げを行うとともに、ラグビーワールドカップ2019を契機とした広域連携支援を行うなど地域の観光振興を着実に推進している。
・戦略⑥について、新たに賛助会員と非賛助会員のマッチングイベントを実施するなど、新規賛助会員の獲得に向けて取り組み、着実に賛助会員を増やしている。

一次評価（所管局評価）

〇賛助会員のニーズを踏まえた新サービスも好評を得ており、財団のプレ
ゼンス向上に向け、着実に取組が進んでいる。

〇2020年度までの達成目標である３年間で180社・団体の新たな賛助会員
の獲得に対し、2019年度目標数である60社の新規会員を獲得を達成するこ
とができた。

以上のことから、2020年度に向けての取組が着実に進んでいる。

○TCVBビジネス交流会の継続実施

○賛助会員と非賛助会員とのマッチング機会の提供

○コーポレートサイト等を活用し、賛助会員向けに積極的に情報
を発信

〇ＴＣＶＢビジネス交流会３回実施

○賛助会員と非賛助会員とのマッチングイベントを実施（１回）

〇メール配信による情報提供を実施

新たな賛助会員の獲得 ○賛助会員数
目標値 642社・団体（60増）

〇賛助会員数
642社・団体（60増）

⑥ 観光関連
産業への
貢献

賛助会員
ネットワー
クの拡充

○ 2020年までの３年間で、180社・団体
の新たな賛助会員の獲得を目指す。

（2014～2016年度の３年間の増加数
（91社・団体）の約２倍の獲得を目指
す。）

より多くの賛助会員を獲得することで、
賛助会員ネットワークを拡充するととも
に、当財団のプレゼンスの向上につな
げていく。

○ 新サービス（TCVBビジネス交流会や賛
助会員と非賛助会員とのマッチング機会の
提供）を実施
○ 2020年度の到達目標700社・団体に対
し、642社・団体
主催イベントの実施や営業活動により、順調
に会員数が増加している。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：（公財）東京動物園協会　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

人材育成における課題の抽出
とその対応の検討

・現状分析と課題抽出により得られた内容
を、新たな人材育成体系の構築に反映

・協会の固有職員全体を対象とする総合的な人材育成方針
（案）を策定

新たな人材育成体系の構築 ・人材育成体系の構築に向けた制度設計 ・人材育成方針（案）に基づく適切な育成の実現に向け、人事
考課制度を再構築

新たな人材育成に向けた職員
研修制度の検討

・協会全体の体系的なOFF-JTプランの作
成
・４園共通の技術研修の実施

・OFF-JTプランに基づき着実に研修を実施
・環境対策や樹木の安全管理など４園共通の研修を実施

新たな人材育成体系に基づく
職員管理

・新設する委員会の検討に基づく配置を実
施

・人材育成委員会を設置し、生物系職員の異動について配置
調整を実施

外部登用等、柔軟な人事配置
体制の検討

・検討した専門的人材登用計画について、
新たな人材育成体系の構築に反映

・新たに外部専門人材を登用するための制度運用を検討・整
理

教育普及センターの設置 ・教育普及センターを設置
・協会全体の教育普及事業の方針策定
・学校教育との連携窓口機能統合と各園
調整

・協会全体の教育普及方針の策定
・教育普及センター固有のSNSによる発信

教育普及プログラムの評価検
証及び改善のプロセス構築

・評価対象の教育普及プログラムの抽出
・前年度調査検討状況を踏まえた評価手
法案作成
・教育普及センターにおいて教育普及プロ
グラムへの参加者満足度調査を実施

・評価対象の教育普及プログラムの抽出
・教育プログラムの評価法の検討

学校教育との連携強化 ・教育普及センターを窓口とした実習受入、
職場体験、職場見学等の効率的な連携

・教員セミナーへの参加者増への取り組み
・学校飼育動物の飼育状況と問題点の抽出
・4園の取組状況の取りまとめ

体系的な教育プログラムの構
築

・前年検討したモデルを踏まえ、センターに
おいて体系的プログラム構築
・各園において中長期計画策定
・外国人向けプログラムの内容検討

・4園連携プログラムの構築
・飼育動物の種名ラベルの統一化
・中長期計画の策定
・外国人向け東京産動物紹介パンフレットの英語版の作成準
備

企業のCSR活動やNPO団体、
ボランティア等との連携の推進
など

・東京商工会議所等、連携の相手先への
営業活動を展開
・ボランティア団体とも協議の上、活動内容
を改善

・イベント開催時の外部との連携
・ボランティア団体とも協議の上、活動内容を改善

東京動物園協会野生生物保
全基金による助成制度の見直
し

・拡充された助成制度に基づき、助成対象
10件の適切な進行管理
・5倍に引上げた助成金総額を的確に配分
・次年度助成対象内容のレベルアップ

・新助成制度に基づいて助成金を交付するとともに報告書確
認等、適切な進行管理を実施
・年度末の公募にあたっては更なるPRを図り、申請件数は前
年度の約1.4倍に拡大

幅広く民間などからも資金を得
る制度の検討

・これまで行っていなかった寄付金募集手
法としてDM活動を展開
・ウェブとSNSによる寄付金募集を開始
・オンラインによる寄付システム開始
・提携先の調査

・DM活動として東京商工会議所加盟企業に配付される機関
誌に広告を掲載
・ウェブとSNSで寄付の呼びかけを実施
・オンライン寄付システムを開始
・信託銀行との提携のためのヒアリング実施

外部からの資金獲得制度に関
する検討

・調査に基づき新たな資金獲得に向けた方
法を検討
・具体的な資金獲得活動を開始

・事例調査をふまえ、直接的な営業活動として東京商工会議
所への訪問面談を実施

収益事業から基金への繰入れ
制度の検討

・収益事業の成績に応じた繰入れ（当期純
利益の5%）を実施

・繰入ルールに基づいた繰入れを実施

公益財団の固有公益事業とし
ての、保全活動等への基金活
用の検討

・基金を活用した新たな保全活動等につい
ての制度的な問題の検証
・関係機関との協議

・協会が主体的に保全活動に取り組むための制度や規模を
検討
・関係機関との協議を実施

団体自己評価

・平成18年度に指定管理者制度が導入され、協会が飼育展示も含めた園の管理運営
全般を担うこととなり、飼育系の職員は、都派遣から固有に移行することになった。

・これにより固有職員の人材育成・技術の継承が求められることになったが、協会とし
て抜本的な対応に苦慮していた。

・そのため、「（公財）東京動物園協会　人材育成のあり方について（ＰＴ報告書）」を取
りまとめ、人材育成体系を構築し、生物系職員の研修制度や外部登用制度の整備を
進めてきた。

・今回、総務・サービス系職員及び施設系職員についても人材育成に関する現状分析
と課題整理を行い、生物系職員と併せて、協会全体の人材育成方針（案）を策定した。

・固有職員のすべての職種を対象として、人材育成の現状と課題、制度的な対応策を
内容とする総合的な人材育成方針（案）を策定したことは、協会運営にとって大きな成
果である。

・人材育成方針に基づく具体的な対応策として、人材育成の視点から人事考課制度を
見直すとともに、人材育成委員会を設置してきめ細かな配置管理を行うこととし、研修
制度の充実と併せて、「個」に着目した育成を実施する礎を築くことができた。

・以上のことにより、2019年度の目標を十分に達成することができた。

・教育普及センターを設置し、協会全体の教育普及事業方針を策定した。策定直後に
シンポジウムを開催し、教育普及方針を発表するとともに現況や今後の向かう方向に
ついて参加者と共有することができた。

・SNSによる情報発信を開始し、各園や国内外の動物の話題を発信するなど教育普及
を行うとともに、教育普及センターの周知を図ることができた。

・各園がそれぞれの特徴を生かして行ってきた教育普及プログラムに加え、教育普及
センターがその企画や調整を進めることにより、新たな4園連携プログラムに取り組む
ことができた。

・教員対象セミナーについては、教育普及センターが一括して募集し、よりきめ細かく
対応することで参加者数が増加した。冬季にはセミナーのコマ数を増やすことで、多く
の参加を得ることができた。

・有人の教育プログラムの中で最も多くの来園者が参加する動物解説等のボランティ
ア活動について、助言や資料の貸与をすることで知識・スキルの向上を図った。

これらの取り組みにより教育普及部門の強化が図られ、2019年度の目標を達成するこ
とができた。

・基金のPRや公募時のDM送付を積極的に展開した結果、申請件数は前年度の1.4倍
に増加した。中学・高校からの申請も増加した。

・助成対象活動の調査地は北海道から沖縄まで日本各地のみならず、国外での保全
活動も含まれることとなった。都立動物園マスタープランにも謳われる野生生物の保全
のための事業、都内にとどまることなく、積極的に具体化することができた。

・寄付金獲得のためにウェブ、SNS、広告などで基金の認知度向上に努めるとともに、
寄付への呼びかけを積極的に実施した。また、オンライン寄付システムの導入によっ
て寄付手続を簡便化し、資金獲得への手法拡大を図った。

・経営上の努力の結果、収益事業から基金への繰入れをルールに基づいて実施する
ことができた。

・以上の積極的な取り組みにより、基金の認知度の向上、寄付金手法の拡大、収益事
業からの繰入れ等、幅広い財源を活用した固有公益事業の充実について目標を達成
することができた。

③ 幅広い財源
を活用した
固有公益事
業の充実

東京動物園
協会野生生
物保全基金
等の拡充

・東京動物園協会野生生物保全基金につ
いて、助成支援制度および財源確保の両
面からの見直しを図り、助成規模（助成金
総額）については現行の1.5倍以上とし、国
内外における野生生物保全活動を一層推
進
・同基金を当協会の固有公益事業に活用
し、より幅広い保全活動に寄与することを
目指す
・その他の基金事業も含め外部からの資
金獲得制度について検討

・拡充した助成制度を確実に進行させ、助成対
象及び財政規模の両面においてレベルアップを
図り、基金の認知度を向上させた。
・資金獲得のためのオンライン寄付システムを
稼働させるとともに、経営上の努力を通じて収
益事業からの繰入れを着実に実行した。

① 長期的視野
に立った着
実な人材育
成

新たな人材
育成体系の
構築

・キャリアコースの策定とそれを踏まえた研
修や職員管理等の各制度から成る新たな
人材育成体系の構築を完了し、運用を開
始
・職員構成等を踏まえ、組織運営にあたり
必要な外部人材を柔軟に登用

・人材育成方針（案）を策定し、それに基づき人
事考課、配置管理、研修など関係する各制度を
強化することにより、「個」に着目したきめ細かな
人材育成を行う体制を整備した。

② 社会教育施
設としての
教育普及活
動の組織体
制の強化

教育普及活
動部門の体
制強化

・4園の教育普及事業を統括する部門とし
て教育普及センターを2019年度に設置し、
社会教育施設としての機能を強化
・教育普及プログラムの評価検証及び改善
を行い、教育普及プログラムの参加者満足
度（2018年度よりアンケート実施予定）の対
前年比を向上させる

・4園の教育普及事業の統括部門として協会教
育普及センターを設置し、協会全体の教育普及
方針を策定した。
・学校教育関連プログラムを中心に評価と検証
を行い、改善を進めた。
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「認定希少種保全動植物園」と
して環境省保護増殖事業や日
本動物園水族館協会への貢
献

・4園において、認定を取得
・ライチョウやツシマヤマネコの保護増殖事
業を通じた日動水及び環境省等との連携
強化

・認定について、各園環境省と事前確認作業を実施、葛西に
ついては申請書を提出
・保護増殖事業ではオガサワラシジミの域外保全として新宿
御苑での飼育開始をバックアップ

第2次ズーストック計画に基づ
く取組による野生生物保全へ
の貢献

・ズーストック対象種の保全活動実施
・前年度の評価検証結果から取組みの改
善を実施
・2019年はライチョウ、チンパンジー、ウミガ
ラス、ツシマヤマネコ等について優先的に
取組む

・ズーストック対象種の保全活動に取り組み、ライチョウ、チン
パンジー、ウミガラス他、ズーストック対象種のうち46種の繁
殖に成功

来園者向け情報発信力の強
化

･キーパーズトーク 4園合計の実施回数
4,500回

・キーパーズトークは4園合計で昨年度実績を上回る4,301回
実施

希少種保全の取り組みに関す
る情報発信力の強化

・シンポジウム等を各園で実施
・教育普及センターにおいてシンポジウム
等への参加者満足度調査を実施

・シンポジウム等を各園で実施
・野生生物保全センター企画展の利用者アンケートを実施

大学や研究機関との連携強化 ・共同研究の取組みの成果について、HP
等で広く情報発信

・前年度に行った研究発表の一覧をHPに掲載

日本動物園水族館協会を通じ
た国内ネットワークの更なる強
化

･国内の加盟園館と連携した日動水の希少
種における種保存事業など、各事業への
協力継続

・日動水のJCP（動物収集計画）において、複数の希少種の
計画管理者として、国内動物園ネットワークの生息域外保全
を推進

特に動物福祉に配慮した展示
施設の整備に関する提案

･調査結果を元に、今後整備される予定の
展示施設に関する動物福祉基準を検証

「東京動物園協会動物福祉ポリシー」の策定に向けた検討の
開始

国際会議・シンポジウム等へ
の職員派遣

・国際会議、シンポジウムへの積極的な参
加と研究発表等による国際的な情報共有

・動物園・水族館に関係する国際会議へ職員を派遣
・国際博物館会議京都大会でのPR活動を実施

国際的動物学的情報管理シス
テムを活用した連携強化

・ZIMSが有する飼育管理、血統解析、獣医
学等の各データ入力により、活用及び共有
に向けた準備を推進

・日本動物園水族館協会のZIMS活用研修会参加
・東京動物園協会ZIMS担当者会議の開催

連携協定等による国内外ネッ
トワークの強化

・国内外動物園等との新たな協定等を年間
5件締結
・ブリーディングローンによる展示動物確保
の推進

・国内外動物園等とのMOU等、新たな協定を5件締結
・ブリーディングローン契約15件新規締結

より広範な利用者満足度調査
を活用した、ＰＤＣＡサイクルに
よる改善

・新たに設置する「サービス向上委員会」に
おいて新たな利用者満足度調査を実施し、
ＰＤＣＡサイクルによる改善を実施
・井の頭の彫刻館に専従職員を配置し、保
有作品の整理、展示の充実等を図る

・「サービス向上委員会」において新たな利用者満足度調査
を実施、調査結果からアクションプランを策定
・井の頭の彫刻園において学芸員による新たな企画を実施

「苦情・要望データベース」の
構築と運用

・苦情や要望について、各園で対応策を検
討し、改善を実施する。
・実施した対応策の内容について、ホーム
ページ等で公表する。

・対応が必要な苦情や要望について、都度関係部署と調整
し、改善を実施
・対応の一部をHP上で公表

苦情・要望や利用者満足度調
査結果をＨＰ等で公表

・主な苦情及び要望、利用者満足度調査
結果を公表
・公開された内容に対する協会としての対
応結果及び今後の対応方針を発信

・各園に寄せられる要望等を毎月取りまとめ、HP上で公開
・利用者満足度調査結果をHP上で公開

前売り券やクレジットカード、電
子マネーの導入

・４園において入場料にかかるキャッシュレ
スを導入
・ＱＲコード決済の実証実験を上野で実施
・園全体としてのキャッシュレス導入の周知
を図る

・4園の入場券手売窓口においてキャッシュレスを9月より導
入
・上野の入場券手売窓口においてQRコード決済実証実験を
11月より開始

増加する外国人来園者及び
2020オリンピックに向けた対応

・多摩及び井の頭の園内サインの多言語
化完了
・ツーリストインフォメーションの試行運用開
始

・上野動物園内に外国人向け案内所を設置し、英語・中国語
による案内や園内ツアー等のサービスを開始
・多摩及び井の頭の園内サインの多言語化のための案を策
定

・「認定希少種保全動植物園」制度について、申請書類について環境省との調整を行
い、葛西において申請書を環境省に提出するとともに、他の３園も申請書類の確認を
待つ状況となっており、2020年度に全ての園について申請書類の提出を完了する見
込みである。

・第２次ズーストック計画対象種について、飼育繁殖・教育普及・保全等の計画を着実
に進めるとともに、環境省の進める希少野生動物の保護増殖事業への貢献を果たし
た。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、実施回数は目標値に届かなかったもの
の、様々な機会を捉えてキーパーズトークを実施し、多くの来園者に野生動物に関す
る科学的興味を喚起することができた。

・希少野生動物の保全に関する都立動物園・水族園での取組について、講演会やシン
ポジウム、HP等のＩＣＴを通じて、多くの都民に伝えることができた。

・大学や研究機関との多様な共同研究を進めることにより、希少野生動物の繁殖生理
等に関する知見を深め、飼育技術の向上にも活用することができた。

・以上の各項目により、野生生物の研究や保全に向けた活動を一層推進し、2019年度
の目標を達成することができた。

⑥ 展示やサー
ビスのより
一層の魅力
向上による
利用者満足
度の向上

利用者満足
度調査を活
用したＰＤＣ
Ａサイクル
による利用
者サービス
の向上

・新たに設置する「サービス向上委員会」に
より、多様化するニーズを把握するための
新たな利用者満足度調査を実施し、各園
の特性に応じた課題をＰＤＣＡサイクルによ
り改善し、利用者サービスの向上に繋げ
る。
・苦情、要望及び利用者満足度調査結果
の情報公開を推進し、都立動物園に対す
る信頼度の向上と利用促進を目指す。
・2020オリンピック・パラリンピック競技大会
までに電子マネー等の導入を行う。
・増加する外国人来園者に対応するため、
2020オリンピック・パラリンピック競技大会
期間に、上野にツーリストインフォメーショ
ンを設置する。

・「サービス向上委員会」によるヒアリング調査
により、新たな利用者サービス向上への施策に
向けたアクションプランを策定することができ
た。
・各園に寄せられる苦情・要望をデータベース
化して共有することにより、改善につなげるとと
もに、ホームページに掲載し、情報公開を推進
した。
・キャッシュレスや訪日外国人来園者向け案内
所「Tokyo Zoo Welcome Center」などの新たな
サービスを開始し、利便性の向上を図った。

団体自己評価

⑤ 国内外の動
物園・水族
館のネット
ワーク強化

国内外ネッ
トワークの
更なる強化

・日本動物園水族館協会の各種事業の推進や
国際会議等への出席、ZIMSの活用や他団体と
の連携協定の締結を通じ、国内外のネットワー
ク強化を一層推進した。
・国際的連携には欠かせなくなってきている、動
物福祉の向上について、協会としての動物福祉
ポリシーの策定に着手した。

・「認定希少種保全動植物園」の早期認定
により、種の保存に関する動物園等の公的
機能を明確化し、社会的な認知度を向上さ
せる
・環境省の進める希少野生動植物の保護
増殖事業への一層の貢献
・大学や研究機関との連携拡充により、学
術的・技術的な機能強化を図る
・来園者向けの情報発信の強化のため、
キーパーズトークの実施回数増に取組み、
4園合計年間5,000回の実施を目指す
・シンポジウム等の参加者の満足度や理
解度（2018年度よりアンケート実施予定）の
対前年比を向上させる

・「認定希少種保全動植物園」について、申請書
類等の環境省との調整を各園で行い、認定取
得へ向けた手続きを進めた。
・希少野生動物の保全活動を推進するととも
に、それらに関する情報発信や、大学・研究機
関との共同研究を推進した。

④ 野生生物の
研究活動や
保全活動の
一層の推進

改正種の保
存法が定め
る「認定希
少種保全動
植物園等」
としての活
動の推進

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネッ
トワークを強化し、国内の種保存事業等を
推進
・特に動物福祉に配慮した展示施設の整
備について、東京都の整備計画への提案
を実施
・国際会議への出席や、世界動物園水族
館協会を通じた国際ネットワークを強化し、
日本を代表する動物園としてリーダーシッ
プを発揮
・国内外動物園・水族館や関連機関との連
携協定の締結を進め、新たに5件の連携協
定を締結することにより、希少野生生物の
繁殖計画を推進

・日動水の各事業に協力し推進することで、国内の動物園・水族館全体のレベルアッ
プを図っている。

・国際的に機運が高まる動物福祉について、新たに「動物福祉ポリシー」の策定に向
け、各種会議等で検討を行うことにより、協会職員の意識改革を図ることができた。

・国際博物館会議京都大会において、動物園組織としては唯一、ブース出展し都立動
物園・水族園の取り組む保全活動を紹介することで、日本を代表する動物園として国
際的な情報発信を行うことができた。

・ZIMSの活用を推進することで、国際的な動物情報の蓄積に貢献し、ネットワークの強
化を図ることができた。

・様々な団体との連携活動の結果、国内外の動物園等との５つの新たな協定を締結
し、保全活動等を推進するための一層強固な連携体制を築くことができた。

・上記の様々な取組を進めることで、研究や保全、動物交換に繋がる各種ネットワーク
を強化し、2019年度の目標を達成することができた。

・「サービス向上員会」によるヒアリング調査により、新たな利用者サービス向上への施
策に向けたアクションプランを策定することができた。

・苦情・要望データベースを活用し、各園に寄せられる苦情・要望を総務部及び4園で
共有化し、対応の統一を図るとともに、要望に対して着実に対応し、サービスや施設の
改善を図った。

・各園に寄せられる苦情・要望を取り纏め毎月ホームページで公表するとともに、利用
者満足度調査の結果についても公表することで、都立動物園・水族園の透明性の向
上に努めた。

・現金のみの取り扱いであった入場券購入について、新たにクレジットカード、電子マ
ネー、QRコード等の各種決済手法を導入し、多様な来園者への利便性の向上を図っ
た。

・訪日外国人の来園者が最も多い上野動物園において、外国人向け案内所「Tokyo
Zoo Welcome Center」を設置し各種サービスを開始することにより、オリンピック・パラ
リンピック競技大会に向けた外国人向けサービスの試行を行うことができた。

・以上のことから、都立動物園・水族園の総合的なサービスの向上が図られ、2019年
度の目標を達成することができた。

6
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：（公財）東京動物園協会　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、教育普及活動部門の体制強化については、教育普及センターを設置し体系的な教育プログラムに係る中長期計画を策定するとともに、ボランティア団体と協議し活動の改善に取り組むなど、取組が進捗している。また、利用者満足度調査を活用したＰＤＣＡサイクルによる利用者サービ
スの向上については、苦情・要望データベースの活用により、園内サービスや施設の改善につなげたほか、キャッシュレスの導入を進めるなど、取組が進捗している。その他、野生生物の保全活動としてズーストック対象種の保全活動やシンポジウムの開催、日本動物園水族館協会や国際シンポジウムでの活動による国内外
ネットワークの強化などにも着実に取り組んでいる。

以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種取組を着実に推進していくとともに、今後は新型コロナウイルス感染症の影響により減少している収益をカバーするための取組を早急に検討し実施していくことも求められる。

・政策連携団体活用戦略に掲げる「高度な飼育繁殖技術や国内外とのネットワークを活用し、持続可能な社会の実現や東京の魅力向上に貢献する団体」に資する取組が着実に行われており、「３年後の到達目標」の達成に向けた取組を大きく前進させた。
具体的には、

・戦略①「新たな人材育成体系の構築」では、固有職員のすべての職種を対象とした総合的な「人材育成方針（案）」を作成し、それに基づく人事考課、配置管理、研修など関係する各制度を強化するなど、きめ細かな人材育成を行う体制の整備に向けた取組を大きく前進させた。
・戦略②「教育普及活動部門の体制強化」では、四園の教育普及事業の統括部門として「教育普及センター」を設置し、協会全体の教育普及方針を策定。学校教育関連プログラムを中心に評価、改善を進めるなど、社会教育施設としての機能強化に向けた取組を大きく前進させた。
・戦略③「東京動物園協会野生生物保全基金等の拡充」では、基金の認知度を向上させることにより、拡充した助成制度を確実に進行させ、助成対象及び財政規模の両面においてレベルアップを図った。また、資金獲得のためのオンライン寄付システムを稼働させるとともに、団体の経営上の努力を通じて収益事業からの繰入を着実に実行するなど、
幅広い財源を活用した固有公益事業の充実に向けた取組を大きく前進させた。
・戦略④「改正種の保存法が定める「認定希少種保全動植物園等」としての活動の推進」では、「認定希少種保全動物園」について、環境省との調整を各園で進めるなど、認定取得に向けた取組を着実に進めた。また、希少種野生動物の保全活動については、ズーストック対象種の保全活動に積極的に取組み、コアラ、ライチョウ、チンパンジー、ウミガ
ラスなど46種の繁殖を成功させるとともに、情報発信や大学・研究機関との共同研究を推進するなど、野生生物の研究や保全に向けた取組を大きく前進させた。
・戦略⑤「国内外ネットワークの更なる強化」では、日本動物園水族館協会への事業協力や国際会議への職員派遣、国内外の動物園等と新たな連携協定を締結するなど、研究や保全、動物交換に繋がる各種ネットワークの強化を図り、目標達成に向け取組を大きく前進させた。また、国際連携には不可欠である動物福祉の向上に向け、協会としての
動物福祉ポリシーの策定に着手し取組を大きく前進させた。
・戦略⑥「利用者満足度調査を活用したＰＤＣＡサイクルによる利用者サービスの向上」では、「サービス向上委員会」によるヒアリング調査により、新たな利用者サービス向上への施策に向けたアクションプランを策定するなど取組を大きく前進させた。また、苦情要望のデータベース化を行いホームページに掲載するなど、都立動物園に対する信頼度の
向上に向けた取組を大きく前進させた。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向け、来園者の多い上野動物園、葛西臨海水族園において迅速に休園への対応を進めた（2/29～6/22)。 他２園も外出抑制を促すため休園（3/28～6月上旬）。
・休園期間中、各動物の映像・動画の積極的配信により、再開園に向けたファン維持及び新たなファン獲得に努めた。
・休園期間中、三密回避に向け、新たな予約システムの開発や安全な展示方法を検討し、迅速に整備することにより、感染拡大防止策を講じつつ、早期の再開園を実現した。

一次評価（所管局評価）

6
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人東京都公園協会　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

・調査分析結果に基づく組織体制・人員配置プラ
ンの策定と東京都との調整の実施

・組織体制・人員配置プランを策定し、東京都と調整を実施

・新人事制度導入に向けた社内調整（社員説明・
組合交渉等）および東京都との調整の実施

・新人事制度導入に向けた社内及び東京都との調整を実施

・プランに基づき、窓口の一部ＡＩ化等に向けたシ
ステム構築（システム構築完了3月）

・窓口の一部ＡＩ化等に向けたチャットボットシステムの構築・
導入

・民間企業と共同し、自動芝刈り機の実証実験を実施し、導
入した。

・ペーパレス化導入による業務効率化の実現（紙
使用量前年度比5%削減）

・電子決裁による社内起案業務の簡素化に向け
たシステム構築（システム構築完了3月）

・業務効率化に向けたペーパレス化を推進（前年度比10％
減）

・旅費精算及び入札業務に係る電子決裁システムを導入

・文書管理に係る電子決裁システムを構築

・キャッシュレス対応機を導入（駐車場、売店等に計14台）

都民ニーズに応えるスペシャリスト
の登用

・優先的に配置する必要のある公園に、スペシャ
リスト（行政と市民をつなぐコーディネーター等を
想定）を採用・配置2名

・外部からエリアマネジメントの実績を有するスペシャリストを
3名採用し、エリアマネジメントを推進する部署に配置

スキル・ノウハウを継承する人材の
専門性の向上と活用

・内部人材のスペシャリスト化（行政と市民をつな
ぐコーディネーター等を想定）に向けた社外研修
の実施（公民連携を主なテーマとするシンポジウ
ム等に参加等）

・スキル分析レポートに基づき、公園に必要とな
るスキル・ノウハウの向上に向けた研修等の実
施（ファシリテーション、コーディネーション、公園
管理運営士を対象としたスキルアップ）

・内部人材のスペシャリスト化にむけた以下の取組を推進

①外部研修・シンポジウムへの参加
②公園管理運営士研修の強化・充実
③ＳＤＧｓ研修の実施

採用・育成したスペシャリストを活
用し、公園とまちを活性化するため
のエリアマネジメント協議会による
公園運営の推進

・エリアマネジメント協議会を立ち上げ、公園と地
域（住民・企業・行政）の交流を活性化させ、まち
づくりの視点で主体的に公園利用を促進

・対象10公園のうち3協議会（木場公園、城北中
央公園、砧公園）

・エリアマネジメント協議会を２つ立ち上げ、公園と地域の交
流を活性化させる取組を推進
①城北中央公園
②砧公園

・木場公園については立ち上げに向け、ステークホルダーヒ
アリング、メンバー募集イベント等を実施

賑わいを創出するソフト事業の展
開

・公園とまちの魅力アップに貢献する新たな大型
イベントの実施3公園

①日比谷公園で大規模な音楽祭
②文化財庭園で日本文化を発信するイベント
③その他、まちの魅力向上、利用促進につなが
る大型イベント（場所・内容を検討中）

・新たな大型イベントの実施2公園

①日比谷音楽祭（日比谷公園）6月1日・2日
②大江戸文化芸術祭（浜離宮恩賜庭園）8月23日～25日

積極的・戦略的投資による魅力的
な公園施設の設置と利用促進

・利用者ニーズに基づいた、公園の魅力を向上
させる施設のオープン区部エリア4店舗以上

①葛西臨海公園レストラン
②葛西臨海公園カフェ＆ＢＢＱエリア
③木場公園キッズスペース
④木場公園ＢＢＱショップ
※①（左枠内の③）については、本計画確定後、
前倒しで2018年度内にオープン

・公園の魅力を向上させる施設のオープン
区部4店舗
①葛西臨海公園クリスタルカフェ＆ソラミドBBQ
②木場公園パークスミドリアム店＆BBQ
③日比谷公園Sports　Station Hibiya Park
④木場公園キッズリアム

・公園の魅力を向上させる施設のリニューアルオープン
区部2店舗
⑤代々木公園パークカフェ
⑥上野恩賜公園パークス上野
⑦小金井公園パークス小金井
⑧小金井公園そば茶屋さくら

2020年に向けた事業の推進及び公
園のストック効果を高める取組

・実施に必要な体制を強化

・多言語対応案内サインの整備

・トイレの洋式化の実施

・水辺再生事業等の実施

・受託事業係を設置して水辺再生事業を推進する体制を構
築したほか、ボランティアとの協働により水辺再生事業を実
施
・多言語対応サイン275基整備
・トイレの洋式化4公園59基

団体自己評価

３年後(2020年度)の到達目標に向けて、計画に挙げた以下の成果により取組が大きく前進した。

➣成果
◎組織体制・人員配置プラン策定
◎新人事制度導入に向けた調整
◎チャットボットシステム導入
◎自動芝刈り機の導入
◎旅費精算に係る電子決裁システム導入
◎入札業務に係る電子決裁システム導入
◎文書管理に係る電子決裁システム構築
◎キャッシュレス対応機器導入

➣個別取組別評価
１．組織の最適化・人的資源の再編成による業務効率化およびコスト削減
① 調査分析結果に基づく組織体制・人員配置プランの策定と東京都との調整

⇒ ◎多重構造（本社・ブロック・現場）から2層構造へ、2020年度に移行する準備を計画通り達
成した。
② 新人事制度導入に向けた社内・東京都との調整

⇒ ◎内外へのプラン説明・調整を進め、2020年度に導入する準備を予定通り達成した。

２．ＡＩ導入、ＩＣＴ化等の推進による業務効率化およびコスト削減
① ICT活用計画に基づく窓口の一部ＡＩ化等に向けたシステム構築

⇒ ◎霊園業務においてチャットボットを導入し、業務効率及びお客様サービスが向上した。
② ペーパーレス化推進による業務効率化の実現（紙使用量前年度比5％削減）

⇒ ◎目標を上回り、前年度比10％削減を達成した。
③ 電子決済による社内起案業務の簡素化に向けたシステム構築

⇒ ◎旅費精算、入札業務へ電子決裁システムを導入し、ペーパーレス・はんこレスを達成した。
⇒ ◎文書管理に係る電子決裁システムを構築し、2020年度導入への準備を計画通り達成し

た。
④ キャッシュレス対応の推進

⇒ ◎2020年度計画を前倒しし、駐車場・売店等に14台導入し、利便性を向上させた。

2020年度の到達目標であるコーディネーターを活用する公園の総合満足度アップに向け、以下の
とおり、具体の成果を伴って取組が進捗し大きく前進した。

➣成果
◎スペシャリストの外部登用・活用によるエリアマネジメントの推進
◎内部人材のスペシャリスト化に向けた育成
◎エリアマネジメント協議会（2協議会）の立ち上げ

➣個別取組別評価
１．都民ニーズに応えるスペシャリストの登用

⇒ ◎人材採用計画に基づき、3名のスペシャリストを採用・活用し、エリアマネジメントを推進す
ることができた。

２．スキル・ノウハウを継承する人材の専門性の向上と活用
⇒ ◎公園マネジメントやSDGｓ等に関する社内外の研修への参加をとおして、職員の専門性の

向上が図られた。

３．採用・育成したスペシャリストを活用し、公園とまちを活性化するためのエリアマネジメント協議
会による公園運営の推進

⇒ ◎2公園でエリアマネジメント協議会を立ち上げ、市民主体の参加型プログラムを実施し。1公
園については、立ち上げに向けたメンバー募集イベント等を実施し、取組が着実に前進した。

以下の成果により、賑わいの創出や公園の魅力向上、活性化を達成した。

➣成果
・大型連携イベントの実施2公園
・公園の魅力を向上させる施設オープン4店舗、リニューアルオープン4店舗（計画を拡張・前倒して
実施）
・水辺再生事業を推進する体制の構築
・多言語対応サイン改修275基
・水辺再生事業（かいぼり）実施8公園13池
・トイレ洋式化4公園59基

➣個別取組別評価
１．賑わいを創出するソフト事業の展開
①公園とまちの魅力アップに貢献する新たな大型イベントの実施

⇒ ◎関係団体と連携してイベントを開催し、新たな仕組みの実現や資金調達のノウハウが得ら
れるなど、取組が着実に前進した。

２．積極的・戦略的投資による魅力的な公園施設の設置と利用促進
①地域特性・ニーズ分析レポートに基づいた公園施設の設置提案

⇒ ◎計画を拡充および大幅に前倒しして実施（売店等8施設を新規・リニューアルオープン）し公
園の魅力アップと活性化を達成した。

３．2020年に向けた事業の推進及び公園のストック効果を高める取組
◎水辺再々事業に関して、受託事業係の新設やボランティアとの協働により、取組体制が強化さ

れた。
◎多言語対応案内サインの整備やトイレの洋式化の推進、水辺再生事業の実施により、公園の

ストック効果を高めることができた。

① 多様化する
公園マネジメ
ントへ対応で
きる組織へ
の転換

新たな時代の公園マネ
ジメントに対応するため
の原資（人員・予算）の
確保

組織の最適化・人的資源の再編成
による業務効率化およびコスト削減

ＡＩ導入、ＩＣＴ化等の推進による業
務効率化およびコスト削減

これまでの指定管理事業では、風格ある景
観の創出や安全・安心の徹底を主眼に置い
た重厚な組織運営を着実に実施してきた
が、新たな時代の公園マネジメントにおいて
は、都市経営の視点からのエリアマネジメン
トや、地域の特性やニーズに応じた公園施
設の設置など、多様なニーズに柔軟に応え
る公園マネジメントの実施が求められる。こ
れらを実施するための原資を生み出すた
め、ワイズスペンディングの観点から組織改
編や運営体制の見直しを含む抜本的な経営
改革を推進し、全社を挙げたコスト削減に取
り組み1億円を捻出する。

組織改編や人事制度改革、電子決裁シス
テムの導入やペーパーレス・はんこレス化
の取組、AIやロボットの活用により、コスト
削減につながる業務効率化が図られてき
ている。2019年度は、時間外労働時間を2
万2千時間縮減し、3千5百万円のコスト削
減を果たした。（2017年度比）

② 公園の多面
的活用やエリ
アマネジメン
トを推進する
スペシャリス
トの不足

新たなステージを支える
人材の確保

東京都公園審議会答申や都市公園法の改
正に基づき、公園の多面的活用の促進を見
据え、より柔軟に都市公園を使いこなすため
のプランニングとマネジメントを実施すること
のできる、新たなステージを支える人材の育
成と活用を図り、都市公園の管理の質の向
上を図る。これらを実現した成果指標として、
コーディネーターを活用する公園の顧客満足
度調査の総合満足度（5点満点、例：代々木
公園2017年度4.6ポイント、2016年度4.7ポイ
ント、2015年度4.6ポイント）を2020年度前年
比0.1ポイント向上させる。

エリアマネジメントを進めるため、スペシャ
リストの外部登用や内部人材の育成を着
実に実施して人材の強化を図った。そして
専門性の高い職員を活用し、城北中央公
園と砧公園においてエリアマネジメント協
議会を立ち上げ、住民参加型のイベントを
実施し、まちと公園の魅力向上に向けた活
動につなげることができた。

③ 多面的活用
の促進に向
けた積極的
投資への転
換

地域の特性やニーズに
応じたソフト・ハードの整
備推進

公園の多面的活用が促進される社会的な
ニーズに対応し、公園毎の地域特性やニー
ズに応じて、新たなイベントの実施や公園施
設の設置などを通じて、公園とまちの活性化
を促進する。これらの成果を示す指標とし
て、新たにイベントを実施した公園等で、公
園毎の顧客満足度調査における「催事・イベ
ント等の充実度」評価（5点満点）を2019年度
前年比0.1ポイント、2020年度前年比0.1ポイ
ント向上させる。（参考数値：主要10公園平
均2017年度4.2ポイント、2016年度4.3ポイン
ト、2015年度4.2ポイント）

新たに大型イベントを実施した①代々木公
園（平成30年）、②駒沢オリンピック公園
（平成30年）、③日比谷公園（平成30年、令
和元年）、④浜離宮恩賜庭園（令和元年）
における、本年度の顧客満足度調査の「催
事・イベント等の充実度」評価（平均値）
は、5段階評価で4.6ポイントで、前年の4.5
ポイントから0.1ポイント向上しており、目標
を達成している。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 公益財団法人東京都公園協会　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

A

・政策連携団体活用戦略に掲げる「都のパートナーとして利用者に望まれる公園づくりを担うとともに、河川の安全・安心を確保し魅力向上に貢献する団体」に資するよう、団体のノウハウを発揮し、新たな魅力の創出や公園マネジメントの展開に貢献する取組を着実に実施するなど、「３年後の到達目標」の達成に向けた取組を大きく前進させた。

具体的には、
・戦略①「新たな時代の公園マネジメントに対応するための原資（人員・予算）の確保」では、組織体制を本社・ブロック・現場の多重構造から本社・現場の２層構造に見直し、主要公園に公園長を配置するなど、業務効率化及びコスト削減に向けて、取組を大きく前進させたほか、働き方改革を踏まえた新人事制度の導入を着実に進めた。

また、ICT活用計画に基づき、窓口の一部ＡＩ化に向けたチャットボットシステムや、民間企業と共同し自動芝刈り機を導入するなど、ＡＩ導入、ＩＣＴ化等の推進による業務効率化及びコスト削減の取組を前進させた。

・戦略②「新たなステージを支える人材の確保」では、エリアマネジメントの実績を有するスペシャリストを採用し、エリアマネジメント協議会の立ち上げや、大型イベントのコーディネートを進め、公園の多面的活用の促進及び公園とまちをつなぐ協働事業を推進させるなど、具体の成果を伴って取組を大きく前進させた。
また、スキル・ノウハウを継承する人材の専門性の向上と活用に向け、公園管理運営士の育成等、内部人材のスペシャリスト化への取組が進捗し大きく前進した。

・戦略③「地域の特性やニーズに応じたソフト・ハードの整備推進」では、公園とまちの魅力アップに貢献する大型イベント（日比谷音楽祭、浜離宮恩賜庭園大江戸文化芸術祭）の実施や、利用者ニーズに基づいた公園の魅力を向上させる施設のオープン前倒し及び計画を拡充して進めるなど、賑わいの創出や公園の魅力向上、活性化にむけた取組を大きく前進させた。
また、ボランティアとの協働により水辺再生事業を進めるなど、公園のストック効果を高める取組を着実に進めた。

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向け、来園者の多い旧岩崎邸庭園において迅速に休園への対応を進めたほか、各公園において花見宴会利用の自粛要請や、園内掲示等による外出自粛等の呼びかけ実施、集団での飲食自粛や咳エチケット等の注意喚起を行うなど適切な対応に努めた。
また、3月25日の「感染爆発の重大局面」との知事発言を受け、駐車場、遊具広場、運動施設等の公園施設について、速やかに多くの利用者に連絡し理解求めたうえで円滑に使用中止することにより、人の移動を抑制し、感染症拡大防止に向け大きな役割を果たした。

一次評価（所管局評価）

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、新たな時代の公園マネジメントに対応するための原資（人員・予算）の確保については、コスト削減に向け電子決済システムの導入を着実に進めるとともに、ロボット芝刈り機といった新たなICTの活用も検討するなど、取組が大きく進捗している。また、地域の特性やニーズに応じたソフト・ハードの整備推進においては、新
型コロナウイルス感染症の影響で実施できないイベントがあったものの、新規店舗のオープンを着実に進めるほか、目標を先取りしたリニューアルオープンを実施するなど、取組が大きく進捗している。その他、公園の多面的活用やエリアマネジメントを推進するためのスペシャリストを採用するなど、新たなステージを支える人材の確保を着実に進めている。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って取組が進捗し、大きく前進しており、総じて団体として優れた成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症の影響により生活者の暮らしの変化やデジタル化の進展等を踏まえ、新たな日常における各公園のあり方を整理した上で、協会全体のビジョンを示すなど、さらなる取組を進めていくことが求められる。

6
9



70



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：（公財）東京都道路整備保全公社　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

ガバナンス機能の強化  新たな構成による評議員会の開催
 理事、監事の構成見直しへの対応

 新たな構成による評議員会を開催（6月25日）
 理事会の構成を見直し、常務理事を1名増加（6月25
日）
 監事の業務監査の範囲を拡大
 理事・監事の現場視察の実施（9月4日）に加え、新たに
評議員の現場視察を実施（11月21日）

事業の見える化  事業案内の再構成、井荻・練馬トンネ
ル管理業務の紹介映像の活用、広報の
工夫等、事業の見える化を実施
 「政策連携団体活用戦略」等を踏ま
え、事業部制の導入等を検討

 事業案内の再構成、井荻・練馬トンネル管理業務の紹
介映像の活用、広報の工夫等、事業の見える化を実施
 「政策連携団体活用戦略」を踏まえ、都民等への効果
的な情報発信を検討・試行
 事業部制の導入等についての考え方を整理

最適な経営形態の検討  「政策連携団体活用戦略」等を踏ま
え、最適な経営形態について検討

 「政策連携団体活用戦略」を踏まえ、公社独自の土木
技術職員育成研修システムを通じた区市町村への技術支
援を実施
 「政策連携団体活用戦略」を踏まえ、最適な事業執行
体制の整備を推進

用地取得事務従事職員の育成・
資格取得のための研修プログラム
等の構築

 育成システムの構築・試行
 計画に基づく資格取得研修の本格実
施14名（対象者の80％）
 補償業務管理士合格者2名（研修受
講者の14％）

 育成システムの構築完了
 補償業務管理士資格取得研修実施、受講者38名
（2018、2019年度合計）
 補償業務管理士合格者6名（研修受講者のうち受験有
資格者の43％）

用地取得事務従事職員の嘱託か
ら固有への計画的な振替

 効果検証の実施
 検証結果を反映し、ノウハウ継承に
向けた固有振替の実施

 2019年度は4名の固有振替を実施
 2020年度の固有振替（2名）について調整

用地取得事務従事職員（固有職
員）の都への派遣研修の実施

 都への派遣研修（2名）の開始  派遣研修人数を2名に増員（1名増）

土木技術職員の確保  技術系学校等の新卒者の早期採用
を開始
 2018年度の採用実績を踏まえ、企業
案内の改定やインターンシップのメ
ニューの多様化等、新卒者採用活動を
改善
 70歳超職員の雇用制度に係る検証

 技術系学校等の新卒者の早期採用を実施
 2018年度に前倒しで改定した企業案内（PR冊子）やイ
ンターンシップのメニュー拡大及び受入日数を増やすな
ど、新卒者採用活動を実施
 70歳超職員の雇用制度に係る検証を実施

公社独自の研修システムによる土
木技術職員の育成

 公社独自の育成研修システムに基づ
く研修組織（技術研修担当係長の配置
等）の設置・試行
 高卒、大卒等の新卒(土木未経験者
含む)の育成研修システムと、高度な専
門研修プログラムの実施方法を検討・一
部試行
 土木技術職員の都への派遣研修を
継続

 2019年度に技術研修担当係長1名、係員1名を配置
 育成研修システム等として、2019年度技術研修計画を
検討・策定し一部試行
 「政策連携団体活用戦略」を踏まえ、公社独自の土木
技術職員育成研修システムを通じた区市町村への技術支
援を実施【再掲】
 土木技術職員1名を都（建設局道路管理部）に研修生と
して派遣

電気職の確保・育成  技術系学校等の新卒者の採用を見
据え、会社説明会、学校訪問、職場見学
対応等の採用活動を拡充
 研修内容･資格取得の整理・見える化
等、電気職の育成システムを検討
 電気職（固有職員）の都への派遣研
修について検討
 2018年度に作成した井荻・練馬トンネ
ル管理業務の紹介映像を、職員の採
用・育成等の目的に応じて編集し活用

 技術系学校等の新卒者の採用を見据え、学校訪問を
実施
 電気職育成システムのスキームを検討し原案を作成
 電気職（固有職員）の都への派遣研修について検討
 井荻・練馬トンネル管理業務の紹介映像を職員の採
用・育成に活用

無電柱化関連分野等の企業等退
職予定者の採用

 2018年度の実績等を踏まえ、無電柱
化関連分野等の企業等退職予定者への
採用活動を拡充

 無電柱化関連企業等退職者2名を採用（4月1日付採
用）
 2020年度採用に向け、無電柱化関連分野の企業等退
職予定者の採用活動を実施

人材確保につなげるための初任
給等の改定

 初任給等の改定
 働き方改革関連法等への適切な対応
の検討

 改定した初任給を2019年4月採用者から適用
 社会保険労務士法人と委託契約を締結し、就業規則等
の規程類の点検を実施

団体自己評価

 ガバナンスの機能強化については、2019年度までに理事会、評議員
会の構成見直しを完了し、新たな構成による理事会、評議員会を開催し
た。特に理事会においては、2020年3月に前倒しで計画達成となった。
　また、監事のチェック機能強化のため、コンプライアンス推進の取組状
況等、業務監査の範囲を拡大した。
　さらに、理事・監事及び評議員の現場視察を実施し、意見交換を行い
団体の事業運営の活性化に繋げた。
 事業の見える化については、公社の役割や実績などを見える化して
都民や職員等に情報発信していくため、事業案内をより分かりやすく再
構成するとともにページ数を増加し内容の充実を図った。
　また、道路施設管理業務の紹介映像を社内外で活用するとともに、
SNS等により道路見学ツアーや新宿駅西口広場イベントコーナーのイベ
ント情報などを都民等へ情報発信し、積極的な広報展開に取り組んだ。
 最適な経営形態の検討については、都の「政策連携団体活用戦略」
における団体活用の方向性に沿って、区市町村職員への技術支援を強
化するとともに、多摩地域での無電柱化推進体制を整備し、都の道路行
政を支える団体としての役割を積極的に果たした。
 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、ガバナンス機能の強化、事
業の見える化による都民等への情報発信、 「政策連携団体活用戦略」
を踏まえた区市町村への技術支援等を積極的に推進したことから、
2019年度目標は達成できたと評価している。

 用地取得事務従事職員の育成・資格取得のための研修プログラム
等の構築については、育成システムの4項目（①研修資料デジタル化、
②都との情報共有、③事例データベース、④補償業務管理士資格取得
研修を構築し、試行を計画どおり実施した。

また、補償業務管理士の資格取得については、対策講座を2018年度
から前倒しして開催するとともに、外部専門講師の招聘など受験生への
フォローアップにより、年度計画で予定した合格者2名を大幅に上回る6
名の合格者となった。
 用地取得事務従事職員の嘱託から固有への振替については、公社
の振替計画に基づいて都と調整を図りながら着実に推進し、2019年度
末現在、係長級職員に占める固有職員の比率を約26%とした。
 都への派遣研修については、都と派遣研修人員を調整し1名増の計2
名の派遣研修を計画どおり2019年度から実施した。
 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、道路用地取得事業におけ
る固有職員が中核となる専門家集団の形成に向けた取組を積極的に推
進したことから、2019年度目標は達成できたと評価している。

 土木技術職員の確保については、技術系学校等の新卒者の早期採
用を実施（4月、5月、6月計3回）し、2020年度採用内定者5名を確保し
た。
　また、2021採用向けのインターンシップについて、体験できる事業のメ
ニュー・日数を増やし新卒者採用活動の拡充を図った。
 公社独自の研修システムによる土木技術職員の育成については、研
修対象者の技術レベルに応じた研修計画を策定のうえ年間27講義を試
行し、社内参加の技術職員は延べ395名となるとともに、区市町村職員
も受講可能とすることで延べ577名の参加があり、公社の持つ知識・ノウ
ハウを技術支援として社会還元を図った。
 電気職の確保については、2020年度採用の新卒者は確保できな
かったが、即戦力となる経験者は2019年度に3名採用した。
　また、育成については、育成スキームの構築に向けた検討を行い原案
を作成するとともに、電気職の都への派遣研修について、習得する知
識・技術、派遣先など考え方を整理、検討した。
 無電柱化関連分野等の企業等退職予定者の採用については、当該
退職予定者への採用活動を拡充し2020年度採用内定者2名を確保し
た。
 人材確保につなげるための初任給等の改定については、2019年度
採用者から適用するとともに、改訂後の初任給にて採用活動を行い、必
要な人材を確保した。
　また、働き方改革への対応について、社会保険労務士のアドバイスに
基づき、規程類の点検を行い、就業規則等の改正を行った。
 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、土木・電気の技術職員の確
保を行うとともに、育成研修システムの一部試行により、都・区市の要請
に応えられる技術力の維持や公社が蓄積する知識・ノウハウを自治体
職員へ還元するなどの取組を積極的に推進したことから、2019年度の
目標は達成できたと評価している。

用地取得専門家集団と
しての技術継承と職員
育成による事業執行能
力の強化

道路用地取得事業において、固有
職員が中核となる専門家集団を形
成するため、高度な技術力を持つ
職員を育成する社内システムを構
築し、用地取得事務において中心
的役割を担う係長級職員に占める
固有職員の比率を25％以上（2017
年度21％）とする。

 「個々の職員の専門性向上」と「効率的な
執行体制」の2つの視点に立った職員育成シ
ステムを構築、順次試行を行い、事例データ
ベースの試行・改良を経てシステム構築が完
了した。2020年度に予定通り本格稼働となる。
 係長級固有職員比率は2019年度末現在
26％となり、ノウハウ継承に向けた体制整備
が効果的に進んだ。今後も枢要ポストを中心
に固有職員への振替を進め、ベテランのノウ
ハウ継承に向けた体制整備を進める。
 用地業務従事全職員に対し、専門性向上
の意義と取組内容を明示し、職員の自発的な
取組を促したこと、また東京都から専門性向上
への理解を得られたことが早期目標達成に繋
がった。

都から示される中長期的な方針も
踏まえ、団体としてのガバナンス機
能を強化するとともに、事業の見え
る化等により、公社の有効性・必要
性を明確にし、都民に広く情報発信
する。

 2019年度までに理事会、評議員会の構成
見直しを完了した。これにより2020年度計画で
ある『新たな構成による理事会の開催』は2020
年3月に前倒しで完了した。また、監事のチェッ
ク機能強化に向けた業務監査範囲の拡大や、
評議員会のさらなる活性化に向けた評議員に
よる現場視察を開始するなど、ガバナンス機
能強化の取組を推進した。これにより、個別取
組事項「ガバナンス機能の強化」は、2019年度
中に目標達成した。
 都が策定した「政策連携団体活用戦略」に
おいて整理された公社の果たすべき役割等を
踏まえ、区市町村への技術支援の実施や最
適な事業執行体制の整備に努めた。
 事業の見える化として、事業案内の再構成
や井荻・練馬トンネル管理業務の紹介映像の
活用を進めるとともに、「広報戦略検討委員
会」を設置して広報展開の検討を行い、SNSの
活用やホームページへのアンケートフォーム
設置等を実施した。今後は、広報展開の検討
結果等を踏まえ、都民等への効果的な情報発
信を本格実施していく。

② 道路用地取得事業を支
える専門家集団として
の職員の育成

① 東京都政策連携団体と
して持続可能な経営の
実現

ガバナンス機能の強化
及び効果的な執行体制
への見直し

③ 公社の技術力を支える
土木技術職員等の確保

土木技術職員等の確
保・育成体制の構築

無電柱化推進事業等において、自
主的かつ柔軟に職員を採用すると
ともに、公社独自の研修システムを
構築し、人材育成を図ることで、都
や区市の要請に応えられる技術力
を維持する。これにより、都及び区
市から受託した無電柱化に係る電
線共同溝本体工事を累計延長
25km（都道22km・区市道3km）以上
完了できる体制を構築する。
あわせて、長年の経験に基づく休
日・夜間の連絡業務や重要な道路
施設の管理により、24時間365日、
都道の安全確保を図り、災害発生
時の的確な初動対応につなげる。

 固有職員の確保に向けた新卒者の早期採
用、採用活動の拡充、初任給の改定等を実施
した。また、70歳超職員の雇用制度に係る検
証や無電柱化関連分野等の企業等退職予定
者の採用を進め、人材の確保を図った。さら
に、公社独自の土木技術職員の育成研修シ
ステム等の研修計画を検討・策定のうえ、
2019年度から一部試行した（27講義：社内職
員395名、区市町村職員577名参加）。これに
より、無電柱化事業をはじめとする公社の技
術力を支える土木技術職員の確保・育成体制
の構築は計画通りに進捗するとともに、区市
町村への技術支援の拡充を図った。
 重要な道路施設の管理を支える電気職の
確保・育成については、新卒者の採用を見据
えた学校訪問を実施した。また、2020年度の
電気職育成システムの構築に向けて検討を行
い、2019年度はスキーム原案を作成した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：（公財）東京都道路整備保全公社　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

無電柱化推進事業に係る発注方
法の工夫による効率的な執行

【設計】
 新規受託路線において集約化した予
備設計を試行的に発注
【工事】
 電線共同溝本体工事と歩道舗装工事
を試行的に合併起工
 電子調達システム導入

【設計】
 新規受託路線において集約化した予備設計の発注を
検討
【工事】
 歩道舗装工事を合併起工し、諸経費の削減と起工事務
の効率化を実施
 電子調達システム導入に向けた調整を実施

事業執行力の強化に向けた管理
監督職のマネジメント力強化の取
組

 2018年度に再整理した研修体系に基
づき一部試行した各種研修に加え、マネ
ジメント力向上につながる研修を全管理
職を対象に開始
 将来の管理監督者候補として、固有
職員（事務職2名）の東京2020組織委員
会への派遣
 将来の管理監督者候補として、用地
取得事務従事職員（固有2名）の都への
派遣研修の開始【再掲】
 将来の管理監督者候補として、土木
技術職員（固有1名）の都への派遣研修
を継続【再掲】
 将来の管理監督者候補として、電気
職（固有職員）の都への派遣研修につい
て検討【再掲】

 2018年度に再整理した研修体系に基づき一部試行した
各種研修に加え、マネジメント力向上につながる研修を全
管理職を対象に開始
 将来の管理監督者候補として、固有職員（事務職2名）
の東京2020組織委員会へ派遣
 用地取得事務従事職員の派遣研修人数を2名に増員
（1名増）【再掲】
 土木技術職員1名を都（建設局道路管理部）に研修生と
して派遣【再掲】
 電気職（固有職員）の都への派遣研修について検討
【再掲】

電子承認システム及びモバイル
ワークの導入

 電子承認システム及びモバイル端末
等の仕様策定
 導入に向けた規程整備
 旅費管理システムの追加導入・試行
運用
 社会保険等電子申請システムの導
入・運用

 ペーパーレス会議システム及びWeb会議システム導入
を検討
 旅費管理システムの試験運用及び試験運用を踏まえ
た改修を行い本格導入
 社会保険等電子申請システムの本格稼働及び電子申
請の利用拡大

公社内情報システムのアウトソー
シング

 ネットワーク及び端末の障害対応業
務のアウトソーシングを実施
 公社内のシステムを外部のクラウドシ
ステムに段階的にアウトソーシング

 システム管理ソフトウェアの検討・導入
 公社内情報システムの外部クラウドシステムへのアウ
トソーシングを検討

高架下等の道路空間の効果的な
活用をマネジメントする仕組みの
提案

 「政策連携団体活用戦略」を踏まえ調
整
 マーケット・サウンディング等による実
施可能な事業提案の検討
 提案内容について都と協議

 実施可能な事業の検討に向けた先行事例実施機関等
に対するヒアリング内容を都と調整
 先行事例実施機関及び業界団体・事業者へのヒアリン
グを実施

都営駐車場の効率的な運営体制
の提案

 新たな民間サービス活用の仕組みの
導入

 駐車場シェアリングサービスを3場（新京橋、日本橋、宝
町）に導入

道路空間の活用等、公社のノウハ
ウを活かした効果的なオートバイ
駐車対策の推進

 2019年度の都の調査による駐車需給
等を踏まえ、都と連携のうえ、オートバイ
駐車対策の新たな取組による整備箇所
を検討
 駐車需要の高い地域を中心にオート
バイ駐車スペースを増設
 変更後の助成条件による自動二輪車
用駐車場整備助成の実施
 電動バイクへの対応を検討

 都と連携した新たな取組よるオートバイ駐車場整備に
ついて都と協議を実施
 オートバイ駐車場の整備（81台）
 変更後の自動二輪車用駐車場整備助成申請を受け付
け（2件）
 電動バイク充電設備の設置

⑤ 駐車場事業の管理・運
営ノウハウを活かした
経営体質の強化

新たな事業展開による
駐車場事業の経営体質
強化

公社が管理する高架下等の道路
空間における新たな事業展開や駐
車場の効率的運営により、経営体
質の強化に取り組むことで収益性
の向上を図る。
また、2019年度の都の調査による
駐車需給等を踏まえ、都と連携しな
がら、新たなオートバイ駐車場整備
の取組の実施を通じてオートバイ
駐車場の整備を促進する。

 高架下等の道路空間の効果的な活用をマ
ネジメントする仕組みの検討については、先行
事例実施機関及び業界団体・事業者へのヒア
リングを実施した。ヒアリング結果を踏まえ、利
活用の具体的内容と事業者の募集方法等に
ついて、都への提案内容を取りまとめ、協議し
た。
 新たなオートバイ駐車場整備の取組の実
施を通じたオートバイ駐車場の整備について
は、中野区における都と公社の社会実験によ
るオートバイ駐車場の整備について都と協議
を実施した。当初計画を前倒しし、2019年度内
に『中野駅前オートバイ駐車場』を開場した。ま
た、道路高架下を活用した新たなオートバイ駐
車場の整備についても都と調整し、2019年度
内に『初台北オートバイ駐車場』を開場した。

 道路空間活用マネジメントの仕組みの提案については、実施可能な
事業の検討に向けて先行事例実施機関等に対し、ヒアリングを実施し都
への提案内容を取りまとめ、協議を開始した。
 都営駐車場の効率的な運営体制の提案については、民間サービス
を活用した「駐車場シェアリングサービス」を東京都新京橋駐車場等3場
で導入し、時間貸し駐車場の予約制利用など多様化する駐車ニーズに
適切に対応した。
 道路空間の活用等、公社のノウハウを活かした効果的なオートバイ
駐車対策に推進については、都等との調整を図り、新たに81台分の駐
車スペースを拡充した。
 電動バイク用充電コンセントを2場（西新宿第四、中野駅前オートバ
イ）に設置した。

このほか、ゼロエミッションビークル向け充電設備の拡充として、急速
充電器を1場(新京橋）、200Vスタンドを2場（高島平、青砥陸橋）に設置し
た。
 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、道路空間における新たな事
業展開やノウハウを活用したオートバイ駐車対策の推進、ゼロエミッショ
ンビークル向け充電設備の拡充などを積極的に推進したことから、2019
年度目標は達成できたと評価している。

団体自己評価

④ ワイズスペンディングを
踏まえた事業の効率化

 発注方法の工夫による効率的な執行について、設計委託では、新規
受託路線を集約化した予備設計の発注要件を定めるとともに、異業種
である調査関係を合併することで、経費縮減と事務効率化を図ることと
した。
　また、工事では、隣接する工区の歩道舗装工事を合併起工し、経費縮
減（約5%）と事務効率化を図った。
 管理職のマネジメント力強化については、再整理した研修体系のも
と、「業績評価科」、「経営戦略セミナー」などの研修を実施し、事業執行
力・組織運営力の強化を図った。
 電子承認システム及びモバイルワークの導入については、旅費管理
システムの導入・運用を2019年度内に開始するとともに、2018年度に導
入した社会保険等電子承認システムの利用拡大を図り、業務効率化を
図った。

また、公社内情報システムのアウトソーシングについても、各システム
の更新時期に合わせて、段階的にクラウド化を図っていくことを検討し
た。
 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、管理監督職のマネジメント
力強化、無電柱化事業の設計・工事発注方法の工夫や事務作業のシス
テム化による効率的な取組を積極的に推進したことから、2019年度目標
は達成できたと評価している。

生産性の向上による効
率的な事業執行

管理監督者のマネジメント力の強
化を図り、委託発注方法の見直し
や事務作業のシステム化等の効率
化策を戦略的に実施することで公
社全体の生産性を向上し、特に高
コストが課題である都道無電柱化
において約10％の経費削減を実現
する新たな手法を試行する。

 無電柱化推進事業に係る発注方法の工夫
については、2019年度に予備設計の集約化を
検討した。今後は、これまでの検討を踏まえて
考え方を整理し、異業種である調査関係を合
併起工することで、諸経費の削減と起工事務
の効率化を図っていく。
　また、工事は、2019年度に歩道舗装工事を
合併起工し諸経費の削減と起工事務の効率
化を実施した。今後は、集約が可能な本体工
事と歩道舗装工事の合併起工の試行、または
複数の歩道舗装工事の発注の集約化が可能
な場合に合併起工することで、経費縮減と事
務効率化を図っていく。
 無電柱化事業を加速するための電子調達
システムの導入については、調整の結果、コ
アシステムの運営団体における新コアシステ
ム開発という外的要因により導入が1年先送り
となったことから、2020年度に導入を目指す。
 その他、事務作業の効率化に向けたシステ
ム化については、先行して旅費管理システム
及び社会保険等電子申請システムを導入し
た。 また、2019年度は新たにペーパーレス会
議システム及びWeb会議システムの導入の検
討を行い、2020年度の試行運用を目指す。
 2020年度の都道無電柱化における約10％
の経費削減を実現する新たな手法の確立に
向け、上記の効率化策を戦略的に進め、総体
で経費削減を図っていく。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：（公財）東京都道路整備保全公社　（所管局：建設局） 評価対象年度：　2019年度　

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、 用地取得専門家集団としての技術継承と職員育成による事業執行能力の強化については、技術継承・職員育成のため資格取得研修の推進や枢要ポストの固有職員への振替、都への研修派遣の増員を行うなど、取組が進捗している。また、新たな事業展開による駐車場事業の経営
体質強化については、駐車場シェアリングサービスの導入、電動バイクへの充電設備設置など、取組が進捗している。その他、人材確保のために早期採用の開始やインターンシップの充実化を進めるほか、事業紹介動画を活用した「事業の見える化」を行うなど、着実に取組を進めている。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種取組を着実に推進していくとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症による影響も踏まえ、駐車場のスペースを活用した新たな取組の検討やキャッシュレス決済等を推進するための設備の導入など、新たな需要に対応した取組を進めていくことも求められる。

・政策連携団体活用戦略に掲げる「都庁グループの一員として、無電柱化事業、道路用地取得、重要な道路施設の管理等の専門性を強化し、東京の道路行政を支える団体」に資する取組が着実に行われており、団体が掲げる各戦略の「３年後の到達目標」の達成に向けた取組を大きく前進させている。

具体的には、
・戦略①「ガバナンス機能の強化及び効果的な執行体制への見直し」では、業務を熟知する固有職員出身の常務理事を１名増員するとともに、業務監査の範囲を拡大し監事のチェック機能を強化したほか、ＳＮＳ等を活用した積極的な広報展開を行うことで事業の見える化を推進するなど、ガバナンス機能の強化や都民への情報発信の取組が進捗
し、大きく前進している。

・戦略②「用地取得専門家集団としての技術継承と職員育成による事業執行能力の強化」では、育成システムの構築を完了するとともに、補償業務管理士の資格取得では外部専門講師による研修実施等により目標の２名を上回る６名の合格者を輩出した。また、係長級職員の固有比率を約２６％とし、３年後の到達目標を前倒しで達成するなど、固
有職員が中核となる専門家集団を形成するための取組が進捗し、大きく前進、かつ到達目標の高度な達成が見込まれる。

・戦略③「土木技術職員等の確保・育成体制の構築」では、早期採用の実施により２０２０年度新卒採用内定者５名を確保するとともに、対象者の技術レベルに応じた研修計画を策定・実施し、自社職員のみならず区市町村職員の受講も受け入れるなど、政策連携団体活用戦略に掲げる「東京の道路行政を支える団体」として、都・区市の要請に応え
る技術力の維持や公社が蓄積する知識・ノウハウの還元を推進する取組が進捗し、大きく前進かつ到達目標の高度な達成が見込まれる。

・戦略④「生産性の向上による効率的な事業執行」では、同時着工が可能な隣接工区の歩道舗装工事を合併起工したほか、旅費管理システムの本格運用を開始するなど、経費縮減と事務効率化による生産性向上への取組が着実に進捗している。

・戦略⑤「新たな事業展開による駐車場事業の経営体質強化」では、道路空間の利活用検討のため先行実施機関等に対するヒアリングを実施したほか、オートバイ駐車場の新設や駐車スペースの増設により８１台分を拡充するなど、新たな事業展開により経営体質を強化する取組が進捗し、大きく前進している。

一次評価（所管局評価）
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京防災救急協会　（所管局：東京消防庁） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

人材確保・育成策の検討 ○職員育成計画の策定
○他本部など関係機関から
の採用に向けた取組
○公募採用に向けた検討

○プロパー職員に対し、消防署実務研修を実施、研修結果も
踏まえ人材育成方針を策定した。
○あらゆる機会を捉えて、他の消防本部へ人材募集の広報
活動を実施し、採用に至った。
○語学スタッフの採用に関する検討

受託事業増大への対応の検討 ○双方向の情報共有体制
の構築

○公益財団法人東京防災救急協会の今後のあり方検討委
員会へ参画し、事業の検討開始

就業規則の見直しに向けた検討 ○従来の勤務形態の就業
日数に捉われない柔軟な就
業規則の見直し

○臨時職員の最低賃金引上げ
○業績評価制度の見直し
○オフピーク通勤の導入

ＩＣＴ化の推進 ○各種業務のセキュリティ強
化及び利便性向上にむけた
検討
○業務の効率化に向けたＩＣ
Ｔ化の検討

○サーバー専用ルームの構築
○情報セキュリティ事故根絶を目指して、情報セキュリティ委
員会において、セキュリティ強化を検討及び情報セキュリティ
外部監査の実施
○無線LAN環境の構築
○ビジネスチャンスナビを活用した電子入札の本格運用
○防災館におけるインターネット予約受付システムの構成案
に意見反映
○VR防災体験コーナー整備への取組み

外国人来館者への接遇要領向上及
び多言語表記の推進

○外国人接遇に関する研修
実施

○外国人接遇マニュアルの
検討

○多言語表記の推進

○多様な国籍の来館者に対
応できる「やさしい日本語」
によるリーフレット作成への
取組

１　「やさしい日本語」に関する職員研修を前年の約2倍の121
名に対して実施

２　外国人接遇マニュアルは、予定より1年前倒して作成し、
各館の全職員へ配布、教養を実施。マニュアルの作成に当
たっては東京消防庁の国際業務係など関係部署の協力を得
た。

３　館内の案内表示を多言語表記に更新（1年前倒し）

４　他館に先駆けて本所防災館において「やさしい日本語」を
用いたリーフレットを作成

５　リーフレット作成担当者に対する「やさしい日本語」研修を
実施（上記１と同じ）

６　消防博物館及び池袋防災館へWi-Fi環境を整備

７　４館の外国人来館者数（総来館者数に占める割合）
 2019年度 48,328名(10.2%)
 2018年度 51,146名(9.9%)
 2017年度 45,713名(8.8%)
 2016年度 36,512名(7.3%)
 2015年度 31,535名(6.5%)
 2014年度 23,004名(5.0%)

団体予約受付のあり方の見直し 検討結果を踏まえた団体予
約受付の試行

１　体験予約を試行し、その結果を踏まえインターネット予約
受付システムを構築した。

２　東京2020大会に伴うインバウンド等増加への対応につい
て検討し、①外国語に対応できる人材の採用、②外国人を対
象としたツアーの実施要領に関する方針を決定した。

防災館の運営時間拡大 試行結果を踏まえ、今後の
展開を検討

１　毎週金曜日にナイトツアーを実施し、2019年度の参加人
員は1,501名で前年度比88.3％、199名減（ただし、新型コロナ
ウイルス感染症拡大のため2/21まで）

２　試行結果を踏まえ、ナイトツアー体験内容を改善

３　夜間災害発生後等の時機を捉えた広報（テレビ、ラジオ、
新聞等）を実施

博物館・防
災館の利用
促進

博物館・防
災館の利用
しやすい体
制の構築

博物館、防災館が外国人を含むすべての利用者
にとって利用しやすく、学習効果の高い施設にな
ることを目指す。

ラグビーワールドカップの成功とそれに伴う東京
２０２０大会への機運の高まりを受け、当初予定
していた３年計画での職員研修、外国人接遇マ
ニュアル作成などについて、１年前倒しで実施し
た。さらに、無料Wi-Fiの設置やインターネット予
約受付システム構成案の策定も早期に実現し、
外国人を含む全ての利用者にとって利用しやす
く、学習効果の高い施設になるべく、各種取組を
加速する。

団体自己評価

【成果及び進捗状況】
各種取組については、実績を上げているが、新たな都の受託事業の検討業務が発生したことで、
推進スピードが鈍化している部分もある。
【根拠】
１　職員の育成については、今までは多くのプロパー職員を総務・経理関係の業務に配置していた
が、その考えを見直し、他業務へも職域を拡大していく方針を固めた。しかし、具体的な任用計画
及び教養計画は、新たな事業の検討業務が発生したため、今後の課題とした。
２　受託事業の増大への対応については、新たな事業として都総務局総合防災部に関する事業の
一部受託の検討を実施した。今後、防災業務についての拡大を図っていくこととしている。
３　就業規則の見直しについては、不確定部分により未実施の項目もあるが、臨時職員の最低賃
金引上げ、業績評価の見直し、及びオフピーク通勤を導入した。また、コンプライアンス推進委員会
を設置し、今後の団体の運営に重要な委員会とした。
４　情報セキュリティについては、２件の事故を発生させてしまったことから、東京消防庁及び東京
都CSIRTの指導を踏まえながら、第三者機関による外部監査を実施した。そのことにより、情報セ
キュリティに関する課題が明確となり、新たなセキュリティソフトウェアの導入など、具体的な対策を
検討していくこととしている。
５　業務の効率化及び都民の利便性向上に向けたＩＣＴ化の検討については、ビジネスチャンスナビ
による電子入札を本格運用したことで、より多くの又は遠方の企業でも入札に参加できるようになっ
た。
　また、防災館でのＶＲ防災体験コーナーの整備が完了したことにより、都民へのサービス向上と
なった。
【課題】
１　人材育成について、プロパー職員の具体的な任用計画及び教養計画を検討すること。
２　都総務局総合防災部の一部事業受託に関する検討は、東京消防庁のみならず、都総務局と連
携し検討していく。
３　受託事業の増大が見込まれることから、各事業のコスト管理を適切に実施するため、公益事業
と収益事業を紐づけて整理を明確にしていく。
４　情報セキュリティ事故の根絶のために、対応策を講じる。
５　ウィズ・コロナにおける「新しい日常」へ対応するため、講習のオンライン化の実施に向け検討し
ていく。

【成果及び進捗状況】
各取組事項ごとに、年度の目標は達成している。

【根拠】
１　外国人来館者対応のための研修及びマニュアルの策定を1年前倒しで実施し、外国人に接する
職員の対応力の向上を図った。さらに、本マニュアルのデータを東京消防庁に進呈した。

２　館内案内表示、リーフレット等の多言語表記を進めることで、外国人にも利用かつ理解しやすい
施設としての体制整備に取り組んだ。

３　　防災館における団体受入れ方法について検討の後に試行を行い、新たなインターネット予約
受付システム構成案に反映した。

４　池袋防災館の夜間運営に関して、2020年1月までの参加人員は1,441名で前年度同期比103.4%
であった

【課題】
インバウンド増加に対する計画を前倒しにしながら実施してきたが、新型コロナウイルス拡大の影

響で、各館とも閉館が続き、検証は先送りになった。そのため、本年度までに実施してきた取組内
容を改めて見直し、より利用しやすく学習効果の高い館を目指す。

また、各館が閉館した際にＨＰを活用して広く利用者へ広報展開しているが、新型コロナウイルス
感染症をはじめとする新たな感染症の発生時の迅速な対応など、「新しい日常」の定着に対応した
館の運営を検討する課題が発生した。

○受託事業の増大への対応については、団体
内において継続的に検討を実施している。2019
年度中に東京消防庁が消防業務の棚卸により
団体の新たな役割を整理したことから、団体の
今後の事業展開等について局と連携して検討し
た。
○プロパー職員を協会運営の中核的な人材と位
置づけ、育成方針を策定した。職員採用につい
ては、他の消防本部出身職員を公募採用すると
ともに、専門分野に長けている職員（語学スタッ
フ）の採用に向けた準備をするなど、人材不足へ
の対応を図った。就業規則のあり方の見直しに
ついては、定年引上げが東京都において実施さ
れなかったことなどから検討には至らず、職員の
労働環境を改善するための改正等を実施した。
○情報セキュリティ事故が発生したことから、情
報セキュリティ対策の強化を最優先に実施した。
今後、安定した業務執行を行うため、情報セキュ
リティ事故根絶のためにハード面及びソフト面の
両面で強固なセキュリティ体制を構築するととも
に、業務の効率化を目的としたＩＣＴ化の推進に
取組む。

東京消防庁からの消防業務委託の増大及びＯＢ
の確保が困難な状況となるおそれがあることか
ら、ＯＢ職員とプロパー職員との業務分担、職員
採用・就業規則のあり方の見直し等を検討し、安
定した業務執行を行うことのできる体制を構築す
る。

① 社会変化を
踏まえた執
行体制のあ
り方

業務執行体
制の強化

②

7
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：公益財団法人東京防災救急協会　（所管局：東京消防庁） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

講習内容の見直し ○レッスンプランの本格運用

○専門的な知見を活用した
自信度向上に向けた講習内
容の検討

○受講者の利便性に配意し
た講習会場の確保に係る検
討

〇新たなレッスンプランの運用を本格的に開始するとともに、
同時により多くの講習ができるよう体制を整備

〇自信度向上のための講習内容及び指導方法を検討するた
めの専門的知見を活用したWGを設置し検討を実施

〇指導員の質や技能向上のための評価・方策の検討過程
で、地域の指導活動拠点（以下「方面」という。）毎のWG、救
急指導課長の巡回により、指導方法の違いを把握したため、
その統一を図った。

〇講習会場ごとの年間使用計画の見直し及び新規会場の確
保

〇自信度は85.8%に上昇

講習資器材の充実 ○3体、3器配置の講習実施
率40％

○3体、3器での講習実施率46％を実現

〇救急セミナーや東京2020大会組織委員会等の大規模講習
では、国の実施要綱に基づく「１人あたり15分の実技時間」を
確保しつつ、総講習時間を30分短縮し受講者の要望に応じた
講習を実施

〇協会公募講習は、講習時間の中で受講者1人あたりの実
技時間を約8分増やし、より行動力が身につく講習を実施

指導員の技能向上 〇指導技能向上に資する教
材及び資器材等の導入及び
活用に係る検討

〇指導技能向上策及び指導要領の修正等を検討するための
ＷＧを設置し、専門的知見を活用して検討を実施

〇受講者が訓練効果を実感できる講習の方法を検討

〇各方面の指導の実態を把握し、ＷＧ内での検討を経て指
導要領を修正し指導技法を改善

○医学的な知見を活用した本部集合教養を実施

B

③ 行動力ある
バイスタン
ダーの育成

効果的な救
命講習指導
の推進

　経営改革プランに掲げた目標のうち、博物館・防災館の利用しやすい体制の構築については、「やさしい日本語」に関する職員研修や消防博物館等の館内案内表示の多言語化など、取組が進捗している。また、効果的な救命講習指導の推進について、行動力のあるバイスタンダーの育成に向け、動画を活用した新たなレッスンプラン
の導入や資器材の増強配置などを実施し、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体としての一定の成果を上げている。

　引き続き、都民の防災・救急意識向上に向け、その役割を着実に果たしていくとともに、今後は、東京都全体の「防災の受け皿」として団体の役割を見直し、各種講習のオンライン化などDXに向けた新たな取組を推進していくことが期待される。

【成果及び進捗状況】
行動力のあるバイスタンダー育成を目指して効果的な救命講習の指導が推進できるよう、指導要
領の見直しや活用資器材の充実強化、指導員の指導技能向上方策に総合的、体系的に取組み、
受講生の自信度が85.8％に上昇するなど、着実な進捗を実感している。

【根拠】
１　１人当たりの実技時間を従前より長く確保した新たなレッスンプランの本格的な運用に併せて、
その運用に必要な資器材を増強配置することはもとより、受講者の利便性に配意した参加しやす
い講習会場の導入とその積極的な活用、指導用動画を活用できる講習会場の効果的な利用など
に努めた結果、受講者の自信度が段階的に向上した。
２　資器材増強整備計画に基づき継続的に訓練用人形等を増強、整備するとともに、より受講者の
技能向上につながるよう効果的な活用に繋げていくことで、バイスタンダーの効率的、効果的な育
成推進に向け体制を整えた。そして、資器材の配置を活かして、行動力が身につく効果的な講習を
実施したほか、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の準備に伴う講習需要の集中的な
増加にも対応した。
３　指導員を統括する方面ごとの責任者を軸に構成したWGにおいて、講習要領や指導員の各種課
題の抽出や検討を実施したことで、具体的な現場で徹底しやすい改善内容が提案された。更に、
管理職による地道な巡回指導を通じて指導員全体の技能の把握と技能向上に対する志気高揚が
図られたことで指導方法が統一され、より効果的な指導に向け前進できた。また、医師である役員
の医学的な知見を活用した先駆的な集合教養の実施により、指導員の技能や更なる意欲の向上
につながった。

【課題】
１　教育効果の高い講習を提供し続けるため、継続的なレッスンプランの検証及び修正に努めると
ともに、より訓練効果の高い資器材の活用や確実な増強、更には、増強した資器材による効果的・
効率的な講習を一層推進していくなど、これまで以上に教育効果を向上させ、受講者の自信度向
上を図る。また、受講者がより受講しやすいよう、eラーニングの活用や講習会場の精査、講習受付
要領の効率化などについても引き続き検討、見直しを図る。
２　引き続き、指導員の指導技術向上に向け、WGで検討していくとともに、指導員を統括する方面
ごとの責任者による他方面指導員の指導技術や要領を確認する体制の導入により、各指導員の
一層の技術向上と指導要領の均一化を図る。また、評価体制についても、第三者の意見、指導を
受け客観性を担保するなど、その質の向上方策についても検討する。更には、医学的な知見を踏
まえた学識経験者からの指導などを積極的に取り入れ、指導員の技能向上を図る。

【その他懸念事項】
１　新型コロナウイルスの感染拡大の影響により東京２０２０大会が延期されるとともに国際蘇生ガ
イドライン２０２０の発表も延期された。東京消防庁と連携を密に継続的な情報収集に努め、柔軟に
対応していく。
２　東京消防庁と連携して今後の資器材増強整備計画を継続的に推進する一方、「新しい日常」の
定着をはじめ、新型コロナウイルス感染防止対策も考慮していく。

見える化改革（救急活動）を踏まえ、再講習を含
めた受講促進等、東京消防庁の各種取組に協
力するとともに応急手当の実施率向上を目指し、
各講習指導において応急手当の重要性に加え、
心肺蘇生やＡＥＤ取扱いの確実な習得等に向け
た教育効果の高い講習を提供し、講習後のアン
ケートにおいて「倒れた方に応急手当が実施でき
る」との回答が得られた受講者の割合を指標とす
る（以下「自信度」という。）。
2016年度の調査で84.9%と比較的高い数値で
あったが、段階的に更なる向上を目指す。

2019年度の自信度については85.8%であり、「公
共の場におけるバイスタンダーによる応急手当
実施率70％」の達成に向け、自信度の段階的な
向上を達成した。レッスンプランの本格導入に併
せて同プランの講習をより多く同時に実施できる
よう、訓練用の人形やＡＥＤを順次配置した他、
講習用動画を見るためのパソコンやＤＶＤ、音響
装置などの資機材を効果的に配置した。また、
指導員を統括する方面ごとの責任者を軸にした
「指導員の技能向上及び効果的な講習の実施要
領に関するワーキンググループ（以下「ＷＧ」とい
う。）」を立上げるとともに、救急指導課長が巡回
して指導状況を把握するなど、指導効果の向上
への体制づくりや実態把握などに積極的に取り
組んだ。今後これらを基に、講習や指導員の評
価や質などを向上させる方法を医学の学識経験
者の下で検討、実施するなど本格的に取り組ん
で行く。

【戦略①について】
・当庁とともに消防行政サービスの維持向上を目指す団体として、事業の高度化・効率化を進めていくため、プロパー職員の育成に重点を置き消防署実務研修等を実施した。この研修等によりプロパー職員の政策連携団体としての役割や業務への理解を深まり、研修結果を反映した人材育成方針を策定したことで、これまで限定的な部署のみに配置していたプ
ロパー職員を協会運営の中核的な人材として、今後は多様な部署での任用が見込まれる。また、消防の専門性が高い職員として、他消防本部ＯＢ職員の採用が実現したことで、今後の採用のターゲットを拡大することができた。
・２０１９年中に情報セキュリティ事故が発生した。即時の適切な措置により個人情報等の流出は認められなかったが、東京消防庁及び東京都ＣＳＩＲＴによる調査・指導、第三者機関による外部監査等を踏まえ、セキュリティ強化策を講じた。
・ビジネスチャンスナビを導入し電子入札の本格運用を開始するなど、ＩＣＴによる都民の利便性の向上及び業務効率化が実現した。また、各防災館にVRを活用した体験コーナーを整備し、都民ニーズを反映した新たな防災体験が可能となった。
【戦略②について】

博物館及び防災館の外国人を含むすべての利用者をターゲットとした取組は計画的に実施している。特に外国人対応については、２０２０年度のインバウンド増加を見据えて１年計画を前倒しにして取組んだ。また、現場の意見を反映させながらインターネット予約受付システムを構築した。このシステムの運用により利便性の向上、学習効果及び利用者の満足
度の向上が見込まれる。
【戦略③について】

計画通りに実施している。新たなレッスンプランを本格運用し、同時により多くの講習体制ができるよう整備し、より快適な講習環境及び交通アクセスに優れた施設を確保した。また、資機材計画的に増強し、実技時間を増やすことで、より行動力が身につく講習を実施した。更に、止血用の医療器具である「ターニケット」について役員の医学的な知見を活用して
職員向けに実施し、指導員の質・技能が向上した。

　以上のことから、新型コロナウイルス感染症の拡大により、影響を受けている取組はあるものの、団体の自助努力によるものについては十分に達成できている。今後、「新しい日常」の実現に向けて、ＩＣＴによる業務の効率化や都民サービスの向上を確実に推進するよう継続して監督する必要はあるが、当初の目標を確実に達成していること、消防行政サービス
の維持向上を図るため、当庁と連携し高度化・効率化した事業の実現に向けた体制づくりを始めていることから、消防行政の一旦を担う重要な政策連携団体として高く評価できる。

最終評価

一次評価（所管局評価）

7
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：  株式会社東京スタジアム   （所管局：オリンピック・パラリンピック準備局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

ラグビ-2019/東京2020
における当社役割の確
定と遂行

・ラグビーワールドカップ2019開催時の運
営への協力を行い、円滑な大会運営を実
現する（実施形態は今後調整）
・東京2020大会へ向けた、都や組織委員
会と定例的な会議の開催

・RWC開催（8試合）
・東京2020組織委員会との定例会による調整（9月より9回
(月1～2回））
・改修工事定例会議への参加（39回（週1回））
・2020シーズンJリーグ等スケジュール調整会議の開催（2
回）

ラグビー2019/東京2020
の気運醸成への貢献

・都と組織委員会の依頼に基づき、東京
2020テストイベントや気運醸成イベント等
を実施

・「味スタ感謝デー」でラグビー体験教室、2020大会競技体
験を実施（6月・各1回）
・2020大会テストイベント及び近隣の中高生を対象とした観
戦会の実施
・パラスポーツ体験イベントをパラフェス2019と同日に実施
（11月）
・ラグビーパネル展示やサイネージによる動画放映、公式ラ
イセンス商品の売店での取扱

健全な経営環境の堅持 ・改修工事期間中の、利用可能な区域で
のイベント実施調整
・ラグビー2019の準備・開催によりイベント
が実施できない期間における都等の支援
について確定していく
・ラグビーワールドカップ開催前後のイベ
ント実施調整及び誘致（Ｊリーグ40試合程
度実施）

・改修工事期間において下記既存イベントを実施できるよう
調整
○フリーマーケット（5回）
○住宅設備機器展示販売会（1回）
○撮影対応（17回）
・RWC期間中の都及びRWC組織委員会の利用料金につい
て確定
・RWC開催前後にJリーグ34試合を実施
・超過勤務の縮減等、経費節減対策を実施

既存顧客が2021年度以
降もスタジアムを活用し
たくなる仕組み作り

・ヒアリング等により主要顧客のニーズを
確認するとともに、主要顧客や見識者を
委員としたスタジアムの運営方針にかか
る検討会等を立ち上げ、先進的な取組事
例の検証や施設設備の改善に向けた検
討を行う
・主要顧客のイベント開催に向け、経営層
同士の意見交換の場を適宜設定。合わせ
て事務レベルの定期的な調整会議を実施
・営業可能な期間・範囲におけるイベント
開催、代替施設の案内
・既存顧客との情報交換の継続

・検討会の立ち上げ、開催（3回）
・主要顧客経営層との意見交換及びJリーグスケジュール等
調整会議の開催（2回）
・アメフト連盟に対し、RWC期間中のAGFフィールドでの開催
を調整、18試合開催
・テナントに対し改修工事や大会による利用状況等を情報提
供、コロナウイルス感染症による影響緩和のため経費の免
除等を実施。

2021年度に向けた新規
顧客の獲得

・主要なイベントエージェントや音楽事務
所を対象とした見学会や説明会の実施（1
件以上）

・新規プロモーターによるイベント誘致（1件）
・新規顧客獲得に向けたヒアリングの実施（2団体）
・新規利用者による定期利用の獲得(1件）

2021年度以降に向けた
経営環境の把握とレガ
シー活用による誘致施
策の検討

・マーケットサウンディング等を通じて当施
設のポテンシャルや業界ニーズ等を確認
・報道等の情報収集、可能であれば建築
済み施設の視察

・両施設の来場者に対しアンケート調査を実施（6回）
・マーケットサウンディング調査に向けた調整
・新築・大規模改修が行われた同業施設を中心に視察(7施
設）
・先進事例の海外現地調査（1回）

重大事故の未然防止 ・RWC2019前の通常営業期間は引き続き
月に1回救助法等の研修を実施し、大会
による休館期間後は営業再開に向け集中
的に再教育を実施
・利用者満足度調査等を活用した事故の
未然防止

・救助法や心肺蘇生法等、安全管理に関わる研修を施設内
で年間を通じ実施するとともに、2月に開催した上級救命技
能認定講習に16名が参加
・利用者の声を分析し、事故防止のために必要な対応を速
やかに実施

複数の自治体が連携し
た広域的な大会・イベン
トの開催

・複数の自治体が参加するイベント・競技
大会の開催（2イベント以上）

・地元三市主催のラグビーフェスティバルへ協力し、事業を
実施（12月）
・東京都市町村総合体育大会の水泳競技及び柔道競技の
開催（7月）

自主事業メニューの多
様化

・利用者のニーズや新規の利用者層を意
識した事業メニューの改定と多様化（ス
ポーツ振興事業で新規1事業）
・福島県の復興を支援するため、県内町
村及び道の駅と連携した事業を実施

・様々な世代やライフステージに属する人々に向け、多様な
事業を実施し、３月末までにスポーツ振興事業17事業を実
施し、2133名が参加
・障がい者を対象とした事業の充実を図り、スポーツ振興事
業に新規事業を追加（新規事業「パラ水泳ワンポイントレッ
スン」（年4回実施））
・「味スタ感謝デー」において、福島県奥会津地方のPRブー
スを出展

団体自己評価

・RWC2019/東京2020大会の成功に向け、都及び各組織委員会との連
絡・調整を適切に行い、RWCの成功及び東京2020大会の円滑な準備
に貢献できた。

・大会の気運醸成にかかるイベントへの協力や自主的な取組を積極的
に行った。味スタ感謝デー（来場者約4万人）など、多くの方に大会のＰ
Ｒを行い、気運醸成に貢献できた。

・全社員に経営状況を定期的に共有するとともに、多様な働き方の推
進により年間を通じた超過勤務を会社全体で前年度比3割減少する
等、一丸となって収入確保と経費の見直しを行った。

・2019年度決算については黒字の見通しであったが、2月以降のコロナ
ウイルス感染症による休館により収入が減少し、一転して赤字となっ
た。

・既存顧客に対しては、RWCで長期間利用できないことに対する要望
等をきめ細かく確認しながら真摯な対応に努め、2019シーズンを円滑
に実施することができた。また、2020大会に伴う利用制限に対しても顧
客の立場も踏まえた調整により味の素スタジアムでのホームゲームに
ついて全日程確定させることができ、より一層の信頼関係の構築が図
れた。

・新規顧客開拓に向けたセールス手法等の検討やレガシー活用による
誘致に向けた情報収集等、2020大会以降も見据えた事前準備を確実
に行うことができた。

・定期的に安全管理に関する研修を開催していることで、職員の知識・
救助技能等が保たれ、緊急時にも適切に対応することにより重大事故
を防止できた。

・複数市が主催する広域的な事業や競技大会に協力をすることによ
り、当該事業の関係者や参加者等を通じ、施設の認知度が向上した。

・多様なスポーツ振興事業の実施により、様々な世代やライフステージ
等に属する人に対し、スポーツの機会を提供することができた。

・復興支援の後押しとなる会社初の取組であったが、福島県の自治体
や道の駅連絡会等と連携し着実に実施した。当該事業については、福
島民友新聞のトップ面に掲載されるなど、被災地でも高く評価され、当
社や当社の取組を広く知っていただいた。

③ 武蔵野の
森総合ス
ポーツプラ
ザの安全で
効果的な管
理運営

多摩のス
ポーツ拠点
として都施
策との連
動・都民
ニーズの反
映を実現す
る施設運営

・施設における安全・安心が確保され、
継続的に改善されている。
・多摩のスポーツ拠点として、多摩の自
治体によるスポーツ事業等のソフト施策
の展開が促進されている。
・働き盛り世代や女性等、スポーツ実施
率の低い層へのアプローチや利用者
ニーズを踏まえた自主事業メニューの
充実・展開が図られている。

・利用者の声に耳を傾け、その後の運営に生
かすことにより、安全安心に関する「同じ苦情
が繰り返されない」施設となっている。
・「多摩のスポーツ拠点」である当施設の全都
的な認知度向上を図り、自治体も含め多くの方
に利用いただくため、ホームページ、
Facebook、Twitterによる情報発信を日々行っ
ている。今年度は、三多摩地区のスポーツ大
会会場として活用され、地元3市だけでなく、多
摩全域での認知度向上に寄与することができ
た。
・スポーツ実施率が低いとされる障害のある人
へアプローチするため、多摩障害者スポーツセ
ンターと連携してパラ水泳の新規事業を実施し
た。

② 2020年以
降の健全な
経営の確
保

2020大会
後の安定
的な自己収
益の確保に
向けた取組
の推進

・2021年度のイベント日程が円滑に設
定され、イベント開催に向けた準備が
整っている。
・2021年度以降に向けて、大会のレガ
シーも活用したイベント誘致等について
の施策が検討されている。

・味の素スタジアムでの2021年以降の安定的
なJリーグ、コンサート開催に向けては、既存顧
客の繋ぎ止めが取組の中心になることから、
既存顧客とはJリーグ等調整会議や検討会の
場を活用して良好な関係を継続するとともに、
武蔵野の森総合スポーツプラザでのコンサート
開催等を提案した。
・健全な経営の確保に向け、中長期的な視点
からの全社的な取組を検討する必要があるこ
とから、外部の有識者も入れた検討会を立ち
上げ、大会レガシーの活用も踏まえた取組の
検討を開始した。

① 2019/2020
両大会関
連期間中
の経営環
境の維持
及び大会に
向けた協力

2019/2020
両大会関
連期間中
の運営ス
キーム及び
大会への
協力体制
の構築

・ラグビーワールドカップ2019・東京
2020競技大会における当社役割を遂行
している。
・両大会の気運醸成への貢献のため、
テストイベントや気運醸成イベント等を
開催している。

・ラグビーワールドカップ2019（以下、「RWC」）
では、運営全般を担うRWC組織委員会、都か
らの求めに応じ、管理JV等への指示や警察・
消防との調整、地域へのフォロー等を行い、施
設管理者としての役割を果たした。社内全員が
自らの役割を自覚し、大会運営本部に常駐し
た当社社員が緊密に社内への連絡調整を行っ
たことで、一人一人が柔軟かつ適切に対応し、
現場での判断を支援することができた。
・両大会の気運醸成を図るため、テストイベント
2回、気運醸成イベントを3回開催した。集客力
のある主催イベント内で開催したことにより、3
万人を超える都民等にPRできた。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：  株式会社東京スタジアム   （所管局：オリンピック・パラリンピック準備局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

武蔵野の森とスタジア
ムまたはＡＧＦフィールド
（西競技場）一体での事
業開催

・一体活用による事業を毎年度1件以上実
施

【武蔵野の森とスタジアムの一体活用】
・味スタ感謝デー
・RWC2019
【武蔵野の森とAGFフィールドの一体活用】
・近代五種テストイベント

同時利用促進のための
施策検討

・施設利用者とのヒアリング
・マーケットサウンディング等を通じて業界
ニーズ等を確認・施策の検討

・施設利用者の要望に応じて、武蔵野の森でのイベント時の
AGFフィールド一体利用の提案
・マーケットサウンディング調査に向けた調整

S

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、2019/2020両大会関連期間中の運営スキーム及び大会への協力体制の構築については、施設管理者として大会組織委員会や東京都、警察・消防等の関係機関と適切な連絡・調整を行い、RWCの成功に貢献した。また、改修工事期間中でも既存イベン
トを実施できるよう調整するなど、具体の成果を伴って大きく取組が進捗している。2020大会後の安定的な自己収益の確保に向けた取組の推進については、主要顧客や有識者とスタジアムの運営方針に係る検討会を実施するなど、大きく取組が進捗している。多摩のスポーツ拠点として都施
策との連動・都民ニーズの反映を実現する施設運営や、両施設の同時利用による相乗的な魅力向上についても、具体の成果を伴って大きく取組が進捗している。

以上のことから、具体の成果を伴って各取組が著しく進捗しており、2020年度の到達目標の達成に向けて大きな前進が見られ、総じて団体として非常に優れた成果を上げている。

　今後は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、集客以外を差別化要因とするような施設運営について取り組むことが期待される。

一次評価（所管局評価）

 戦略１では、ラグビーワールドカップ2019日本大会の開催に際し、施設管理者として関係機関と適切に連絡・調整を行うとともに、東京2020大会の円滑な準備にも取り組み、両大会を通じた各種イベント等を実施し機運醸成にも貢献している。
 戦略２では、2020年以降を見据えて、外部専門家を入れた検討会を立ち上げて、大会のレガシーの活用も踏まえた取組の検討を開始したほか、新規顧客の獲得に向けてセールス手法の検討や情報収集を行い、運営方針の健全な経営の確保に取り組んでいる。
 戦略３では、武蔵野の森総合スポーツプラザについて、各種ツールを活用した情報発信による認知度向上を図り、障害者スポーツセンターと連携し新規するなど、安全で効果的な管理運営に努めている。
 戦略４では、味の素スタジアムと武蔵野の森総合スポーツプラザ両施設同時利用による相乗的な魅力向上のため、利用者ニーズに基づいた事業を3件実施し、両施設の一体的な活用に取り組んでいる。

　2020年度の到達目標に向け、経営課題について各戦略をもって、年度当初から着実に取り組み、成果を上げていることを評価する。一方で、年度末の2月・3月は新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、施設の休館やイベントが延期・中止となる影響があった。今後は、ウィズコロナの視点を踏まえ、「新しい日常」において
も、都民のスポーツ振興や地域活性化に寄与する多摩地域のスポーツ拠点としての役割を期待する。

・施設利用者のニーズに基づき付帯施設の相互活用を提案したこと等
により、当初の予定を上回る実績（予定1件、実績3件（味スタ感謝デー
等、大規模イベントのみ計上））を上げることができた。

④ 味の素スタ
ジアムと武
蔵野の森
総合スポー
ツプラザの
一体的な活
用

両施設の
同時利用に
よる相乗的
な魅力向上

・味の素スタジアムとの一体活用事業
が年１回以上継続的に開催されてい
る。
・施設利用者に対して味の素スタジアム
との同時利用を促進するための施策が
検討されている。

・感謝デーにおいては、両施設の一体活用によ
り、スタジアム単独時より多くの方に来場いた
だいている。
・近代五種テストイベント、RWC2019において
は、一体の施設として活用されるよう両施設に
おいて調整を行い、大会の成功に貢献した。
・武蔵野の森総合スポーツプラザ、AGFフィー
ルドの利用者にはそれぞれ相互に施設を紹介
し、今年度も4件の同時利用が行われた。

8
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：多摩都市モノレール株式会社　（所管局：都市整備局）　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

運輸収入の安定的な確保 対2018年度決算見込比0. 3%増
8, 530百万円

お客様サービスの向上や地域連携、広報
機能強化により、利用者の増加を図る。

2019年度
8,530百万円
（対前年度比0.3%減）

付帯事業収入の維持 対2018年度決算見込比3％増
243 百万円
・広告代理店による沿線地域の営業ネット
ワーク構築
・広告新商品開発
・グッズ販路拡大（沿線行事に合わせた新
規出店等）
・駅舎大規模改修に伴う駅構内の商業利用
の拡充（コンビニスペース、広告スペースの
拡充等）

2019年度
259百万円（対前年度比0.4％減）

長期収支の試算及び試算に
基づく事業の進捗管理

設備投資の優先順位をつけるなど資金需
要を考慮しつつ、前年度決算・収入予測、
事業計画の見直しに応じてローリングを実
施

収支試算に基づく適切な進捗管理

社員の能力を引き出す人事
制度の構築

・新評価制度の導入
・新等級制度を踏まえた給与制度の検討

・新たな人事制度（評価・給与制度）導入
に向けた検討

機能的な組織体制の整備 ・組織改正実施に伴う人材育成 ・組織改正を実施

就労環境の改善に向けた取
組

・職場環境の整備（駅舎大規模改修に伴う
駅務室の環境整備）
・I Cカード化に伴う業務効率化検討（出退
勤管理システムの導入とタイムカードによる
勤怠管理及び時差出勤の試行拡大）

・職場環境の整備（駅宿泊室の改善）
・時差出勤の本格導入

路線の利便性の向上 ・ダイヤ改正影響調査実施、分析
・多摩センター駅大規模改修
・新たな駅業務体制へ移行及び検証
・事故事例集の作成・活用

・ダイヤ改正影響調査実施
・多摩センター駅大規模改修に向けた設
計を実施
・駅業務委託の拡大
・事故事例集の作成・活用、BCP（地震
編）改訂

快適な移動空間の創出 ・トイレのリニューアル(1駅）
・車内空調設備増設（全編成完了）
・駅舎照明LED化（全駅完了）
・床タイル、誘導ブロックの全駅張替に係る
計画策定

・車内空調設備増設（全編成完了）
・駅舎照明LED化
・移動円滑化取組計画策定

わかりやすい利用者案内 ・デジタルサイネージの効果的活用方法の
検討及び本格運用
・ホームにおける整列ラインの検討

・デジタルサイネージの効果的活用方法
の検討及び本格運用
・ホームにおける整列ラインの検討
・ベビーカーマークの貼付
・ＭａａＳ実証実験に参加

多摩モノレールの認知度の向
上

・広報を担う専管組織を新設し、情報発信
力を強化
・ブランディング戦略に基づく広報戦略の策
定及びホームページやSNS等を活用した更
なる情報発信
・開業20周年記念事業の実施（Ⅱ期開業の
20年1月まで各種記念イベントを継続的に
実施）

・広報を担う専管組織を新設し、情報発
信力を強化
・ブランディング戦略に基づく積極的な情
報発信
・プレスリリースマニュアルの策定
・開業２０周年記念事業の実施(2020年1
月まで）

沿線企業・団体との連携 ・地域連携を担う専管組織を新設し、沿線
市・企業等との情報交換、企画を推進する
体制を整備
・沿線市との会議体における意見・情報交
換を踏まえたコラボ企画の実施
・沿線企業・団体との情報交換を踏まえたコ
ラボ企画の実施

・地域連携を担う専管組織を新設し、沿
線市・企業との情報交換・企画を推進す
る体制を整備
・沿線市との会議体における意見・情報
交換を踏まえたコラボ企画の実施
・沿線企業・団体との情報交換を踏まえ
たコラボ企画の実施

地域のにぎわいへの貢献 ・新規企画列車等の運行
・にぎわい創出に資する新規イベントの実
施
・基地まつりと周年事業を連携して開催
・セット券販売枚数の増加
・沿線行事に合わせた臨時列車の企画・運
行（顧客満足度調査等による利用者のニー
ズ収集、反映）
・駅を活用した地域情報の発信

・新規企画列車等の運行
・にぎわい創出に資する新規イベントの
実施
・基地まつりと周年事業の連携開催
・セット券販売枚数5.8％増
・沿線行事に合わせた臨時列車の企画・
運行
・沿線市等と連携し、各イベントポスター
の掲示を実施

団体自己評価

・沿線開発の進展等の外的要因に加え、ダイヤ改正や臨時列車
運行による利便性の向上、お客様サービスの向上、地域連携の
推進等の内部努力により、需要を着実に取り込み、運輸収入が過
去最高となった前年度に匹敵する規模の収入を確保した。
・付帯事業収入については、天候や競合店の出店等の懸念事項
があったが、市場ニーズに合った広告商品の投入や、駅舎改修に
伴う店舗スペースの拡充等が売上増に繋がり、前年度と同水準の
収入を確保することができた。
・新型コロナウイルス感染症の影響が危惧される中、安定した運
行を確保しつつ収入確保に向けた方策を検討していくとともに、収
支試算に基づき事業の徹底した進捗管理に努めている。

・7月に課係制を廃止し、グループ制へ移行したことにより、業務の
繁閑や職員の適正に応じて柔軟な配置を可能とする組織体制を
実現した。
・組織改正を契機とし、研修体系等の見直しを進め業務改善を図
るとともに、就業規則の改正により時差出勤を本格導入するなど
の就労環境改善にも取り組んだ。
・人材獲得競争が激化する中、学校訪問の積極的な実施に加え、
Ｗｅｂ求人媒体の活用により、2019年度採用倍率は3.3倍を確保し
た。また、入社後のフォロー教育の効果もあり、定着率は90％を超
える高い水準を維持している。

・2019年度に実施したお客様アンケートにおける満足度は73.7％
と、2017年度から5ポイント近く向上した。
・ダイヤ改正や、沿線学生を主要ターゲットとする混雑緩和に向け
た取組により、混雑緩和や混雑による列車遅延の減少（2018年度
4月期：378件→2019年度４月期：155件）といった効果に繋げた。
・車内空調設備の増設や、駅舎大規模改修に向けた検討、改札機
の増設などハード面の取組と、無人駅における駅業務体制の構
築、デジタルサイネージの活用、ホームページの改善などソフト面
の取組により、お客様の利便性・快適性向上へと繋げた。
・ダイヤ改正の効果、駅業務体制、デジタルサイネージの活用方
法等については、引き続き効果検証やそれによる見直しを適宜行
い、一層のお客様サービス向上へ着実に取り組んでいく。

・組織改正に合わせ新設した専管組織が効果的に機能し、広報機
能強化、地域連携強化に繋がった。
・開業20周年記念の各種事業（イベント列車運行、基地まつりにお
ける新規企画、謎解きイベント、記念グッズ販売等）の積極的な展
開により、多摩モノレールのブランド向上へ繋がった。
・当社が実施する「多摩モノまつり」や写真コンクール等のイベント
は、年々参加者数が増加しており、多摩モノファンも着実に増加し
ている。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、イベント開催等が困難
になることが予測されるが、新型コロナウイルス感染症を乗り越え
た先の回復を目指し、沿線地域との連携を一層強化し、にぎわい
創出につながる方策を積極的に検討していく。

① 資金需要
への対応

安定した収
益の確保と
健全な財務
体質づくり

以下の取組を行うことにより、収益性及び財務
の健全性を高めていく。
【収益性】売上高営業利益率20%台を維持（2016
年度:22%、2015:18%、2014:13%、2013:17%、
2012:12%）
【健全性】自己資本比率50％以上を達成（2016
年度:42%、2015:40%、2014:38%、2013:37%、
2012:35%）

2019年度
売上高営業利益率：8.1％（新型コロナウイルス
感染拡大の影響による運輸収入の減少及び経
年劣化に伴う修繕費や業務委託費の増加によ
り、利益率が低下）
自己資本比率：49％

② 人事制度と
組織体制

将来を担う
人材の育
成と組織の
強化

以下の取組を行うことにより、優秀人材を引き付
ける会社、成果が処遇に適切に反映し、優秀な
人材が流出しない会社を目指す。
・2020年度の採用競争倍率3.0倍以上（2016年
度の採用競争倍率〈受験者／合格者〉3.0倍）
・2019年度～2020年度採用者の定着率（※）
90％以上（2014～2016年度採用者の定着率
88.9%）
※定着率：（過去3年間の採用者のうち現在も社
員である者／過去3年間の採用者）×100

・2019年7月の組織改正（課係制廃止、グループ
制導入）により、組織の機能強化を図った
・2019年度採用競争倍率：3.3倍、定着率：91.3％

③ お客様サー
ビスの向上

利便性・快
適性及びわ
かりやすさ
の向上によ
るお客様
サービスの
強化

お客様のニーズを諸施策に反映させ、路線の利
便性の向上、快適な移動空間の創出及びわか
りやすい利用者案内を実現することにより、お客
様アンケート調査の結果向上（項目「多摩モノ
レールの事業全般に対して満足していますか」
2017年度68.9％→2019年度75％）を達成する。
※数値は、選択肢「満足」、「やや満足」、「どち
らともいえない」、「やや不満足」、「不満足」、
「利用したことがない」のうち、「満足」または「や
や満足」と回答した者の割合

2019年度お客様アンケートの調査結果：「多摩
モノレールの事業全般に対して満足しています
か」の設問に対し、「満足」または「やや満足」が
73.7％
⇒ 2017年度調査に対し、約5ポイント向上

④ 沿線地域と
の連携

沿線地域と
の連携と広
報機能強
化

以下の取組を行うことにより多摩モノレールの
認知度を高め、ファンを増やすとともに、地域の
にぎわい創出に貢献していく。
・お客様アンケート調査の結果向上（項目「多摩
モノレールの地域貢献全般について満足してい
ますか」のうち「満足」または「やや満足」の割合
2017年度74.0％→2019年度80％）
・2020年度の定期外乗車人員対2017年度比43
万人増（2017年度2,224万人から毎年度0.65%増
（※）に相当）対前年度伸び率の減少傾向（2016
年度1.4％増、2017年度0.7％増、2018年度0.4%
増（見込））に歯止めをかけ、定期外乗車人員を
着実に増加
※2013年度から2017年度（沿線に大規模商業
施設が開業した2015年度は除く）の定期外乗車
人員の対前年度伸び率の平均

（実績）
・お客様アンケート調査の地域貢献に関する項
目「沿線地域における公共交通機関としての役
割」のうち「満足」または「やや満足」の割合：
2019年度77.3％
・2019年度の定期外乗車人員：対2017年度比8
万人減、対前年度伸び率0.3％減（2018年度：対
前年度伸び率0.9％増）
（要因）
・沿線市や企業との連携企画が多く実現し、イベ
ント等の参加者数も年々増加する等、沿線地域
との連携は着実に進んだが、こうした会社の取
組を十分にＰＲできておらず、地域貢献に関す
る項目の数値が伸び悩んだと考えられる。今
後、2019年度に新設した地域連携・広報専管組
織を軸に、沿線市・企業との連携強化、積極的
な広報活動に一層取り組んでいく。
・定期外乗車人員については、2020年2月末時
点まで前年度を上回るペースで推移していたも
のの、新型コロナウイルス感染症による外出自
粛、近隣施設の休業・イベント中止等により、3
月実績が前年同月比で大きく落ち込み、対2017
年度比、対2018年度比で減少した。

8
2



東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：多摩都市モノレール株式会社　（所管局：都市整備局）　 評価対象年度：　2019年度　

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、安定した収益の確保と健全な財務体質づくりについては、ダイヤ改正等の利便性向上により運輸収入、広告事業展開により付帯事業収入の確保に努めるなど、取組が進捗している。また、利便性・快適性及びわかりやすさの向上によるお客様サービ
スの強化については、設備改修に一部遅れが見られるものの、デジタルサイネージの活用やMaaS実証実験の参画など、わかりやすい利用者案内の実現に努めた結果、お客様アンケート調査結果が向上するなど取組が進捗している。その他、将来を担う人材の育成と組織の強化、沿線地
域との連携と広報機能強化についても、取組が進捗している。

以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種取組を推進するとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、事業を見直しコスト削減を図るほか、実施可能な地域連携に係る取組を検討し、多摩地域の公共交通機関としての役割を果たすとともに、にぎわい創出に貢献していくことが期待される。

　会社は、経営改革プランに４つの戦略を掲げ、経営課題の解決に向けた取組を進めてきた。
　「①安定した収益の確保と健全な財務体質づくり」では、新型コロナウイルス感染症拡大による外出自粛等により３月期の運輸収入が大幅に減少したものの、ダイヤ改正や臨時列車運行による利便性の向上及び地域連携の推進等の内部努力により需要を確実に取り込んだ結果、昨年度と同水準の運輸収入を確
保した。また、付帯事業では広告新商品の導入、駅舎改修に伴う店舗スペースの拡充など、収益拡大に向けた積極的な施策を展開し、昨年度と同水準の付帯事業収入を確保している。その結果、昨年度に引き続き、健全な財務体質づくりに向けた取組が着実に進んでいる。
　「②将来を担う人材の育成と組織の強化」では、2019年7月の組織改正により業務の繁閑に応じた柔軟な配置を可能にするとともに、時差出勤を本格導入する等、社員が働きやすい環境の整備を行った。また、研修体系等の見直しを行うなど、固有社員の人材育成の強化を進めており、社員を生かす制度・環境の
整備に着実に取り組んでいる。
　「③利便性・快適性及びわかりやすさの向上によるお客様サービスの強化」では、ダイヤ改正及び混雑緩和に向けた取組により列車遅延が減少したほか、車内空調設備の増設及びデジタルサイネージの活用など、ソフト・ハードにわたる取組を実施し、お客様の利便性・快適性向上につなげた。
　「④沿線地域との連携と広報機能強化」では、新設した専管組織を効果的に活用し、広報機能及び地域連携強化を進めるとともに、2018年11月より開始し2020年1月にフィナーレを迎えた開業20周年イベントでは、イベント列車をはじめとする各種事業を積極的に展開した。このような取組は、多摩モノレールのブラ
ンド向上だけでなく、沿線地域のにぎわい創出など地域貢献にもつながるものである。

以上の取組を通じて、会社は、多摩地域の南北を結ぶ交通機関としての役割を果たし、沿線地域の魅力と活力の向上に貢献している。加えて、評価年度末においては、新型コロナウィルス感染が広がる中、都と連携して、利用者に対する感染症対策、混雑緩和策を実施するとともに、従業員の健康管理を徹底し、
厳しい環境の中で公共交通機関として事業を継続した。これは、政策連携団体として都の政策の方向性に合致するものである。

一次評価（所管局評価）
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：東京臨海高速鉄道株式会社  （所管局：都市整備局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

新たな人事・給与制度の施
行、定着

・新制度施行に向けた事前シ
ミュレーション
・社員及び評定者向け研修、新
制度の一部試行
・人事給与システム構築

・制度シミュレーションの実施の上、社員説明会を開催し、制
度設計を確定
・新考課制度に向けた評価者向け研修を実施するとともに、
10～11月に制度の一部試行を実施
・人事給与システムの再構築

中長期的な要員計画に基づ
く体制確保

・2019年度から3年間を計画期
間とする新たな中期経営計画を
踏まえた計画見直しとこれに基
づく人員確保

・東京2020大会時の態勢見直しと人員確保に向けた採用
・中期経営計画を踏まえた要員計画の見直しと体制強化
・障害者雇用の推進による法定雇用の達成

指導職以上における固有社
員比率の引き上げ

32％ 37%

営業収益の安定的な確保と
コスト削減の取組

・営業収益　205億円

・競争契約の適切な運用等

・営業収益　207億円

・競争契約の適切な運用等

関連事業の拡充 ・新事業の開始
・前年度レビューを踏まえ、外部
の知見を取り入れた事業フィー
ジビリティ検討
・新たな広告事業展開への着手

・新たな空間利活用事業について契約締結手続中
・新たな広告事業展開へ着手

計画的な設備投資 設備投資額64億円 設備投資額30億円
（当該年度取得資産総額）

長期未払金・長期借入金の
返済

残高
1,154億円

有利子負債キャッシュフロー倍
率
12.0倍（年)

残高
1,129億円

有利子負債キャッシュフロー倍率
11.0倍（年）

ホームドア整備によるホーム
上の安全対策の推進

・大井町駅でのホームドアの設
置と、それに伴う点状ブロック、
列車非常停止警報表示装置の
更新
・国際展示場駅でのホームドア
運用による安全対策の実施
・ホームドア運用上の課題分析
・シミュレータによるホームドア
運用訓練の実施
・他駅のホームドア設置計画検
討

・大井町駅のホームドア設置と、点状ブロック、列車非常停
止警報表示装置の更新を完了し、2月16日より運用開始
・国際展示場駅でのホームドア運用による安全対策の実施
・大井町駅のホームドア設置を反映したシミュレータによる
ホームドア運用訓練の実施
・他駅のホームドア設置計画の深化

「気づき・気がかり」＆「ヒヤ
リ・ハット」による改善取組

・前年度の改善結果を社員に周
知
・新たな社員情報に対し改善策
を実施
・実施した改善策の有効性検証

・前年度の報告事象及び改善結果を社員全員に公表
・報告事象に対して改善策を実施
・年度前半に公表したヒヤリ・ハット情報周知に対してアン
ケートを行い、その効果等の有効性を検証

地域と連携した安全対策の
推進

・改善した内容による警察など
地域と連携した駅構内でのテロ
等対策訓練の実施
・地域との情報交換
・他社の訓練への視察・参加

・防犯カメラの増設実施
・第3セクターを中心とした鉄道事業者12社との安全情報連
絡会議に参加
・ＪＲ東日本や東京メトロ等他社の訓練への視察・参加実施
・台風19号では計画運休を実施し、被害・事故を未然防止
・災害時タイムラインを作成
・「りんかい線防災ハンドブック」の発行

② 長期未払
金等の返
済及び繰越
欠損金の
解消による
経営基盤
の強化並び
に関連事業
の拡充等に
よる収益力
の強化

③ 安全・安定
輸送の継
続的な確保

① これまでの
運営体制
の見直し・
強化

安定的な事
業運営の
実現に向け
た組織・人
員体制の
構築

　新たな人事・給与制度の構築（※）により、将
来的に管理職を担う固有社員の確保に向けて、
指導職への登用を着実に進め、人材育成を更
に充実させていくとともに、東京2020大会への対
応をはじめ中長期的に必要な体制を整備する。
　固有社員を主体とした事業運営体制の構築に
向けて、まずは固有社員比率を高めていくことと
し、この3年間で全社員に占める割合を現行の
60.7％（平成29年8月1日時点）から65％へと高
める。

※会社が社員に期待する役割や能力を明確
にし、社員の能力を処遇に的確に反映していく
仕組みとするため、任用制度・人事考課制度・
給与制度の見直しを一体的に行うもの。

新たな人事・給与制度の構築について、制度シ
ミュレーションの実施や全社員説明会を開催の
上、改正制度の内容を固めるとともに、人事考
課については新制度の施行に先立って評価者
研修や試行評価を実施し、2020年度から本格
施行を開始した。体制確保については、東京
2020大会時の態勢等を見据えた人員確保（社
員採用等）を進めるとともに、障害者雇用の推
進により法定雇用を達成するなど、組織基盤の
強化を着実に進めた。指導職以上の固有社員
の確保については、指導職昇任選考により適格
者を選定し、本社及び現場の指導職ポストへの
登用を積極的に行ったことにより、当初見込み
（32%）を上回る数値（37%）を達成した。
※固有社員比率　2020年3月31日現在：62.7%

2018年9月から当社として初めて運用を開始し
たホームドアの運用状況を踏まえ、安全・安定
的な運用に向けた検証・対応策を迅速・確実に
講じるとともに、2駅目（大井町駅）の設置につい
ては、その経験を活用し、計画通り設置し、2020
年2月に運用を開始した。2018年度から開始し
たシミュレータによる訓練については、実効性の
高い訓練の確立を図り、計画的に進めている。
気づき・気がかり＆ヒヤリ・ハットの取組につい
ては、研修等による周知や継続的取組により社
員への浸透がさらに進み、未然段階での効果
的な安全対策がなされた。東京2020大会時の
十全なる安全性確保に向け、防犯カメラの増設
とともに、警察との連携やテロ等異常時の安全
対策の体制確立を着実に進めてきた。
※線路内転落発生件数　2019年度実績：4件

団体自己評価

　新たな人事・給与制度の構築について、制度シミュレーションの実施や全社員説明
会を開催の上、改正制度の内容を固めるとともに、人事考課については評価者研修
や試行評価を実施し、2020年度から本格施行を開始した。
　体制確保については、東京2020大会時の態勢等を見据えた人員確保（社員採用
等）を進めるとともに、障害者雇用の推進により法定雇用を達成するなど、組織基盤
の強化を着実に進めた。
　指導職以上の固有社員の確保については、指導職昇任選考により適格者を選定
し、本社及び現場の指導職ポストへの登用を積極的に行ったことにより、当初見込み
（32%）を上回る数値（37%）を達成した。
　これらの取組により、今後の持続的な事業運営を支える体制の強化に向けて、固
有社員が中核を担う組織・人的基盤の確立が着実に進捗した。

　営業収益の確保については、２月及び３月は新型コロナウィルス感染症の影響によ
り利用者が大幅に減少したものの、沿線施設とのタイアップやイベント協賛等の努力
等により、定期外の乗車人員の減少は5.4％減となった。加えて、定期乗車人員が増
加したことで、合計で前期比1.0％減の9,497万人に留まり、運輸収入は19,072百万円
(2.8%減)、営業収益は目標を上回る20,715百万円となった。
　関連事業の拡充では、広告事業展開において、駅空間を多面的に活用したジャック
広告の実施等、新たな取組を実施した。
　設備投資は東京2020大会に向けた整備・改築等を含め、計画的かつ着実に進め
た。
　また、長期未払金の繰上返済の実施により、長期債務の圧縮がさらに進展した。
　これらの取組により、収益の安定性や財務体質の安全性の向上を着実に進めた。
　しかしながら、今後は、東京2020大会の延期も含め新型コロナウィルス感染症の影
響により厳しい状況が想定され、これからの収益動向を見通すことは極めて困難な状
況にあるが、厳しい外部環境のもとでも持続的かつ安定的な事業運営に向け、全社
一丸となって取り組んでいく。

　2018年9月から当社として初めて運用を開始したホームドアの運用状況を踏まえ、
安全・安定的な運用に向けた検証・対応策を迅速・確実に講じるとともに、2駅目（大
井町駅）の設置については、その経験を活用し、計画通り設置し、2020年2月に運用
を開始した。また、3駅目以降の設置についても検討を着実に進めている。
　また、2018年度から開始したシミュレータによる訓練については、実効性の高い訓
練の確立を図り、計画的に進めている。
　気づき・気がかり＆ヒヤリ・ハットの取組については、研修等による周知や継続的取
組により社員への浸透がさらに進み、未然段階での効果的な安全対策がなされた。
　東京2020大会時の十全なる安全性確保に向け、防犯カメラの増設とともに、警察と
の連携やテロ等の異常時の安全対策の体制確立を着実に進めてきた。さらに、都内
を含む我が国に甚大な浸水被害をもたらした10月の台風19号の際には、対策本部を
設置し、計画運休の実施等を行うとともに、タイムラインを作成し、事故や被害の発生
の防止や情報提供に努めた。
　これらの取組により、ホームドア設置等ハード面での安全対策を計画通り推進し
た。また、ソフト面においても安全研修や訓練を通じて社員の意識や危機対応力の向
上を進めるとともに台風等にも適切に対応し、安全・安定輸送の継続的な確保が着
実に進展した。

営業収益
の確保等に
よる財務体
質の健全
化

東京2020大会開催中は、東京ビッグサイトの一
時閉鎖による営業収益の落ち込みが避けられ
ない状況であるが、大会終了後の営業収益の
水準が大会開催前の水準を上回るよう、この3
年間で関連事業の拡充や沿線地域等との連携
強化に向けた仕組みづくりを目指す。
長期未払金・長期借入金の残高を1,063億円ま
で減少させるとともに、繰越欠損金を332億円ま
で解消する。

営業収益の確保については、２月及び３月は新
型コロナウィルス感染症の影響により、利用者
が大幅に減少したものの、沿線施設とのタイアッ
プやイベント協賛等の努力等により、定期外の
乗車人員の減少は5.4％減にとどまった。加え
て、定期乗車人員が増加したことで、合計で前
期比1.0％減の9,497万人となり、運輸収入は
19,072百万円(2.8%減)、営業収益は目標を上回
る20,715百万円となった。関連事業の拡充で
は、広告事業展開において、駅空間を多面的に
活用したジャック広告の実施等、新たな取組を
実施した。設備投資は東京2020大会に向けた
整備・改築等を含め、計画的かつ着実に進め
た。また、長期未払金の繰上返済の実施によ
り、長期債務の圧縮がさらに進展した。
※2019年度末繰越欠損金：329億円

ハード・ソフ
ト両面から
の安全・安
定輸送の
確保

 ハード・ソフト両面からの施策により安全・安定
輸送をより一層確保する。
① 適時適切な設備更新や訓練等による無事故
運行の継続

※「事故」とは、鉄道事故等報告規則第3条1
項で定める「鉄道運転事故」に該当するもののう
ち、事故原因が当社の乗務員や駅係員等によ
る取扱い誤りや設備の整備不良等の当社責任
によるものを指す。
② 線路内転落の発生件数の抑制（2012～2016
年度平均発生件数５件⇒2020年度：３件以内）
 [当社駅]　新木場駅、東雲駅、国際展示場駅、
東京テレポート駅、天王洲アイル駅、品川シー
サイド駅、大井町駅
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：東京臨海高速鉄道株式会社  （所管局：都市整備局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

多様なお客様が利用しやす
い駅の施設整備

・全駅において多言語に対応し
た駅案内サインの整備完了
・多様なお客様の利便性向上を
目的とした、東京テレポート駅、
国際展示場駅の有人改札の窓
口拡張整備完了

・全駅において多言語だけでなく、より視覚的にわかりやす
い駅案内サインを整備
・有人改札の窓口拡張は国際展示場駅の整備が完了。資
材の一部納入遅れにより東京テレポート駅の整備は継続中

快適な空間の整備 ・東雲駅、新木場駅の化粧室の
更新及び照明ＬＥＤ化の完了に
より、全駅の更新完了
・新車両の仕様検討及び設備
関係の設計に着手

・資材の一部納入遅れにより東雲駅、新木場駅の化粧室は
更新工事中。照明ＬＥＤ化は全駅完了
・新車両の構造等仕様検討に着手するとともに、車両基地
において改造・更新が必要な設備確認を完了。現行編成の
改造・更新時期を踏まえた新車導入工程を調整。

バリアフリー化の推進 ・東京テレポート駅、国際展示
場駅改札内エレベーター増設工
事の実施

・東京テレポート駅で改札内エレベーターの増設を施工中
・国際展示場駅の改札内エレベーターは、増設から既設の
大型化に変更し実施完了

高品質なお客様サービスの
実現

・前年度調査を踏まえて、2020
年度の到達目標を決定
・外部専門家からの分析と提案
をうけ、サービス水準目標や実
現方策等を設定
・お客様サービスの改善

・前年度調査の結果を踏まえたサービス課題の整理とその
中でも重要な観点について具体的なサービス改善の取組を
実施
・他社の取組調査を踏まえてサービス向上に向け当社とし
ての今後の方針の検討

沿線地域等との連携 ・前年度の結果を踏まえ、連携
方法の見直しや情報共有の円
滑化等を図り、イベントを盛り上
げる施策を検討し実行
・進出企業等との連携の実施

・まちづくり協議会や日本科学未来館等沿線施設との協働
事業の実行
・進出企業とのタイアップの実施
・映像メディアを通じた企業とのタイアップ

沿線地域等の情報発信 自社HPやツイッター等を通じた
地域の情報発信

・「小さな旅りんかい線」の作成、配布
・当社HPによる地域情報発信の拡充

B

　まちづくり協議会の事業活動への参画、お客様感謝キャンペーンや新たに進出した
沿線施設とのタイアップキャンペーン等の実施、地域のイベントへの協賛、MaaS実証
実験への参画など、沿線地域・企業との連携をさらに強化し、次期の展開につながる
取組を進めた。
　情報発信においては、新たな媒体（「小さな旅 りんかい線」）を制作し、当社のみな
らずJR東日本の接続路線の駅への設置・配布する等、広域的な利用者への訴求を
図るとともに、災害時等において確実に情報発信できる基盤整備として当社HPのアク
セス容量拡大、運行情報の多言語化、沿線地域における自社が関与するイベント以
外も含めた最新情報発信等、地域情報発信の拡充を図った。

これらの取組により、沿線のバリューアップに向けた取組強化に向け、周辺企業・施
設等との連携による地域の活性化や魅力向上に寄与した。

今後の取組においては、新型コロナウィルス感染症の影響によるイベントの自粛等
厳しい状況であるが、今後の状況変化を慎重に見極めつつ、当社の特性を活かした
地域貢献の方策の検討を進めるとともに、実効性の高い取組を展開していく。

最終評価

　都心と臨海部を結ぶ基幹的な鉄道を運行する会社は、経営課題解決のための５つの戦略を設定し、それぞれ目標達成のための取組を行った。
　具体的には、「①安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制の構築」については、将来的に固有社員を主体とした会社運営を実現していくことを念頭に、新たな人事・給与制度の導入に向けた取組を行った。また、指導職以上における固有社員比率の引き上げを行い中核ポストへの固有社員の登用を継続的に進めた。
　「②営業収益の確保等による財務体質の健全化」については、新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が大幅に減少したものの、沿線施設とのタイアップやイベント協賛等の取組により年度を通じた営業収益は目標を上回る207億円を達成した。長期未払金・長期借入金の残高についても繰上返済により1,129億円まで減少させ、長
期債務の圧縮を進めた。
　「③ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保」については、ハード面では、大井町駅へのホームドア設置などの安全対策を計画的に推進するとともに、ソフト面では、大井町駅の特徴を反映したシミュレータによるホームドア運用訓練の実施、「気づき・気がかり」等の改善取組における社員の報告事項を全社で共有し、具体的な改善
につなげるなど、着実に進展した。
　「④利用客の利便性・快適性の更なる向上に繋がる取組の加速化」については、有人改札の窓口拡張や多言語対応やバリアフリールートを明示した案内サインの整備工事などのリニューアルを進めた。
　「⑤地域との連携強化や情報発信の充実化」については、まちづくり協議会の事業活動への参画や、沿線施設とのタイアップキャンペーン、MaaS実証実験への参画等に取り組んだ。また夏休み期間にお台場エリアの観光スポットの紹介を行う等情報発信も拡充し、次期の展開につながる取組を進めた。
　以上の取組を通じて、会社は、鉄道会社の役割である「安全・安定輸送」に向けた取組を継続しつつ、2020大会やその後を見据えた、お客さまサービスの改善と財務体質の強化に取り組み、沿線地域の発展に貢献した。加えて、評価年度末においては、新型コロナウイルス感染が広がる中、都と連携して、利用者に対する感染症対策、混
雑緩和策を実施するとともに、従業員の健康管理を徹底し、厳しい環境の中で公共交通機関として事業を継続した。これは、政策連携団体として、都の政策の方向性に合致するものである。

一次評価（所管局評価）

⑤ 沿線のバ
リューアッ
プの取組強
化

地域との連
携強化や
情報発信
の充実化

内陸部と臨海地域を結ぶ鉄道ネットワークとし
て、安全・安定運行の確保に加え、周辺企業等
との連携による地域の活性化や魅力向上を図
ることで、沿線地域のにぎわいに貢献する。
○沿線イベントタイアップ　12件／年(2020年度)
（2018年度（見込）：11件／年）
○企画乗車券発行枚数　130,000枚／年(2020
年度)　（2018年度(見込）：122,340枚(見込)／
年）
※東京2020大会開催に当たり、東京ビッグサイ
トの一時閉鎖などによる影響が避けられない状
況であるが、2018年度見込を上回る目標を設定
する。

まちづくり協議会の事業活動への参画、お客様
感謝キャンペーンや新たに進出した沿線施設と
のタイアップキャンペーン等の実施、地域のイベ
ントへの協賛、MaaS実証実験への参画など、沿
線地域・企業との連携をさらに強化し、次期の展
開につながる取組を進めた。情報発信において
は、新たな媒体（「小さな旅 りんかい線」）を制作
し、当社のみならずJR東日本の接続路線の駅
への設置・配布する等、広域的な利用者への訴
求を図るとともに、災害時等において確実に情
報発信できる基盤整備として当社HPのアクセス
容量拡大、運行情報の多言語化、沿線地域に
おける自社が関与するイベント以外も含めた最
新情報発信等、地域情報発信の拡充を図った。
○沿線イベントタイアップ　2019年度：17件／年
○企画乗車券発行枚数　2019年度：156,329枚
／年

　経営改革プランに掲げた目標のうち、営業収益の確保等による財務体質の健全化については、沿線施設とのタイアップや、新たな広告事業展開の実施等により営業収益を確保したほか、長期未払金の繰上償還を行うなど、取組が進捗している。また、利用客の利便性・快適性の更なる向上に繋がる取組の加速
化については、お客様サービスへの影響を抑える工夫を行いながら施設更新を進めるとともに、ソフト面でもサービス向上に向けた課題整理や改善の取組を実施するなど、取組が進捗している。その他、地域との連携強化や情報発信の充実化については、沿線施設や協議体との協働事業の実施のほか、東京都主
体のMaaS実証実験に参画するなど、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種取組を着実に推進していくとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、各種投資や費用の絞り込み、長期債務返済計画の見直しを検討するなど、社会情勢の変化に対応しながら公共交通機関として安全・安定輸送を供給することが期待される。

　利用者への案内サインについては、多言語対応やバリアフリールートの明示、案内
サインの整備等リニューアルを着実に進めた。また、駅窓口オープン化に向けた整備
工事については、大規模イベントや他の競合工事等に配慮し、現場状況を踏まえた
計画を立て、お客様サービスを低下させることなく運用開始を行うよう施設整備を進
めた。

快適な空間の整備に向けては、全駅の化粧室リニューアル完了に向け、東雲駅、
新木場駅の化粧室更新を、駅の地域性も踏まえた内装の工夫を行いつつ、工事を進
めた。また、新車両の導入に向けて仕様検討を着実に進めた。

バリアフリー対応の促進に向け、エレベーターの増設・拡張工事を進めた。
更なるサービス向上に向けては、前年度調査の結果及び東京2020大会の開催を踏

まえ、インバウンド対応接遇研修、駅構内サインの改修、お客様から寄せられた声の
見える化の実施と駅係員等への周知、おもてなしガイドの試行活用、車内自動放送
の２言語化、社員提案による日英併記の乗換案内カードの作成等業務改善を進める
とともに、当社における今後の更なる高品質のサービス提供につなげるPDCAの仕組
みを構築していく方針とした。

これらの取組により、お客様の利便性や快適性の更なる向上に向けた取組が着実
に進んでいる。今後ともハード整備による快適な利用空間の創出・維持はもとより、引
き続き継続的なソフト面のサービス改善に努めることで、お客様に満足いただける路
線を目指していく。

④ 利用客の
利便性・快
適性の更な
る向上

利用客の
利便性・快
適性の更な
る向上に繋
がる取組の
加速化

エレベーターの増設によるバリアフリー対策の
推進や多言語対応を含む駅案内サインの整
備、また快適な空間の整備など、ハード面の整
備を着実に実施していくことはもとより、より高品
質なお客様サービスの提供を目指すなど、ソフ
ト面の取組も合わせて実施することにより、お客
様の利便性・快適性の更なる向上を図り、顧客
満足度の数値の向上を目指す。
[当社駅]　新木場駅、東雲駅、国際展示場駅、
東京テレポート駅、天王洲アイル駅、品川シー
サイド駅、大井町駅

利用者への案内サインについては、多言語対
応やバリアフリールートの明示、案内サインの
整備工事等のリニューアルを着実に進めた。ま
た、駅窓口オープン化に向けた整備工事につい
ては、大規模イベントや他の競合工事等に配慮
し、現場状況を踏まえた計画を立て、お客様
サービスを低下させることなく運用開始を行うよ
う施設整備を進めた。快適な空間の整備に向け
ては、全駅の化粧室リニューアル完了に向け、
東雲駅、新木場駅の化粧室更新を、駅の地域
性も踏まえた内装の工夫を行いつつ、工事を進
めた。また、新車両の導入に向けて仕様検討を
着実に進めた。バリアフリー対応の促進に向
け、エレベーターの増設・拡張工事を進めた。更
なるサービス向上に向けては、前年度調査の結
果及び東京2020大会の開催を踏まえ、インバウ
ンド対応接遇研修の実施、駅構内サインの改
修、お客様から寄せられた声の見える化の実施
と駅係員等への周知、おもてなしガイドの試行
活用、社内自動放送の２言語化、社員提案によ
る日英併記の乗換案内カードの作成等業務改
善を進めるとともに、当社における今後の更な
る高品質のサービス提供につなげるPDCAの仕
組みを構築していく方針とした。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：株式会社多摩ニュータウン開発センター　（所管局：都市整備局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

雇用年齢の引き上げ 改正規程による採用実施 65歳以上のノウハウを蓄積した技術系社員を継続雇用

多様なルートからの人材確保 都OB１名を雇用

都OB以外からの人材確保
ルートを構築

リーシングノウハウを持つ人材や技術系社員の都OB以外か
らの登用ルートを確立

(パオレ）
８階、６階（高層棟）、4階（低層
棟）トイレ改修（意匠の検討、
内部全面改修工事の設計・施
工の実施）

エレベーター設計の実施(５基）

2019年7月
パオレ低層棟４階トイレ改修済
2019年9月
パオレ高層棟８階トイレ改修済
2019年11月
パオレ高層棟５階トイレ改修済

エレベーター改修について、改修方針立案のためのコンサル
タント業務委託を実施

低層棟（４階）内装等(共用部
分）改修
（エントランスフロア（４階）のリ
ニューアルの検討、設計、施
工）

低層棟（４階）内装等改修実施

(ガレリア・ユギ）
電気設備（受変電設備）改修
（計画）

東側１階張り出し部分外壁修
繕

受変電設備改修に向け、方針及びスケジュールの策定

外壁修繕方法の検討及び外壁タイル下地状況確認実施の
上、工事発注

建物の付加価値向上に向けた
サービスの導入

監視カメラ・システムリニューア
ル（監視カメラ設置箇所・シス
テムの検証、新規設置計画の
検討）

監視カメラ・システムリニューアル（監視カメラ設置箇所・シス
テムの検証、新規設置）

低層棟（４階）内装等(共用部
分）改修に伴う情報発信力の
強化

低層棟（4階）内装等(共用部分）改修に伴う情報発信力の強
化として、パオレ４階通路におけるデジタルサイネージのモニ
ター設置

ホームページ閲覧状況の検証
に基づく改良作業

ホームページアクセス分析及び閲覧状況の検証を実施し、
ホームページのアクセス数の減少の原因であった常時ＳＳＬ
未対応を早急に改善すべく対応を実施
※SSL：インターネット上でやりとりされる情報を暗号化する仕
組み

収益の安定的な確保 売上高約16億円 16.1億円

地域共通駐車場システムの構
築
（関係者との調整を進め、具体
的なシステム構築を進める。）

昨年度実施した南大沢への自動車による訪問客の動向調査
結果を三井アウトレットパーク等に報告し、集客拡大に向けた
駐車場運営について協議を実施
駐車場業務の外部委託による地域連携提案検討を駐車場管
理会社に依頼

首都大学東京等や地域コミュ
ニティとの連携案の試行
（首都大学東京等や地域コミュ
ニティと当社で具体的な取組
体制を構築し、イベントを試行
する。）

首都大学東京等の学生による和太鼓の演奏のイベント実施

団地住民による手芸品の展示イベントの実施

地場産業との連携による集客
イベントの試行
（関係者と調整した上で実行委
員会を組織し、試行する。）

地元事業者による野菜、菓子などを販売するマルシェの実施
（計11回）

地元事業者による果物、和菓子などの販売の実施（計42回）

B

テナント確保のための情報発
信力強化及びビルの認知度向
上

近隣商業施設、首都大学東京
等、地域コミュニティや地場産
業との連携を促進することによ
る、地域のにぎわい創出の牽
引

② 増大する資
金需要を支
える主要事
業の安定化

安定した収
益確保のた
めのビルの
魅力向上と
情報発信力
の強化

当社保有の３棟の商業・業務ビル（パオレ、ガレリ
ア・ユギ、プラザA）において合計入居率100％が
達成されている。

幅広い人材
活用の実施

雇用年齢の引き上げによるノウハウを蓄積した
社員の継続活用や、民間企業を含む多様な業態
からの登用により、必要な専門職人材が確保さ
れている。

65歳以上のノウハウを蓄積した社員の継続雇用
や都ＯＢ以外からの人材確保ルートを構築し、到
達目標を達成した。

人材確保ルートの多様化

建物の魅力を高め競争力向上
につながるリニューアルの着
実な実施

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、幅広い人材活用の実施においては、民間企業OBの人材雇用ルートを確立するなど、取組が進捗している。また、安定した収益確保のためのビルの魅力向上と情報発信力の強化については、デジタルサイネージを設置してテナント利用者及びビル通行者への情報発信を行ったほ
か、一部テナントの退去後も積極的なリーシング活動を行い、再び保有ビル3棟の合計入居率100%を達成するなど、取組が進捗している。その他、首都大学東京や地域コミュニティ等と連携した新たなイベントの実施についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種取組を推進するとともに、今後は、新型コロナウイルス感染症によるニーズの変化を踏まえ、南大沢地区の発展やにぎわい創出に貢献していくことが期待される。

団体自己評価

ノウハウを蓄積した社員の継続活用を行うことができ、その社員の持つ知識を最大限
活用し、喫緊の課題である大規模修繕を的確に推進することができた。今後は、その社
員の持つ知識を承継可能な形で残したり、経験に基づく対策を組織全体で共有可能な
情報としていくことで、会社の競争力を高めていく。
少数精鋭での人員構成であるため、常に欠員が生じないように人員確保を行う必要が
あり、今年度は都OBを雇用し、安定的な人材確保を行うことができた。
到達目標は達成したと考えている。

パオレのトイレ改修については、来訪者の状況を踏まえ予定を変更して実施するなどし
て、順調に改修することができた。
またエントランスフロアである低層棟・高層棟４階の共用部分の天井や床及び低層棟４
階のトイレを改修したことで、ビルのエントランス付近がきれいになり、ビルのイメージが
大幅に向上した。

パオレ４階通路にデジタルサイネージを設置し、天気や電車の運行状況、時事ニュース
を発信したことで、テナント利用者だけでなく、ビルの通行利用者に向けて様々な情報
を発信することで、ビルの認知度が向上した。

ガレリアユギビルで、一部テナントの退去があったが、積極的にリーシング活動を行い、
年度内に新テナントを入居させた。到達目標である保有ビル３棟の商業・業務ビル（パ
オレ、ガレリア・ユギ、プラザA）において、再び合計入居率100％を達成し、目標である
売上高16億円を昨年に引き続き達成することができた。引き続きビルの魅力向上と情
報発信力の強化を図り、入居率の維持に努めていく。

今後、コロナウイルス感染拡大防止に伴う「新たな働き方」に向け、空き室にサテライト
オフィスなどの開設を検討していく。

第１駐車場及び第2駐車場に関する業務の効率化、収益性の向上、設備投資負担の軽
減等を踏まえた提案を専門の駐車場管理会社に委託することで、関係者との地域共通
駐車場システムの構築を進める準備ができた。

地元事業者により野菜や菓子などを販売するマルシェは、定期的に開催することがで
き、地域住民にも浸透してきている。また果物生産事業者と提携した和菓子や洋菓子
販売は、11月から３月までの4か月の短い期間の中、計42回と多く開催することができ、
地域の賑わい創出を図ることができた。
今後も南大沢地区のにぎわいづくりの牽引役として、集客拡大に向けた取組を実施し
ていく予定ではあるが、新型コロナウイルス感染の状況をみながら、感染拡大防止の
対応を適切に取るなどして、対応を進めていく。

計画通り実績を上げている。一部テナントの退去
があったが、新たなテナントの入居を確保するな
どして、当社保有の３棟の商業・業務ビルにおい
て再び合計入居率100％を達成した。

③ 開発の先導
役からにぎ
わいづくり
の牽引役へ
の転換

南大沢地区
のにぎわい
づくりの牽
引役として
の事業展開

・近隣商業施設間での共通駐車場システムの構
築により、駐車場割引サービスの合算処理が可
能となり、各団体との協定が締結され運用が開
始されることで、近隣商業施設と連携した南大沢
地区の集客拡大に向けた仕組みが整備されてい
る。
・首都大学東京と連携した事業の実施が年間行
事として定着し、各イベントの開催が定例化する
ことにより、南大沢地区ににぎわいが創出されて
いる。

・近隣商業施設へ昨年度実施した南大沢への自
動車による訪問客の動向調査結果を報告し、集
客拡大につなげる駐車場運営を協議中である。
・首都大学東京の学内掲示を見た学生によるイ
ベントや団地住民によるイベントを実施した。

　会社は、経営課題解決のための戦略として、３つの戦略を掲げている。各戦略について、2019年度は下記のとおり取り組んでいる。
　「①幅広い人材活用の実施」では嘱託員の雇用年齢の70歳引上げを受けて採用を実施することで、ノウハウを持った社員の確保ができた。また、昨年度の民間企業ＯＢ人材の雇用確保ルートの構築に続き、都ＯＢから人材を確保し、多様なルートから人材確保を進めた。
　「②安定した収益確保のためのビルの魅力向上と情報発信力の強化」では、トイレの改修について、優先順位を再検討しながら11月までに完了し、低層階（４階）内装の改修については、５階床の改修と合わせ、テナントの営業に支障のないよう工夫して、トラブルなく実施した。４階通路にデジタルサイネージを設置し、情報発信力の強化とともに、
ビルのイメージと認知度の向上につなげた。また、主要事業であるビル賃貸については、引き続き一年を通してほぼ100％と高い入居率を維持し、駐車場収入についても、３月に深刻なコロナ禍の影響があったが、会社の経営努力によりほぼ前年と同水準を維持し、計画どおりの売上高を達成することができた。
　「③南大沢地区のにぎわいづくりの牽引役としての事業展開」では、訪問客の動向調査を踏まえ、関係者と地域共通駐車場システムの構築を着実に進め、地域コミュニティとの連携については、首都大学東京等の学生による和太鼓演奏を実施、地場産業との連携による集客イベントを定期的に行うなど、地域のにぎわい創出を牽引している。
　以上の取組を通じて、会社は設立目的である南大沢地域の健全な発展への貢献に加え、にぎわいづくりの企画・運営や近隣商業施設・大学との連携などを着実に進めており、政策連携団体として、都の政策の方向性に合致するものである。

一次評価（所管局評価）

① 技術系社員
およびリー
シングに強
い人材の確
保
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 株式会社東京国際フォーラム    （所管局：産業労働局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

フレックスタイム制の導入検討 ・当社の勤務特性に鑑みた柔軟で効率的な就
業制度を全社的に試行
・導入に伴う就業規則の改正等、整備を要する
規程類の確認

・フレックス制度の導入から現行就業制度の拡大へと方針を転換
し、各課において、勤務特性に応じて就業制度を柔軟に運用（催事
対応や保守点検等夜間勤務に応じて勤務時間の変更を実施）
・就業規則との整合性について確認

テレワークの調査研究 ・部署及び個人ごとにテレワーク診断を実施
※テレワーク診断：テレワークの活用が効果的
な業務や個人環境の洗い出し
・テレワーク導入に向けたインフラ環境整備に
着手

・各課へのヒアリングにより、テレワークが活用可能な業務の検討、
課題の洗い出しを実施
・テレワーク導入に向け社内グループウェアを更新したほか、モバイ
ル端末の導入を完了し運用を開始

人材育成に資する人材の交流
【期待する人材像】
会社および業務を取り巻く環
境の変化に迅速に対応し、社
内外の調整を円滑に進めるこ
とができる人材
将来的には当社経営の強化を
図れる人材
【派遣先（案）】
東京2020組織委員会
東京都
MICE関連団体
民間企業など

・人材交流実施に伴う規程、労使協定等整備
事項整理

・東京都への長期派遣研修により社員1名を派遣、派遣協定を締結
・2020年4月からの社員派遣に向けた東京2020組織委員会との派
遣条件等の検討、調整

アクセシビリティ・ガイドライン
を上回るバリアフリー化の推
進

・引続き、バリアフリー推進に関する取組を推
進
・改修や改善された箇所も含め、様々な媒体を
通じ、当館がバリアフリーに優れた施設である
ことを発信

・地下鉄有楽町駅側の車いす昇降機をエレベーター化
・大会の動線となることが判明したエレベーター更新を前倒し実施
・エレベーターへの監視カメラ設置に向けた手続きを進捗
・多目的トイレの改修を完了
・ホームページやバリアフリーガイドを通じて、当社のバリアフリーへ
の取組みを発信

クリーンべニュー原則ガイドラ
インへの完全対応

・広告やサイン、館内店舗や駐車場等の営業
に関するガイドライン対応手法の検討
・他会場との情報交換による施設、館内店舗や
常駐会社等への影響や対策の検討(前年度よ
り継続)

・組織委員会の視察・調査に協力
・クリーンべニュー対応に関する具体的な協議の状況に応じて、館
内施設への影響や対策を検討

仮設オーバーレイ計画への協
力

・7～9月の閉館期を活用した仮設設備の動作
や観客・選手導線の確認（支障があった場合に
は、速やかな期間内の是正措置の実施）

・組織委員会が実施した7～9月の閉館期間中工事の円滑な進行と
工程の短縮を実現
・テストイベントにおける設備の動作確認、観客、選手の動線確認を
組織委員会と協力して実施

長期的視点に立った誘致活動
の推進

・調査、分析を踏まえ、MICE主催者キーパーソ
ン等へアプローチ（訪問、情報収集、信頼関係
構築、関係の深化等）
・調査、分析の継続実施
・定期的な「ＤＭＯ東京丸の内」連絡会の開催
によるＭＩＣＥ関連情報や地区内イベント情報の
共有

・規模や展示会の特色等を考慮の上選定した海外展示会への出展
を通じて主催者との情報交換等を行い、ＭＩＣＥの開催動向や関係
者との信頼関係構築
・「東京都MICE連携推進協議会」参画による情報収集及び誘致活
動の推進（新規の大型国際会議案件を1件受注）
・「ＤＭＯ東京丸の内」参加によるMICE関連情報やイベント情報の収
集及び共有の推進

海外主催者に向けたＭＩＣＥ誘
致強化

・海外展示商談会への出展計画策定 ・2020年度出展計画策定に向け、出展を検討している展示会に参
加し、現地での情報収集、関係者とのネットワークを構築
・上記の展示会への出展、参加した状況を踏まえ、出展計画を策定

ＭＩＣＥ誘致・開催運営にかか
る人材育成の推進

・専門研修への社員派遣 ・ＭＩＣＥ市場の状況や誘致・セールス活動手法等を体系的に習得で
きる国内外の外部研修へ社員を派遣し、専門的スキルを有する人
材を育成

ホール形式の特性を活かした
催事誘致

・前年実績分析（各ホールの詳細分析）と当該
年度計画の策定
・業界動向等を見据えた旬な催事の誘致

・主要6ホール稼働率79.0％（休館期間を除く）。休館期間含めた日
数稼働率は66.4%（東京2020テストイベント等を日数稼動に含む）※
年間目標値83.2%
・各ホールの特性を活かし、時流の変化や業界動向及び経年実績
の調査・分析を踏まえた年度計画を策定
・旬な催事の誘致については、次項参照

新規顧客の開拓 ・前年実績分析（各ホールの詳細分析）と当該
年度計画の策定

・年度計画に基づき、以下の活動を実施
・興行物販系（アイドル系グッズ販売）の拡大によるホールの利用促
進  7件(2018年度3件）
・平土間ホール案件の獲得推進
・当社を知ってもらうための企画であるパーティプランをリニューアル
し販売を促進
件数：40件  うち8件カジュアルパーティプラン
（新型コロナウイルス感染症によるキャンセル3件）

施設利用料金体系の最適化 ・類似及び競合施設調査
・収益シミュレーション実施

・外部専門調査会社に委託し、収益シミュレーション等を実施
・具体的な方向性を検討

団体自己評価

① 会社を支え
る組織力の
強化

組織力強化
に資する働
き方改革及
び人材育成
の推進

○ フレックスタイム制の導入検討やテレワークの調査研
究を行い、より多様で柔軟な働き方を実現していく。
○ 長期的視点に立った発展性ある人材交流計画を策定
し、会社運営、事業運営に有用な人材の育成を推進して
いく。

・柔軟な働き方の実現に向けて、勤務特性に
応じた就業制度の柔軟な運用のほか、テレ
ワークの導入に向けて、活用可能な業務の検
討、課題の洗い出しを行った。また、テレワー
ク導入を見据えたモバイル端末の導入を完了
し運用を開始した。
・人材育成の推進については、人材交流計画
に基づき、東京都へ研修派遣により1名を派遣
したほか、2020年度の派遣に向けて、派遣先
と条件等の協議、調整を行った。

② 東京２０２０
大会競技会
場としての
万全の準備

東京２０２０
大会競技会
場の着実な
整備

○ 東京２０２０大会までに、アクセシビリティ・ガイドライン
及びクリーンべニュー原則ガイドラインへの完全対応、仮
設オーバーレイ計画への協力など万全の準備を進め、競
技会場として大会の成功に向け積極的に貢献していく。

※ アクセシビリティ・ガイドライン：バリアフリー対策に関
する大会基準

※ クリーンべニュー原則ガイドライン：会場内の広告、
サイン、その他の営業行為などに関する大会基準

※ 仮設オーバーレイ計画：競技大会の運営、会場セ
キュリティ等に関する施設の部分改修・仮設の計画
○ 大会開催を契機として生み出されるハード・ソフト両面
にわたる有形・無形の持続的な効果（オリンピック・パラリ
ンピックレガシー）の創出に取り組み、大会開催後に継承
し活用していく。

※ ハード面　全館バリアフリー化推進（エレベータの多
言語放送案内、段差解消リフト改修、ホール2階席手すり
設置、誘導ブロック）

ソフト面　バリアフリー情報発信の拡充（パンフレット
改訂、ＨＰリニューアル）、ホスピタリティに対する社員の意
識啓発・向上（サービス介助士資格取得）

・バリアフリー化の推進を計画的に進捗させた
ほか、オーバーレイ工事に対して設計段階か
ら施設管理者としての知見を生かして関与し、
工期の短縮や閉館期間中の工事の円滑な実
施に協力した。
・今後予定しているオーバーレイ工事や原状回
復に引き続き協力するとともに、クリーンべ
ニュー原則ガイドラインの完全対応に向けて関
係各所と調整し、円滑な実施に協力する。

　経営課題②「東京２０２０大会競技会場としての万全の準備」について、３年
後の到達目標の実現に向けて、戦略②「東京２０２０大会競技会場の着実な
整備」のもと、個別取組事項として３点を設定し重点的に取り組んだ。

アクセシビリティ・ガイドラインを上回るバリアフリー化の推進については、東
京2020大会の動線となることが判明したエレベーター更新を前倒しで実施し
たほか、エレベーターへの監視カメラの設置、多目的トイレの改修を全て完了
した。クリーンべニュー原則ガイドラインへの完全対応については、組織委員
会の調査への協力やクリーンベニュー対応に伴う影響や対策の検討などを
実施。仮設オーバーレイ計画への協力については、組織委員会が実施した7
月～9月の閉館期間中の工事の円滑な進行と工程短縮に協力した。

今後、東京2020大会開催に当たっては、クリーンベニュー原則ガイドライン
対応措置の実施や、仮設物の設置・完了など、大会競技場の整備を着実に
進めていく必要がある。

以上、大会競技場としての万全の準備について、2019年度実績において、
目標達成に向けて着実に取組を進捗させることができた。

　経営課題①「会社を支える組織力の強化」について、３年後の到達目標の
実現に向けて、戦略①「組織力強化に資する働き方改革及び人材育成の推
進」のもと、個別取組事項として３点を設定し重点的に取り組んだ。

フレックスタイム制の導入検討については、当社の勤務実態に鑑みた柔軟
で効率的な就業制度を各課において勤務特性に応じて運用。テレワークの
調査研究については、各課へのヒアリングによりテレワークが活用可能な業
務の検討、課題の洗い出しを実施したほか、テレワーク導入に向け、社内グ
ループウェアを更新し、モバイル端末の導入について完了し、運用を開始。人
材交流については、東京都への長期派遣研修により社員1名を派遣したほ
か、東京2020組織委員会への社員派遣について、派遣条件等の検討、調整
を実施。

今後、より多様で柔軟な働き方改革の実現に向けて、現行就業制度の運用
拡大について検討を進めるとともに、テレワークについては、モバイルワーク
の本格運用と併せて在宅勤務への拡大を進めていく必要がある。人材交流
については、2021年度からの人事交流に向け、関係先との協議、調整に向
けた準備を進めていく。

以上、会社を支える組織力強化について、2019年度実績において、目標達
成に向け、着実に取組を進捗させることができた。

③ 東京の産業
力強化等に
資するＭＩＣ
Ｅの誘致促
進

ＭＩＣＥの積
極的誘致に
向けた取組
の推進

○ 東京国際フォーラムはアクセス至便な東京都心に位
置し、2012年IMF/世界銀行総会開催を契機に、日本を代
表する都心型MICE施設として認知度が向上している。当
館におけるその特異性は、5,000席を擁する劇場はじめ、
平土間ホール、展示場、会議室を同時に複合利用し催事
を展開できる点にある。当社はその特性と優位性を活か
し、国内外におけるＭＩＣＥ誘致活動を推進する。
○ 東京の産業力強化、プレゼンス向上及び周辺地域へ
の高い経済波及効果等に資するＭＩＣＥについて、新規案
件を２件／年獲得し、将来的なＭＩＣＥ開催件数の増加を
目指していく。

※ ＭＩＣＥ案件の基準：日本政府観光局(JNTO)国際
会議統計基準 ①国際機関・国際団体又は国家機関・国
内団体が主催、②参加者総数50名以上、③日本を含む3
カ国以上参加、④開催期間1日以上を満たし(「C以外は①
を除く)  かつ　Ⅰ．全館利用、Ⅱ．参加者総数1,000名以
上、Ⅲ．発信性の高い催事　のいずれかを満たすもの

　MICE開催件数増加に向けて、各関係機関と
連携した誘致活動に努めるとともに、海外展示
会への出展による当館の認知度向上や海外
主催者との情報交換による情報収集を図った
ほか、国内外の専門性の高い研修へ社員を派
遣するなど、人材育成にも積極的に取り組ん
だ。

④ 主要６ホー
ルの稼働率
向上

稼働率向上
及び施設利
用料金体系
の最適化に
向けた取組
の推進

○ 主要６ホールの日数稼働率について、各年度とも過
去３か年（2014～2016年）平均値である８３．２％以上を目
標とし、営業収益の確保、賑わいの創出や館内店舗等
サービス施設への波及効果に繋げていく。

※ 日数稼働率の積算においては、定期点検、大規模
修繕、東京２０２０大会及びプレ大会による休館の影響を
除く

※ 〔参考日数稼働率〕2014年：80.1%、2015年：85.1%、
2016年：84.5%

　日数稼働率は、東京2020テストイベントによ
り3か月営業貸し出しがなかったため、4月～6
月、10月～3月の9か月の日数稼動率を算出。
貸出中止期間中の催事を前後に日程移動した
ことにより2月までは順調に推移したが、（2月
末まで85.9％）3月に新型コロナウイルス感染
症による催事キャンセルが相次ぎ、目標を下
回る結果となった。

　経営課題④「稼働率向上及び利用料金体系の最適化に向けた取組の推
進」について、３年後の到達目標の実現に向けて、戦略④「稼働率向上及び
施設利用料金体系の最適化に向けた取組の推進」のもと、個別取組事項とし
て３点を設定し重点的に取り組んだ。

ホール形式の特性を活かした催事誘致については、これまでの実績や業界
動向などを踏まえた年度計画の策定や休館中の対応として顧客の繋ぎ留め
とサービス㏚のため感謝イベントを実施。新規顧客の開拓については、利用
拡大が見込める興行物販系へのアプローチ強化や、稼働率向上の余地があ
る平土間の案件の獲得を推進。施設利用料金体系の最適化については、収
益シミュレーションを実施するなど、料金体系の最適化に向け具体的な方向
性を検討。

今後は、引き続き、実績の詳細分析を踏まえた年間計画の策定を行うとと
もに、利用拡大が見込める成長分野等へのアプローチを強化していく必要が
ある。また、利用料金体系については、収益シミュレーションを踏まえ、利用
者の視点から許容範囲や影響を考慮した最適化案を策定していくとともに、
料金改定の公表、実施時期についても慎重に検討していくことが不可欠であ
る。

以上、稼働率向上や利用料金最適化について、2019年度実績において、
目標達成に向けて着実に取組を進捗させることができた。

　経営課題③「東京の産業力強化等に資するＭＩＣＥの誘致促進」について、
３年後の到達目標の実現に向けて、戦略③「ＭＩＣＥの積極的誘致に向けた
取組の推進」のもと、個別取組事項として３点を設定し重点的に取り組んだ。
　長期的視点に立った誘致活動の推進については、海外展示会出展を通じ
た主催者との情報交換等により、ＭＩＣＥの開催動向や関係者との信頼関係
を構築。海外主催者に向けたＭＩＣＥ誘致強化については、出展計画策定に
向け、出展を検討している展示会に参加し、現地での情報収集、関係者との
ネットワークを構築、出展、参加した状況を踏まえ、出展計画を策定。ＭＩＣＥ
誘致・開催運営にかかる人材育成の推進については、ＭＩＣＥ市場の状況や
誘致・セールス活動手法等を体系的に習得できる国内外の外部研修へ社員
を派遣し、専門的スキルを有する人材を育成。

今後も引き続き、MICE主催者への独自アプローチに加え、大丸有エリアに
おける地域連携の推進、海外展示商談会出展による認知度向上や誘致活動
の推進、専門的スキルを有する人材の育成に向けた外部研修への派遣な
ど、長期的視点に立った取組が必要である。

以上、MICE誘致について、2019年度実績において、目標達成に向けて着
実に取組を進捗させることができた。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート
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⑤ 主催事業ラインナップの再構
築

・再構築方針に基づき事業実施
・LFJ音楽祭については、幅広い世代に訴求力
のある曲目の採用や若い世代をターゲットとし
たプログラムなどを実施
・キッズジャンボリーについては、東京2020関
連プログラム等を拡充して実施

・主催事業を比較し、現状の大型主催事業ラインアップについて、社
内で検証及び意見交換を実施
・LFJについては後述
・キッズジャンボリーは東京2020大会、RWC機運醸成に注力し、成
功裏に実施

事業経費の適正化推進 （支出）
・経費縮減取組の効果検証
・経費項目の点検実施は必要に応じ次年度以
降継続実施
（収入）
・企画制作会社や出展者等との調整を踏まえ、
各主催事業の特性に応じた新たな協賛金収入
獲得策の検討・実施

（継続実施）

（支出）
・前年度削減経費を維持しながら、盛況なイベント開催を実現
・J-CULTURE FESTの広告宣伝費圧縮
（収入）
・LFJ、キッズジャンボリーにおいて新業態の出展者を開拓

ラ・フォル・ジュルネ音楽祭の
事業スキーム再構築
（先行実施）

・LFJ2019についても、再構築した事業スキー
ムにより、引き続き開催し、必要に応じて効果
検証を踏まえた事業スキームの見直しを実施
・また、より訴求力を高める曲目の採用やター
ゲットを明確にしたプログラムなどを展開

・当社負担金を有限責任化するという新たな事業スキームにより、
LFJ2018に引き続きLFJ2019を開催
・訴求力の高い曲目を採用するなどプログラムの工夫により、チケッ
ト販売率が向上

⑥ 公式ホームページの見直し ・新ホームページの多言語化拡充
・英文ページの内容充実を図るとともに、東京
2020大会を契機とした、世界中の人々からのア
クセスに対応できるよう、自動翻訳機能を追加

・英語版公式ホームページの見直し、リニューアルを完了。
・多言語化に対応するため、英文ページを多言語に翻訳する自動
翻訳機能を追加
・2019年1月に運用開始した新ホームページ(日本語版）について、
社内アンケート実施。改善点を検証し、修正した。

広報ツール（媒体）のあり方検
討・最適化

・最適化に基づく広報ツールの活用 広報ツール（紙媒体）の見直しの考え方に沿って、紙パンフレット等
のリニューアルを順次実施。

情報の見える化による社内連
携の推進

・導入効果検証及び効果的な運用方法の検証 「広報カレンダー」運用等により情報見える化を進め、社内連携を推
進。

メディアリレーションの強化及
び地域・業界との広報ネット
ワークの連携推進

・メディアアプローチ手法や地域・業界ネット
ワークの活用による広報活動へのフィードバッ
ク
・東京都との連携によるスポーツの魅力発信と
地域のにぎわい創出を展開

・メディアアプローチ手法や地域・業界ネットワークの活用による広
報活動へのフィードバックを実施。
・東京都との連携によるスポーツの魅力発信と地域のにぎわい創出
を展開

Ｂ

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、稼働率向上及び施設利用料金体系の最適化に向けた取組の推進については、稼働率向上のため、計画的なホール運営や、中小規模催事の獲得を推進し、休館中も顧客との関係強化を図るなど積極的なホール活用に向けた取組が進捗している。ＭＩＣＥの積極的誘致に向けた取組の推進についても、海外
主催者に向けたＭＩＣＥ誘致強化のため、海外諸国の展示会への参加等による情報収集やネットワーク構築に努め、2020年度出店計画を策定するなど、取組が進捗している。その他、主催事業の新たな展開や、効果的・効率的な広報による情報発信力の強化等についても取組に進捗が見られる。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

  新型コロナウイルス感染症の影響により、集客イベントが困難な状況を踏まえ、今後の着実な経営継続のため、オンライン会議や映像配信なども含めた新たな顧客ニーズに対応した収益確保策を講じていくことが求められる。

○３年後の到達目標の達成に向けて、各戦略のもと、個別取組事項に着実に取り組んでいる。
○フォーラムの特徴を活かし、現状を的確に把握、分析しながら必要な取組につなげていくことで、2019年度時点において到達すべき点に達していることは大いに評価できる。

戦略① 組織力強化に資する働き方改革及び人材育成の推進
　勤務特性に応じた柔軟な就業制度の運用や、テレワークの導入に向けて社内グループウェア等の整備を完了するなど、働き方改革の推進に向けた取組を段階的に着実に進めている。

戦略② 東京2020大会競技会場の着実な整備
　東京2020大会競技会場として万全の準備を図るよう、アクセシビリティ・ガイドラインなど、各種ガイドラインへの対応等について組織委員会と連携しながら検討を着実に進めているほか、仮設オーバーレイ計画へ積極的に関与することで、工事期間の短縮と施設運営の負担の軽減を達成している。

戦略③ MICEの積極的誘致に向けた取組の推進
　戦略的なMICE誘致に向け、「東京都MICE連携推進協議会」への参画など、長期的な視点に立った誘致活動の実施に加え、認知度向上のための海外展示商談会や観光プロモーションに参加し、関係者とのネットワーク構築やMICE人材の育成など、総合的な取組を実施している。

戦略④ 稼働率向上及び施設利用料金体系の最適化に向けた取組の推進
　平土間ホールの販売促進の強化等によるホール全体の稼働率向上や、７～９月の３ヵ月間の休館期間前の「お客様感謝祭」の開催などにより、催事の流出防止を図った。主要ホールの稼働率は年間目標値を下回ったが、新型コロナウィルス感染症拡大の影響が大きく２月末までの稼働率は目標を上回る85.9％であり、評価できる。

戦略⑤ 主催事業の新たな展開
　LFJ音楽祭では、より幅広い世代に訴求力のある曲目の採用など、プログラム内容を工夫することによりチケット販売率が過去５年で最高となった。また、キッズジャンボリーにおいては製薬会社等新たな業態の出展者を開拓し、イベント内容の充実を図っている。加えて、主催事業の再構築に向けた検証や事業経費の再点検など、着実に取り組んでいる。

戦略⑥ 効果的・効率的な広報による情報発信力の強化
　英語版公式ＨＰのリニューアルやガイドブックの表紙デザインの一新など、各種広報媒体の見直し・最適化の取組を計画的に進めている。また、ラグビーワールドカップの機会を活かし、地域の一体的な取組として、地上広場等への装飾を都と協力し実施したほか、夜間イベントの開催など、スポーツの魅力発信と地域の賑わいの創出に実現している。

一次評価（所管局評価）

　経営課題⑥「お客様への訴求力やお客様満足度を高める広報の実現」に
ついて、３年後の到達目標の実現に向けて、戦略⑥「効果的・効率的な広報
による情報発信力の強化」のもと、個別取組事項として４点を設定し重点的に
取り組んだ。
　公式ホームページの見直しについては、英語版HPのリニューアルを完了し
たほか、多言語化への対応を実施。広報ツールのあり方検討最適化につい
ては、紙パンフレット等について、表紙デザインを一新するなどリニューアル
を順次実施。情報の見える化による社内連携の推進については、広報カレン
ダーの運用により社内連携を推進。メディアリレーション強化及び地域・業界
との広報ネットワークの連携推進については、ラグビーワールドカップの機運
醸成のため、地域の一体的な取組として、地上広場等への装飾を東京都と
協力し実施したほか、ラグビーワールドカップを意識した夜間イベントの開催
など、地域の賑わい創出を展開。
　今後も引き続き、リニューアルしたホームページについて改善点の検証、修
正を進めるほか、広報ツールを活用したＰＲ、メディアや地域・業界ネットワー
クの活用による広報活動へのフィードバックなど様々な角度から情報発信力
を強化していく必要がある。

以上、お客様への訴求力や満足度を高める広報の実現について、2019年
度実績において、目標達成に向けて着実に取組を進捗させることができた。

主催事業の
意義や効果
等を踏まえ
た事業の見
直し

主催事業の
新たな展開

○ 現在実施している５つの主要な主催事業について、主
催事業の意義、効果や今後のあり方等の検証を踏まえた
既存の枠組（ラインナップ）の再構築を実施し、より魅力的
で地域や社会へ貢献し賑わいをもたらす事業を展開して
いく。

※ ラ・フォル・ジュルネ音楽祭については、新たな事業
スキームを平成２９年度に構築（先行実施）
○ 経費項目の点検、業務委託の見直しや協賛金等収入
確保策を実施し、主催事業経費の適正化を推進していく。

・現状の大型主催事業ラインアップについて検
証及び意見交換を実施。各事業について地
域・社会への貢献度が高く、当社の存在意義
を示すものとしてそれぞれの重要性を再認識
し、2020年度までの継続方針を確認
・前年度削減経費の維持、各事業において新
業態の出展者を開拓するなど、主催事業経費
の適正化に向けた精査を実施

お客様への
訴求力やお
客様満足度
を高める広
報の実現

効果的・効
率的な広報
による情報
発信力の強
化

○ ホームページをはじめとする広報ツールの見直し・最
適化、情報の見える化による社内連携の推進、メディアリ
レーションの強化や地域・業界との広報ネットワークの連
携推進により情報発信力を強化し、お客様への訴求力、
お客様満足度を高める広報を実現していく。

　お客様への訴求力、お客様満足度の向上に
向けて、広報ツールの見直し、最適化について
は、英語版（多言語版）ホームページの見直
し、リニューアルを図るとともに、ガイドブック等
のデザインの統一化を実施。また、地域・業界
との広報ネットワークの連携推進については、
ラグビーワールドカップの機会を活用し、東京
都をはじめ関係機関と連携し、スポーツの魅力
発信と地域の賑わいを創出に寄与。

　経営課題⑤「主催事業の意義や効果等を踏まえた事業の見直し」につい
て、３年後の到達目標の実現に向けて、戦略⑤「主催事業の新たな展開」の
もと、個別取組事項として３点を設定し重点的に取り組んだ。
　主催事業ラインナップの再構築については、各事業のこれまでの実績を踏
まえて、総合的な視点から検証を行い、方向性を確認。事業経費の適正化推
進については、事業への取組を工夫することにより経費を削減したほか、協
賛企業、出展者の新規獲得に注力した。
　今後も主催事業については、企画内容、開催規模、地域貢献度、費用対効
果など様々な視点から検証していくとともに、J-CULTURE FESTについては、
開館25周年記念事業を見据え、事業の継続、方向性等について検討していく
必要がある。事業経費の適正化推進についても、引き続き、経費の削減、新
たな収入の確保について努めていく必要がある。
　以上、主催事業の意義や効果等を踏まえた事業の見直しについて、2019
年度実績において、目標達成に向けて着実に取組を進捗させることができ
た。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：株式会社東京臨海ホールディングス　　（所管局：港湾局）　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

グループ広報戦略に基づく取
組の推進

HPアクセス解析等を踏まえた情報発信の強化

新たな広報媒体の検討・実施

各社事業やＣＳＲ活動の見える化の推進

HPアクセス解析等を踏まえた情報発信の強化

新たな広報媒体を実施

各社事業やCSR活動の見える化を推進

環境対策の推進 グループ各社、まち協会員企業、東京2020大会等
クレジットの提供先の選定

超過削減目標　2.8万トン

グループ環境行動計画の策定

グループ子会社において東京2020大会へクレジットを提供
提供量 40,000t

超過削減量2.7万トン（検証準備中）

グループ環境行動計画の策定

防災対策の推進 新防災マニュアルに基づくグループ共同防災訓練
の実施

成果を検証し、内容の充実を図る

地域事業者等へ周知、運用方法を検討

グループ共同防災訓練1回、無線訓練10回の実施

成果を検証し、内容の充実を図る

グループ共同防災訓練時にまちづくり協議会と連携

連絡会の設置 東京2020大会への対応状況を共有 東京2020大会への対応状況を共有
部長会　10月
課長会　7、10、3月

東京国際クルーズターミナル
開業と東京2020大会開催を
契機とするエリアマネジメント
実施に向けた連携

クルーズ旅客誘致策の策定に向けて関係者を交え
た検討

東京2020大会に向けた気運醸成・オリンピック応援
イベントの実施

クルーズ旅客誘致策の策定に向けて関係者を交えた検討

東京2020大会1年前イベントの実施

プロパー社員のグループ内外
への人事交流の実施

人事交流の本格実施 （株）東京臨海ホールディングスと（株）ゆりかもめ間で人事
交流を実施（各1名ずつ）

グループ共同研修 グループ課題解決型プロジェクト研修（新規）実施 グループ課題解決型プロジェクト研修を実施

テレワーク、時差勤務の実施 本格実施

結果の評価

グループ各社への導入検討

テレワークや時差勤務を本格実施

結果の評価を実施

TTC及びビッグサイトで本格的な時差勤務実施、ＴＴＣでテレ
ワーク要綱制定(令和2年度施行)

進出企業と連携したエリアマ
ネジメントの実施
（まちづくり協議会事業）

各PT事業等まちづくり協議会の活動を通じて集約
した地域の意見の具体化

地域の意見の具体化

東京2020大会を活かした地域
の魅力向上

東京2020大会と調和した地域の賑わい創出策の
検討・先行実施

東京2020大会1年前イベントの実施
東京2020大会に向けたグループ会社検討会の開催

来街者獲得のための広報・情
報発信

東京お台場.net の効果検証、改善の実施

ゆりかもめの車両の定期検査にあわせて順次サー
ビスを拡大

継続的な効果検証を実施
継続的な改善の実施

ゆりかもめ車内でのFree Wi-Fiの設置

東京国際クルーズターミナル
を活かしたまちづくり（外国人
観光客受け入れの強化)

関係機関・進出企業とのクルーズ船に関する情報
共有の仕組づくり

クルーズ旅客をはじめとした外国人観光客の誘致
策の検討
・観光客用の観光ルートの設定
・おもてなしのイベント検討

クルーズ旅客に関する情報収集手法の検討

誘致策の検討

アクセシビリティ対応 誘導サイン　3駅
多機能トイレ　3駅
LED照明　 　1駅

誘導サイン　2駅（対象8駅中7駅完了）
多機能トイレ　1駅（対象6駅中4駅完了）
LED照明　1駅（対象7駅完了）

セキュリティ対策 大会関係の各発表・更新に合わせた対策の実施

内部監査結果を踏まえた改善

大会関係の各発表・更新に合わせた対策の実施

内部監査での助言事項について改善状況を確認

東京ビッグサイト展示棟利用
制約の対応

南展示棟　7月供用開始
青海展示棟　4月供用開始

既存棟と青海展示棟間のシャトルバスの運行

南展示棟　7月供用開始
青海展示棟　4月供用開始

シャトルバス運行：72日、のべ217台

ゆりかもめ新型車両の導入 4編成（24車両）新規導入 4編成（24車両）新規導入（計画8編成中5編成完了）

祝祭空間の創出 会場整備や競技実施に伴う交通規制等について情
報共有

祝祭空間創出に向けた装飾やイベント等のプラン
策定

東京2020大会勉強会　3回開催

装飾やイベント等の提供に係る企画の検討

① グループと
しての一体
感と経営の
透明性の
向上

グループ経
営及びエリ
アマネジメ
ントに資す
る連携の強
化・情報公
開の推進

・グループ各社が相互に連携し、東京2020大会
の成功及び各事業やエリアマネジメントの課題
に的確に対応している。
・事業やエリア、各社の状況等の情報を的確に
発信し、グループの状況の見える化が進んでい
る。
・取組にあたっては、当社が各社への働きかけ
を通じて、グループを先導する役割を果たして
いる。

多言語対応や営業活動に資する情報の掲載
及び積極的な広報活動などにより、グループ
の広報活動のレベルアップに取り組んだ。ま
た、グループ内調整や情報共有の推進など
により、グループとしての様々な取組の推進
や一体感の醸成を図った。

② グループを
支える人材
の育成

人材の育
成に資する
制度整備

・グループ内外との人事交流や時宜にかなった
研修制度により、事業や地域に精通しつつ多様
な経験を積んだプロパー社員がグループの中
核を担い、臨海地域の発展に寄与している。
・グループにおいて多様な働き方が実施され、
人材マネジメントに良い影響をもたらしている。

人事交流や時宜にかなった内容の研修など、
様々な経験や知識を得る機会を提供し、幅広
い視野を持ってグループを取り巻く課題に対
応できる人材の育成に努めた。また、大会期
間中の対応を視野に入れて、テレワークや時
差勤務の取組の推進にも努めた。

③ 臨海副都
心の活性
化

エリアマネ
ジメントの
拡充

・地域の活性化、魅力の向上を図り、都の臨海
地域開発に貢献する。
・年間50万人の来街者数の増加を目指す。
・当社が事務局を務める進出企業38社から構成
されるまちづくり協議会を活用し、毎年、各取組
におけるＰＤＣＡサイクルを回し、レベルアップを
図る。
・当社の経営改革において最も注力する事項と
して、経営資源を投入していく。

グループ会社やまちづくり協議会と協力しな
がら、地域価値向上への貢献を目指し、更な
る賑わい創出や情報発信の強化等に取組む
とともに、先進的な取組を推進している地域と
して大丸有地区の調査にも着手した。

④ 東京2020
大会成功に
向けた対応

東京2020
大会を経た
グループの
発展

・グループと都との連携を密にすることにより、
大会に伴う地域の変化に関する情報収集と準
備を適切に行っている。
・その結果、大会期間における事業の課題や制
約に的確に対応することができている。具体的
には、アクセシビリティ対応が必要なゆりかもめ
6駅で各種改修を実施、展示会場面積の拡大
（95,420㎡ → 115,420㎡）、新型車両8編成を導
入してゆりかもめ全車両26編成（156車両）を新
型に更新などにより、東京2020大会の成功をグ
ループの発展へと結びつけている。

大会に向けて、あるいは大会による影響への
対応について、円滑な大会運営への貢献や、
取組を大会後のレガシーとして活かしていくこ
とも視野に入れながら、グループ各社におい
て必要な取組を着実に進めてきた。

団体自己評価

グループ各社と連携し、地域の更なる発展及び地域価値の向上を目指し
て、グループ広報戦略に基づく情報発信・広報の強化や、環境・防災対策
の推進等に取組んだ。
その結果、情報発信・広報の強化の取組に関しては、新たな広報媒体とし
てデジタルサイネージの活用を実現した。環境対策については、温室効果
ガスの削減をおおむね予定通り進めるとともに、東京2020大会へのクレ
ジット寄付も実施した。

グループ内外との人事交流や時宜にかなったテーマによる様々な研修の
実施により、事業や地域に精通し多彩な経験を積んだプロパー社員がグ
ループの中核を担えるよう、人材育成を着実に進めた。
特に、2019年度の新たな取組としては、グループ内人事交流を実施すると
ともに、グループに共通する課題を解決するため、グループ固有社員が一
体となって企画案策定に取り組む課題解決型プロジェクト研修を実施し
た。また、様々な事情を抱えた社員もより働きやすい職場となるよう、テレ
ワークや時差勤務の実施を推進した。

地域の更なる発展を目指し、情報発信の強化・改善や、環境・防災対策の
取組を、グループ各社や地域の事業者と連携しながら進めた。
その結果、イベントと連携した地域施設における新たなライトアップの実現
や、地域のイベント情報等を発信している「東京お台場.net」におけるPV数
の増加、スマートフォンからのアクセス増加などの成果が見られた。
また、臨海副都心の新たなランドマークとして開業予定の東京国際クルー
ズターミナルの開業を見据え、クルーズ客の地域周遊の利便性向上のた
め周遊パス導入に向けた検討等もすすめた。
さらに、今後の地域の取組の参考とするため、先進的なエリアマネジメント
を実施している地域として、大丸有地区の状況の調査にも着手した。

東京2020大会において国内外からの来訪者に的確に対応し、大会の成功
に貢献するとともに、大会後の地域価値向上につなげられるよう、アクセシ
ビリティ対応等快適性・利便性向上につながる取組に努めた。
また、大会期間中、臨海副都心に設けられる「オリンピックプロムナード」で
の賑わい創出に向け、大会組織委員会やグループ企業等と装飾・イベント
等についての検討も行った。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：株式会社東京臨海ホールディングス　　（所管局：港湾局）　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

⑤ 各事業の
設備更新
期への対
応

戦略的な投
資の実施

・大規模更新や東京2020大会対応等に向け、3
年間で390億円の投資を行う。熱供給の高効率
設備の導入、ゆりかもめ新型車両の導入、ビ
ル・ふ頭設備の計画的な修繕等により、グルー
プの提供するサービスの快適性・利便性・安全
性の向上を図る。
・投資内容については、子会社との協議等を通
じて適切なチェックがなされており、グループに
とって有用なものとなっている。

グループが提供するサービスの快適性・利便
性・安全性を向上させて大会対応や地域の安
全・安心の確保を着実に行っていくため、設
備投資を積極的に推進した。

戦略的な投資

・熱供給事業

・交通事業

・ビル事業

・埠頭事業

設備投資額 159億円
資金収支計画の把握、グループファイナンスの活
用を検討

冷凍機更新　13億円

車両購入　22億円
駅ATO装置/光伝送装置　11億円
サイン工事　3億円

各ビル設備更新　17億円

コンテナ埠頭クレーン更新工事　37億円

設備投資額　145億円
資金収支計画の把握、グループファイナンスの活用を検討

冷凍機更新 14億円

車両購入 22億円
駅務機器更新　9億円
駅ATO装置/光伝送装置　11億円
サイン工事1億円

各ビル設備更新　16.5億円
（ビッグサイト 13.5億円）
（ＴＴＣ 3億円）

コンテナ埠頭クレーン更新工事 39億円

(株)東京テレポートセンターの
借入金の返済

借入金残高　466億円 当初予定通り、3月の返済で、残高466億円となった

子会社への資金貸付 貸付利率の見直し 貸付適用利率の継続

外部運用基準の見直し 金融市場環境等を踏まえ、運用基準等の見直しの
検討

現行の運用基準等を継続

B

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、グループ経営及びエリアマネジメントに資する連携の強化・情報公開の推進については、広報戦略に基づく取組や環境・防災対策について、グループ各社を先導し一体感をもった取組を実施しており、着実に取組が進捗している。エリアマネジメントの拡充については、来街者確保の
ための広告・情報発信を展開するなど、進出企業やグループ各社と連携した取組が進捗している。人材の育成に資する制度整備、東京2020大会を経たグループの発展、戦略的な投資の実施やグループ資金効率の向上についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　引き続き各種事業を着実に推進していくとともに、新型コロナウイルス感染症により先行きが不透明であることから、子会社を取り巻く経営状況等を注視し、持株会社としてどのような役割を担うべきか検討し、経営課題に取り組むことが期待される。

一次評価（所管局評価）

　次のとおり、経営改革プランで掲げた個別取組事項に着実に取り組み、成果を上げている。

①グループ経営及びエリアマネジメントに資する連携の強化・情報公開の推進
親会社であるRHDが、広報、環境、防災、エリアマネジメント等の各事項に対して、グループ各社を先導する役割を果たしており、課題に的確に対応している。

②人材の育成に資する制度整備
RHDが、グループの中核を担う職員育成制度の整備や、能力の向上に寄与する共同研修の開催、多様な働き方に向けた制度導入を、主導的に行っている。

③エリアマネジメントの拡充
東京2020大会1年前イベントの実施等、地域の事業者と連携した取組を進めるとともに、来訪者増に向けて情報発信を強化するなど、精力的に取り組んでいる。

④東京2020大会を経たグループの発展
大会延期に伴い再調整が必要になる事項もあるが、東京2020大会成功へ向け施設の改良を行うとともに大会期間中に想定される課題についても対応策を講じている。

⑤戦略的な投資の実施
熱供給事業、交通事業、ビル事業、埠頭事業ともに、投資効果を踏まえた設備更新が行われている。

⑥グループ資金効率の向上
借入金返済について着実に実施されるとともに、グループファイナンスについて、金融市場環境に応じた適切な対応がなされている。

今後とも、「経営改革プラン」の推進により、グループの機能強化とエリアマネジメントの拡充を進めていくよう、局として指導・監督を適正に行うことで東京臨海ホールディングスグループの戦略的活用を図っていく。

グループが提供するサービスの快適性・利便性・安全性の向上につながる
有用な投資を計画的に行った。
特に、現在、グループ各社が提供する交通・熱供給など様々な基盤インフ
ラが更新期を迎えているため、サービスを確実に提供しつつ更新を適切に
推進し、地域の経済活動の基盤となるインフラを将来にわたって着実に管
理運営していけるよう、計画的な設備更新に取り組んでいる。

借入金について、着実に返済を進めたとともに、グループファイナンスにお
いては、中長期的な運用を積極的に行い、厳しい市場環境の中、一定の
利益を確保することができた。

⑥ 財務指標
の健全化

グループ資
金効率の
向上

・グループ子会社である（株）東京テレポートセン
ターの民事再生計画に基づく借入金の返済を着
実に進めていく。（3年間の返済額 137億円）
・強固な財政基盤の確立のため、連結自己資本
比率を現状の45%から毎年1％ずつ高めることを
目指す。
・中長期の運用期間の運用比率を高め、運用収
益の増加を図る。
等を通じてチェックがなされており、グループに
とって有用なものとなっている。

借入金については、着実に返済を進めてい
る。連結自己資本比率は昨年度比1％増の
49％となった。また、運用期間が3年を超える
金融商品の運用を積極的に行い、運用収益
の確保に努めた。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 東京交通サービス株式会社  　（所管局：交通局） 評価対象年度：　2019年度　

交通局へ出向
（行政実務研修員派遣扱い
でない）

都との調整 ・相互の人材交流に向けて都と調整
・当社の研修に交通局若手社員が参加し
相互交流を開始

同業他社との人事交流 人事交流を１名実施し、同業他社
の技術ノウハウを積極的に習得

・メーカー系保守会社の施設を用いた研修
を実施

社外ノウハウの積極的活用 外部専門機関による研修受講率２
か年累計70％以上

外部専門機関による研修受講率86％
（2018年４月から2020年３月までの実績）

サテライトオフィスの導入 １か所導入
（候補場所：本社、
荒川、代々木、春日）

・サテライトオフィス導入
・出先オフィスの集約化を実施

前年度の行政実務研修員１名と都派遣社
員１名が課に加わり、中心的に業務を遂行

【４工事監理】
局職員と当社社員が一体と
なった監理体制の構築

専管組織を設置し、
監理体制を拡大

電機設備工事監理課を設置し、１９件の工
事監理業務を受託

行政実務研修員派遣で局からノ
ウハウ提供を受ける

新たな行政実務研修員を交通局へ派遣
し、ノウハウの提供を受ける

④ 事業領域
の拡大へ
の対応

局と団体の
技術ノウハウ
の共有化を
通した円滑な
「技術移転」
の仕組みの
構築

・前年度採用者の離職者ゼロ
・2019年度の採用活動において社員から
の紹介を奨励

行政実務研修員派遣の継続

電気・機械設備における工事監理業務については、今年
度期首に都派遣職員１名を新たに受け入れ、計２名体制で
順調に技術継承を行っている。また、駅務機器の保守管理
については、駅で実際に扱う自動改札機や券売機を社内
に設置して実務研修や勉強会を行い、中堅固有社員が講
師となって若手社員を指導した。ホームドアの保守管理に
ついては、新しい機器の導入が進む中、中堅固有社員が
メーカー技術者や交通局担当者との協議を重ね、自ら保
守手順を作成した。

技術力の向上や技術継承の進展に向けた各取組によ
り、社員の生産性の向上や業務の効率化を図った。（2019
年度年次有給休暇取得率：81％であり、例年と同水準（常
勤社員実績））

社員の技
術力向上
と技術継
承

人財重視の
経営（技術力
向上と技術
継承に向け
た意識改革
及び働き方
改革を実行）

工事監理業務について、電気部門では異なる業務（強電
系設備と弱電系設備）でそれぞれ経験を有する都派遣社
員を１名ずつ受け入れると同時に、交通局への行政実務
研修員派遣を継続的に実施し、相互に人材交流を図りな
がら順調に技術移転を進めている。人材交流を通じた技術
移転により、業務を受注するための体制構築を進めたこと
で、2019年度の受託額は約１億7千万円となり2018年度
（約７千４百万円）と比べて2.2倍となっている。
　また、土木部門では工事監理業務の受託拡大に対応す
るため、技術力向上と体制構築を進めている。

【５～６保守管理】
当社ノウハウを活用し、円
滑に実施

新宿線ホームドア全駅設置完了
に伴う保守管理の拡大
三田線ホームドアの更新に対応し
た保守管理を開始

今後、駅大規模改良工事を中心に受注を拡大
し、会社の成長の柱に育て上げることを目指す
工事監理業務において、2018年度契約額と比較
して倍増となる部門売上高３億円を目指す。この
ため、保守管理の経験を積んできた人材を工事
監理部門に移行させるとともに、新たなノウハウ
の獲得が求められることから、交通局と当社の双
方にメリットがある戦略的な人材交流を行い、技
術移転に向けた仕組みづくりを進展させる。

・新宿線全駅のホームドアの保守管理を受
託
・三田線ホームドアの更新が３駅で完了
し、新たな機器の保守管理を開始
・浅草線ホームドアの先行整備４駅の保守
管理を開始

出向社員が社に復帰。加えて局
職員が当社に派遣され、業務開
始

都立職業能力開発センター
（職業訓練校）への募集活
動

東京都の職業訓練校に加え、近
県の職業訓練校と意見交換等を
実施の上、６か所の職業訓練校に
求人票を提出する。

これまでは局OBから固有社員への技術継承が
基本であったが、より専門性の高い工事監理業
務については、都派遣職員を受け入れ、固有社
員への技術継承を行っていく。また、駅務機器や
ホームドアの保守点検業務については、固有社
員へのノウハウの蓄積が進んできたことから、固
有社員間の技術継承を図っていく。これらの取組
により、会社の技術力の底上げが図られている。

社員一人ひとりに時間を有効活用する意識が
高まり、生産性の向上と業務の効率化が進展
し、年次有給休暇取得率が５％アップしている。
（2016年度年次有給休暇取得率：83％）

早期に会計区分を細分化することで、経年比較
がすでに可能な状態で情報開示を行い、都民を
はじめとするステークホルダ－に分かりやすく丁
寧に経営の状況を伝える責任を果たしている。
　社内においては、細分化した財務情報を基に
指標を新たに設定した上で、適宜指標を用いて
会計区分ごとに執行状況を評価し、継続的改善
につなげる取組を行う。
　　現在の会計区分（２区分）：駅務施設事業、技
術事業　　今後の会計区分（５区分）：駅務施設
事業、電気施設事業、車両・機械事業、土木・建
築事業、発電事業

都との調整 ・相互の人材交流に向けて都と調整
・当社の研修に交通局若手社員が参加し
相互交流を開始

行政実務研修員派遣の継続

給与水準の弾力的な運用
及び待遇改善策の検討

給与面以外での待遇改善策の実
施

・2019年度の採用活動において、１０校に
求人票を提出した。

経営課題 戦略 実績（2019年度末時点）及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画3年後（2020年度）の到達目標

・メンター制度を導入
・社員の健康増進に資する制度を導入
・社員同士の交流を促す制度を導入

採用活動期間の柔軟な設
定

既存媒体に加え新たな媒体を活
用するとともに、複数回募集を含
む柔軟な採用活動の実施

・社員採用向け動画を作成し、ホームペー
ジに掲載
・2019年度２回の採用活動を実施

交通局を支える総合保守会社としての役割を果
たしていくため、労働市場の環境変化に柔軟に
対応した採用活動を実施してより優秀な人材を
獲得するとともに、待遇改善策を講じて固有社員
が増加する中においても現在の高い社員定着率
（2017年度実績：98％）を維持している。

リファラル採用（社員紹介採
用）

前年度採用者の評価を行い、採
用者数の増加を図る。

番号

①

②

③

2019年度実績

同業他社の雇用終了者及
び鉄道系学科を有する専門
学校卒業者に対する採用
活動

新たに２社訪問 ・土木・建築系同業１社と協議

人材の確
保

先を見据え
た積極的な
採用活動に
よる人材の
確保

2019年度の採用活動を実施するに当たり、若年層に会社
の魅力を効率的に伝えるため、採用向け動画を初めて作
成するなど、交通局グループの会社として事業を分かりや
すく伝えることに注力した。その結果、前年度実績と比べ
応募者が１１名増加し、優秀な人材の獲得に寄与できた。
社員の定着率についてはリファラル採用等の各種取組を
通じて、前年度実績に比べて1ポイント向上した。（2019年
度実績：97％）

事業分野
ごとの財
務情報の
開示

分かりやすく
丁寧な財務
情報の開示
と執行管理
の継続的改
善

５つの事業区分に細分化した2018年度決算を開示した。ま
た、今年度から各区分の粗利率を昨年度と比較するととも
に、区分ごとの特徴を踏まえた財務指標を追加設定して毎
月の役員会で確認している。
　事業の費用構成を確認し、保守管理体制のさらなる外注
化等の見直しを行っている。

会計区分の細分化 2018年度決算の開示 ５区分に細分化した決算の開示

事業の継続的改善への取
組

【試行実施】
・前年度設定指標の検証
・指標再設定
・役員会における会計区分ごとの
評価
・必要に応じた事業見直し

・各事業区分の特徴を踏まえた指標を設
定
・保守管理体制の見直しに向けた検討

【１計画～３契約発注】
当社から局へ出向し、局の
業務を経験

団体自己評価

労働市場の環境変化に柔軟に対応した複数回の採用活動や職業
訓練校に対する募集活動を通じて、前年度を上回る応募者数を確
保し、優秀な人材の獲得につながった。また、メンター制度の導入や
クラブ活動助成などの待遇改善を行ったことで、固有社員が増加す
る中においても現在の高い社員定着率（2019年度実績：97％）を維
持している。
一方で、即戦力となる同業他社の雇用終了者については、グループ
内で囲い込む傾向にあり、直ちに採用に結び付けることは難しいこと
が同業他社との意見交換によって判明した。今後は、鉄道系専門学
校で保守メンテナンス関連の学科を有する学校と情報交換の場を設
ける。

当社に在籍する局OB職員の高齢化と交通局を定年退職し当社に就
職する職員の減少に伴い、社員の技術力向上と技術継承は喫緊の
課題となっている。そのため、当社社員の交通局への研修派遣に加
え、協力会社や外部機関の研修受講を促進するなど、外部のノウハ
ウも積極的に活用して技術習得に努めた。
技術力向上や技術継承の取組により、社員一人ひとりの生産性の
向上や労働時間の短縮を図る一方で、受託業務量の増や業務レベ
ルの向上などに対して、ノウハウの取得が追い付いていない現状が
あり、有給取得率は例年と同水準を維持するに至っている。
今後は、社内資格である業務責任者の資格保有者数を増やし、社
員の生産性を向上させるとともに、共有オフィススペースの活用、テ
レワーク環境やWeb会議の整備・導入などにより、事務作業の効率
化を図っていく。さらに年次有給休暇の取得率アップも目指す。

当初の計画通り、５つの会計区分に細分化し、事業ごとに財務情報
を確認することができるようになり、また会計区分ごとの粗利率把握
に加え、各事業ごとに注視すべき費用（人件費、外注費、経費）が売
上高に占める比率を明確に把握できるようになった。
この指標を引き続き事業の改善に活用するとともに、コロナウイルス
感染拡大などによって、当社を取り巻く環境の先行きは不透明では
あるが、経営課題解決に向けた実施計画を策定し、事業の継続的
改善と必要な分野への投資を両立させていく。

保守管理業務に加え、より高い専門性が求められる工事監理業務
を積極的に受託するため、人材交流、研修、社内勉強会などあらゆ
る機会を通じて技術及びノウハウの蓄積に努めた。
電気設備工事監理における技術移転などこれまでの経験・取組を土
木部門の新規案件の受託や他の分野の工事監理の体制構築に役
立てており、戦略に掲げる目標達成に向け順調に業績を伸ばしてい
る。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名： 東京交通サービス株式会社  　（所管局：交通局） 評価対象年度：　2019年度　

経営課題 戦略 実績（2019年度末時点）及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画3年後（2020年度）の到達目標番号 2019年度実績 団体自己評価

B

現場作業支援アプリケーションを活用した
実証実験に向けた検討

新技術のリサーチ ・要員を配置し、リサーチ業務の
強化及び技術提案に向け対象分
野の見極め
・ドローン活用の試行に向けた具
体的な内容の検討

・技術系展示会で出展企業と意見交換を
実施
・発電所建屋の点検にドローンを活用

（実証実験に向け）
技術提案の募集

保守作業の効率化に寄与する技
術提案の募集

展示会出展企業１社からの技術提案

実証実験 提案に基づき実証実験の実施に
向けた検討（局・当社等）

　経営改革プランに掲げた目標のうち、先を見据えた積極的な採用活動による人材の確保、人財重視の経営（技術力向上と技術継承に向けた意識改革及び働き方改革を実行）については、人材育成や技術継承を積極的に行い、人材の確保や働く環境の改善につなげるなど、着実に取組が進
捗している。分かりやすく丁寧な財務情報の開示と執行管理の継続的改善、局と団体の技術ノウハウの共有化を通した円滑な「技術移転」の仕組みの構築、新技術を活用した安全性向上・業務効率化への対応についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　都営交通の安全・安心を支えるため、今後は、積極的なICT活用も交えて技術力の向上を図るとともに、経営として事業領域の確立や収支の継続的改善にも取り組むことが期待される。

⑤ ドローンについては、当初期待した送電鉄塔の巡視点検について、
樹木支障等の課題が判明したが、安全性や効率性の面から、その
他の構築物・設備の点検への活用を試行するとともに、局とも協議し
て活用範囲の拡大を検討していく。
現場作業支援アプリケーションについては、現在実証実験中であり、
今後課題を整理、分析し本格導入に向けた検討を行っていく。
ウエアラブルカメラについては、導入試験時に課題が見つかり、現
時点では実運用に至っていないが、今後の技術動向によっては、保
守現場で活用できると考え、導入に向け引き続き試行を継続する。
また、安全性の向上や業務の効率化を図ることができる新たなツー
ルや技術については、今後も情報収集に努め、保守現場での実運
用について可能性を検討し、局と協議していく。

一次評価（所管局評価）

戦略①：先を見据えた積極的な採用活動による人材の確保
 事業領域拡大等への対応に向け、専門性の高い鉄道保守技術を身に付けた固有社員の早期育成を実現するため、入社時においても一定の専門性を身に着けた人材の確保に関する取組として、職業訓練校へのヒアリングや希望者を対象とした職場見学会の実施などに取り組み、実業系学校出身者の採用チャネルを
拡大し、順調に応募者や採用者の獲得につなげている。また、採用活動の複数回実施や職業訓練校への求人票の提出実績を伸ばすなど、会社が求める有為で質の高い社員の採用を進めており、応募者数は前年度比11名の増加となった。さらに、メンター制度の導入やリファラル採用の推進等を通じて、固有社員の育
成や定着に向けた取組を講じることで、高い水準の社員定着率をおおむね維持しており、戦略への取組はおおむね評価できる。今後も引き続き人材の確保・定着に向けた更なる取組に期待する。

戦略②：人財重視の経営（技術力向上と技術継承に向けた意識改革及び働き方改革を実行）
　局との人材交流に向けた取組を進めるとともに、メーカー系保守会社の研修施設の研修の実施や外部専門機関による研修受講についても前年度に引き続き目標を大きく上回るなど社員の技術力向上と技術継承に向けた取組が進められている。また、サテライトオフィス導入等により社員の移動時間の縮減を図ること
で業務の効率化を進めており、戦略への取組はおおむね評価できる。

戦略③：分かりやすく丁寧な財務情報の開示と執行管理の継続的改善
　５つの会計区分に細分化した決算及びその開示を行い、都民をはじめとするステークホルダーにわかりやすく丁寧に経営の状況を伝える責任を果たすものとなった。また、細分化した財務情報をもとに指標を設定し、役員会で継続的に報告・評価することを通じて事業の見直しに向けた検討を行うなど事業の継続的な改
善への取組が進められていると評価できる。今後は経営目標評価委員会や財政援助等団体監査において求められている経営課題の解決や将来に向けた利益剰余金の処分と活用について、確実に策定されることを期待する。

戦略④：局と団体の技術ノウハウの共有化を通した円滑な「技術移転」の仕組みの構築
　団体の成長の柱に育て上げることを目指す工事監理業務について、新たに通信設備に関する業務を受託したほか、これまでと異なる機器の取扱いが必要となった新たなホームドア保守管理業務においても、従前の経験・ノウハウを活かすことで円滑な業務開始を実現するなど「技術移転」の仕組みの構築を着実に進
めていると評価できる。今後は、既存分野における受託拡大に加え、現在受託していない建築部門の工事監理業務を受託するための体制整備に向けた取組を期待する。

戦略⑤：新技術を活用した安全性向上・業務効率化への対応
　安全性の向上や業務の効率化を図ることを目的とした新技術の導入に向けて、発電所建屋の点検にドローンを活用するほか、現場作業支援アプリを一部事業所に試行導入するなど着実に取組を進めていることについては評価できる。今後も、進歩が著しい新技術の開発動向を注視し、局と連携を図りながら推進して
いくことを期待する。

全体評価：
　団体では今後の事業領域拡大を見据え、人材の確保、定着につながる新たな採用手法の実施などを着実に取り組み、採用がより困難な技術系職員の一定数確保を実現している。あわせて、工事監理業務の委託範囲の拡大に向け、受託体制整備に必要な人材育成や技術継承、技術習得などの準備を進めており、既
存の領域でも新たな業務を受託するなど、局が目指す団体の将来像である「交通事業の総合的な保守管理を担うリーディングカンパニー」の実現へ向けた取組が適切に行われていると評価できる。
　局としても、団体の戦略の実現と局が目指す団体の実現に向け、増大する事業領域に伴う業務量の増加に対し、社員一人ひとりの生産性の向上に向けた取組や保守管理業務の安全性向上及び業務効率につながる新技術の導入の積極的な推進が図られるよう、引き続き指導・助言を行っていく。
　今後も、団体が都営交通の安全・安定輸送を支えることはもとより、経営改革プランに掲げた取組を推進し、都営交通の発展に貢献することを期待する。

最終評価

保守管理
業務の変
革への対
応

新技術を活
用した安全
性向上・業務
効率化への
対応

ウェアラブルカメラを導入した作業の効率化については、
現時点では課題があり実用化には至っていないが引き続
き検討を進めている。

ドローンを活用することで社員の高所作業を減らし安全
性の向上に寄与している。

また、技術系展示会で出展企業と意見交換を実施し、業
務効率化に向け現場作業支援アプリケーションの試行を
一部の事業所で開始した。

東京都の外郭団体として安全性の向上や業務の
効率化を図ることを目的に新技術を積極的に取
り入れることとし、交通局等と連携し実証実験を
２件実施する。実証実験を通して保守作業に係
る安全性の向上や時間の短縮等、今後の課題
解決に効果的なノウハウの獲得を目指す。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート団体名：東京水道サービス株式会社（所管局：水道局　） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

監理団体２社の統合と体制の
強化

・新政策連携団体の経営理念、中期
経営計画、経営改革プラン等を策定
・統合準備委員会による２社のシナ
ジーの発揮や、収益を確保するため
の戦略的な自主事業の方向性等に
ついて詳細検討
・役員制度見直し（社外取締役選任
等）、コンプライアンス推進体制強化
・(株)PUCとの統合

・東京水道（株）の経営理念、ＣＩ等を決定
・東京水道（株）の単年度の事業計画である「2020年度事業
計画（仮称）」の素案を作成
・東京水道（株）の自主事業展開について検討
・２社のシナジーの発揮に向けて、問い合わせのワンストップ
化への体制を検討・整備
・東京水道（株）の社外取締役（監査等委員）を選任
・会社の中核人材を育成するため、事務系社員を新たに１名
派遣
・東京水道（株）の企業統治に関する基本方針、内部統制に
関する基本方針、コンプライアンスに関する基本方針及び関
連規程類を策定
・（株）ＰＵＣと合併契約を締結

ＡＩを含めたＩＴ活用の推進 ・既存システムの統合やＲＰＡの活用
に向けた検討

・新会社発足に関わるシステム統合スケジュールを作成
・ＲＰＡの試行・導入の検討を実施

コンプライアンス推進会議を活
用した抜本的改善

・コンプライアンス推進会議を４回実
施
・局コンプライアンス推進会議及び第
三者委員会の提言等を踏まえた改
善の検討
・次年度コンプライアンス年間行動計
画の改訂

・コンプライアンス推進会議の構成員・議題を抜本的に改善
・定例のコンプライアンス推進会議を４回実施することに加
え、臨時コンプライアンス推進会議を３回開催

コンプライアンス・接遇研修の
充実

・コンプライアンス研修に具体的違反
事例を加え、同様事例の再発防止を
徹底
・既存の接遇研修に加え、接遇悉皆
研修を新設

・2018年度の特別監察による指摘事項の改善を徹底するた
め、コンプライアンス特別研修において具体的違反事例を追
加。コンプライアンス推進月間（９月）においても具体的違反
事例について職場討議を実施
・部長級社員以下全社員を対象に悉皆の接遇研修を実施
・管理職等を対象とするコンプライアンス研修を実施

契約監視委員会（仮称）による
入札状況調査の実施

・契約監視委員会（仮称）を設置し、
入札契約結果の調査、分析及び監
視を踏まえた不正行為の排除又は
防止策の検討

・委員会を年間４回開催（８、９、12、１月）し、2018年度を対象
とした当初予定の調査のほか、2019年度の入札結果に関す
る特別調査(２回)を実施した。
・特別調査のための業者ヒアリングを実施
・委員会での指摘を踏まえた、公募方法等の改善

内部監査の強化 ・局及びＴＳＳとの監査業務に関する
情報共有等、内部監査対応力の強
化
・2019年度内部監査結果報告書に
おける指摘事項等を踏まえた2020年
度研修計画の策定

・水道局と監査業務について意見交換を行うなど、内部監査
対応力を強化
・2019年度内部監査結果報告書における指摘事項等を踏ま
えた 2020年度研修計画の策定

キャリアアップに向けた取組の
充実

・検証内容を反映させた研修を年４
回以上実施
・並行して研修メニューの拡充検討
・自己啓発の支援利用者の分析・検
証

・2018年度に計画した内容を充実化するとともに、キャリア
アップ研修を４職層に対して、４回実施
・適切な配置管理を実施するため、技術系人事異動方針を策
定
・固有社員のキャリアプラン構築を目的として職場体験研修を
試行
・自己啓発支援対象の整理を実施

固有社員の積極的登用 ・OJTの推進、検証
・主要・困難ポストへの積極的配置
・統合に関する分科会、ＷＧに積極
的に参画
・更なる技術継承策の検討
・能力・業績に応じて早期に上位職
層に任用できる特例昇任制度の検
討・実施

・効果的なＯＪＴ及び技術継承を推進するため、2019年10月に
ＯＪＴ施設を竣工
・企画部署にプロパー社員２名の配置を実施
・固有社員の部長職昇任選考を新たに規定
・課長職昇任選考を見直し、固有社員の初めての管理職への
登用を確保

再採用制度（ジョブリターン）の
導入

・制度導入
・再採用者及び所属の意見聴取・分
析

・導入した再採用制度の定着に向け、再採用者及びその所属
長の意見聴取を行い分析を実施
・中途採用の通年化、キャリア活用採用制度やリファラル採
用制度の構築
・就職氷河期世代を対象に含んだ中途採用の実施

女性活躍の発信 ・サイトを閲覧した女性応募者及び
社員からの意見聴取、分析
・くるみん認定の取得

・自社ＨＰを閲覧した応募者等から意見聴取を行い、ＨＰの改
善を検討
・９月にくるみん認定を取得し、自社ＨＰや名刺に活用し、ダイ
バーシティを推進

若手社員のモチベーション向
上

・年６か所以上事業所訪問等実施
・若手社員の意見検討、反映

・幹部による18か所の事業所訪問を実施
・若手社員の自主性を引き出し、モチベーション向上のため、
若手社員発想ＰＴを開催

プロジェクト別原価管理を基に
した費用分析及び改善

・原価管理の実施
・改善策の実施
・原価管理の費用構造等の分析・検
証結果を踏まえた事業戦略の見直
し、営業活動への反映
・情報公開の継続実施

・原価管理の費用構造等の分析・検証結果を踏まえた営業活
動の展開
・新たなニーズに対応するための国内事業戦略方針の策定
検討
・情報公開の継続実施

役員会議の積極的活用 ・取締役会、執行調整会議等役員会
議の改善策の実施
・プロジェクト別原価管理の評価継続
実施

・取締役会の機能強化
・取締役会を計17回実施
・有識者をアドバイザーとして委嘱
・プロジェクト別原価管理を議題とした水道局との会議を１回
実施
・取締役会の実効性評価を実施

・プロジェクト別原価管理を基とした、費用構造等の分析・検証結果を踏まえ、稼働が高く収益の見込める案件
へ国内自主事業の中軸をシフトさせ、収支の改善を図っている。
・2020年度においても黒字化を目指し、統合を踏まえた国内事業戦略方針の策定に向けて、検討を進めてい
る。

また、経営状況や収支状況を公表し、都民への説明責任を果たすことで、経営の透明性を確保している。
・取締役会の開催頻度を増加させ、原則月１回開催するとともに、議題をプロジェクト別原価管理のほか、事業
の進捗管理から、人材確保・育成、コンプライアンス強化など、広く経営に影響が及ぶ事項を設定し、機能を大
幅に強化するなど、役員会議を積極的に活用した経営を推進したことにより、経営基盤の強化につなげることが
できた。

③ 業務運営の
中核を担う
固有社員の
育成・強化

固有社員の
積極的な登
用と一層の
定着

・2020年度までに、固有社員の管理
監督者（主査以上）の比率を30％以
上とする。
〔2015年：9.0%（30人/332人）　2016
年：13.4%（45人/337人）　2017年：
20.5%（77人/376人））　2018年：27.2%
（101人/371人）〕
・2020年度までに、固有社員に占め
る女性比率を18%以上とする。
〔2015年：14.4%（104人/724人）
2016年：14.5%（108人/747人）　2017
年：14.4%（117人/812人）　2018年：
16.3%（141人/865人）〕

固有社員における昇任選考の周知や適切な制
度運用を実施し、女性活躍推進法や次世代法に
基づく取組を推進し、その取組を自社ＨＰに掲載
することなどにより、それぞれ実績値を向上させ
た。
・管理監督者（主査以上）の比率　35.2％（133人
/378人）
・固有社員に占める女性比率　17.0％（149人
/875人）

・キャリアアップ研修等のoff-JT研修の改善、充実化を図るとともに、ＯＪＴ施設を設置するなど、固有社員の人
材育成を強化している。また、技術系人事異動方針の策定、職場体験研修の実施に加え、統合に関するＷＧな
どに参加させることにより、実践的な調整業務などに従事させ、能力の伸長を図っている。
・課長職昇任選考に加え、2019年度に部長職昇任選考を新たに規定することで、固有社員に対し、部長職まで
のキャリアパスを示すことができ、社員構成を適正化するとともに、固有社員のモチベーションの向上を図った。

また、課長職昇任選考については、より優秀な社員を発掘し、早期に管理職として登用するため、資格要件の
緩和を行うとともに、客観的な能力実証により、有用な10人の課長昇任を確保した。
・昨今の人材不足の状況及び今後水道局からの業務移転の推進の見通しを踏まえて、2019年度は、採用活動
の充実など人材確保に取り組み、2020年度の採用を含め97人を確保できた。
・退職者を一定要件で再採用する制度の導入及び的確な運用に向けた分析を行い、また、中途採用の通年化、
採用職種の拡大、キャリア活用採用制度やリファラル採用制度などを検討・導入した。
・一般事業主行動計画を策定・実施し、計画に定めた目標を達成することができ、くるみん認定を取得した。くる
みん認定後、自社ＨＰに掲載するなど、就活生や外部へ向け発信し、その活動内容の充実に努めてきた。これ
らの取組の結果、固有社員の管理監督者数は133人・35.2％に増加させ、女性社員数は149人・17％に増加さ
せることができた。
・若手社員発想PTを新たに設置し、若手社員が幹部と意見交換を行うことで、若手社員に社としての課題や幹
部の問題意識を共有するだけでなく、柔軟な発想を持つ若手社員から発案のあった意見を吸い上げたり、発表
の機会を与えたりすることで、若手社員のモチベーションや自主性の向上が図られた。

④ より精緻な
収支管理の
必要性

プロジェクト
別の収支分
析、より一
層の支出抑
制

・プロジェクト別原価管理を基にした
収支構造分析による課題抽出、改善
策の実施
・国内自主事業の黒字化
〔2016年：△41百万円　2017年：△４
百万円　2018年：１百万円〕

・原価管理の費用構造等の分析・検証結果を踏
まえ、これまで主流であった現場張り付き型案件
から、より稼働が高く収益の見込めるコンサル系
案件に国内自主事業の中軸をシフトさせ、営業
活動を展開している。併せて水道法改正を契機と
した新たなニーズに対応するとともに、より収益
性の高い案件獲得に向けて、東京水道（株）にお
ける国内自主事業について、統合に関するWGで
検討を行った。
・取締役会と執行調整会議のあり方を見直し、執
行調整会議の機能を取締役会に一本化した。新
たな取締役会では、開催頻度を増加させ、幅広
い議題を取り扱うことで、実効性を向上させた。
・2019年度の国内自主事業の収支については、
２期連続での黒字を達成し、黒字額は前年度か
ら４百万円改善し、５百万円となった。

・コンプライアンス推進会議について、臨時会を含め、適時適切に開催するとともに、より実効性の高い運営方
法に改善することができた。
・コンプライアンスリスクの洗い出しを行い、社を挙げてのコンプライアンスに対する意識の醸成が図られた。
・洗い出したコンプライアンスリスクをもとに、各部でコンプライアンス推進計画を作成し、管理職等による実施状
況点検及び防止策の未実施項目についての改善策等の策定を行うことができた。
・2018年度の特別監察指摘事項について改善を検証するため、受託業務において写真の改ざんや不適切な設
計変更協議が行われていないか等を監査の重点項目として設定し、内部監査により再発がないかの監視・検証
を徹底した。
・局の有識者委員会からの提言を踏まえて策定した、コンプライアンスに関する基本方針や特別監察結果の改
善報告書などにより、ＴＳＳ（株）はもとより、東京水道（株）のコンプライアンスの強化策の検討につなげている。
・研修においても過去の不適正事例の具体例を取り上げ職場討議を行うことで、社員のコンプライアンス意識の
醸成と再発防止の徹底が図られた。
・統合するにあたり、全社的に実践的な接遇意識を向上させるために、全社員を対象に接遇研修を実施した。
・当社における不適正事案を取り込んだコンプライアンス研修を実施し、部長級、課長級、都OB等社員に対し、
受託業務の適正な業務遂行について再認識させることができた。
・契約監視委員会の設置・開催及び入札結果の分析を踏まえ、公募期間の延長や案件情報の発信、仕様書な
どの改善を図り、より競争性のある契約環境の下で入札を実施することができた。
・特別監察における監査役・監査室の機能が不十分との指摘に対し、監査室の欠員の解消、水道局や（株）
PUCとの意見交換を踏まえた監査水準の向上、さらに、監査計画の作成・監査結果の報告段階で監査役に諮る
ことで、外部の視点を取り入れた内部監査の実施により、内部監査対応力の強化が図られた。

団体自己評価

① 水道事業を
包括的に担
うことのでき
る体制の構
築

（株）ＰＵＣと
の統合

・(株)PUCと統合し、局と連携しなが
ら団体のガバナンス・コンプライアン
スを強化
・技術系と営業系の一体化による新
たなお客さまサービスを展開
・団体の中核人材を育成するため、
局への派遣研修を推進

・東京水道（株）の経営理念、企業統治に関する
基本方針、内部統制に関する基本方針、コンプラ
イアンスに関する基本方針等について策定し、２
０２０年度事業計画（仮称）、自主事業展開につ
いて検討を行った。
・東京水道（株）の社外取締役（監査等委員）の
選任を決定
・統合による業務の効率化を踏まえ、RPAの試行
（応急給水要員別所要時間一覧の作成）を実施

・固有社員を含めた会社統合における各種分科会やWGにおいて、経営理念やCIを策定し、また、新会社の社
名や被服等については社員募集を踏まえるなど、社員の意識統合に留意した統合準備を推進することができ
た。
・統合後の東京水道（株）において、新体制のもとでの、2020年度事業計画（仮称）や自主事業の営業方針の作
成に向け、統合準備年度の2019年度から、両社で統合効果を見据えた検討を進めることができた。
・２社のシナジーを発揮するため、４月１日からお客さまセンターにおける問い合わせのワンストップ化に向け、
体制を整備することができた。
・社外取締役（監査等委員）の募集については、各種業界団体への周知、SNS、HP、一般紙、業界紙など多岐
にわたる媒体による広報に精力的に取り組み、多数の応募者の中から、高い見識と専門性を有する社外取締
役を選任することができた。
・従来局への研修派遣は技術系社員のみであったが、2019年度は国際業務のスキル習得のため、初めて事務
系社員を１名派遣した。引き続き2020年度は、固有社員を育成するために、局のコンプライアンス所管部署に新
規に派遣することとした。
・新会社に求められるガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底を図り、東京水道（株）を４月１日に発足させ
るための合併契約を締結した。
・情報システム・RPAWGにおいて、両社のシステムを精査・比較し、経費削減につながるシステム統合案を策定
することができた。

② コンプライ
アンス意識
の向上

コンプライ
アンス推進
体制の強化

・コンプライアンス推進への取組を一
層強化し、社員一人ひとりのコンプラ
イアンス意識のさらなる向上、職場
風土の定着を図る。

・コンプライアンス推進会議の構成員・議題の改
善、受託業務委員会との連携等により、会議の
充実を図った。また、定例のコンプライアンス推
進会議を４回実施することに加え、臨時コンプラ
イアンス推進会議を３回開催した。
・コンプライアンス特別研修において具体的違反
事例を追加した。また、コンプライアンス推進月間
においても具体的違反事例について職場討議を
実施している。
・契約監視委員会を４回開催し、一層の競争性・
透明性の確保に向けて、公募期間の延長、自社
ＨＰ以外での案件公表等について審議し、より幅
広く入札希望者が増える取組として実施してい
る。
・水道局と監査業務について意見交換、監査業
務経験者を監査室長として配置、都のノウハウの
固有社員への継承等により、内部監査対応力を
強化している。また、監査計画の策定に際し、外
部の視点・意見を踏まえた監査計画を作成した。

1
0
1
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事故防止に関する計画書の作
成

・前年度に発生した事故を踏まえた、
事故防止計画の見直し
・強化項目を設定し、本社パトロール
拡大

・事業部ごとの行動計画を策定・実施
・工事事故防止対策委員会を７回開催し、社内の情報共有・
水平展開を活性化
・重点項目を定め本社パトロールを６回実施

事故発生時の危機管理の向
上

・前年度実績を踏まえた類似事故の
追加
・事例集活用状況を踏まえた改善検
討
・事故発生要因を分析

・事故事例集を活用し全監督員の危機管理意識の向上を推
進

事故防止に対する社員の知識
付与や意識啓発の推進

・講師・カリキュラム等内容の検証と
改善案の検討

・労働安全衛生総合研究所講師による安全講習会を開催（２
回）

受注者安全指導の強化 ・頻発事故情報の活用状況の検証
・前年実績を踏まえた強化項目の追
加

・事故の発生状況を踏まえた受注者に対する事故防止対策
強化を実施

国内事業展開への取組 ・新規コンサル業務内容整理、水道
事業体等からのニーズ把握、商品化
準備
・震災時の施設点検、巡回パトロー
ルなど、既存システムの活用範囲拡
大を検討

・新規コンサル業務を３件獲得
・現場管理システムを１件受注
・漏水発見手法の機器が国のインフラメンテナンス大賞を受
賞
・水道法改正に伴う案件を１件受注

新たな手法による業務の効率
化

・社内業務システム（他企業立会）へ
の取込み、テスト
・データマイニング手法の活用範囲
検討

・社内システムへの活用検討やデータマイニングシステムの
機能要件について検討

水道事業体等からの新規案件
受託

・新規業務受託累計４件 ・都内、千葉県内及び山梨県内の水道事業体から４件新規案
件を受託

東京水道サービス㈱と㈱ＰＵＣ
の二社連携の強化

・新たな業務受託に向けた他都市営
業活動を検討・実施

・二社が連携した業務受託に向けたＷＧを７回実施
・二社が連携した水道事業体への営業を３回実施

選択と集中による経営資源の
効率的な活用を踏まえた営業
活動

・原価管理の費用構造等の分析・検
証結果を踏まえた事業戦略の見直
し、営業活動への反映

・費用構造等の分析結果を踏まえ、コンサル系業務に営業活
動の中軸をシフト
・国内事業戦略方針策定を検討

C

一次評価（所管局評価）

○ 当該団体は、３年後の到達目標の達成に向けて、概ね着実に各取組事項を推進していると評価できる。

【戦略①：（株）PUCとの統合】
・ 社外取締役（監査等委員）選任や企業統治に関する基本方針の策定など、団体のガバナンス及びコンプライアンス推進体制を強化する取組を推進し、（株）PUCとの統合に向けた合併契約を締結した。
≪３年後の到達目標：(株)PUCと統合し、ガバナンス・コンプライアンスを強化　 2019年度実績：（株)PUCとの統合準備、社外取締役（監査等委員）の選任、企業統治に関する基本方針、コンプライアンスに関する基本方針等を策定≫
≪３年後の到達目標：技術系と営業系の一体化による新たなお客さまサービスを展開   2019年度実績：統合による２社のシナジーの発揮について検討≫
≪３年後の到達目標：団体の中核人材を育成するため、局への派遣研修を推進　2019年度実績：2020年度に局のコンプライアンス所管部署へ新たに１名派遣することを決定≫

【戦略②：コンプライアンス推進体制の強化】
・ コンプライアンス推進会議を適時適切に実施するとともに、構成員に監査役を加え、実効性のある会議へ改善した。また、過去の不適正事例の具体例を取り上げた職場討議の実施や、悉皆の接遇研修を新設するなど、コンプライアンス意識の醸成に向けた取組を推進した。
・ 新たに設置した契約監視委員会を活用し、契約制度の見直しを行うなど、一層の競争性や透明性の確保に資する取組を推進した。
≪３年後の到達目標：コンプライアンス推進への取組の一層強化　2019年度実績：コンプライアンス推進会議の実施（定例４回、臨時３回）、契約監視委員会の設置≫

【戦略③：固有社員の積極的な登用と一層の定着】
・ 課長昇任選考の見直しや新たに部長職昇任選考を実施するなど、固有社員の積極的な登用に向けた取組を進めるとともに、３年後の到達目標である固有社員の管理監督者比率の目標を達成した。
・ 「くるみん認定」を取得し、ＳＮＳ等を通じた外部への情報発信など、３年後の到達目標である固有社員に占める女性比率の目標達成に向け、取組が順調に進捗している。
・ 経験の浅い社員への水道技術の効果的な習得に向けて、新たにＯＪＴ施設を設置し、社員の人材育成を強化する取組を推進した。
≪３年後の到達目標：固有社員の管理監督者（主査以上）比率30％以上　2019年度実績：35.2％≫
≪３年後の到達目標：固有社員に占める女性比率18％以上　2019年度実績：17.0％≫

【戦略④：プロジェクト別の収支分析、より一層の支出抑制】
・ プロジェクト別原価管理を基にした費用構造等の分析結果を踏まえ、コンサル系案件を国内自主事業の中軸とした営業活動を展開し、新規コンサル系案件を受注することができている。また、取締役会の機能を強化するとともに開催頻度を増加させ、役員会議を積極的に活用した経営を推進している。
≪３年後の到達目標：国内自主事業黒字化　2019年度実績：５百万円≫

【戦略⑤：社員の安全意識の向上及び安全指導の強化】
・ 外部講師を招いた安全講習会の実施や、発生した事故の原因分析及び再発防止策を検討し、その事故情報を毎月社内へ展開するなど、未然に事故を防ぐ取組を推進することで、３年後の到達目標である事故発生件数の目標を達成した。
≪３年後の到達目標：工事事故件数を2016年比30％減、人身事故10件以下、物損事故55件以下　2019年度実績：人身事故33％減、物損事故34％減、人身事故10件（うち死亡事故0件）、物損事故51件≫

【戦略⑥：新たな事業展開により自主事業の収益拡大】
・ コンサル系案件を国内自主事業の中軸として営業活動を展開し、新規コンサル系案件の受注につなげ、また水道法改正に伴う新規案件も受注することができた。
・ ３年後の到達目標達成には、漏水発見器による効率的な漏水発見手法が国のインフラメンテナンス大賞を受賞したことによる他水道事業体へのＰＲや、（株）ＰＵＣと営業活動を共同で実施するなど、自主事業の収益拡大に向けた取組を更に推進していく必要がある。
≪３年後の到達目標：国内事業売上高350百万円以上　2019年度実績：163百万円≫

【定性評価事項】
・ 新たにアクションプランを策定し、それに基づいた事業運営に取り組み、設定した到達目標に対し概ね達成した。
・ 平成30年度に総務局が実施した特別監察での指摘事項に対しては、改善策を取りまとめ、その取組を実施している。また、昨年度は、平成30年度における当該団体社員と利害関係者との間での不適正事案が発覚したが、「利害関係者との接触に関する指針」を策定するなど再発防止に向けた取組を実施しており、引き続き、一層のコンプライアンス推進体制の強
化に向けた取組を進めることが求められる。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、（株）ＰＵＣとの統合については、経営面・実務面・システム面から精力的に取り組み、経営統合に至るなど、着実に取組が進捗している。新たな事業展開により自主事業の収益拡大については、他都市に対するコンサル業務の新規受注のほか、水道法改正の動きに対応した営業など、取組が大きく進
捗している。固有社員の積極的な登用と一層の定着、プロジェクト別の収支分析、より一層の支出抑制、社員の安全意識向上及び安全指導の強化についても、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、コンプライアンス推進体制の強化を含め、着実に取組が進捗するなど、総じて団体として一定の成果を上げており、水道事業を包括的に担っていくため、技術的業務の生産性を高めてDXに取り組むとともに、事業における採算性や収支改善の継続的取組を確立することが期待される。

　一方で、昨年度発覚した不適正事案を踏まえ、（株）ＰＵＣとの経営統合を契機として、コンプライアンスの一層の強化及び再発防止のための取組を徹底されたい。

・時間積分式漏水発見器を活用した水道事業体からの受託は実績が上がっている。更なる拡大を目指し、各水
道事業体のニーズに即した提案を検討している。
・時間積分式漏水発見器による効率的な漏水発見手法がインフラメンテナンス大賞を受賞したことで、水道事業
体に対する大きなPRとなった。
・データマイニングの手法の検討については、2019年度の若手社員発想PTと管路診断情報の有効活用PTでの
検討結果を取り入れ、ビックデータの活用策の具体化と、テスト（有効性の評価）に必要な活用範囲の想定（管
路診断情報から漏水可能性を予測）ができたことから、引き続き、国内事業における案件獲得につながる商品
化向けた検討を続けていく。
・水道法改正に伴う給水装置工事事業者への講習会支援を受注できたことは、今後の新規コンサル案件の受
注に繋がる大きな成果となった。
・二社の連携した業務受託に向けた協議・調整を綿密に進めてきた結果、合併前から営業活動を共同で実施す
るなど、二社の営業部門における営業活動に対する意識の共有化が進み、統合後の自主事業の契約案件獲
得に向けた体制構築を一層進めることができた。
・費用構造等の分析結果を踏まえ、高い収益が見込めるコンサル系案件への営業活動を実施し、新規案件を
獲得することができた。さらに、統合を踏まえた国内事業戦略方針の策定に向けて、検討を進めている。

⑤ 事故件数の
増加

社員の安全
意識向上及
び安全指導
の強化

・2020年度までに工事事故件数を
2016年度比30％減とし、人身事故に
ついては10件以下とする。
〔2014年：10件（うち死亡事故０件）
2015年：13件（うち死亡事故０件）
2016年：15件（うち死亡事故０件）
2017年：8件（うち死亡事故０件）
2018年：9件（うち死亡事故０件）〕
・物損事故については55件以下とす
る。
〔2014年：73件　2015年：74件　2016
年：78件　2017年：48件　2018年：26
件〕
・事故を予防するための安全管理
ツールの作成

これまで、事故防止方針に基づき、事業ごとに策
定した行動計画を着実に実施したことにより、人
身事故件数が10件（うち死亡事故０件）、物損事
故件数が51件と目標値内にある。
引き続き、社員及び受注者の全従事者に対し、
安全意識を高いレベルで継続することが重要で
ある。

・各事業部が作成した行動計画に基づき、計画的に事故防止に取り組んだことにより、事故発生件数は到達目
標を達成している。

また、発生した事故については、事故情報の周知とともに、速やかに工事事故防止対策委員会を臨時開催
し、詳細な原因分析と再発防止策を委員会を中心として議論を実施し、社内で共有化した。
・事故事例集については、随時、事故事例を追加するなど、継続して情報を蓄積、更新しながら、職場内研修の
場などにおいて社員教育への積極的な活用を図っている。
・工事安全大会では、基本的な事項だけでなく、受注者における工事事故防止の取組などを紹介することによ
り、他社が実践する良い取組を水平展開し、各社の危機管理意識の向上につなげている。
・本社も含めた安全パトロール等を繰り返し行うことにより、安全指導の取組が着実に全社に浸透し、事故発生
の抑制に寄与した。
・これらの取組の結果、2019年度については当初目標である2016年度比30％減を達成し、人身事故について
は10件、物損事故は51件となっている。

⑥ 事業戦略の
見直し

新たな事業
展開により
自主事業の
収益拡大

・2020年度までに、2016年度の国内
事業売上高172百万円を倍増させ、
350百万円以上を目指す。〔2016年：
172百万円　2017年：146百万円
2018年：139百万円〕
・水安全計画作成、水道施設台帳整
備等に関する新たなコンサルティン
グ業務、システム開発・販売等の新
規商品化による国内事業を展開して
いく。

・国内事業の拡大に向けたニーズ把握・掘り起こ
しのため、他水道事業体等へのヒアリング、デモ
の実施など、積極的な営業活動に取り組んだ結
果、新規事業体からの受託や新規案件獲得に
至った。
・2019年度国内事業売上高（収入額）：約163百
万円
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：株式会社ＰＵＣ    （所管局：水道局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

政策連携団体２社の統合と体
制の強化

・新政策連携団体の経営理念、中期経営
計画、経営改革プラン等を策定
・統合準備委員会による２社のシナジーの
発揮や、収益を確保するための戦略的な
自主事業の方向性等について詳細検討
・役員制度見直し（社外取締役選任等）、
コンプライアンス推進体制強化
 ・(株)TSSとの統合

・東京水道（株）の経営理念、ＣＩ等を決定
・東京水道（株）の単年度の事業計画である「2020年度事業計画
（仮称）」の素案を作成
・東京水道（株）の自主事業展開について検討
・２社のシナジーの発揮に向けて、問い合わせのワンストップ化へ
の体制を検討・整備
・東京水道（株）の社外取締役（監査等委員）を選任
・会社の中核人材を育成するため、多摩地区の業務指導担当部
署に新たに１名派遣
・東京水道（株）の企業統治に関する基本方針、内部統制に関す
る基本方針、コンプライアンスに関する基本方針及び関連規程類
を策定
・ＴＳＳ（株）と合併契約を締結

営業活動の強化 ・統合準備委員会による詳細検討 ・東京水道（株）の自主事業展開について検討

ＡＩを含めたＩＴ活用の推進 ・既存システムの統合やＲＰＡの活用に向
けた検討

・新会社発足に関わるシステム統合スケジュールを作成
・ＲＰＡの試行・導入検討を実施

コンプライアンス推進委員会
の設置・活用による取組の推
進

・コンプライアンス推進会議を４回実施
・局コンプライアンス推進会議及び第三者
委員会の提言等を踏まえた改善の検討
・次年度コンプライアンス年間行動計画の
改訂

・コンプライアンス推進委員会を４回実施（６月、７月、10月、２月）
・「コンプライアンス行動計画」及び「各団体における汚職等防止策
の概要」に関する進行管理の実施
・社員アンケート結果の分析及び課題の共有（第２回、第３回）
・次年度新会社のコンプライアンス年間行動計画を策定

コンプライアンス推進のため
の個別取組の強化

・セルフチェックや研修等の取組におい
て、情報管理の徹底など個別の強化策も
実施

・外部相談窓口の設置（８月）
・内部統制に関する基本方針、リスク管理基本方針等の策定（９
月）
・リスクの洗い出しを行い、リスク管理行動計画の取りまとめ（３
月）
・コンプライアンスセルフチェックを11月に実施
・管理職を対象としたコンプライアンス研修の実施（10月、11月）

委員会による入札状況調査
の実施

・契約事務改善委員会（仮称）において、
入札契約結果の調査、分析及び監視を踏
まえた不正行為の排除又は防止策の検
討

・契約事務改善推進委員会を４回実施し（４月、５月、７月、11月）、
財政援助団体等監査等の改善指摘に対する措置の検討及び契
約事務に関する抜本的な改善への取組を実施

内部監査の強化 ・局及びＴＳＳとの監査業務に関する情報
共有等、内部監査対応力の強化
・2019年度内部監査結果報告書における
指摘事項等を踏まえた2020年度研修計画
の策定

・局及びＴＳＳ（株）との監査業務に関する情報共有等、内部監査
対応力を強化
・2019年度内部監査結果報告書における指摘事項等を踏まえた
2020年度研修計画の策定

プロジェクト別採算管理の強
化

・システム本格稼働
・収支見込の精度及び作業効率の向上
・会社合併によるプロジェクト別採算管理
表の指標の統一化、システムの検討
・プロジェクト別の新規課題抽出
・情報公開の継続実施

・新会計システムを2019年度分から本番運用開始
・事務改善による収支見込精度及び作業効率の向上
・（株）PUCのシステムの継続運用を決定
・採算管理の新たな課題を抽出
・セグメント別収支状況を社のＨＰで公開
・モデルケースとしている自主事業案件が第２期に入り、売上が増
加
・モデル案件収支（57,631千円）

役員会議の積極的活用 ・役員会議等でのプロジェクト評価の検
証、追加実施策の検討・実施
・役員会議、運営会議等の活用方法の検
証、改善

・取締役会においてプロジェクト別の評価について意見交換を実
施
・取締役会を毎月実施し、収支状況を報告する環境を整備
・運営会議に資料を提出し情報共有を図った。

専任社員比率の拡大 ・ＯＢ訪問の拡大、キャリアパスの検証
等、より効果的な対応策の検討・実施
・新しいＯＪＴ評価シートの効果検証、改善
・高校生向けの社パンフレットの新規作成
検討
・社ホームページ採用募集案内リニューア
ル

2020年４月１日時点の多摩地区ＳＳの専任社員比率：約46.5％
（121名/260名）
・学校訪問46校実施
・職場見学会のべ22か所39人実施
・ＯＪＴ評価シートの効果検証作業実施、新会社版のＯＪＴシートの
作成

局への派遣研修の実施 ・２人以上／年
・研修修了者の活用

・３人派遣
・研修修了者を本社に配置

・2019年度の活動の結果として、多摩地区SSでの専任社員比率は約
46.5%（121名/260名）と３年後(2020年度)の到達目標を達成する事ができ
た。
・専任社員の採用活動の充実化を進めてきたことから、応募者を78人増
加（前年比約159.2％増）させることができ、新卒採用者及び中途採用者
が41人増加（前年比約136.7％増）したことから、更なる専任社員の比率
の向上を着実に進めることができた。
・派遣研修修了に伴い、社内で研修報告会を開催することで、情報共有
を図り、社内に還元した。
・派遣修了者を統合に関するＷＧに積極的に参画させるなど、局で培っ
た調整力などを会社統合という貴重な経験の機会で活用することにより、
固有社員の更なる能力伸長に取り組むことができた。

③ 経営環境
変化への
対応力強
化

プロジェクト
別採算管
理を活用し
た事業管理
体制の構
築

　役員が事業進捗状況やプロジェクト別の採算
管理に積極的に関与し、それぞれの課題を把握
し、改善への取組を促進する管理体制を構築す
る。また、プロジェクト別採算管理による収支構
造分析の実施に伴う事業効率化等を図るため
の課題発見、改善策を実施し、個々のプロジェ
クトの収支改善を目指す。

具体的な取組として、初めて東京都以外の自
治体を契約対象とした案件について、2016年度
決算時点で収支が取れていない状況であるた
め、採算管理を徹底し、2020年度までに黒字化
を実現する。これをもって今後の自主事業の展
開・運用のモデルとする。

・新会計システムの本格的運用を開始し、プ
ロジェクト別採算管理の新たな課題を抽出す
るとともに、取締役会において、プロジェクト別
の評価について意見交換を実施
・2019年度におけるモデルケースの収支につ
いては、第１期である平成30年度までの原価
を踏まえた入札額の設定等により、57,631千
円の黒字化を達成した。

・プロジェクト別採算管理の強化として、事務改善によりプロジェクトの採
算管理方法の精度及び作業効率の向上を図った。その内容を取締役会
及び運営会議に報告し、単年の契約案件だけではなく長期契約案件の
計画と現状との差異分析を行い、個々のプロジェクトの課題を抽出し、改
善策の検討を行うことにより、当社がモデルケースとしている国内水道事
業体の水道料金等徴収業務については、収支改善に取り組んでいる。
・大規模なシステム開発案件について、進捗・収支が厳しいプロジェクト
は、計画値と実績値を分析し、計画を見直すなど引き続き、適切な対応を
行っていく。
・８月以降、取締役会の開催頻度を原則月１回とし、収支状況を早期に報
告する環境を整えた。
また、本部長級社員が参加する運営会議では毎月各本部の前月との収
支の改善状況を分析・報告し、経営基盤の強化が図られた。

④ 拡大する事
業への対
応

安定的・効
率的な事業
運営体制
の整備

多摩地区サービスステーションの事業運営の効
率化と安定運営のため、水道料金徴収業務を
専門に行う地域を限定した専任社員の人員の
確保・育成を図り、持続可能で責任ある事業運
営体制を整える必要がある。このため、専任社
員の配置拡大を図っていく。
　包括的にお客さま窓口業務等を受託している
多摩地域を対象に、社員に占める専任社員比
率を33％以上とする。
〔2017年：19.2％（43人/223人）、2018年：25.3％
（58人/229人）、2019年：32.6％（77人/236人）〕
（2026年目標：60％）※各年4月1日

・多摩地区SSの専任社員比率の向上（2017
年4月1日：19.2％→2020年4月1日：46.5％）
・2019年度は、2018年度の局への派遣研修
修了者を本社に配置するとともに、新規派遣
を1人追加し、局への派遣研修を計3人とし
た。

・コンプライアンス推進委員会を４回実施し、コンプライアンス推進に関す
る取組の進行管理や課題の共有を図るとともに、2020年度東京水道
（株）のコンプライアンス年間行動計画を策定した。
・外部相談窓口の設置、内部統制に関する基本方針等の策定、コンプラ
イアンスセルフチェック、コンプライアンス研修の実施のほか、リスクの洗
い出しを行いリスク管理行動計画を取りまとめた。
・契約の公正性・公平性の確保を図るため、契約事務改善推進委員会を
４回実施し、指名業者選定基準の見直しや調達契約チェックリストの見直
し等契約事務に関する抜本的な改善への取組を実施するとともに、契約
状況の調査結果に基づいて評価し、評価内容を社内に周知し、改善に取
り組んだ。
・内部監査において、2018年度財政援助団体等監査や2019年度総務局
特別監察の指摘事項について、その改善状況を検証し、改善取組が引き
続き実施されていることを確認した。
・ＴＳＳ（株）との意見交換を行うことで監査水準の向上を目指すとともに、
都のノウハウの固有社員への継承することにより、社の内部監査対応力
を高めた。

団体自己評価

① 水道事業を
包括的に担
うことので
きる体制の
構築

東京水道
サービス
（株）との統
合

　東京水道サービス（株）と統合し、局と連携しな
がら団体のガバナンス・コンプライアンスを強化
　技術系と営業系の一体化による営業活動の
強化、新たなお客さまサービスを展開
　団体の中核人材を育成するため、局への派遣
研修を推進
  合併による業務の効率化を踏まえたＡＩ等の適
用業務の具体的な検討の実施

・東京水道（株）の経営理念、企業統治に関す
る基本方針、内部統制に関する基本方針、コ
ンプライアンスに関する基本方針等について
策定し、２０２０年度事業計画（仮称）、自主事
業展開について検討を行った。
・東京水道（株）の社外取締役（監査等委員）
を選任
・統合による業務の効率化を踏まえ、RPAの
試行（応急給水要員別所要時間一覧の作成）
を実施

・固有社員を含めた会社統合における各種分科会やWGにおいて、経営
理念やCIを策定し、また、新会社の社名や被服等については社員募集を
踏まえるなど、社員の意識統合に留意した統合準備を推進することがで
きた。
・統合後の東京水道（株）において、新体制での、2020年度事業計画（仮
称）や自主事業の営業方針の作成に向け、統合準備年度の2019年度か
ら、両社で検討を進めることができた。
・２社のシナジーを発揮するため、４月１日からお客さまセンターにおける
問い合わせのワンストップ化に向け、体制を整備することができた。
・社外取締役（監査等委員）の募集については、各種業界団体への周
知、SNS、HP、一般紙、業界紙での広報などに精力的に取り組み、多数
の応募者の中から、高い見識と専門性を有する社外取締役を選任するこ
とができた。
・2019年度は、会社の中核人材を育成するため、多摩地区の業務指導担
当部署へ社員を新規に派遣した。
・新会社に求められるガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底を図
り、東京水道（株）を発足させ、４月１日に発足させるための合併契約を締
結した。
・情報システム・RPAWGにおいて、両社のシステムを精査・比較したうえ
で、経費削減につながるシステム統合案を策定することができた。

② コンプライ
アンス意識
の向上

コンプライ
アンス推進
体制の強
化

コンプライアンス推進への取組を一層強化し、
社員一人ひとりのコンプライアンス意識の更な
る向上、職場風土の醸成を図る。

・コンプライアンスの取組を推進するため、コ
ンプライアンス推進会議を４回実施し、コンプ
ライアンス推進に関する取組の進行管理や課
題の共有を図るとともに、2020年度新会社の
「コンプライアンス年間行動計画」を策定した。
・外部相談窓口の設置、内部統制に関する基
本方針等の策定、コンプライアンスセルフ
チェック、コンプライアンス研修の実施のほ
か、リスクの洗い出しを行いリスク管理行動計
画を取りまとめた。
・契約事務改善推進委員会を４回実施し、指
名業者選定基準の見直しや調達契約チェック
リストの見直し等契約事務に関する抜本的な
改善への取組を実施するとともに、契約状況
の調査結果に基づく評価を実施した。
・TSS（株）と監査業務について意見交換、都
のノウハウの固有社員への継承等により、内
部監査対応力を強化している。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：株式会社ＰＵＣ    （所管局：水道局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

他都市事業体に対する販売
強化

・受託自治体の周辺都市を中心とした営
業活動の展開
・広域化検討自治体情報の収集・分析、
提案活動の継続
・機能拡充結果の検証、改善策の検討・
実施

・受託自治体の周辺エリアの営業活動を実施
・広域化の提案活動を実施
・機能拡充

民間企業との連携 ・協業可能な分野を有する民間企業との
折衝、民間企業と連携した営業活動の実
施

・地元企業と連携した営業活動を６水道事業体に実施

水道料金関連業務以外の事
業の販売戦略

・業務ジャンル別グループ制の効果検証・
改善
・対象顧客の絞り込み及び顧客ニーズを
踏まえた販売活動の強化

・業務ジャンル別グループ制を敷いたことにより、同時期に複数案
件受注できる開発体制を構築（勤怠管理システム）
・勤怠管理システム３件及びその他２件の受注

東京水道サー ビス㈱と㈱Ｐ
ＵＣの二社連携の強化 ―

―
(戦略①に統合済)

お客さまセンターへのＡＩ等ＩＴ
技術の導入

・試行、１時間あたりの応答件数等労働効
率向上に係る導入効果の検証

・試行、１時間あたりの応答件数等労働効率向上などに係る導入
効果を検証
・2019年12月に全ての機器を設置し、本格稼働を開始

オペレーターの確保と育成 ・計画的な確保策の検証・改善
 ・ 取組効果の検証・改善、新たなインセ
ンティブ付与策の検討・実施
 ・研修・ＯＪＴの検証、改善策の検討・実施
 ・データ蓄積による入電予測精度の向上

・応答率90％達成日数割合：区部・多摩合算
2019年度　76.9％（226日/294日）
・入電予側に基づき、計画的にオペレーターを確保できるよう、検
証及び改善を実施
・インセンティブ付与策の検討実施
・研修・OJTの見直しを実施。検討した改善策を実施
・入電予測精度向上のため、継続的な見直しを実施

B

一次評価（所管局評価）

○当該団体は、３年後の到達目標の達成に向けて、概ね着実に各取組事項を推進していると評価できる。

【戦略①　東京水道サービス（株）との統合】
・ 社外取締役（監査等委員）選任や企業統治に関する基本方針の策定など、団体のガバナンス及びコンプライアンス推進体制を強化する取組を着実に推進し、東京水道サービス（株）との統合に向けた合併契約を締結した。
≪３年後の到達目標：東京水道サービス（株）と統合し、局と連携しながら団体のガバナンス・コンプライアンスを強化　2019年度実績：TSS（株)との統合準備、社外取締役（監査等委員）の選任、企業統治に関する基本方針、コンプライアンスに関する基本方針等を策定≫
≪３年後の到達目標：技術系と営業系の一体化による営業活動の強化、新たなお客さまサービスを展開　2019年度実績：統合による２社のシナジーの発揮について検討≫
≪３年後の到達目標：団体の中核人材を育成するため、局への派遣研修を推進　2019年度実績：局の多摩地区の業務指導担当部署に新たに１名派遣≫
≪３年後の到達目標：合併による業務の効率化を踏まえたＡＩ等の適用業務の具体的な検討の実施 　2019年度実績:AIによる応急給水要員別所要時間一覧の作成≫

【戦略②　コンプライアンス推進体制の強化】
・ 外部相談窓口の設置、課題共有などを行うコンプライアンス推進委員会を開催するとともに、セルフチェックや研修を実施することで、社員一人ひとりのコンプライアンスの意識を向上した。
≪３年後の到達目標：コンプライアンス推進への取組を一層強化し、社員一人ひとりのコンプライアンス意識の更なる向上、職場風土の醸成を図る。　2019年度実績：コンプライアンス推進委員会実施（４回）、外部相談窓口の設置≫

【戦略③　プロジェクト別採算管理を活用した事業管理体制の構築】
・ プロジェクト別採算管理方法に関する事務改善を行うことで、管理方法の精度や作業効率の向上を図るとともに、取締役会において収支状況を報告する環境を整備し、個々のプロジェクト課題の把握・改善を図っている。
・ 一方で、収支状況の分析や進捗管理が不十分なプロジェクトは、プロジェクト別採算管理を強化するなど改善が必要である
≪３年後の到達目標：自主事業（初めて東京都以外の自治体を契約対象とした案件）を2020年度(令和2年度)までに黒字化　2019年度実績：モデルケースとしている国内水道事業体の水道料金徴収業務　58百万円≫

【戦略④　安定的・効率的な事業運営体制の整備】
・ 学校訪問や職場見学会の対象範囲を拡大するなど、採用活動を工夫することで、専任社員の応募者・新卒採用者を増加させており、３年後の到達目標である社員に占める専任社員比率33％の達成を達成した。
≪３年後の到達目標：多摩地域専任社員33%以上　2019年度実績（2020.4.1時点）46.5%（121人/260人、2019年度比13.9ポイント向上）≫

【戦略⑤　選択と集中による戦略的な自主事業販路の開拓】
・ 顧客のニーズに合わせた事業展開や地元企業と連携した営業活動などを実施することで、新規案件の受注に向けた取組を着実に実施している。
・ 一方で、2019年度実績では、３年後の到達目標である76百万円を超える売上額の新規受託が達成されておらず、目標の達成に向けて更に取組を進めていく必要がある。
≪３年後の到達目標：76百万円を超える売上額の新規受託　2019年度実績：17百万円の新規受託≫

【戦略⑥　新技術導入等によるお客様センター業務の運営安定化】
・ AIの検証や利用環境の改善を着実に行い、AIを活用したお客さま対応を本格稼働させた。
・ 一方で、オペレーターの定着やシフトの不均衡解消を図るため、様々な取組を行っているものの、2019年度実績では、３年後の到達目標である応答率 90％の達成日数割合87％に達成しておらず、またその原因分析も不十分であることから、目標の達成に向けた詳細な分析・改善が必要である。
≪３年後の到達目標：応答率87%　2019年度実績：76.9%（2018年度比8.6ポイント減少）≫

【定性評価事項】
・ 個人情報に関する不適正事案が発生しており、再発防止に向けて、定期的な研修やサポート体制の整備・強化などの取組が必要である。
・ 令和元年度決算では純損失を計上しており、赤字の原因を詳細に分析し、改善策を講じるなど適切に対応していくことが必要である。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、東京水道サービス（株）との統合については、経営面・実務面・システム面から精力的に取り組み、経営統合に至るなど、着実に取組が進捗している。選択と集中による戦略的な自主事業販路の開拓については、働き方改革に伴う勤怠管理ニーズに応える営業など、着実に取組
が進捗している。コンプライアンス推進体制の強化、プロジェクト別採算管理を活用した事業管理体制の構築、安定的・効率的な事業運営体制の整備、新技術導入等によるお客さまセンター業務の運営安定化については、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って着実に取組が進捗しており、総じて団体として一定の成果を上げている。

　水道事業を包括的に担っていくため、お客さまセンター運営について、ＡＩ・ＩＣＴを全面的に活用したオペレーター労働集約モデルの分散モデルへの転換や、お客さまの声を集約した応答データ外販などにも取り組むことが期待される。

・お客さまセンターＡＩオペレータ業務支援サービス導入の検証等作業委
託を通じて、都庁初の取組であるコールセンター業務におけるＡＩを活用し
たお客さま対応の開始に寄与した。
・ＦＡＱ作成、タッチ資料作成等に取り組み、ＡＩ操作研修などを実施するこ
とで、ＡＩ利用環境の整備に積極的に取り組んだ。
・2019年度においては、オペレーター確保が困難であったことを踏まえ、
新たな取組を含め、派遣会社との協議を精力的に進めるとともに、オペ
レーターの処遇や就労環境の整備に取り組んだ。取組の結果、オペレー
ターの離職率を28.4％（2018年度実績）を22.7％（2019年度実績）に低下
させることができた。

⑤ 経営基盤
の強化

選択と集中
による戦略
的な自主事
業販路の
開拓

今後予定される大規模システム運用管理の効
率化等により、2020年度で44百万円、2021年度
で76百万円の売上額の減少が予定されている。
これに対応するため、水道関連業務を中心に自
主事業受託営業を展開することにより、2021年4
月までに76百万円を超える売上額の新規受託
を図る

・2018年度実施したローラー作戦で収集した
情報をもとにターゲットを絞り込み、受託自治
体周辺の都市を中心に営業活動等を実施

・少数の限られた営業社員であったが、精力的な営業活動の結果、営業
エリアの拡大、広域化への対応、「ＷＩＳＨ」標準機能の拡充を図り、ター
ゲット案件数を増やすことができた。
・地元企業との情報交換を随時実施し、地元企業の優位性を発揮できる
事業体を中心に、積極的な営業活動を実施してきた。
・2019年度は、５案件（勤怠管理システム３案件、その他２案件）の新規案
件を受注し、2020年度は243百万円、2021年度は370百万円の新規売上
獲得に向け、営業活動に取り組んでおり、到達目標（2021年４月までに76
百万円を超える売上額の新規受託）の達成を見込んでいる。
・大規模なシステム開発案件について、進捗・収支が厳しいプロジェクト
は、計画値と実績値を分析し、計画を見直すなど引き続き、適切な対応を
行っていく。

⑥ お客さまセ
ンターサー
ビス水準の
維持・向上

新技術導
入等による
お客さまセ
ンター業務
の運営安
定化

お客さまセンター事業について、より一層の安
定性確保のため、ＡＩ技術の導入及び人員の確
保・育成策等の取組により、 問合せ等に対する
応答率（応答率 90％の達成日数割合）を引き上
げ、2020年度 87％以上とする。〔2016年度：
69.0％、2017年：80.1％、2018年度：85.5％、
2019年度：76.9％〕

・お客さまセンターへのAI導入の試行、効果
検証を実施
・入電予測に基づき、計画的にオペレーター
を確保できるよう、オペレーターの待遇、研修
制度等を検証し、研修・OJTの見直しなどの
改善を実施
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：　東京都下水道サービス株式会社　（所管局：　下水道局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績

人材確保の取組強
化

・高専・大学訪問を20校以上実施するとと
もに、就職担当の教員に加えて、学生や
その保護者に直接説明する機会の確保を
学校側に働きかけるなどＰＲ方法を拡充
・夏季に加えて冬季インターンシップの実
施、都庁セミナーや就職イベント（合同説
明会）への参加、求人情報サイトの活用
等、新卒採用活動の取組を充実
・あらゆる採用機会を活用し、他団体等か
らの採用を行う。
・新卒採用者の定着を目指し、採用から
一定期間経過後に意見交換会を開催す
るなどフォローアップを実施

・【2021年度新卒採用】
高専・大学訪問を35校実施。うち一部訪問校では講義において企業ＰＲ
を実施。夏季及び冬季インターンシップを実施。各種就職イベント（合同
就職説明会）に出展
・【2019年度経験者採用】
募集要件を緩和し、経験者採用を実施。11/1付で全職種で３名採用
・他企業等経験者を嘱託社員等として計６名採用
・新卒採用者の定着に向け、チューター制度に加え、メンター制度を試
行導入
・東京大学大学院に、TGSにより寄付講座を開設（2020年度～）すること
を決定

技術継承の取組の
実施

・取組の継続実施
・人材育成シートの導入

・技術継承委員会を３回開催。年間行動計画に基づき今年度の取組を
推進
・「若手社員育成報告会」を開催。育成対象者が育成期間中に習得した
技術、ノウハウ等について報告させ、育成状況の把握及び今後の育成
方法の参考にする。
・「エキスパートエンジニアとの意見交換会」を開催。若手社員の技術
力、技術継承の取組等について意見を収集し、今後の取組に反映
・「映像ライブラリー」については、カテゴリー増（＋３件、全11件）及びコ
ンテンツ増（＋69件、全203件）サーバーにアップし全社員が閲覧可能に
なった。
・35周年事業の一つとして、「技術集大成」を作成・発刊し、全社員（技
術、事務問わず）に配布した。
・人材育成シートを新たに作成した。
・専門図書227点を追加購入した。

・取得支援、勉強会改善・充実 【社外講習会受講支援】
・環境計量士受験準備講習会 （３日：１名）
・【新規】公害防止管理者受験講習会 （３日：２名）
・【新規】１級機械保全技能士通信教育受講（１年：７名）
・【新規】1級機械保全技能士実技試験対策セミナー（１日：４名）
・【新規】危険物取扱者試験受験準備講習会（２日：４名）
【社内勉強会の開催】
・技術士取得社内勉強会 （６日：延べ36名）
・下水道管理技術認定資格勉強会 （５日：延べ112名）
・下水道第３種技術検定勉強会 （７日間：延べ58名）
・【新規】電気主任技術者勉強会 （２日間：延べ14名）
【勉強会の改善】
・カリキュラムの見直しを実施

・下水道施設維持管理に関する資格（日
本下水道事業団実施）

合格率：全国平均を上回る
（対象資格：下水道管理技術認定、下水
道第３種技術検定）

・下水道管理技術認定資格
受験者数13名 　合格者：12名
合格率：92.3％　合格率（全国）：32.2％

・下水道第３種技術検定資格
受験者数13名　合格者：８名
合格率：61.5%   合格率（全国）：27.2％

局とＴＧＳ間の人材
の交流

・設備職１名
（１年間）本庁業務を経験
・環境検査職２名
（２年間）出先と本庁両方の業務を経験
・土木職１名
本庁業務を経験
・都職員の継続的な受入
・オリンピック・パラリンピック競技大会組
織委員会への派遣

事務職・設備職各１名

・設備職１名
（１年間）本庁業務を経験
・環境検査職２名
（２年間）出先と本庁両方の業務を経験
・土木職１名
本庁業務を経験
・局派遣者は延べ17人
・都職員の継続的な受入
・オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会への派遣

事務職・設備職各１名

新規事業の拡大を目
指し企画部門を拡充

・必要に応じて企画営業部門の組織体制
を拡充

・新規事業の拡大に関する企画営業部門の拡充について社内で検討
・2020年度から技術部の体制を、現状の４名から７名に拡充する案を取
りまとめ、東京都総務局と調整

東京都区部以外で
の事業実施体制

・既存の組織体制では都区部以外での事
業対応が困難なため、新規事業の展開に
応じて新たな実施体制を検討

・東京都区部以外への事業拡大の見込みを踏まえ、社内で事業実施体
制の検討
・近隣自治体からの下水処理場の運転管理に関する技術的支援業務
の新規受注(湯河原町)を見込み、2020年度から施設部の体制を、３名
増員する案の取りまとめ総務局に協議
・東京都総務局と調整の結果、所要人員の増員が承認された。

出資構成の検討 ・必要に応じて出資構成の見直しに向け
た具体的な手続きを関係者と調整

・前年度中に出資構成に関する当社の考え方を整理し、下水道局に報
告
・それを踏まえて、下水道局との定期的な意見交換を２回実施する等、
検討を実施

人的資源
の確保

①

② 組織運営
体制の検
討

技術社員の資格取
得の促進

・各個別取組事項の目標を上回り、３年後
の到達目標に向け、大きく前進させた。

・安定した事業執行に向けた人材の確保
・会社全体の技術レベル維持向上を図る
ため、技術社員に高い技術水準が求めら
れる以下の資格取得を促進
   土木職 … 技術士、一級土木施工管理
技士、下水道管理技術認定
   設備職 … 技術士、電気主任技術者、
機械保全技能士第１級、下水道第３種技
術検定
   環境検査職 … 技術士、環境計量士、
公害防止管理者、下水道第３種技術検定
・固有社員が行政的業務を経験すること
で、委託者や都民のニーズを把握するこ
とができる人材を育成

人材の確
保育成と技
術継承

今後の事
業展開にあ
わせた体制
整備

・企画営業部門の拡充を図り、東京都区
部以外への新規事業（⑥参照）の企画立
案を進める
・必要に応じて現地事務所等の新たな組
織体制の検討を行い、東京都区部以外へ
の新規事業の展開に備える
・現在の会社の実情や今後の事業展開を
見据えた出資構成のあり方について下水
道局と検討を行い、今後の方向性を整理
し、必要に応じて関係者との調整を下水
道局とともに進める

・各個別取組事項の目標を全て達成し、３
年後の到達目標に向け、着実に取組を進
捗させた。
・組織定数や出資構成については、東京都
（総務局・下水道局）との協議が必要であ
り、調整に努めた。

団体自己評価

【人材確保の取組強化】
・目標（20校以上）及び2018年度実績（31校）を上回る学校を訪問し、企
業ＰＲを積極的に行った（実績35校）。
・夏季・冬季インターンシップを計画的に実施し、各種就職イベントへも出
展した。昨年度を上回る新卒採用応募数につながった（３月末時点 32人
→47人）。
・経験者採用の募集要件の緩和及び企業団体への訪問等により、新卒
以外の採用についても確実に実施した。
・国立高専生の2019年就職先ランキング（日経産業新聞）にて49位に位
置づけられた。

【技術継承の取組の実施】
・若手社員とベテラン社員との座談会を全9回実施し、131名もの社員の
参加により、コミュニケーションの深化を図ることができた。さらに、その
中で若手から出た提案について、技術継承の取組に反映させるなど、全
社的に技術継承の取組を進めることができた。
・若手社員成果報告会において、12名の報告が行われるなど、技術継承
の取組成果につながった。

【技術社員の資格取得の促進】
・会社全体の技術レベルの維持向上を図るため、2019年度に様々な資
格を取得することができた。　特に全国平均合格率を大きく上回る合格率
を達成することができた。

【局とＴＧＳ間の人材の交流】
・政策連携団体として求められる体制の整備の一環として、固有社員の
育成が重要度を増している中、計画的に局へ派遣研修を実施すること
で、固有社員の行政感覚の醸成を図った。
・全社的な研修発表会において研修成果を発表することにより、その他
の固有社員の意識啓発にも役立てた。

【新規事業の拡大を目指し企画部門を拡充】
・今後の営業活動の見込みを踏まえて社内で企画営業部門の体制を検
討し、組織拡充案を取りまとめた。東京都総務局と調整のもと、新規事業
の拡大に向け、今後は様々工夫して取り組んでいく。

【東京都区部以外での事業実施体制】
・今後の事業拡大の見込みを踏まえて社内で検討を進め、2020年度から
の事業実施体制を整備することができた。

【出資構成の検討】
・出資構成の見直しに向け、関係者との調整を進めた。その結果、下水
道局が進めている施設運営手法の見直しと合わせて検討するため、検
討期間を延長することとなった。引き続き、下水道局と調整を進めていく。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：　東京都下水道サービス株式会社　（所管局：　下水道局） 　 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

利益剰余金の有効
な活用

・技術開発や防災住宅などに投資するこ
とを検討

・技術開発のテーマや防災住宅のあり方について、「関係課長チーム」
検討会議を開催し、各部の意見を集約するなど、具体的な項目をあげ、
検討した。

損害賠償補填積立
金の積立目途額を再
検討

・損害賠償補填積立金の積立目途額につ
いての考え方を整理

・「関係課長チーム」で、被害想定調査報告書を精査するなど、損害賠
償補填積立金の必要額について検討を行った。
・損害賠償保険の活用についても、保険金の増額と掛け金との関係な
ど、保険会社と打合せを行い、具体的な項目をあげ、整理した。

資金運用方法の見
直し

・必要に応じて下水道局等と調整を行った
うえで、新たな資金運用を実施

・金融機関や東京都等から情報収集を進め、それらの情報を参考に資
金管理要綱を改正
・改正した資金管理要綱のもとで、東京都債（東京グリーンボンド）を購
入する等、新たな資金運用方法を実施

局との役割分担を再
検証

・新たな役割分担に基づく水再生センター
の管理業務等の検討

・下水道局との定期的な意見交換の場である、「東京下水道グループ連
絡調整会議」を６回実施
・「ＴＧＳ官民連携手法調査・検討ＰＴ」を４回実施

安全衛生委員会、安
全パトロールの実施

・前年度と同様に安全衛生委員会や安全
パトロールの実施
・新たに、パトロールを実施する社員向け
に安全に関する特別教育を２回実施

・事業所安全衛生委員会（本社及び49事業所）12回実施
・安全パトロール

【ポンプ所、センター等現場事業所】　28回　22現場
【中川建設発生土改良プラント】　12回　12現場
【管路工事現場】　226回　686現場

・管路工事現場管理職夜間パトロール　5回実施
・工事事故防止対策強化月間管理職パトロール　２回実施
・特別教育　180人受講

安全管理講習会の
実施

・前年度と同様に安全管理講習会の実施
・過去発生した身近な重大事故を事例とし
て要因分析、局・ＴＧＳ・受注者の役割分
担等、新たに、多角的な視点から検証す
る内容をグループ討議に追加

・安全管理講習会を11/13に実施
・228名参加
・第一部では、危機管理広報事務所の代表取締役による講演
・第二部では、設備・土木の職種別に分かれて演習。設備は講習、土木
はグループ討議

事故防止の取組の
実施

・前年度の取組を踏まえ、改善実施
・事故発生時に原因分析を実施し再発防
止策の策定と周知徹底
・過去に発生した「墜落・転落」重大事故
の原因分析を踏まえた危険予知活動の実
施や安全帯着用の徹底

重大人身事故、重大物損事故及び第三者事故の件数　０件
・下水道局・ＴＧＳ部門安全心得を継続して活用
・作業前ＫＹ活動継続実施
・再委託業者への安全作業確認
・安全性の向上としてリスクアセスメント継続
・管路部事業所において、地区事故防止協議会を40回実施
・施設部事業所において、局主催の工事等工程調整会議に55回参加
・安全マニュアル（冊子）を新たに入社した経験の浅い社員に向けて配
布し、説明会や勉強会などを行い、受注者指導に活用
・車両事故防止の強化

共同開発の強化 ・前年度の取組を踏まえ、開発技術の改
良・改善を実施
・研究・調査件数　　85件

・研究・調査件数　　87件

産業財産権出願 ・出願件数
（累計）　516件

・出願件数
（累計）　522件

開発技術の普及拡
大

・パートナーへの「ＴＧＳ関連技術のＰＲ」に
関する研修等の実施
・近隣自治体等に対するTGSの開発技術
説明会の企画検討

・パートナーが実施する自治体への普及活動時にＴＧＳ技術の説明資料
を作成するとともに、説明会に参画し技術のＰＲに努めた。
・近隣自治体に対するTGS開発技術の説明会を実施した。

産業財産権による収
入

・前年度の取組を踏まえ、開発技術の改
良・改善を実施
・特許料等収入額　　２億円

・特許料等収入額　約２億4,000万円

下水道事業の効率
化、環境性能や安全
性の向上、コスト削
減等に寄与する新技
術の開発

・効率化、環境性能や安全性の向上、コス
ト削減効果等が見込まれる新技術等を開
発する投資額　１億3,000万円

・新技術等を開発する投資額　１億4,000万円

③ 利益剰余
金の活用

④ 安定した下
水道サービ
スの提供

利益剰余
金の活用と
資金運用
方法の見
直し

・利益剰余金のあり方を検討し、人材の確
保、育成など当社の課題解決に活用して
いく
・損害賠償補填積立金について積立目途
額を再検討し、必要に応じて目途額を変
更する
・現在の金利の状況を勘案し、これまでの
堅実な資金運用だけではなく、一定の運
用益を目指した運用方法を検討し実施す
る

・各個別取組事項の目標を全て達成し、３
年後の到達目標に向け、着実に取組を進
捗させた。

受託事業
の着実な実
施と効率的
な事業執行

・23区送泥・遠制ネットワークの一体的管
理による効率的な事業執行に向け、局と
の役割分担を再検証
・下水道局が試行する新たな運営手法で
の業務実施に向けた体制準備
・重大人身事故、重大物損事故及び第三
者事故の件数　０件
　 重大人身事故：重傷で休業30日以上
及び　死亡事故
 　重大物損事故：復旧に１日を超える事
故
   第三者事故：軽傷以上の事故
（過去実績）Ｈ26：３件 、 Ｈ27：１件 、 Ｈ
28：０件

・各個別取組事項の目標を上回り、３年後
の到達目標に向け、大きく前進させた。
・重大事故０件を達成した。

【利益剰余金の有効な活用】
・技術開発のテーマや防災住宅のあり方について、「関係課長チーム」検
討会議を開催し、各部の意見を集約し具体的な検討を行うなど、技術開
発関連や人材育成等への有効な活用策の検討を着実に進めることがで
きた。

【損害賠償補填積立金の積立目途額を再検討】
・「関係課長チーム」で被害想定調査報告書を精査するなど、損害賠償
補填積立金の必要額について検討を行うとともに、損害賠償保険の活用
についても具体的に検討を行うなど、着実に実施に向けた準備を行うこと
ができた。

【資金運用方法の見直し】
・新たな資金運用方法に基づく資金運用を行うことができた。

【局との役割分担を再検証】
・東京下水道グループ連絡調整会議を通じて、十分に意見交換を行うこ
とができた。
・施設運営状況についての調査分析並びに最適な官民連携手法につい
て検討を行うことができた。

【安全衛生委員会、安全パトロールの実施】
・安全安心の業務運営と危機管理の強化を念頭に、的確に安全衛生委
員会や安全パトロールを実施した。
・目標値以上の安全パトロールを実施し、社全体で安全意識の向上に努
めた。
・安全衛生法改正に伴う、「墜落制止器具特別教育」を社員に受講を促
し、法改正に伴う安全管理措置の周知徹底を行った。

【安全管理講習会の実施】
・実務に即した内容で、有効な講習会を実施することができた。
・多角的な視点からリスクを予測し、対応をグループ討議することにより、
安全管理に対する一層深い理解が得られ、講習参加者から高い評価を
得られた。

【事故防止の取組の実施】
・重大事故０件を達成した。
・地区事故防止協議会や作業前ＫＹ活動の着実な実施により、社員並び
に工事受注者の事故防止に対する意識を向上させた。
・リスクアセスメント実施による安全性の向上や点検マニュアルの改訂な
どを確実に実施した。

⑤ 技術開発
の推進と普
及拡大

下水道事
業に貢献す
る技術力の
向上・活用

・下水道事業の効率化、環境性能や安全
性の向上、コスト削減等に寄与する新技
術の開発　投資額　１億5,000万円
・産業財産権による収入の確保　２億円

・各個別取組事項の目標を上回り、３年後
の到達目標に向け、大きく前進させた。

【共同開発の強化】【産業財産権出願】
【開発技術の普及拡大】
・局やパートナー企業等との連携した技術開発を図るとともに、工法協会
等とPR活動を行うなど開発技術の普及拡大に取り組んできた。また、新
技術についてはマニュアルや設計・積算資料を作成し、局や関係機関に
採用を働きかけた。
目標達成に向けては、担当部署はもとより社一丸となってきめ細かな進
行管理を実施した。
・このような取組の結果、研究・調査件数、特許出願件数、特許料等収入
額、新技術等を開発する投資額について、目標値を上回る実績をあげ
た。

【産業財産権による収入】
東京都は元より、全国の下水道管理者、公社、外郭団体をみても、産業
財産権により多額の営業収益をあげている団体は見られない。
これらの収入は経営に貢献するだけでなく、TGSの技術力のPRにもつな
がっている。

【下水道事業の効率化、環境性能や安全性の向上、コスト削減等に寄与
する新技術の開発】
・パートナー企業や大学と連携し、効率化、環境性能や安全性の向上、コ
スト縮減が見込まれる新技術等を開発する委託等の投資額について目
標値を達成した。
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東京都政策連携団体「経営改革プラン」評価シート

団体名：　東京都下水道サービス株式会社　（所管局：　下水道局） 評価対象年度：　2019年度　

番号 経営課題 戦略 3年後（2020年度）の到達目標 実績(2019年度末時点)及び要因分析 個別取組事項 2019年度計画 2019年度実績 団体自己評価

コンサルタント業務 ・多摩地域及び近隣自治体等５か所にヒ
アリングを行うなど需要調査を実施
・建設コンサルタント資格登録

・建設コンサルタント資格登録を完了
・コンサルタント業務開始に向け、多摩地域及び近隣自治体等９か所延
べ11回にわたり需要調査を実施
近隣自治体８か所　10回
関連団体１か所　１回
・下水処理場の運転管理に関する技術支援業務の2020年度の受託に
向け、神奈川県湯河原町と調整を進めた。
・技術士　合格者1名（社全体33名）
・ＲＣＣＭ  合格者3名（社全体８名）

水再生センターの運
営業務

・受注方針策定に向け、多摩地域及び近
隣自治体等５か所にヒアリングを行うなど
需要調査を実施

・水再生センター運営業務の受注方針策定に向け、多摩地域及び自治
体等８か所延べ14回にわたり需要調査を実施
自治体５か所　11回
関連団体３か所　３回
・国内外情報収集
包括的民間委託に関するシンポジウム参加
「水道事業の持続を支えるこれからの公民連携の在り方」カンファレンス
参加

排水設備工事責任
技術者試験及び更
新講習業務

・前年度の取組を踏まえ、改善実施
20団体　21,000千円

・法令等最新情報の導入や講師人材への内部養成研修の実施など、
随時、講習内容に対するブラッシュアップを行ったことでＴＧＳに対する
評価が高まり、排水設備工事責任技術者試験及び更新講習業務の受
託事業を18団体に加え、４団体に対し排水設備工事責任技術者試験前
講習の自主事業を実施
計22団体　約24,000千円

下水道台帳情報シス
テム関連業務

16市町（多摩）50,000千円
・需要調査、参加資格登録等（他都市）

①15市町(多摩)
事業収入60,148千円（年度目標の120％）
・府中市において新たな業務を受託（データ入力業務）
②東京都以外の自治体に当システムをPR及び営業活動
・自社開発したシステム（広域検索機能）について、千葉市と新たに契約
・千葉県香取市のシステム更新を新たに受託
③東京都以外の６道県の８市において需要調査を実施
④14都府県の17市の参加資格登録要件等の調査を実施

国際展開業務 ・技術支援
（施設立ち上げ・試運転）
（累計）86,200千円

①技術支援（ランガット）
（累計）64,600千円
③（個別技術の海外展開）
・水面制御装置の欧州における普及拡大として、新たにイギリスにおい
て試験的に設置した。(５月)

A

・各個別取組事項のうち、外的要因による
１項目を除いて目標を上回り、３年後の到
達目標に向け、大きく前進させた。

⑥
【コンサルタント業務】
・目標を超えて多摩地域及び近隣自治体等に、より具体的なヒアリングを
行うなど、需要調査を実施した。
・ 湯河原町と下水処理場の運転管理に関する技術支援業務の受託に向
けた調整を進めることができた。

【水再生センターの運営業務】
・目標を超えて多摩地域及び近隣自治体等に、受注方針策定に向けたヒ
アリングを行うなど、需要調査を実施した。

【排水設備工事責任技術者試験及び更新講習業務】
・各県下水道協会からTGSに対する評価が高まり、各県下水道協会の要
望が増加したことから、当社が実施する自主事業を積極的に拡大し、目
標値を上回った。

【下水道台帳情報システム関連業務】
・2019年度の事業収入目標を達成した。
・府中市のデータ入力業務を新規受託した。
・自社開発したシステム（広域検索機能）について、新たに千葉市と契約
を締結した。
・千葉県香取市のシステム更新を受託した。

【国際展開業務】
・施設立上げ、試運転の実施に向けて着実に準備を進めて来たが、マ
レーシア国の政権交代やＴＧＳが直接関与していない下水処理場に流入
する管渠工事の遅延等の外的要因により、今年度予定していた支援業
務が先送りとなったことから、目標を達成できなかった。引き続き、現地
企業と密な連絡を取りつつ、新型コロナウィルスの感染拡大による活動
制限の状況等も踏まえ、必要な事業調整を継続する。
・2019年度に水面制御装置の欧州における普及拡大として、新たにイギ
リスにおいて試験的に設置するなど普及拡大に取り組んだ。

東京都区
部以外へ
の事業展
開

・東京都区部以外からの事業収入
71,000千円
・国際展開業務の事業収入（累計）
145,200千円（マレーシア国ランガット地区
プロジェクト）

一次評価（所管局評価）

◇戦略① 人材の確保育成と技術継承について
全４項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しているとともに、目標を大きく上回った項目もあり、３年後の到達目標に向けて大きく前進している。

◇戦略② 今後の事業展開にあわせた体制整備について
全３項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しており、３年後の到達目標に向けて着実に進んでいる。

◇戦略③ 利益剰余金の活用と資金運用方法の見直しについて
全３項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しており、３年後の到達目標に向けて着実に進んでいる。

◇戦略④ 受託事業の着実な実施と効率的な事業執行について
全４項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しているとともに、２年連続で重大人身事故等が０件となっており、３年後の到達目標に向けて大きく前進している。

◇戦略⑤ 下水道事業に貢献する技術力の向上・活用について
全５項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しており、３年後の到達目標に向けて着実に進んでいる。

◇戦略⑥ 東京都区部以外への事業展開について
全５項目中４項目について、目標に掲げた指標や取組を達成しているとともに、下水道台帳情報システム関連事業において新規の受注を獲得するなど、３年後の到達目標に向けて着実に進んでいる。
なお、目標に到達しなかった項目は、「国際展開業務」(ランガットにおける技術支援0.65億円(目標0.86億円))であるが、未達要因が相手国の体制の変更によるものや他工事の遅延によるものであり、プロジェクト全体額に変更はない。

【総括】
　下水道事業を支える重要なパートナーである東京都下水道サービス（株）（ＴＧＳ）は、下水道局と一体的に事業運営を行っており、24時間365日、下水道施設の維持管理業務等を実施することで、下水道サービスを効率的・安定的に提供した。また、下水道整備の長い歴史において、局とＴＧＳが協働し、困難な課題を克服しながら
培ってきた東京下水道の高度な技術力により、国直轄事業が存在しない日本の下水道界を牽引しているとともに、世界の水環境の改善や日本の産業力の強化に貢献するために東京下水道の技術を海外展開している。
　こうした中、ＴＧＳは、保有する東京下水道の技術・ノウハウを活かし、局の施設運営手法の検討等の進捗と合わせつつ、経営改革プランに掲げたそれぞれの戦略について、積極的かつ最大限に取組を進めた。①から⑥の戦略について、総合的に考慮すると、局としては、具体的な成果を伴って取組が進捗し、３年後の到達目標
に向けて着実に進んでいると評価する。

最終評価

　経営改革プランに掲げた目標のうち、人材の確保育成と技術継承については、人材育成のほか、学生ＰＲや寄付講座開設など、見込みを大きく上回る成果を伴っており、著しく取組が進捗している。下水道事業に貢献する技術力の向上・活用、東京都区部以外への事業展開については、団体の収益力強
化や他都市に対するコンサル業務に貢献しており、取組が大きく進捗している。利益剰余金の活用と資金運用方法の見直し、受託事業の着実な実施と効率的な事業執行、今後の事業展開にあわせた体制整備については、取組が進捗している。
　以上のことから、2020年度の到達目標に向けて、具体の成果を伴って取組が大きく進捗し、総じて団体として優れた成果を上げている。

　質の高い下水道サービスの提供のため、今後は、技術的業務の生産性を高めてDXに取り組むとともに、事業における採算性や収支改善の継続的な取組が期待される。

事業戦略
の見直し

1
0
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東京都政策連携団体経営目標評価制度に係る評価委員会検討経過 

区分 開催日 議事 

第１回 2020年７月２日 
東京都政策連携団体経営改革プラン  

－2019年度経営目標の達成状況の評価について 

第２回 2020年10月22日 
2019年度東京都政策連携団体経営目標の達成状況に関する

評価委員意見のとりまとめについて 

※ 適宜、ヒアリング形式を含めた各団体への調査を実施
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